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1. 概要 

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）で

は，原子炉建物の基礎スラブ等の鉄筋コンクリート部材の応力解析において，３

次元ＦＥＭモデル等を用いた弾性解析により評価を実施していた。 

今回の工事計画認可申請書（以下「今回工認」という。）では，入力地震動の増

大に伴い，鉄筋コンクリート部材の塑性化が想定されることから，鉄筋コンクリ

ートの弾塑性挙動を踏まえた適切な評価を実施するために，基準地震動Ｓｓによ

る検討においては，基本的に材料（コンクリート，鉄筋）の非線形特性を考慮し

た弾塑性解析を採用する予定である。 

本資料は，鉄筋コンクリート構造物の３次元弾塑性解析が先行電力を含めた既

工認での採用事例がないことを踏まえ，その妥当性・適用性について説明するも

のである。 

本資料では，まず既工認モデルと今回工認モデルの差異について整理・考察し，

新手法としての妥当性を確認するべき項目として，弾塑性解析の採用のみが抽出

されることを確認する。その上で，弾塑性解析を採用する際の論点を整理する。

次に，抽出された論点に対して，既往の研究から得られた知見の整理を通して，

その適用性・妥当性について考察する。 

 

2. 既工認モデルと今回工認で採用予定のモデルの差異について 

原子炉建物の基礎スラブを代表として既工認モデルと今回工認で採用予定のモ

デルの差異を整理し，論点を抽出する。 

2.1 原子炉建物の基礎スラブの構造概要 

島根原子力発電所２号炉（以下，「島根２号炉」という。）原子炉建物の基礎

スラブは，70.0m（ＮＳ）×89.4m（ＥＷ）の矩形を成しており，厚さ 6.0mの鉄

筋コンクリート造のべた基礎で，岩盤に直接設置している。また，原子炉格納

容器及びその内部構造物，原子炉一次しゃへい壁並びに原子炉建物の内外壁等

から伝わる荷重を支持する部材である。 

原子炉建物の基礎スラブの概要を第 2－1図に示す。 
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（ＥＬ 1.3m） 

 

第 2－1 図 原子炉建物の基礎スラブの概要（単位：ｍ） 
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2.2 既工認モデルと今回工認で採用予定のモデルの差異について 

まず，既工認で採用した原子炉建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で

採用する予定の解析モデルとの差異を整理し，論点となり得る項目を整理する。 

既工認における原子炉建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予定

の解析モデルの比較表を第 2－1表に示す。 

第 2－1表で整理したとおり，既工認と今回工認における解析モデルの差異と

しては，以下の２点が抽出された。 

（１）応力解析に弾塑性解析を採用すること 

（２）コンクリートの物性値（ヤング係数，ポアソン比） 
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第 2－1 表 応力解析モデル及び手法の比較（原子炉建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 6.0m の一枚の版として有限要素法に

より解析する。 
・同左 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（S2），土圧等 
・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss）， 

土圧等 

モデル化 

モデル化 

範囲 

・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。従って，モ

デルの大きさは外壁の最外端までの 70.0m（ＮＳ）×89.4m（ＥＷ）

となる。 

・同左 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁（外部ボックス壁，内部

ボックス壁及びドライウェル外側壁）は，その剛性を考慮した等価

な梁要素でモデル化する。外部ボックス壁及び内部ボックス壁は燃

料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）まで，ドライウェル外側壁はＥＬ約

23m までの剛性を考慮する。また，梁要素の剛性算定においては開口

部による影響は考慮しない。 

・同左 

（ただし，基礎スラブのシェル要素は，コンクリート及び鉄

筋それぞれに弾塑性特性を設定した積層シェル要素でモデル

化） 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

評価方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えないことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確

認する。※2 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮した

等価な梁要素でモデル化，底面には支持地盤と等価な弾性ばねをモ

デル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱はその剛性を考慮しない。 

・B2F 壁の開口は比較的小さく影響はないと判断し，梁要素には開口

部をモデル化しない。 

 

・同左 

※1：コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」 

（1999）による計算式に基づく値を用いる。 

※2：許容限界については，日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」等 

によるものとし，設定の考え方については添付資料－１に示す。 

注 1：コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似については添付資料－２に示す。 

注 2：ドライウェル外側壁内部の構造物から基礎スラブに伝達される荷重等の考え方については添付資料－３に示す。 

注 3：タービン建物及び制御室建物の基礎スラブについては，剛性の高い壁のうち低層部の一部をシェル要素でモデル化し，壁の立体

的な形状による剛性への寄与を考慮する予定であるが，詳細については，詳細設計段階で説明する。モデル化の考え方について

は添付資料－４に示す。 

注 4：弾塑性解析の適用に関する先行プラントとの比較を参考資料－１に示す。 

注 5：内部ボックス壁は二次格納施設を構成するバウンダリであることから，詳細設計段階において，基礎スラブからの反力の影響を

確認する。 

注 6：耐震壁が塑性化することによる影響について，詳細設計段階で建物ごとに確認する。 

   

梁要素（耐震壁の剛性を考慮） 
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2.3 既工認との差異についての考察 

  (1) 応力解析に弾塑性解析を採用することについて 

弾塑性解析については，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，原子炉建

物の鉄筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性領域に入ると考えられる

ため，その塑性域の挙動を適切に評価するために採用するものである。 

島根２号炉原子炉建物の基礎スラブに要求される機能は，基準地震動Ｓｓに

対する間接支持構造物としての機能であり，許容限界としては機能維持となる。

原子炉建物の基礎スラブの耐震重要度分類の考え方及び耐震評価方針につい

て参考資料－2 に示す。また，鉄筋コンクリート造構造物に関する規格である

日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納容器規格 Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」（以下「ＣＣＶ規格」という。）は，基準地震動Ｓｓ

に対して主要施設としての機能確保が必要な施設に対する設計規格である。 

以上のことから，基礎スラブの弾塑性解析はＣＣＶ規格に基づき実施する。 

ただし，鉄筋コンクリート構造物の弾塑性解析については先行電力を含めた

既工認で採用された事例がなく，手法自体の変更となることから解析結果に与

える影響も大きいと判断し，以降でその詳細について分析・検討し，今回工認

で新手法として採用することの妥当性を確認することとする。なお，弾塑性解

析の採用に当たって解析コードとして「ABAQUS」を採用しているが，汎用の有

限要素解析コードであり，鉄筋コンクリート構造物に対する既往知見もあるこ

と（詳細は，本資料「4．材料構成則の適用性・妥当性について 4.1 (2) 解析

プログラム「ABAQUS」を用いた検討例」を参照）から，ここでは論点として取

り上げないこととする。なお，今回工認では，添付資料として「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」を添付し，その妥当性を説明する予定である。 

 

  (2) コンクリートの物性値（ヤング係数，ポアソン比） 

コンクリートの物性値のうち，ヤング係数については，設計基準強度に基づ

き算定した値を採用する予定である。 

一方，ポアソン比の変更については適用基準を日本建築学会「鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）（以下，ＲＣ規準

という。）に見直したことによるものであり，同様の変更については先行審査

でも認可実績があり，論点とはならないと考えている。 

以上のことから，コンクリートの物性値の変更については，本資料における

論点としては取り扱わないこととする。 
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3. 弾塑性解析を採用する目的と論点について 

3.1 弾塑性解析を採用する目的 

弾性解析と弾塑性解析の応答性状の違いを示した概念図を第 3－1 図に示す。

弾性解析は，どれだけ入力が大きくなっても初期の剛性が維持され続けるとい

う仮定での解析を実施することとなるので，入力レベルが小さい場合は実現象

を精度良く再現することができるが，入力の増大により挙動が塑性領域に入る

ような場合，部材の塑性化により剛性が低下する現象を模擬できない。そのた

め，実挙動が塑性領域に入る場合に弾性解析を用いると，応力を過大に評価し，

ひずみ（変形量）は過小に評価することとなる。この傾向は入力が大きくなれ

ばなるほど，より顕著になると考えられる。 

今回工認では，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，原子炉建物等の鉄

筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性領域に入ると考えられることから，

入力レベルに応じた構造物の挙動を適切に評価することを目的として弾塑性解

析を採用することが必要であると判断した。 

 

  

第 3－1 図 弾性解析と弾塑性解析の違い（概念図）  
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3.2 弾塑性解析を採用するに当たっての論点 

3.1で説明したとおり，原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析に弾塑性解析を

取り入れることによる利点としては，既工認で採用していた弾性解析では表現

出来ないような大入力時の弾塑性挙動を評価できることにある。弾塑性挙動を

適切に評価するに当たっては，塑性領域を含めた鉄筋及びコンクリートの材料

構成則（材料の応力とひずみの関係をモデル化したもの）を適切に設定し解析

を実施する必要があると考えられる。 

今回工認で採用予定の材料構成則を第 3－2図に示す。ここで，コンクリート

（圧縮側）は CEB-FIP(1)モデル，コンクリート（引張側）はＲＣ規準（ひび割れ

点の評価）と岡村・出雲モデル(2)（ひび割れ点以降の引張軟化曲線），鉄筋（圧

縮・引張側）は完全弾塑性型を用いているが，弾塑性挙動へ与える影響が大き

いため，その設定の妥当性・適用性については十分に確認する必要があると判

断し，「材料構成則の設定の妥当性」を弾塑性解析採用に当たっての論点として

位置づけ，その妥当性・適用性を検討することとした。 

また，応力解析においてシェル要素を用いた弾塑性解析を採用することにつ

いても，その妥当性・適用性を検討する。 

なお，本材料構成則については，柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の

鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「ＲＣＣＶ」という。）の設置変更許

可段階の審査において採用している手法と同様である。 
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(a)コンクリートの応力－ひずみ関係 

 
 

 
(b)鉄筋の応力－ひずみ関係 

 
Fc：コンクリートの設計基準強度，σy：鉄筋の降伏強度 

第 3－2 図 採用予定の材料構成則  

 

 

ひずみε 
（×10-6） 

応力σ 
（N/mm2） 

-3000 -2000 

-0.85Fc 

0 

0.38√Fc 

引張強度：ＲＣ規準 
引張軟化曲線：岡村・出雲モデル 

（付着特性のパラメータ C=0.4） 

圧縮側：CEB-FIPモデル 

ひずみε 
（×10-6） 

-5000 

-σy 

5000 0 

σy 

応力σ 
（N/mm2） 

 

完全弾塑性型 
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4. 材料構成則の適用性・妥当性について 

原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析では，基準地震動Ｓｓによる外力の増大

に伴い，鉄筋コンクリート部材の塑性化が想定されることから，鉄筋コンクリー

トの弾塑性挙動を踏まえた適切な評価を実施するために弾塑性解析を採用する予

定である。その中でも適用した材料構成則が弾塑性挙動に直結する項目であるこ

とから，弾塑性解析を採用する上での論点として位置づけ，以下で設定に当たっ

て適用した文献の内容を整理し，その妥当性・適用性を検討する。 

 

4.1 コンクリート（引張側） 

コンクリートの引張側の材料構成則のうち，ひび割れが発生するまでのコン

クリートの剛性は圧縮側の初期剛性と同様の値とし，引張強度については，Ｒ

Ｃ規準における曲げひび割れ時のコンクリート引張強度に関する記載である

(4.1)式を参考に，その下限値を設定している。なお，ＲＣ規準は，既工認でも

適用実績のある規格規準である。また，今回の検討では保守的に引張強度の下

限値を参照し，コンクリート引張側のエネルギー消費を低く見積もることによ

り鉄筋の引張側の負担が増えるように配慮しており，十分に保守的な設定であ

ると考えられる。 

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑐𝑐 =(0.38～0.75)�𝜎𝜎𝑏𝑏  ・・・(4.1) 

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑐𝑐 :コンクリートの引張強度 

𝜎𝜎𝑏𝑏:コンクリートの圧縮強度 

 

また，ひび割れ発生後は応力再配分により力の大部分は鉄筋が負担すること

となるものの，実現象としては，鉄筋とコンクリート間の付着によりひび割れ

後のコンクリートも構造全体に生じる応力の一部を負担することから，ひび割

れ後の性状を考慮するために，ひび割れ点以降のコンクリートの構成則として

引張軟化曲線を定義している。引張軟化曲線としては，弾塑性解析で使用する

計算機コード「ABAQUS」で，各種実験結果との対応が良いことが確認されてい

る岡村・出雲モデルを採用する予定である。 

岡村・出雲モデルは，既往文献における知見を参照して設定した項目であり，

既工認で適用実績がないため，以下で，モデルの概要（モデルが提唱された論

文における妥当性検証の内容含む）について整理した上で，既往の検討例を整

理することにより原子炉建物の基礎スラブ等の弾塑性解析への適用性を検討す

る。 
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  (1) 岡村・出雲モデルの概要 

岡村・出雲モデルは，ひび割れた鉄筋コンクリートの引張軟化を評価する際

に設定するコンクリートの引張軟化曲線である。鉄筋に関係なく，ひび割れ後

のコンクリートの平均応力-平均ひずみの関係を与えているのが特徴であり，

下記の式により表現される。 

σt
ft

= �εcr
εt
�

c
  ・・・(4.2) 

σt：ひび割れと直角方向のコンクリートの平均引張応力 

ft：２軸応力下のコンクリートの引張強度 

εcr：ひび割れ発生時の平均引張ひずみ 

εt：ひび割れと直角方向の平均引張ひずみ 

c：付着性状を表すパラメータ 

 

本モデルの妥当性については，原論文においても既往の実験結果との比較に

より検証されているため，以下ではその概要について記載する。 

原論文では，(4.2)式を用いることで既往の実験（Collins-Vecchioの実験(3)，

森田・角の実験(4)）から求められたコンクリートの平均応力-平均ひずみ曲線を

ほぼ再現できることを確認している（第 4－1図）。ここで，付着性状を表すパ

ラメータ cとしては，鉄筋として溶接された金網を用いた Collins-Vecchioの

実験では c=0.2，異形鉄筋を用いた森田・角の実験は c=0.4が採用されている。

なお，今回工認の原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析モデルでは，原子炉建

物の基礎スラブ等で用いている鉄筋が異形鉄筋であることを踏まえ，c=0.4 を

採用している。 

また，ひび割れ後のコンクリートの構成則として(4.2)式を用いた検討を実

施し，既往の実験時の挙動を再現できるかを確認している。ここでは，既往の

実験（Collins-Vecchio の実験及び青柳・山田の実験(5)）からコンクリートの

引張剛性の影響を受ける供試体を選定し，鉄筋コンクリート部材の挙動（せん

断ひずみ，鉄筋のひずみ）が実験値とよく一致する結果となることを確認して

いる（第 4－2図）。このことから岡村・出雲モデルがひび割れ後の挙動をよく

表現できるモデルであるとしている。 
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第 4－1 図 岡村・出雲モデルと他のモデルとの比較 

（文献(2)より引用） 
 

 
第 4－2 図 コンクリート引張剛性モデルの検証結果 

（文献(2)より引用）  
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  (2) 解析プログラム「ABAQUS」を用いた検討例 

ａ． 日本建築学会「コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用」で

の検討例 

日本建築学会「コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用」(6)

には，鉄筋コンクリート部材の応力解析に用いる予定の解析プログラム

「ABAQUS」を使用した解析例が示されている。 

ここでもコンクリートの引張軟化曲線として岡村・出雲モデルを用いた検

討例が示されており，既往の試験結果と解析結果との対応が良好であること

が確認されている。 

本文献においては，簡易要素ベンチマークテスト，梁せん断試験，床曲げ

試験の検討例が示されている。以下にその概要を述べる。 

梁せん断破壊試験については，既往の文献(7)に示される試験体を模擬して，

試験体中央部に鉛直方向単調荷重を変位制御で載荷する静的漸増非線形解析

を実施し，「ABAQUS」で用いる塑性損傷モデルに係るパラメータを検討したも

のである（第 4－3 図）。ここでの検討の結論としても，コンクリートの引張

軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケースが文献における実験結果

との対応が良好とされている。 

鉄筋コンクリート床の曲げ破壊試験については，既往の文献(8)に示される

試験体を模擬し，荷重積載部に鉛直方向単位荷重を変位制御で載荷する静的

漸増非線形解析を実施し，「ABAQUS」で用いる塑性損傷モデルに係るパラメー

タを検討したものである（第 4－4 図）。ここでの検討の結論としても，コン

クリートの引張軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケースが文献に

おける実験結果との対応が良好とされている。 
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第 4－3 図 梁せん断破壊試験に基づく検証結果（文献(6)より引用）  
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第 4－4 図 鉄筋コンクリートの曲げ破壊試験に基づく検証結果 

（文献(6)より引用） 
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ｂ． 原子炉格納容器信頼性実証事業における検討例 

財団法人原子力発電技術機構が実施した原子炉格納容器信頼性実証事業(9)

においても，基礎要素特性試験（二軸引張基礎要素特性試験）の結果を用い

て，「ABAQUS」による検討を実施しており，そこで得られた知見として，コン

クリートの構成則特性については，出雲式が実験との整合が良いと記載され

ている。試験及び解析の概要を以下に示す。 

基礎要素特性試験は，ＲＣＣＶの限界挙動を評価する解析モデルの妥当性

検証を主たる目的として実施されたものであり，ＲＣＣＶにおいて想定され

る破損部位とモードを踏まえて試験内容が設定されている。ＲＣＣＶの破壊

想定部位及びモードは第 4－5図に示すとおりとしており，このうち，局部的

な損傷が大きくなる領域（円筒壁脚部：面外せん断，面外曲げ，大開口部：

引張，トップスラブ開口部：円周方向引張曲げ，トップスラブ隅角部：面外

せん断，面外曲げ）に対しては，部分詳細モデルを用いた解析を実施し，特

に，円筒壁における大開口部周りでは，開口部周りの厚板部と薄板の接合部

等の開口部を構成する補強部材等の影響で，ライナにひずみ集中が発生する

ことが想定された。このため，開口部及び周囲の鉄筋コンクリート／ライナ

性状を模擬した２軸引張試験が実施されることとなったものである。 

試験ではＲＣＣＶの開口部及び周囲の鉄筋コンクリート／ライナ性状を模

擬した試験体（ライナあり・なしの２種類の試験体）を直角２方向に引張加

力し，その構造的挙動を確認している。試験体の材料（鉄筋，コンクリート）

は実機と同等のものを用いており，配筋についても実機をできる限り忠実に

モデル化するとしている。試験体の縮尺は，ライナの破損を評価するために

はできるだけ大きな縮尺が望ましいとして，１／２倍としている。試験体形

状及び加力装置を第 4－6図に示す。 

 

 

第 4－5 図 ＲＣＣＶの破損想定部位とモード 

（文献(9)より引用）  
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第 4－6 図 二軸引張基礎要素特性試験の試験体及び試験装置 

（文献(9)より引用） 
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実験結果を踏まえた解析としては，荷重分布・材料物性・構成則・要素の

種類（シェル要素，ソリッド要素）・ライナアンカのモデル化が及ぼす影響に

ついて検討が行われている。シェル要素での検討は，解析コード「LASHET」(清

水建設（株）所有)，ソリッド要素での検討では，解析コードとして「ABAQUS」

が使用されている。 

ソリッド要素モデルは，開口部周りや円筒部脚部，トップスラブ隅角部を

対象とする解析に用いられており，検討に当たっては，第 4－7図に示すとお

り，ライナなしのＲＣのみのモデルとライナありのモデルが作成されている。

ライナなしのモデルはコンクリートの引張強度とテンションスティフニング

特性（引張軟化曲線）をパラメータとして解析し，シェル要素モデルと解析

精度の比較が行われている。 

解析結果を第 4－8図に示す。この解析から得られた知見のうち，コンクリ

ート構成則特性については，出雲式(岡村・出雲モデル)が実験との整合が良

いとされている。 

なお，NUPECによる解析において，岡村・出雲モデル適用時の付着性状を

表すパラメータは，岡村・出雲モデルの原論文で異形鉄筋に対する適用性が

確認されている c=0.4が使用されている。  
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第 4－7 図 ソリッド要素による解析モデル（文献(9)より引用） 

 

 

第 4－8 図 解析結果（文献(9)より引用，加筆） 
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ｃ． 基礎スラブをシェル要素でモデル化した場合の検討例 

弾塑性解析による既往の検討(10)(11)では，基礎スラブをシェル要素でモデル

化した場合の面外変形時の応力分布性状に関する比較検討を行っており，Ａ

ＩＪ指針，道路橋示方書，鉄道構造物等設計標準，Eurocodeに記述されてい

る柱・梁部材の塑性ヒンジ領域の長さと部材せいの関係におおむね整合する

解析結果が得られることを示している。（第 4－9図） 

 

 

第 4－9 図 弾塑性解析による既往の検討例 

（文献(10)，(11)より引用）  



4条-別紙 3-20 

  (3) 岡村・出雲モデルの鉄筋コンクリート部材の応力解析への適用性について 

岡村・出雲モデルは，提案時より既往の複数の実験結果を用いて妥当性が十

分に検証されていること，また，今回使用する解析プログラム「ABAQUS」を用

いた検討例でも鉄筋コンクリート部材の各種実験結果との対応が良好とされ

ていることから，３次元ＦＥＭモデルによる弾塑性解析を実施する際のコンク

リート（引張側）の構成則（引張軟化曲線）として，採用することは妥当であ

ると考えている。 
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4.2 コンクリート（圧縮側） 

コンクリートの圧縮応力度とひずみの関係は，ＣＣＶ規格の図 CVE3511.2-1

を参考にした上で，パラボラ型の応力ひずみ曲線を想定するに当たって標準的

な CEB-FIP Model Codeに基づき設定している。 

CEB-FIP Model Codeにおけるコンクリート（圧縮側）の構成則は以下の(4.3)

式により規定されている。なお，(4.3)式に基づく場合，島根２号炉のコンクリ

ート強度は 50MPa(N/mm2)以下であるため，終局ひずみは 0.0035となるが，ＣＣ

Ｖ規格における終局ひずみは 0.003であるため，鉄筋コンクリート部材の応力

解析で用いるのは 0.003までの範囲内とする。 

σcd=0.85fcd �2 �
εc
εc1
� − � εc

εc1
�

2
� （εc＜εc1の場合） 

σcd=0.85fcd   （εc1≦εc≦εcuの場合） ・・(4.3) 
σcd=0    （εcu＜εcの場合） 

ここで， 
εc1=0.002   
εcu=0.0035  （fck≦50MPa の場合） 

εcu=0.0035 �50
fck
�  （50MPa＜fck≦80MPa の場合） 

σcd：コンクリートの応力 
εc：コンクリートのひずみ 
εcu：コンクリートの終局ひずみ 
fcd，fck：コンクリート圧縮強度 
 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，

荷重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力（膜力，曲げモーメント等）をも

とにコンクリートの圧縮ひずみを算定する際，パラボラ型の応力ひずみ曲線を

仮定している。ＣＣＶ規格に示されるコンクリートの応力度・ひずみ関係を第 4

－10図に示す。 

なお，今回工認で参照した CEB-FIP Model Code はパラボラ型であるものの，

前掲した第 3－2図に示したとおり，今回工認では折れ線近似している。 

今回工認で適用するコンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定について添

付資料－2に示す。 

以上のことから，コンクリートの圧縮側の弾塑性特性については，CEB-FIP 

Model Codeに基づき設定することは妥当であると考えている。 
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第 4－10 図 コンクリートの応力度・ひずみ関係（ＣＣＶ規格より引用） 

 

4.3 鉄筋（引張側，圧縮側） 

鉄筋の非線形特性については，ＣＣＶ規格（CVE-3511.2の記載）に基づき完

全弾塑性型として設定している。 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，

荷重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力をもとに鉄筋の圧縮及び引張ひず

みを算定する際，完全弾塑性型を仮定している。ＣＣＶ規格に示される鉄筋の

応力度・ひずみ関係を第 4－11図に示す。 

以上のことから，３次元ＦＥＭモデルによる弾塑性応力解析を実施する際の

鉄筋（引張側，圧縮側）の材料構成則として，完全弾塑性型を採用することは

妥当であると考えている。 

 

第 4－11 図 鉄筋の応力度・ひずみ関係（ＣＣＶ規格より引用） 
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5. 既往研究に基づく弾塑性解析の適用性・妥当性について 

  (1) 基礎スラブの応力解析における適用要素の規基準類上の扱い 

「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987」の「5.3.2 応

力解析」には，「格納施設の基礎マット等の厚いコンクリート構造のＦＥＭ解

析のモデル化については，基礎の幾何学的形状，上部構造及び基礎の解析モデ

ル作成上の整合性を考慮して適切な要素を選択しなければならない。一般的に，

原子炉建屋の基礎マットのようにマット厚の厚い部位の３次元ＦＥＭ解析に

はソリッド要素，又は面外せん断を考慮した平板要素を採用するのが良い。」

と記載されている。ここで，面外せん断を考慮した平板要素とは，今回適用す

るシェル要素に該当する。 

日本建築学会「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（2005）

の「8 条 構造解析の基本事項」の解説には，「基礎スラブは荷重状態が複雑な

ため，弾性地盤に支持された板としてＦＥＭでモデル化する場合が多い。要素

としてはシェル要素またはソリッド要素が用いられる。」とされており，また，

「11条 基礎スラブ」の解説には，「原子炉建屋の基礎スラブの解析モデルは図

11.1に示すように基礎スラブの形状に応じて，シェル要素やソリッド要素によ

りモデル化する。また，ボックス壁やボックス壁に接合する上層の床スラブに

よる全体変形の拘束効果を適切に反映する。」として，シェル要素を用いた基

礎スラブのモデル化例（第 5－1図）が記載されている。 
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第 5－1 図 ＦＥＭによる解析モデルの例 

（文献(12)より引用） 
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  (2) 弾塑性解析を用いた解析的検討 

小栁他，小林他が実施した「原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に

関する解析的検討」(10)(11)においては，基礎スラブをシェル要素でモデル化した

場合とソリッド要素でモデル化した場合の弾性解析及び弾塑性解析を実施し，

曲げモーメント及びせん断力の応力性状について比較検討することにより，合

理的な応力評価法について検討している。 

検討に当たっては，曲げモーメントについては，厚さ 5.5m 程度の基礎スラ

ブを対象に積層シェル要素を，面外せん断力に対しては厚さ 8m 程度の基礎ス

ラブを対象にソリッド要素をそれぞれ用いて検討を実施している。解析結果の

概要を第 5－2図及び第 5－3図に示す。 

第 5－2 図に示したシェル要素によるモデルでは，弾塑性解析結果の各要素

の曲げモーメントと弾性解析結果の曲げモーメントの比率の分析から，これら

の比率が一定とみなせる範囲を評価している。この結果，基礎スラブ程度の厚

さの範囲では応力比率がほぼ一定であり，弾塑性モデルにおいてコンクリート

のひび割れ等により応力が平均化されていると評価している。また，この結果

は既往知見に基づく柱・梁接合部の塑性ヒンジ領域と同等であるとしている。 

第 5－3 図に示したソリッド要素によるモデルの場合は，基礎スラブの断面

内の応力分布から圧縮ストラット角度を 30～45°と評価し，柱・梁部材に関す

る既往知見とおおむね対応することを示している。圧縮ストラット角度から面

外せん断力に関する平均化応力の範囲を基礎スラブ厚さの 0.8 倍～1.4 倍，平

均的には 1.0倍程度と想定できると評価している。また，この結果は実験等に

よる既往知見ともおおむね対応しているとしている。 

本文献は，塑性化が生じる応力レベルの基礎スラブの部位についての合理的

な応力評価法について検討した文献であり，検討の過程において厚さ 5.5m 程

度の基礎スラブの曲げモーメントに対してはシェル要素の弾性解析及び弾塑

性解析を，厚さ 8m 程度の基礎スラブの面外せん断力に対してはソリッド要素

を用いて検討を実施している。これらより，曲げモーメントに関しては，弾性

解析結果と弾塑性解析結果の比較により平均化応力の範囲を検討し，既往知見

の塑性ヒンジ領域と同等であることが確認された。また，検討に用いているモ

デルは違うものの，シェル要素とソリッド要素を用いた検討では同程度の平均

化応力の範囲を示していることが確認された。 
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第 5－2 図 シェル要素を用いた基礎スラブの弾塑性解析結果の概要 

（文献(11)より引用） 
 

 

第 5－3 図 ソリッド要素を用いた基礎スラブの弾塑性解析結果の概要 

（文献(11)より引用）  
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  (3) ソリッド要素と梁要素及びシェル要素の比較検討 

山田が実施した「ＦＥＭにおける構造モデリング－ソリッド要素と構造要素

（はり，シェル）の選択－」(12)においては，「コンピュータ性能の飛躍的な進

歩により，非常に大規模な連続体の数値シミュレーションが可能となっている

現状では，はり要素やシェル要素によってモデル化されてきた対象を，連続体

としてソリッド要素によってモデル化し，大規模問題として複雑な構造物の応

力解析を行うことが可能となっている。しかしながら，工学的観点で計算の精

度や効率を考えたとき，すべてをソリッド要素でモデル化することは必ずしも

適切ではない」との観点に基づき，モデル化の選択について考察を加えている。

本文献では，はり要素やシェル要素の構造要素とソリッド要素とした場合につ

いて，片持ちはりを対象とした解析を行い，たわみの理論値との比較から要素

選定に関する検討を行っている。 

第 5－1表及び第 5－4図は，せん断変形の影響が表れる問題として，片持ち

はりの長さが比較的短い場合の結果であり，たわみの数値をソリッド要素（双

１次四辺形要素）とティモシェンコはり要素で比較したものである。表中の値

は，ソリッド要素を用いた詳細な分割（1000×2000）による結果を参照解とし

て正規化したものである。局所的な応力集中が無く曲げとほぼ一様なせん断変

形が支配的な状況においては，はり要素が適用可能であること，また，ある程

度詳細な要素分割を行うことで，ソリッド要素についても適用可能であること

が分かる。「以上では，はりにより議論を進めてきたが，シェル要素について

も基本的には同様である」とされている。 

なお，基礎スラブに支配的な地震時においては，ほぼ同様な応力状態にある

と考えられる。 

本論文では，はり，シェルの構造要素について，「一般に構造要素が適用可

能な場合には，連続体としてソリッド要素によりモデル化するよりも効率的で

精度の高いシミュレーションが可能となる」としている。 

 

第 5－1 表 梁モデルを用いたソリッド要素と梁要素の解析結果の概要 

（文献(12)より引用） 
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第 5－4 図 梁モデルを用いたソリッド要素と梁要素の解析検討モデル 

概要図（文献(12)より引用） 

 

 

  (4) まとめ 

既往研究に基づき，弾塑性解析の妥当性・適用性についての検討を行った結

果，シェル要素を用いた基礎スラブの応力解析については規基準類上採用でき

ること，また既往文献における適用実績があることを確認した。 

以上より，原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析において，シェル要素を用

いた弾塑性解析による手法を採用することは妥当であると考えられる。 

また，シェル要素を用いた応力解析の検証の観点から，面外せん断応力が大

きい場合には，詳細設計段階において代表ケースを選定してソリッド要素で基

礎スラブをモデル化した解析を行い，モデル化手法による比較を行うこととす

る。なお，基礎スラブとドライウェル外側壁の接合部のモデル化による影響に

ついて，ソリッド要素でモデル化し確認する。 
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6. まとめ 

原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析で採用予定の解析モデルについて，既工

認との手法の差異を整理した。論点として，弾塑性挙動に与える影響が大きい材

料構成則（鉄筋，コンクリート）を抽出した。今回工認で採用する材料構成則に

ついて，適用文献の内容を整理し，その適用性・妥当性を確認した。また，応力

解析においてシェル要素を用いた弾塑性解析を採用することについても，既往研

究に基づき適用性・妥当性を確認した。 

以上より，今回採用予定の応力解析モデルの妥当性を確認した。 

 

7. 参考文献 

 (1) Comite Euro-International du Beton : CEB-FIP MODEL CODE 1990 (DESIGN 

CODE),1993 

(2) 出雲 淳一，島 弘，岡村 甫：面内力を受ける鉄筋コンクリート板要素の解析

モデル，コンクリート工学，Vol.25，No.9，pp.107-120，1987.9 

(3) M.P.Collins, F.J. Vecchio: The response of reinforced concrete to in-plane 

shear and normal stresses, University of Toronto，March 1982 

(4) 森田司郎・角徹三 : 鉄筋コンクリート部材の引張試験による付着効果の研究, 

セメント技術年報, Vol.18, pp.426-430, 昭 39 

(5) 山田一宇，青柳征夫:ひび割れ面におけるせん断伝達，第 2 回ＲＣ構造物のせ

ん断問題に対する解析的研究に関するコロキウム論文集，pp.19-26，1983.10 

(6) 日本建築学会：コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用，2008 

(7) Saito,H et al.:Ultimate strength of reinforced concrete members subjected 

to transient high temperature distribution, Transactions of the 12th 

international conference on Structural Mechanics in Reactor Technology 

(SMiRT), Volume H, pp.31-36, Aug. 1993 

(8) Kumagai,H. et al.:Fiber optic distributed sensor for concrete structures， 

Proceeding of the 1st fib Congress， Session 15，pp.179-184，2002 

(9) 財団法人 原子力発電技術機構：重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性

実証事業）に関する総括報告書，平成 15年 3月 

(10) 小栁他：原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に関する解析的検討（そ

の１）基礎スラブの試解析，日本建築学会学術講演梗概集，構造Ⅱ，

pp.1039-1040，2009 

(11) 小林他：原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に関する解析的検討（そ

の２）合理的応力評価法（案），日本建築学会学術講演梗概集，構造Ⅱ，

pp.1041-1042，2009 

(12) 山田貴博：ＦＥＭにおける構造モデリング－ソリッド要素と構造要素（はり，

シェル）の選択－，精密工学会誌 Vol.77,No9,2011 
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添付資料－１ 

 

ＣＣＶ規格等における許容限界設定の考え方について 

 

ＣＣＶ規格等における荷重状態Ⅳのコンクリート及び鉄筋のひずみ，面外せん断

力の許容限界設定の考え方について以下に示す。 

 

1. コンクリート 

ＣＣＶ規格において荷重状態Ⅳのコンクリートのひずみの許容値としては，

0.003(3000μ)が採用されている。 

これは， American Concrete Institute「Building Code Requirements for 

Reinforced Concrete (ACI318-02)」の Chapter 10 Flexual and axial loads の

記載に基づき設定されている。 

コンクリートのひずみが 3000μに達した状態は，最大圧縮強度時のひずみ（2000

μ程度）を超えた応力下降域（軟化域）の状態にあり，若干のひび割れが入って

いるものの，ある程度の強度を有している状態である。また，一般的に，コンク

リートのひび割れは，スリット状ではなく，複雑な形状で生じるため，放射線の

低減効果が期待でき，遮蔽性能にあたえる影響は無い。 

なお，コンクリートの最大圧縮強度については，American Concrete Institute

「Building Code Requirements for Reinforced Concrete (ACI 318-02)」の Chapter 

10 Flexual and axial loads の記載に基づき，0.85Fc（設計基準強度の 0.85 倍）

に制限しており，実際のコンクリートの最大圧縮強度に対して余裕を見込んだ数

値が設定されている。 

 

2. 鉄筋 

ＣＣＶ規格において荷重状態Ⅳの鉄筋のひずみの許容値としては，0.005(5000

μ)が採用されている。 

鉄筋のひずみを 5000μとした理由について，ＣＣＶ規格の解説に「部材の変形

が過大にならないように配慮して定めた」とし，「一般的に多く使用されている

SD345 及び SD390 の降伏ひずみ（中略）は 0.0017 及び 0.0019 であり，鉄筋の最

大ひずみはこれら降伏ひずみの 2から 3倍程度とした」と記載されている。 

一般に，鉄筋のひずみが 5000μに達した状態は，降伏ひずみの 2～3 倍程度で

あり，最大引張強度に至るまでには程遠い状態である。また，JIS に示される鉄

筋の機械的性質としては，SD345 及び SD390 の場合，伸びが 16～19%(160000～

190000μ)以上とされており，5000μは破断に対しても十分余裕のある状態にある

といえる。 

 

3. 鉄筋コンクリートの面外せん断力 

面外せん断力の許容値は短期許容応力度を基本とし，発生値が短期許容応力度
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を上回る場合には，日本建築学会「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説」（2005）に記載の荒川平均式等の適用を検討する。 

なお，荒川平均式等を適用した場合における設備の支持性能については，地震

によってコンクリートにひび割れが発生した場合の設備への影響を詳細設計段階

で説明を行う。 

また，既往研究に基づく応力平均化の適用範囲は基礎スラブが厚い原子炉建物

を対象としたものであるため，タービン建物及び制御室建物を含む各建物の基礎

スラブに対して応力平均化を適用する場合は，詳細設計段階でその適用性を確認

する。 
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添付資料－２ 

 

コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定について 

 

コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定の考え方について，以下に示す。 

 

1. CEB-FIP Model Codeの適用について 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，荷

重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力（膜力，曲げモーメント等）をもとに

コンクリートの圧縮ひずみを算定する際，パラボラ型の応力ひずみ曲線を仮定し

ている。また，ＣＣＶ規格（CVE-3511.2）では，「コンクリートの圧縮応力度とひ

ずみの関係は，矩形，放物線または実験で妥当なことが確認された形に設定して

よい。」とされていることから，今回工認では，放物線である CEB-FIP Model Code

を採用する。なお，CEB-FIP Model Codeによる応力ひずみ曲線はＣＣＶ規格の放

物線による応力ひずみ曲線と同じであると考えている。 

 

2. CEB-FIP Model Codeの概要について 

コンクリートの圧縮応力度とひずみの関係は，ＣＣＶ規格の図 CVE3511.2-1を

参考にした上で，パラボラ型の応力ひずみ曲線を想定するに当たって標準的な

CEB-FIP Model Codeに基づき設定している。CEB-FIP Model Codeにおけるコンク

リート（圧縮側）の構成則は本編で示した以下の（4.3）式により規定されている。

なお，（4.3）式に基づく場合，島根２号炉のコンクリート強度は 50MPa(N/mm2)以

下であるため，終局ひずみは 0.0035となるが，ＣＣＶ規格における終局ひずみは

0.003であるため，鉄筋コンクリート部材の応力解析に用いる範囲は 0.003まで

とする。 

σcd=0.85fcd �2 �
εc
εc1
� − � εc

εc1
�

2
� （εc＜εc1の場合） 

σcd=0.85fcd   （εc1≦εc≦εcuの場合） ・・（4.3） 
σcd=0    （εcu＜εcの場合） 
ここで， 
εc1=0.002   
εcu=0.0035  （fck≦50MPa の場合） 

εcu=0.0035 �50
fck
�  （50MPa＜fck≦80MPa の場合） 

σcd：コンクリートの応力 
εc：コンクリートのひずみ 
εcu：コンクリートの終局ひずみ 
fcd，fck：コンクリート圧縮強度 
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3. コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似について 

コンクリート圧縮側の構成則の設定に当たって参照している CEB-FIP Model 

Code では，コンクリートの応力ひずみ関係はパラボラ型として定義されている。

一方，今回工認の鉄筋コンクリート部材の応力解析に当たっては，CEB-FIP Model 

Codeに基づくパラボラ型を折れ線近似した応力ひずみ関係を用いて解析を実施す

る予定である。 

今回工認で用いる予定の材料構成則について，折れ線近似を用いるに当たって

の考え方を下記の①～③及び第 2－1図に示す。 

 

① CEB-FIP Model Codeに基づくパラボラ型の応力ひずみ曲線（図中破線）を

算定する。算定式については，本編で示した（4.3）式を用いることとする。 

② 初期剛性（ヤング係数）については，ＲＣ規準に基づく算定式により算定

する。なお，ＣＣＶ規格（CVE-3320）においても解析に用いる材料定数は本

算定式を用いて設定することとされている。 

③ CEB-FIP Model Codeによるパラボラ型の曲線が包絡する面積と，折れ線近

似の応力ひずみ関係が包絡する面積が等価となる初期剛性上の折れ点を算出

し，解析に用いる折れ線近似の応力ひずみ関係とする。 

 

以上で示したとおり，今回工認で採用予定のコンクリート圧縮側の応力ひずみ

関係は，折れ線近似しているものの，包絡面積は CEB-FIP Model Codeに基づくパ

ラボラ型と等価としており，保守性を損なうような近似方法ではないと考えられ

る。また，ＲＣ規準において，初期剛性は第 2－2図に示すとおりセカントモジュ

ラス（応力度－ひずみ度曲線におけるコンクリート強度の 1/4または 1/3の応力

度の点と原点を結んだ直線の傾斜）から設定しており，初期剛性からある一定範

囲について剛性を一定とすることを示していることから，直線により初期剛性を

設定することは妥当であると考えている。 

なお，CEB-FIP Model Code に対する折れ線近似の考え方は，柏崎刈羽原子力発

電所６号炉及び７号炉ＲＣＣＶの設置変更許可段階の審査において採用している

手法と同様である。 
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第 2－1 図 CEB-FIP Model Code に基づくパラボラ型と 

折れ線近似の応力ひずみ関係 

 

 

第 2－2 図 セカントモジュラスによる初期剛性の設定（ＲＣ規準より引用） 
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添付資料－３ 

 

ドライウェル外側壁内部の構造物から 

基礎スラブに伝達される荷重等の考え方について 

 

1. はじめに 

原子炉建物の基礎スラブの応力解析において，ドライウェル外側壁内部の構造

物に関するモデル化及び基礎スラブへ伝達する荷重の考え方を以下に示す。 

 

2. 基礎スラブのモデル化の考え方 

基礎スラブの解析モデルでは，基礎スラブは一律 6mの厚さとしてモデル化して

おり，原子炉本体他ＰＣＶ内機器やＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下部コンク

リートの剛性についてはモデル化上考慮せず，これらの常時荷重，地震時の慣性

力は考慮している。これは既工認と同様の考え方である。 

 

3. 基礎スラブへ伝達する荷重の考え方 

  (1) 鉛直荷重の考え方 

ドライウェル外側壁内部の鉛直荷重については，基礎に作用する荷重を当該

作用位置に応じて入力する。ドライウェル外側壁から作用する鉛直荷重につい

ては，当該壁位置に入力している。原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コ

ンクリート，ＰＣＶ下部コンクリートの自重及び鉛直地震荷重（質点系モデル

による応答結果に基づき設定）は，基礎スラブに直接作用する荷重として入力

しており，第 3－1 図に鉛直荷重の考え方を示す。また，ドライウェル外側壁

内部以外の荷重についても考え方は同様である。 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL=EL15.0

サプレッションチェンバ

燃料取替床

(m)

原子炉本体

ドライウェル外側壁から
作用する鉛直荷重 原子炉本体他PCV内機器、PCV底部コンクリート、

PCV下部コンクリートから作用する鉛直荷重

基礎スラブ

 

第 3－1 図 ドライウェル外側壁内部の鉛直荷重の考え方  



4条-別紙 3-添 3-2 

具体的な鉛直地震荷重の設定方法は次のとおり。 

  ① 壁から作用する鉛直地震荷重 

   壁から作用する鉛直地震荷重は，基礎スラブの解析モデルにおいて当該部分

が支える重量（原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ

下部コンクリートは含まない）に係数を乗じて算定する。算定に用いる係数は，

質点系モデルによる鉛直方向の地震応答解析により算定される基礎スラブ直上

の軸力を，質点系モデルにおいて当該部分が支える重量で除して求める。ここ

で，鉛直方向の質点系モデルの質点重量は水平方向の質点系モデルの質点重量

と整合した値としている。 

 

  ② 基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重 

   基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重は，質点系モデルによる鉛直方向の

地震応答解析より算定される基礎底面地盤ばねの軸力から，壁から作用する鉛

直地震荷重を差し引いた値を，基礎スラブ各部に直接作用する重量（原子炉本

体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下部コンクリートの他，

基礎スラブの自重を含む）に応じて分配する。すなわち，基礎スラブの解析モ

デルにおける鉛直方向地盤ばねの反力の総和と，質点系モデルの基礎底面ばね

の軸力が等価になるように設定する。第 3－2図に基礎スラブに直接作用する鉛

直地震荷重の算定の考え方を示す。 

 
第 3－2 図 基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重の算定の考え方 
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  (2) 水平荷重の考え方 

ドライウェル外側壁内部の水平荷重については，質点系モデルによる地震応

答解析結果より得られるドライウェル外側壁脚部のせん断力，曲げモーメント

を用い，基礎上端（ＥＬ 1.3m）と基礎スラブのモデル化位置である基礎スラ

ブ中心（ＥＬ -1.7m）との離間距離により付加される曲げモーメント分につい

ても考慮のうえ，ドライウェル外側壁位置に入力※する。 

質点系モデルでは，原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，

ＰＣＶ下部コンクリートの重量は，ＤＷ軸の質点重量に集約している。重量を

算入する質点レベルはＲＰＶスタビライザや原子炉本体基礎脚部の位置を考

慮して，第 3－3図に示すように算入している。 

このため，ドライウェル外側壁内部の構造物に作用する水平地震時慣性力は，

原子炉建物地震応答解析により得られるＤＷ軸の応答（せん断力，曲げモーメ

ント）に含まれ，曲げモーメントは各重量算入質点の高さを考慮した値として

得られる。 

曲げモーメントの補正方法を第 3－4 図に，ドライウェル外側壁から伝達す

る水平地震荷重の基礎スラブ解析における入力イメージを第 3－5 図に示す。

なお，ドライウェル外側壁内部以外の荷重についても考え方は同様である。 

 

※：耐震設計上，当該レベルの耐震要素として評価しているドライウェル外側壁部で地震力を

負担することとしているが，原子炉本体基礎からの反力等についてはその影響に応じて詳

細設計段階で検討していく。 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL=EL15.0

サプレッションチェンバ

燃料取替床

(m)

原子炉
本体

原子炉建物地震応答解析モデル
（DW軸及び基礎スラブ部のみ表示）

重量算入質点
（緑色ハッチング部分）

重量算入質点
（灰色ハッチング部分）

重量算入質点
（赤色ハッチング部分）

重量算入質点
（青色ハッチング部分）

 

第 3－3 図 原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下

部コンクリートの重量算入質点の考え方 
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(m)

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

OW-I IW-H DW IW-D IW-B OW-A

曲げモーメント M

せん断力 Q

基礎スラブモデル化
位置

M＋Q×(D/2)
（D：基礎スラブ厚）

 
 

第 3－4 図 基礎スラブの解析モデルに用いる曲げモーメントの補正方法 

 

 

第 3－5 図 ドライウェル外側壁から伝達する水平地震荷重の基礎スラブの 

解析モデルにおける入力イメージ 
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添付資料－４ 

 

耐震壁のシェル要素でのモデル化について 

（タービン建物及び制御室建物） 

 

1. タービン建物 

タービン建物の既工認における基礎スラブの応力解析は，原子炉建物と同様に

３次元ＦＥＭモデルによる評価を行い，剛性の高い壁を等価な剛性を考慮した梁

要素でモデル化している。今回工認では，壁の立体的な形状による剛性への寄与

を考慮することを目的に，耐震壁の一部をシェル要素でモデル化することとする。

既工認におけるタービン建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予定の

解析モデルの比較表を第 4－1表に，概念図を第 4－1図に示す。 
この既工認とのモデル化の差異は，より実状に近い構造挙動となるため，本資

料における論点としては取り扱わないこととするが，既工認時には梁要素でモデ

ル化している耐震壁について，低層部の壁の一部をシェル要素でモデル化するこ

とによる影響を以下に示す。 
既工認時は剛性の高い壁を等価な剛性を考慮した梁要素でモデル化しているが，

考慮している剛性は基礎スラブ面外方向の剛性のみとしている。本来，基礎スラ

ブより上階において直交する耐震壁は相互につながっているが，その効果は考慮

されない。 
一方，今回工認では低層部の壁の一部をシェル要素でモデル化することから，

既工認時に梁要素で考慮していた基礎スラブに対する面外剛性に加えて，耐震壁

の面外剛性，面内剛性も考慮される。これらの壁が全体として基礎スラブへの拘

束部材となり，より実状に近い構造挙動となる。例えば，地震荷重時に基礎スラ

ブが面外に変形しながら浮き上がりを生ずる挙動に対して，地震方向の耐震壁と

直交方向の耐震壁が一体性を保持しつつ，立体的に抵抗することとなる。また，

既工認モデルの梁要素は中立軸を耐震壁の図心として評価したものを基礎スラブ

中心位置に設定しており偏心が考慮されないのに対し，今回工認モデルではシェ

ル要素を基礎スラブ上端より立ち上げるため，基礎スラブ中心（モデル化位置）

と耐震壁の図心の偏心距離が考慮されることにより曲げ剛性が大きく評価される。

これらの結果，基礎スラブの面外変形が既工認モデルに比較して小さくなり，基

礎スラブの応力は低減することとなる。 
ただし，実機では基礎スラブ上端から上部全体の耐震壁及び床スラブが一体と

して拘束効果を発揮するのに対し，今回工認モデルではシェル要素でモデル化す

るのは低層部の壁の一部のみであり，拘束効果は実機より小さく保守的である。 
なお，耐震壁の地震力算定に用いる地震応答解析では基礎スラブを剛体として

扱っているため，基礎スラブの柔性を考慮する場合に対し基本的に耐震壁が負担

する地震力を保守的に評価している。また，耐震壁の土圧荷重の評価においては

一方向版を仮定し，基礎スラブとの接続部で固定とした評価を実施していること



4条-別紙 3-添 4-2 

等から耐震壁には十分な余裕があるが，シェル要素でモデル化した耐震壁に発生

する応力については，念のため詳細設計段階でその影響について確認する。 

なお，耐震壁のシェル要素でのモデル化については，女川原子力発電所２号炉

の原子炉建屋基礎版の設置変更許可段階の審査において採用している手法と同様

である。 

 

2. 制御室建物 

制御室建物の既工認における基礎スラブの応力解析は，公式等による応力計算

を実施しているが，今回工認では３次元ＦＥＭモデルによる評価を行う。この既

工認との差異については，島根２号炉を含む先行プラントの既工認等において多

数の適用実績があること，より実状に近い構造挙動となることから本資料におけ

る論点としては取り扱わないこととする。 

なお，制御室建物の今回工認で用いる３次元ＦＥＭモデルではタービン建物と

同様の考え方により，剛性の高い壁のうち低層部の一部をシェル要素でモデル化

する。既工認における制御室建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予

定の解析モデルの比較表を第 4－2表に，概念図を第 4－2図に示す。 

 

タービン建物や制御室建物のように基礎スラブ厚が薄い建物に弾塑性解析を適

用した実績は無く，また，タービン建物は耐震壁が偏在していることから，解析

結果に対する基礎スラブ及び耐震壁の評価・分析を詳細設計段階で行う。 
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第 4－1 表 応力解析モデル及び手法の比較（タービン建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 2.0～2.5m の一枚の版として有限

要素法により解析する。 
・同左 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（S2），土圧等 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss），土圧等 

モデル化 

モデル化 

範囲 
・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。 ・同左 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 41.6m）

までの剛性を考慮する。また，タービン建物は開口部が多いこと

から，梁要素の剛性算定においては開口部による影響を考慮する。 

 

・基礎スラブ全体を積層シェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素でモデル化することを基本とするが，低層部

の壁の一部はシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状によ

る剛性への寄与を考慮する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 41.6m）ま

での剛性を考慮する。また，既工認時と同様に梁要素の剛性算

定においては開口部による影響を考慮する。 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えないことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確認

する。 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化，底面には支持地盤と等価な弾性ばね

をモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱及び蒸気タービンの基

礎は，その剛性を考慮しない。 

・B1F 壁の開口のうち比較的小さいものは影響がないと判断し，梁

要素には大開口をモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素及びシェル要素でモデル化，底面には支持地

盤と等価な弾性ばねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱及び蒸気タービンの

基礎は，その剛性を考慮しない。 

・シェル要素部は主要な開口部をモデル化する。 

・モデル図は第 4－1 図参照 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－1 図 基礎スラブの３次元ＦＥＭモデルの概念図（タービン建物）  
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※モデル化については本条件を基本とし，荷重の入力方法を含め詳細設計段階にて検討する。 

梁要素（耐震壁の剛性を考慮） 

梁要素
（ 1F～4F壁）

シェ ル要素
（ B1F壁）
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第 4－2 表 応力解析モデル及び手法の比較（制御室建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 ・公式等による応力計算による。 
・弾性地盤上に支持された厚さ 1.5m の一枚の版として有限要素

法により解析する。 

解析コード － ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss） 

モデル化 

モデル化 

範囲 
－ ・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。 

メッシュ 

サイズ 
－ ・モデル全体で概ね 1～3m 程度 

要素 

タイプ 
－ 

・基礎スラブ全体を積層シェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素でモデル化することを基本とするが，低層部

の壁の一部はシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状によ

る剛性への寄与を考慮する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 22.05m）ま

での剛性を考慮する。また，タービン建物の基礎スラブと同様

に，梁要素の剛性算定においては開口部による影響を考慮する。 

材料物性 － 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.20×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

応力解析 ・公式等による応力計算による。 ・弾塑性解析 

許容限界 

（短期許容応力度） 

部材に発生する応力が短期許容応力度を超えないことを確認す

る。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確認

する。 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル － 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素及びシェル要素でモデル化，底面には支持地

盤と等価な弾性ばねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱はない。 

・シェル要素部は主要な開口部をモデル化する。 

・モデル図は第 4－2 図参照 
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第 4－2 図 基礎スラブの３次元ＦＥＭモデルの概念図（制御室建物） 

 

 

  

※モデル化については本条件を基本とし，荷重の入力方法を含め詳細設計段階にて検討する。 
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参考資料－１ 

弾塑性解析の適用に関する先行プラントとの比較 
プラント 島根２号炉 女川２号炉（参考）注 柏崎刈羽６号及び７号炉（参考）注 

部位 原子炉建物の基礎スラブ 原子炉建屋の基礎 ＲＣＣＶコンクリート部 

項目 既工認時 今回工認時 今回工認時 今回工認時 

分類 
間接支持構造物 

（検討用地震動：S2） 

間接支持構造物 

（検討用地震動：Ss） 

間接支持構造物 

（検討用地震動：Ss） 
主要設備（Ｓクラス） 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 6.0m の一

枚の版として有限要素法により解析する。 
・同左 

・弾性地盤上に支持された厚さ

6.0m の一枚の版として有限要素法

により解析する。 

・３次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS ・ABAQUS ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重状態 － － － 荷重状態Ⅰ～Ⅲ 荷重状態Ⅳ 

考慮する荷重 
・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地

震荷重（S2），土圧等 

・固定荷重，機器配管荷重，積載

荷重，地震荷重（Ss），土圧等 

・固定荷重，機器配管荷重，積載

荷重，地震荷重（Ss），土圧等 
・死荷重，運転時圧力等 

・死荷重，運転時圧

力，地震荷重等 

モデ

ル化 

モデル化 

範囲 

・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモ

デル化 
・同左 

・基礎版全体と剛性の高い一部壁

をモデル化 
・360°全周をモデル化 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 ・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・モデル全体で概ね 1～2m 程度 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化

する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁

（外部ボックス壁，内部ボックス壁及びド

ライウェル外側壁）は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化する。外部ボッ

クス壁及び内部ボックス壁は燃料取替床

レベル（ＥＬ 42.8m）まで，ドライウェル

外側壁はＥＬ約 23m までの剛性を考慮す

る。また，梁要素の剛性算定においては開

口部による影響は考慮しない。 

・同左 

（ただし，基礎スラブのシェル要

素は，コンクリート及び鉄筋それ

ぞれに弾塑性特性を設定した積層

シェル要素でモデル化） 

・基礎版全体を積層シェル要素で

モデル化する。 

・外部，内部ボックス壁，火打ち

壁，シェル壁等の剛性の高い壁は，

等価な剛性を考慮した梁要素でモ

デル化する。 

・地下部分の壁の一部はシェル要

素でモデル化し，壁の立体的な形

状による剛性への寄与を考慮す

る。 

積層シェル要素：シェル部，トップスラブ部 

ROD 要素，BAR（梁）要素：境界条件の設定に

使用 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.51×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.88×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価

方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 ・弾塑性解析※2 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えな

いことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えない

ことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終

局強度を超えないことを確認す

る。※2 

接地圧が地盤の極限支持力度を超

えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に生じる応力，ひずみが許容

限界を超えないことを確認する。※

3 

接地圧が地盤の許容支持力度を超

えないことを確認する。 

（弾性範囲内） 

部材に発生する応

力・ひずみが許容

限界を超えないこ

とを確認 

（終局） 

部材に発生する応力・ひず

みが許容限界を超えない

ことを確認 

境界条件 

及びモデル図 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁

は，その剛性を考慮した等価な梁要素でモ

デル化，底面には支持地盤と等価な弾性ば

ねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱

はその剛性を考慮しない。 

・B2F 壁の開口は比較的小さく影響はない

と判断し，梁要素には開口部をモデル化し

ない。 

  

・同左 

・基礎版より立ち上がっている耐

震壁はその剛性を考慮してシェル

要素及び梁要素でモデル化，底面

には支持地盤と等価な弾性ばねを

モデル化。※4 

 

基礎スラブとシェル部とは固定とし，シェル

部及びプールガーダ―に取り付く床スラブは

それぞれ梁要素としてモデル化。 

 

 

備考 

※1：コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計

算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）による計算式に基づく値を用いる。 

※2：許容限界については，日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納

容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」等によるものとし，設定の考え方については添付資料

－１に示す。 

注 1：コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似については添付資料－２に示す。 

注 2：ドライウェル外側壁内部の構造物から基礎スラブに伝達される荷重等の考え方につい

ては添付資料－３に示す。 

注 3：タービン建物及び制御室建物の基礎スラブについては，剛性の高い壁のうち低層部の

一部をシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状による剛性への寄与を考慮する予定であ

るが，詳細については，詳細設計段階で説明する。モデル化の考え方については添付資料－

４に示す。 

注 4：内部ボックス壁は二次格納施設を構成するバウンダリであることから，詳細設計段階

において，基礎スラブからの反力の影響を確認する。 

注 5：耐震壁が塑性化することによる影響について，詳細設計段階で建物ごとに確認する。 

※1：コンクリートのヤング係数及びポア

ソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説 －許容応力度

設計法－ 」（1999）による計算式に基づ

く値を用いる。なお，地震応答解析モデ

ルと同様の初期剛性低下については，地

震観測記録の分布等を踏まえて，その影

響を考慮することとする。 

※2：終局強度設計の許容値に基づく評価

を実施することとした。 

※3：許容限界については CCV規格による

ものを基本とする。 

※4：基準地震動 Ss以外の荷重（常時荷

重及び弾性設計用地震動 Sd）に対して検

討する場合については，基準地震動 Ssに

対する検討に用いる解析モデルを採用す

る予定である。また，そのクライテリア

はそれぞれの荷重に対する要求機能を踏

まえた設定とする。 

・荷重状態Ⅰ～Ⅲに対しては弾性解析を実施する。荷

重状態Ⅰ～Ⅲについては，RCCVの挙動を弾性範囲内に

収めるという設計思想に基づき設計が行われており，

許容値も弾性範囲内とされていること，並びに，温度

荷重により発生する熱応力については荷重状態Ⅰ及び

荷重状態Ⅱにおいては弾性剛性を 1/2に，荷重状態Ⅲ

においては弾性剛性を 1/3に一律低減して算定するこ

とにより考慮することから既工認時と同様に弾性解析

を実施することとし，過重状態Ⅳについては，評価基

準値が塑性化を許容した終局強度設計を行っており，

許容値も塑性化を考慮した数値となっていることか

ら，弾塑性解析を実施することとした。 

・許容限界については，既工認時：通商産業省告示 452

号「コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の

技術基準」今回工認：CCV規格に基づき設定している

が，数値は同じである。荷重状態Ⅳ（Ss（既工認時は

S2）を含む荷重組合せ等）の場合は，鉄筋：5000μ，

コンクリート：3000μ 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に弊社の責任において独自解釈したものです。  



4条-別紙 3-参 2-1 

参考資料－２ 

 

原子炉建物の基礎スラブの耐震重要度分類の考え方及び耐震評価方針について 

 

既工認時において原子炉建物は原子炉棟を含む建物全体の耐震重要度分類をＡク

ラス（Ｓ２機能維持）として設計しており，基礎スラブについては基準地震動Ｓ２

及び基準地震動Ｓ１に対する荷重組合せによる耐震評価を実施していた。 

一方，今回工認において，耐震重要度分類は，各施設の安全機能が喪失した場合

の影響の相対的な程度（耐震重要度）に応じて分類することとされている。ＢＷＲ Ｍ

ＡＲＫ-Ⅰである島根２号炉原子炉建物の基礎スラブについては，ＪＥＡＧ４６０１

－1987において，第 2－1図に示すように，「格納容器底部基礎マット」及び「格納

容器底部外基礎マット」は耐漏洩機能は求められておらず，支持機能のみが要求さ

れている。従って，原子炉建物の基礎スラブはＳクラス設備ではなく，Ｓクラス設

備の間接支持構造物として分類される。 

以上を踏まえ，今回工認における原子炉建物の基礎スラブの評価においては，基

準地震動Ｓｓに対する評価を実施する。 

ただし，既工認時にＡクラスとして設計していること及び二次格納施設バウンダ

リである原子炉棟との連続性を踏まえ，詳細設計段階において弾性設計用地震動 

Ｓｄに対する荷重組合せについて影響を確認することとする。なお，解析は弾性解

析とし，基準地震動Ｓｓの評価に用いる今回工認モデルにより実施する。 

 

 

第 2－1 図 原子炉建物に要求される機能（ＪＥＡＧ４６０１－1987 より 

引用，加筆） 



別紙－４ 

島根原子力発電所２号炉 

原子炉建物屋根トラスの 

解析モデルへの弾塑性解析の適用について 



 

目  次  

 

1. 概要  

2. 原子炉建物屋根トラスについて  

2.1 原子炉建物屋根トラスの概要  

2.2 原子炉建物屋根スラブの概要  

2.3 原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルと設計クライ

テリア  

2.4 既工認と今回工認における原子炉建物屋根トラスの解析モ

デルの比較  

2.5 弾塑性解析の採用について  

2.5.1 弾塑性解析を採用することの目的  

2.5.2 弾塑性特性の設定の妥当性・適用性について  

2.5.3 各部材のクライテリアについて  

2.6. 原子炉建物屋根トラスの評価に関するまとめ  

3. まとめ  

4. 参考文献  

 

添付資料－ 1 原子炉建物屋根トラスの耐震補強について  

 

参考資料－ 1 剛性比例型減衰の妥当性について  

参考資料－ 2 屋根トラスの入力地震動及び固有振動数・固有モー  

       ドについて  

参考資料－ 3 屋根トラスの入力地震動に係る影響検討について  



4条-別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，島根原子力発電所２号炉の建物・構築物のうち，鉄骨構造部の詳細

評価モデルを構築して評価を実施している原子炉建物屋根トラスの地震応答解

析モデルの内容について説明し，既工認時のモデルとの差異及びモデル変更の目

的について説明するものである。 

原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルについては，既工認では弾性解析

を採用しているが，今回工認では弾塑性解析を採用する予定である。 

また，屋根トラスが二次格納施設のバウンダリを構成する屋根スラブの間接支

持構造物であることから，屋根トラスの３次元弾塑性解析の妥当性・適用性につ

いて確認し，屋根スラブの二次格納施設としての機能維持評価について説明する。 

 

2. 原子炉建物屋根トラスについて 

2.1 原子炉建物屋根トラスの概要 

原子炉建物の上部構造は，鉄筋コンクリート造陸屋根をもつ鉄骨造の屋根

トラスで構成されている。屋根トラスの平面は，38.5m（南北）×51.6m（東

西）の長方形をなしており，燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）からの高さは

20.7mである。屋根トラスの概要を第 2.1－1図に示す。第 2.1－1表にトラス

部材の諸元のうち，主トラス材について例示する。 

屋根トラス各部材の主な要求機能は，屋根スラブからの鉛直荷重の支持機

能であり，主トラスについては，既工認と同様に水平地震荷重及びクレーン

荷重についても支持する設計とし，水平ブレースについては，既工認と同様

に水平地震荷重の伝達が可能な設計としている。第 2.1－2表に屋根トラスの

各部材の要求機能を示す。 

 

 
 

屋根伏図（ＥＬ 63.5m） 

第 2.1－1図(1) 原子炉建物屋根トラスの概要（単位：m） 

※１ 

※１：資料中の「サブトラス」のことを指す。以下同様。 

※２：資料中の「主トラス」のことを指す。以下同様。 

※２ 
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ＮＳ方向断面図    ＥＷ方向断面図 

第 2.1－1図(2) 原子炉建物屋根トラスの概要（単位：m） 

 

 

第 2.1－1表 主トラスの部材諸元 

部材 使用部材 

上弦材 H-400×400×13×21 

下弦材 
BH-400×400×19×35 

H-400×400×13×21 

斜材 

2CTs-175×350×12×19 

2CTs-150×300×10×15 

2CTs-125×250×9×14 

束材 

2CTs-175×350×12×19 

2CTs-150×300×10×15 

2CTs-125×250×9×14 
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EL 63.5
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8
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上弦材 
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斜材 

屋根スラブ 
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EL 63.5
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EL 42.8

EL 34.8
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GL EL15.0

89.4

原子炉
圧力容器

燃料取替床

B B

PN

6
8
.
2

サプレッションチェンバ

サブトラス 

上弦材 

下弦材 

斜材 

屋根スラブ 
（二次格納施設のバウンダリを構成） 

（二次格納施設のバウンダリを構成） 

：原子炉棟（二次格納施設） 
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第 2.1－2表 屋根トラスの各部材の要求機能 

部位 部材 要求機能注１ 

主トラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 

フレームを構成する部材として 

水平地震荷重，クレーン荷重の支持 

下弦材 

斜材 

束材 

サブトラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 下弦材 

斜材 

母屋 鉛直荷重の支持 

サブビーム 鉛直荷重の支持 

水平ブレース 水平地震荷重の伝達 

注１：主な機能を示しており基準地震動Ｓｓに対する発生応力の負担も考慮する。 
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2.2 原子炉建物屋根スラブの概要 

原子炉建物の屋根スラブは南北方向 39.9m×東西方向 53.8m の平面寸法，厚

さ        の鉄筋コンクリート構造である。外周部は厚さ    （南北方向）及び

　 （東西方向）の鉄筋コンクリート造の耐震壁並びに鉄骨鉄筋コンクリート

造の柱で支持されており，南北方向に配置された７構面の主トラスと主トラス

の中間の母屋，東西方向の４構面のサブトラスとサブトラスの中間のサブビー

ムで支持されている。屋根スラブ下面に取りつく主トラス上弦材及びサブトラ

ス上弦材はＨ型断面の鋼材であり，スタッドボルトで屋根スラブと一体化する

ことにより面内及び面外に高い剛性を確保している。屋根スラブの断面図を第

2.2－1 図に示す。 

屋根スラブには気密性の機能維持が要求されるため，換気性能とあいまっ

て機能維持する方針である。なお，屋上面には防水材を施すことにより，防水

性を確保している。 

第 2.2－1図 屋根スラブ断面図 

防水層

デッキプレート

主トラス上弦材
H-400×400×13×21

スタッドボルトφ19
2×@400(h=200)

防水層

サブトラス上弦材
H-390×300×10×16

スタッドボルトφ19
1×@200(h=200)

デッキプレート

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.3 原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルと設計クライテリア 

(1) 解析モデルの概要

原子炉建物屋根トラスは，鉛直方向の地震動の影響を受けやすいと考えられ

るため，水平方向と鉛直方向地震力の同時入力による評価を行うために３次元

モデルによる地震応答解析を採用する。

地震応答解析モデルは，燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）より上部の鉄筋コ

ンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）の柱，梁，壁，鉄骨造の屋根ト

ラス及び屋根面水平ブレース等を線材，面材により立体的にモデル化した３次

元フレームモデルとし，部材に発生する応力を地震応答解析によって直接評価

できるモデルとしている。解析モデルの概要を第 2.3－1図に示す。 

屋根トラス部は，主トラス，サブトラス（つなぎばり），水平ブレース（屋

根上弦面），サブビーム及び母屋をモデル化する。各鉄骨部材は軸，曲げ変形

を考慮した梁要素（トラスの上下弦材及びサブビーム等）と軸変形のみを考慮

したトラス要素（水平ブレース，トラスの斜材及び束材等）としてモデル化す

る。また，耐震壁及び屋根スラブはシェル要素，外周梁は軸，曲げ変形を考慮

した梁要素としてモデル化し，耐震壁の開口部についても考慮する。なお，柱

脚の条件は固定とする。また，解析に用いる材料の物性値を第 2.3－1 表に示

す。 

また，屋根トラスは屋根スラブとスタッドボルトで一体化されていることに

より，高い剛性を確保しているため，屋根トラスの地震応答解析モデルにおい

ても屋根スラブの面内剛性を考慮することとする。なお，屋根トラス部材の応

力評価に対する保守性を考慮し，屋根スラブの面外剛性は考慮しないこととす

る。屋根スラブのシェル要素は主トラス及びサブトラスの各交点，並びに主ト

ラス及びサブトラスと母屋，サブビームの各交点で節点を共有するようにモデ

ル化する。
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（a）線材によるモデル化部分

 

（b）面材によるモデル化部分

ＮＳ方向断面図   ＥＷ方向断面図 

（c）モデル化範囲

第 2.3－1図 屋根トラスの解析モデルの概要 
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R4 

R5 

R6 

R7 
R8 

R9 

RB 

RC 

RD 

RE-4,500 

RF 

RG 

RH 

R10 

R11 

RE+3,000 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

70.0

GL EL15.0

原子炉
圧力容器

燃料取替床

6
8
.
2

サプレッションチェンバ
EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL EL15.0

89.4

原子炉
圧力容器

燃料取替床

6
8
.
2

サプレッションチェンバ

：屋根トラスモデル化範囲 

水平ブレース 
・トラス要素

母屋 
・梁要素 主トラス

・梁要素（上下弦材）
・トラス要素（斜材・束材）

サブトラス
・梁要素（上下弦材）
・トラス要素（斜材）

外周梁 
・梁要素

サブビーム
・梁要素

耐震壁 
・シェル要素※

※：開口部を考慮した等価厚さによりモデル化

屋根スラブ 
・シェル要素



4条-別紙 4-7 

第 2.3－1表 解析に用いる材料定数 

(2) 鉄骨部材の弾塑性評価

基準地震動Ｓｓに対する評価を実施する際，トラス材としてモデル化した部

材の一部については，塑性領域に入ると考えられるため，部材座屈後の挙動を

模擬できる手法（修正若林モデル）に基づく弾塑性特性を考慮している。考慮

した弾塑性特性の詳細については，「2.5 弾塑性解析の採用について」で示

すこととする。 

(3) 入力地震動，材料減衰

解析モデルへの入力地震動は，原子炉建物の質点系モデルによる地震応答解

析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答結果（水平，鉛直

及び回転成分）を用いることとし，燃料取替床位置を固定として，同時入力に

よる地震応答解析を実施する。原子炉建物水平方向の質点系モデルは床剛モデ

ルを採用しているため，加速度並進成分は燃料取替床レベルの各質点で同一応

答となるが，回転成分は各質点で応答が異なるため，回転成分の入力波は，モ

デル脚部の２質点の平均波を入力する。入力地震動の取り出し位置を第 2.3－

2図に示す。また，地震応答解析における減衰評価について，鉄骨造部分につ

いては，水平材の応答に影響の大きい鉛直方向１次固有振動数（4.60Hz）に対

して減衰定数を２％とし，鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造部

分については，ＮＳ，ＥＷ方向の短い方の１次周期に対して減衰定数を５％と

した減衰係数を設定する剛性比例型減衰（各部別）とする。 

なお，剛性比例型減衰については，柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉の

屋根トラスの設置変更許可段階の審査において採用している手法と同様であ

る。 

部位 材料 
ヤング係数

（N/mm2）
ポアソン比 減衰定数 

屋根トラス 鉄骨 2.05×105 0.3 0.02 

躯体 コンクリート 2.25×104 0.2 0.05 



4条-別紙 4-8 

（a）ＮＳ方向

（b）ＥＷ方向

（c）鉛直方向

第 2.3－2図 入力地震動の取り出し位置 

：入力地震動の取り出し位置（回転成分は２質点の平均波） 

：入力地震動の取り出し位置（回転成分は２質点の平均波） 

：入力地震動の取り出し位置 
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(4) 要求機能に対する設計方針（設計クライテリア）

屋根トラスの要求機能は屋根スラブの間接支持構造物であり，Ｓクラスであ

る原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）のバウンダリを構成する屋根スラブの

要求機能である気密性が確保されるように基準地震動Ｓｓに対し屋根トラス

の設計を行う。 

 屋根スラブの評価方針は，面内方向については屋根トラスの地震応答解析モ

デルにおいて屋根スラブの面内剛性を考慮しているため，屋根スラブに発生す

る面内応力を対象に機能維持評価を実施する。面外方向については，質点系モ

デルの屋根面に対応する鉛直方向震度を用いて，主トラス上弦材，サブトラス

上弦材，サブビーム及び母屋に支持されるスラブとして評価する。また，屋根

トラスの地震応答解析モデルにおいては屋根スラブの面外剛性は考慮してい

ないが，詳細設計段階では面外剛性を考慮した解析により，屋根スラブの応答

性状や応力分布などを確認のうえ機能維持評価を実施する。 

 屋根トラスの評価方針については，基準地震動Ｓｓに対して屋根スラブを支

持できることを確認する。 

 また，屋根トラスの解析モデルのうち，二次格納施設のバウンダリを構成す

る耐震壁の気密性については，質点系モデルによる算定結果を採用する。 

 第 2.3－2 表に屋根トラスの解析モデルのうち二次格納施設のバウンダリを

構成する屋根スラブ及び屋根トラスの機能維持の評価方針を示す。 

なお，屋根スラブにはひび割れに対して追従性のある防水材を全面に施工す

ることにより，防水性を確保している。また，屋根スラブには防水材の他に下

部の全面にデッキプレートを敷設してある。これらは気密性に対し有効な機能

を有すると考えられるが，今回の気密性の検討においては，特にその性能は考

慮しない。 
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第 2.3－2表 機能維持の評価方針 

注１：漏えい量の算定にあたっては，別途算定する耐震壁の漏えい量を考慮する。 

注２：「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2005）（以下，「RC-N

規準」という。）」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「2015年版 建築物の構造関係

技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究所・国立研究開発法人建築研究所，2015）

（以下，「技術基準解説書」という。）」に基づき 1.1 倍した耐力を超えないこと。 

注３：屋根スラブについては，主トラス上弦材，サブトラス上弦材，サブビーム及び母屋に支持 

されるスラブとして鉛直方向の震度を考慮する。 

注４：構造強度については，気密性に対する評価方針を満足していることを確認することにより，

構造強度を確保する方針とする。 

部位 要求機能 評価方針 

屋根スラブ 気密性注４

（面内）概ね弾性状態であることを要素毎に算定され

る応力度より確認する。概ね弾性状態を超え

る場合は，要素毎の面内せん断ひずみを踏ま

えて漏えい量を算定し換気能力を下回るこ

とを確認する注１。 

（面外）面外曲げに対して，鉄筋が降伏しないこと注２

を確認する注３。（鉄筋が降伏する場合は別途

詳細検討） 

屋根トラス
間接支持構

造物 

基準地震動Ｓｓに対して屋根スラブを支持できるこ

と。（各部材のクライテリアは第 2.5.3－1表参照） 
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2.4 既工認と今回工認における原子炉建物屋根トラスの解析モデルの比較 

原子炉建物屋根トラスの解析モデルについて，既工認で採用した解析モデ

ルと今回工認で採用する予定の解析モデルとの差異を整理する。既工認にお

ける屋根トラスの解析モデルと今回工認で採用予定の解析モデルの比較表を

第 2.4－1表に示す。 

第 2.4－1表のうち，解析コード，要素分割及び地震荷重の差異については，

解析手法を変更したことに伴う変更である。また，モデル化については，原

子炉建物屋根トラスが鉛直方向の地震動の影響を受けやすいと考えられるた

め，水平方向と鉛直方向地震力の同時入力による評価を適切に行うことを目

的として３次元フレームモデルによる弾塑性時刻歴応力解析を採用している。

コンクリートのヤング係数及びポアソン比については，適用基準を日本建築

学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）

に見直したことによるものである。 

以上を踏まえると，既工認と今回工認における主要な差異として，「原子

炉建物屋根トラスに対する弾塑性時刻歴応力解析の採用」を抽出し，以下で

検討を行うこととした。 

なお，今回工認の弾塑性時刻歴応力解析では，解析モデル全体の自重によ

る変形及び地震時挙動を精度良く評価するために，屋根スラブも含めてモデ

ル化している。屋根トラスは鉛直荷重を支持する部材として設計されており，

主トラスについてはフレームを構成する部材として地震時の荷重も負担する

設計としている。従って，屋根トラスの各部材に生じる応力としては，鉛直

方向の自重による初期応力のほか，屋根スラブと一体となった屋根トラスの

鉛直方向の面外振動による応力が加わる。また，主トラス方向の地震荷重に

対しては主トラスの上下弦材やトラス材に応力が発生する。このように動的

な地震応答解析では，屋根スラブをモデル化することにより，地震時の挙動

が適切に評価されることから，今回工認では，燃料取替床レベルより上部を

立体的なモデルとして動的な地震応答解析を実施する。 
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第 2.4－1表 原子炉建物屋根トラスの解析モデルの比較 

項目 既工認 今回工認 

解析手法 ・静的応力解析（弾性解析） ・時刻歴応力解析（弾塑性解析） 

解析コード ・ＳＤ ・ｆａｐｐａｓｅ 

モデル化 ・２次元フレームモデル 

・３次元フレームモデル 

（屋根トラス部の耐震補強工事の内容

を反映注１） 

要素分割 
梁要素：トラスの上下弦材等 

トラス要素：トラスの斜材，束材 

梁要素：トラスの上下弦材，外周梁等 

トラス要素：水平ブレース，トラス斜 

材，束材等 

シェル要素：耐震壁，屋根スラブ 

材料物性 

・鉄骨のヤング係数： 

 Ｅ=2.1×107（t/m2） 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・鉄骨のヤング係数： 

 Ｅ=2.05×105（N/mm2） 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

・Ａクラス施設として,基準地震動Ｓ１

による地震力及び静的地震力に対して

発生応力が許容限界を超えないことを

確認注２ 

・Ｓクラスである原子炉建物原子炉棟

（二次格納施設）のバウンダリを構成す

る屋根スラブの間接支持構造物として，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主

トラスの各部材に発生する応力が，許容

限界を超えないことを確認 

・弾塑性特性（修正若林モデル）を適用

する部材が過度な塑性化はしないこと

（破断の可能性がないこと）を確認注３ 

地震荷重 

・水平：原子炉建物の地震応答解析結

果に基づく地震荷重を静的に考慮 

・鉛直：静的震度を鉛直力として入力 

・水平及び鉛直： 

モデル脚部に原子炉建物の質点系モデ

ルの地震応答解析による応答を同時入

力 

その他 

・水平ブレース，屋根スラブ等の部材

は重量として考慮し，剛性は考慮しな

い 

・水平ブレース，屋根スラブ※等の部材

は３次元フレームモデルを構成する部

材としてモデル化 

※屋根スラブはシェル要素としてモデ

ル化し，面内剛性を考慮（保守性を考慮

し，面外剛性は考慮しない） 

注１：耐震補強工事の概要については，添付資料－１に示す。 

注２：主トラスの耐震性を確認することにより，屋根スラブの要求機能は維持できると考え評価を

実施。 

注３：軸力のみを負担するトラス要素でモデル化した部材に弾塑性特性を考慮する。  
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2.5 弾塑性解析の採用について 

2.5.1 弾塑性解析を採用することの目的 

原子炉建物屋根トラスについては，基準地震動Ｓｓによる地震動の増大

に伴い，トラスを構成する部材の一部が塑性領域に入ると考えられるが，

弾性解析では当該部材の塑性化による影響を考慮できないため，解析と実

現象に乖離が生じることになる。そこで今回工認では，屋根トラスの弾塑

性挙動を適切に評価することを目的として，部材の弾塑性特性を考慮した

地震応答解析を採用する予定としている。 

原子炉建物屋根トラスの応力解析に弾塑性解析を取り入れることによ

る利点としては，既工認で採用していた弾性解析では表現できないような

大入力時の弾塑性挙動を評価できることにある。弾塑性挙動を適切に評価

するに当たっては，部材の弾塑性特性を適切に設定し解析を実施する必要

があると考えられる。 

今回工認で採用予定の屋根トラス部材の弾塑性特性について，第 2.5.1

－1表に示す。第 2.5.1－1表に示すとおり，軸力のみを負担するトラス要

素に対してのみ弾塑性特性として修正若林モデルを採用する予定である。

当該モデルについては，先行電力の審査にて採用実績があり，モデルの妥

当性自体に大きな論点はないと考えられるものの，島根原子力発電所２号

炉原子炉建物屋根トラス部材の評価への適用性については，十分に確認す

る必要があると考えられる。 

以下では，修正若林モデルの概要を確認した上で，原子炉建物屋根トラ

ス部材への適用性を検討する。また，修正若林モデルを用いた弾塑性解析

を実施することにより，一部部材の塑性化を考慮することとなるため，当

該部材のクライテリアについても検討する。 
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第 2.5.1－1表 屋根トラス部材の弾塑性特性について 

注１：主トラス斜材，束材及びサブトラス斜材の細長比は修正若林モデルの適用範囲より大き

いが，修正若林モデルによる弾塑性特性を考慮しており，その適用性については詳細設

計段階で説明する。 

評価部位 モデル要素 弾塑性特性 

主トラス 

上弦材 
梁要素 考慮しない（弾性） 

下弦材 

斜材 
トラス要素 弾塑性（修正若林モデル）注１ 

束材 

サブトラス 

上弦材 
梁要素 考慮しない（弾性） 

下弦材 

斜材 トラス要素 弾塑性（修正若林モデル）注１ 

母屋 梁要素 考慮しない（弾性） 

サブビーム 梁要素 考慮しない（弾性） 

水平ブレース トラス要素 弾塑性（修正若林モデル） 
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2.5.2 弾塑性特性の設定の妥当性・適用性について 

(1) 今回工認で採用予定の弾塑性特性（修正若林モデル）の概要 

原子炉建物屋根トラスを構成する部材のうち，軸力のみを負担するトラ

ス要素としてモデル化した部材については，弾塑性特性として修正若林モ

デルを使用している。 

修正若林モデルは，原子力発電所建物（実機）を対象として実施された

谷口らの研究（１）に示される部材レベルの弾塑性特性である。修正若林モデ

ルは，若林モデル（２）を基本としているが，谷口らの研究（１）で実施された

実験のシミュレーション解析を踏まえて，繰り返し載荷による初期座屈以

降の耐力低下を累積塑性歪の関数で表現し，実験との対応度を向上させた

手法であり，式（１）により評価される。 

𝑛 𝑛0⁄ = 1 (ζ��� − 𝑃𝑛)1 6⁄⁄ ≦ 1   (１) 

  n = N/Ny N：軸力 Ny：降伏軸力 

  n0：無次元化初期座屈耐力 ζ
���
：無次元化圧縮側累積塑性歪 

  Pn = (nE 4⁄ ) − 5  nE = π2E (λe2σy)⁄   λe：有効細長比 

 

修正若林モデルの弾塑性特性を第 2.5.2－1図に示す。 

谷口らの研究（１）においては，実機の特徴を反映したＸ型ブレース架構

の静的繰返し実験を実施している。また，修正若林モデルの妥当性を確認

するに当たって，ブレース部材の弾塑性特性として修正モデルを適用した

解析モデルによる実験のシミュレーション解析を実施しており，解析結果

は実験結果を概ねよくとらえているとしている。試験体の概要を第 2.5.2

－2図，解析モデルを第 2.5.2－3図，解析結果と実験結果の比較を第 2.5.2

－4図に示す。 

なお，本復元力特性については，前述のとおり，川内原子力発電所ター

ビン建屋の解析で考慮したブレースの弾塑性特性及び東海第二発電所原子

炉建屋の解析で考慮したトラス部材の弾塑性特性として採用されており，

認可実績がある。 
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第 2.5.2－1図 修正若林モデルの弾塑性特性（(1)より引用，一部加筆） 

 

        

第 2.5.2－2図 試験体の概要     第 2.5.2－3 図 解析モデル 

（(1)より引用）         （(1)より引用） 

 

 

第 2.5.2－4図 解析結果と実験結果の比較（(1)より引用）  

（参考） 
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(2) 原子炉建物屋根トラスに対する検証例 

谷口らの研究（１）は，Ｘ型ブレース架構を対象としたものであったが，原

子炉建物屋根トラスに対して本弾塑性特性を適用した検討例として，鈴木

らの研究（３）がある。 

この研究は，原子炉建物屋根トラスの終局耐力について検討したもので

あるが，実験結果を高精度にシミュレーションするために構築したモデル

の中で本弾塑性特性が適用されている。 

鈴木らの研究（３）では，終局耐力を検討するにあたり原子炉建物屋根トラ

スを模擬した縮小試験体を製作し，トラスの崩壊挙動に与える影響が大き

い鉛直動的荷重を模擬した静的載荷試験により，その弾塑性挙動を確認し

ている。なお，試験に当たっては，原子力発電所鉄骨屋根トラスがプラッ

ト形とワーレン形の２種類に分類されることを踏まえ，この２種類のトラ

ス形式についての試験体を製作している。島根原子力発電所２号炉の原子

炉建物屋根トラスはこのうち，プラット形に該当する。試験体の概要を第

2.5.2－5図に示す。 

実験のシミュレーション解析においては，トラス要素としてモデル化し

た部材の弾塑性特性として修正若林モデルが適用されており，実験結果と

シミュレーション解析を比較し，精度良く実験結果を追跡できているとし

ている。結果の比較を第 2.5.2－6図に示す。 

以上のように修正若林モデルは，提案当初のＸ型ブレース材に加えて，

ワーレン形，プラット形の鉄骨トラスでも実験結果を精度良く追跡できて

おり，幅広い鉄骨架構形式において軸力のみを負担する部材の弾塑性特性

として適用可能であると考えられる。 
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第 2.5.2－5図 試験体の概要（(3)より引用） 

 
第 2.5.2－6図 実験のシミュレーション解析結果（(3)より引用） 
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(3) 原子力発電所鉄骨屋根トラスへの適用性 

今回採用を予定している修正若林モデルについては，提案当初より，原子

力発電所（実機）を対象として実施された実験により妥当性が検証されてお

り，また，原子炉建物鉄骨屋根トラスを模擬した加力実験のシミュレーショ

ン解析においてもその適用性・妥当性が検証されている。これより，原子炉

建物屋根トラスの鉄骨部材のうち，トラス要素としてモデル化した部材の弾

塑性特性として，修正若林モデルを採用することは妥当であると考えられる。 
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2.5.3 各部材のクライテリアについて 

入力地震動の増大に伴い鉄骨部材の一部が塑性領域に入ると考えられ

ることから，今回工認においては，弾塑性解析による評価を実施する。 

第 2.5.3－1表に各部材のクライテリアを示す。 

評価方法としては，主要部材が弾性範囲であることを確認する方針とし，

弾性範囲を上回る応答が生じた場合は別途詳細な検討注１を行う。 

 

注１：弾塑性特性を考慮してモデル化している部材については，各部材の

累積塑性変形倍率を整理した上で，累積塑性変形倍率が最も大きい

部材について破断の可能性がないことを検討する。検討は，当該部

材の履歴ループを参照し，局部集中ひずみの繰返し回数が，中込ほ

か（1995）（４）に基づき算定される当該部材の最大ひずみ度に対す

る破断寿命（繰返し回数）を十分に下回っていることを確認する。

この手法は先行審査（川内原子力発電所タービン建屋）でも認可実

績のある手法であることから，手法自体に技術的な論点はないもの

と考えられる。 
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第 2.5.3－1表 今回工認における屋根トラス各部材のクライテリア 

評価部位 要求機能注１ 弾塑性特性 評価方法注３ 

主トラス 

上弦材 鉛直荷重の支

持，フレームを

構成する部材と

して水平地震荷

重，クレーン荷

重の支持 

考慮しない（弾性） 

主要部材が弾性範囲であるこ

とを確認注２ 

（弾性範囲を上回る場合は別

途詳細検討） 

下弦材 

斜材 
弾塑性（修正若林

モデル） 
束材 

サブトラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 

考慮しない（弾性） 
下弦材 

斜材 
弾塑性（修正若林

モデル） 

母屋 鉛直荷重の支持 考慮しない（弾性） 

サブビーム 鉛直荷重の支持 考慮しない（弾性） 

水平ブレース 
水平地震荷重 

の伝達 

弾塑性（修正若林

モデル） 

注１：主な機能を示しており基準地震動Ｓｓに対する発生応力の負担も考慮する。 

注２：「RC-N規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度 Fを「技術基準解説書」に基づき 1.1倍

した耐力を超えないこと。 

注３：接合部はボルト接合としており，保有耐力接合を基本とする。
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2.6. 原子炉建物屋根トラスの評価に関するまとめ 

今回工認では，原子炉建物屋根トラスの評価に当たって，３次元フレーム

モデルによる弾塑性解析（弾塑性特性としては修正若林モデルを考慮）を採

用する予定である。修正若林モデルは先行審査で採用実績のある弾塑性特性

であるが，Ｘ型ブレースを対象として検討されたものであったため，本検討

においては，修正若林モデルの原子炉建物屋根トラスへの適用性を検討する

必要があると判断した。既往文献（原子炉建物鉄骨屋根トラスを模擬した加

力実験のシミュレーション解析）を参照し，その適用性・妥当性が検証され

ていることを確認した。また，屋根スラブの要求機能と評価方針を踏まえ，

弾塑性特性を考慮する部材のクライテリアについても検討し，妥当性を確認

した。 

以上より，今回工認において原子炉建物屋根トラスの評価に弾塑性解析を

採用することは妥当であると考える。また，弾塑性特性を採用した屋根トラ

スの評価及び屋根スラブの検討により，屋根スラブの二次格納施設としての

機能維持の評価方針を整理した。 

なお，原子炉建物屋根トラスは，原子炉建物の地震応答解析結果に基づく

燃料取替床レベルの応答を入力地震動として評価を実施しており，入力地震

動の不確かさ（建物応答の不確かさ）を踏まえた場合でも許容値を満足する

ことを確認することにより保守性に配慮した設計とする予定である。 

 

3. まとめ  

島根原子力発電所２号炉原子炉建物の屋根トラスについて，既工認と今回工認

における解析モデル及び解析手法を比較した。その結果，既工認と差異が認めら

れる部分についてはその妥当性・適用性について検討を行い，今回工認で使用す

る解析モデルとして妥当であることを確認した。 

 

4. 参考文献  

(1) 谷口ほか：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会

構造工学論文集 Vol.37B号，1991年 3月，pp.303－316 

(2) 柴田ほか：鉄骨筋違の履歴特性の定式化，日本建築学会論文報告集第 316号，

昭和 57年 6月，pp.18－24 

(3) 鈴木ほか：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築

学会構造系論文集 Vol.76 No.661，2011年 3月，pp.571－580 

(4) 中込ほか（1995）：繰返し力を受ける SM490鋼の疲労性に関する研究，日本

建築学会構造系論文集 No.469，1995年 3月，pp.127－136  
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添付資料－１ 

 

原子炉建物屋根トラスの耐震補強について 

 

島根原子力発電所２号炉の原子炉建物屋根トラスについては耐震補強工事を実

施しており，本資料では，当該工事における補強の内容について説明する。 

屋根トラスの補強については，主トラスやサブトラスの余裕の少ない部材に対

して，補強材の追加等による耐震補強工事を実施している。耐震補強箇所を第 1

－1図に，補強部材の詳細を第 1－1表に示す。  
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主トラス断面図 

 

 

 

サブトラス断面図 

第 1－1 図 屋根トラスの補強箇所  

④接合部補強（●部） 

①下弦材補強 

②斜材補強 

③斜材補強 

⑤下弦材補強 



4条-別紙 4-添 1-3 

第 1－1 表 補強部材の詳細 

Ｎｏ 箇所及び補強方法 

① 
主トラス下弦材 

補強材追加         

補強材 PL-16 

補強前          補強後 

② 
主トラス斜材 

補強材追加          

補強材 4Ls-90×90×10 

補強前          補強後 

③ 
サブトラス斜材 

補強材追加         

補強材 4Ls-65×65×6 

補強前          補強後    

④ 
サブトラス斜材 

接合部補強 

     

接合部補強（PL-19，ボルト） 

補強前            補強後     

⑤ 
サブトラス下弦材 

補強材追加 

                               

        

補強材 2Cs-150x75x9x12.5 

補強前           補強後    
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参考資料－１ 

 

剛性比例型減衰の妥当性について 

 

1. はじめに  

 今回工認では，原子炉建物屋根トラスの地震応答解析における減衰評価につ

いて，鉄骨造の構造物に対して一般的に適用している剛性比例型としている（１）

（２）。 

 第 1－1表に原子炉建物屋根トラスの暫定の固有値解析結果を，第 1－1図に

剛性比例型減衰による減衰定数と振動数の関係を示す。 

 鉄骨造の屋根トラスは，水平材として鉛直方向の挙動が卓越すると考えられ

るため，水平材の応答に影響の大きい鉛直方向１次固有振動数（4.60Hz）に対

して減衰定数がｈ＝２％となる剛性比例型減衰を与えている。第 1－1 図より，

剛性比例型減衰の特徴として高次モードの減衰を大きくとることになるが，高

次モードが屋根トラスの応答へ及ぼす影響は小さいため，剛性比例型減衰の採

用が屋根トラスの応答へ与える影響は小さいと考える。 

 

第 1－1 表 原子炉建物屋根トラスの固有値解析結果 

次数 
固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（秒） 

刺激係数 

備考 ＮＳ方向 

（Ｙ） 

ＥＷ方向 

（Ｘ） 

鉛直方向 

（Ｚ） 

1 4.60 0.217  0.085 -0.003  1.748 鉛直方向1次 

2 6.23 0.160 -0.004 -0.040 -0.001 鉛直方向2次 

3 7.87 0.127 -1.717  0.016 -0.002 ＮＳ方向1次 

4 8.12 0.123 -0.014 -1.988  0.006 ＥＷ方向1次 

 

 

第 1－1 図 剛性比例型減衰による減衰定数と振動数の関係 

  

振動数

f（Hz）f1=4.600
0

h1=2

h（%）

減
衰

定
数
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2. 剛性比例型減衰設定の妥当性の確認 

 第 1－1表に示すとおり屋根トラスの水平方向の１次固有振動数（固有周期）

は，ＮＳ方向：7.87Hz（0.127秒），ＥＷ方向：8.12Hz（0.123秒）であり，鉛

直方向の１次固有振動数は，4.60Hz（0.217秒）である。剛性比例型減衰の採

用にあたっては，上記の振動数のいずれかの振動数を基準に設定することとす

る。 

 原子炉建物の地盤－建物連成系の水平方向の１次固有振動数はＮＳ方向 4.55 

Hz（0.220秒），ＥＷ方向 4.94Hz（0.203秒）である。鉛直方向については，

地盤－建物連成系の１次固有振動数は 9.48Hz（0.105秒）である。これらの１

次固有振動数から屋根トラスの応答に影響が大きい成分を判断することは難し

い。屋根トラスの構造面からは，鉛直方向の振動の影響が大きいと判断される

ため，剛性比例型減衰の設定は鉛直方向の１次固有振動数に対して設定するこ

ととする。 

 また，参考として屋根トラスの各方向の固有周期と解析モデルへの入力地震

動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係を第 1－2 図に示す。

入力地震動の応答スペクトルの卓越周期は原子炉建物の地盤－建物連成系の各

方向の１次周期に概ね対応しており，いずれの方向についても赤線で示す屋根

トラスの１次固有周期とは離れた周期となっている。 

 以上のことから，屋根トラスの応答は，建物の各方向の１次固有振動数（固

有周期）との関連性が小さく，また，高次モードが屋根トラスの応答へ及ぼす

影響は小さいと考えられるため，屋根トラスの構造面から応答に影響が大きい

と判断される屋根トラスモデルの鉛直方向の１次固有振動数（4.60Hz）に対し

て減衰定数がｈ＝２％となる剛性比例型減衰を設定することは妥当であると考

えられる。 

 なお，詳細設計段階においては，代表ケースを選定して剛性比例型以外の減

衰（例えば鉛直１次と２次で規定したレイリー減衰）を用いて，高次モードの

影響を確認することとする。 
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第 1－2 図（1） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 鉛直方向 

 

 

第 1－2 図（2） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 ＮＳ方向 

 

  

0

2000

4000

6000

8000

0.01 0.1 1 10

応
答
加
速
度
（
cm
/
s
2
）

周期（秒）

h=2%
0.217 秒
（屋根トラスの鉛直方向１次）

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

0.01 0.1 1 10

応
答
加
速
度
（
cm
/
s
2
）

周期（秒）

h=2%0.127 秒
（屋根トラスのＮＳ方向１次）



4条-別紙 4-参 1-4 

 

第 1－2 図（3） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 ＥＷ方向 

 

 

3. 参考文献  

(1) 日本建築センター：性能評価を踏まえた超高層建築物の構造設計実務－超高

層・免震建築物の構造設計者が実際に行ってきた検討と判断を集大成－，

2019 

(2) 日本建築学会：建築物の減衰，2000 
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参考資料－２ 

 

屋根トラスの入力地震動及び固有振動数・固有モードについて 

 

1. 屋根トラスの入力地震動 

屋根トラスへの入力として用いている入力地震動（原子炉建物の質点系モデ

ルによる地震応答解析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応

答結果）の時刻歴波形（暫定応答）について，基準地震動Ｓｓ－Ｄを例として

第 2－1図に示す。地震応答解析を実施する際には，水平，鉛直成分は加速度時

刻歴波形を，回転成分は回転角加速度時刻歴波形を入力している。 

 

 

（a）ＮＳ方向（水平） 

 

（b）ＥＷ方向（水平） 

 

（c）鉛直方向 

第 2－1 図（1） 入力地震動の時刻歴波形（加速度，水平，鉛直成分）  
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（a）ＮＳ方向（回転） 

 

（b）ＥＷ方向（回転） 

第 2－1 図（2） 入力地震動の時刻歴波形（加速度，回転成分） 
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4条-別紙 4-参 2-3 

2. 屋根トラスの固有値解析結果 

 屋根トラスの暫定の固有値解析結果を第 2－1表及び第 2－2図に示す。 

 １次固有振動数は鉛直方向で 4.60Hz，水平方向で 7.87Hz（ＮＳ方向），8.12Hz

（ＥＷ方向）となる。 

 

第 2－1 表 固有値解析結果 

次数 
固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（秒） 

刺激係数 

備考 ＮＳ方向 

（Ｙ） 

ＥＷ方向 

（Ｘ） 

鉛直方向 

（Ｚ） 

1 4.60 0.217  0.085 -0.003  1.748 鉛直方向1次 

2 6.23 0.160 -0.004 -0.040 -0.001 鉛直方向2次 

3 7.87 0.127 -1.717  0.016 -0.002 ＮＳ方向1次 

4 8.12 0.123 -0.014 -1.988  0.006 ＥＷ方向1次 

 

  



4条-別紙 4-参 2-4 

 

（a）全体 

 

（b）主トラス構面（R7 通り） 

 

第 2－2 図（1） 固有モード図（全体１次：屋根の鉛直１次） 
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4条-別紙 4-参 2-5 

 

（a）全体 

 

（b）サブトラス構面（RF 通り） 

 

第 2－2 図（2） 固有モード図（全体２次：屋根の鉛直２次） 
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4条-別紙 4-参 2-6 

 

（a）全体 

 

（b）主トラス構面（R7通り） 

 

第 2－2 図（3） 固有モード図（全体３次：ＮＳ方向水平１次） 
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4条-別紙 4-参 2-7 

 

（a）全体 

 

（b）サブトラス構面（RF 通り） 

 

第 2－2 図（4） 固有モード図（全体４次：ＥＷ方向水平１次） 
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4条-別紙 4-参 2-8 

3. 屋根トラスの耐震評価の見通し 

屋根トラスの主要部材については，概ね弾性範囲となる見込みであるが，一

部の部材が弾性範囲を超える場合については，詳細設計段階で別途詳細な検討

をしていく。 



4条-別紙 4-参 3-1 

参考資料－３ 

 

屋根トラスの入力地震動に係る影響検討について 

 

1. 概要 

原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルへの入力地震動は，原子炉建物

の質点系モデルによる地震応答解析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 

42.8m）の応答時刻歴波形を用いるが，鉛直動に対する質点系モデルでは，屋根

スラブの剛性は考慮していない。 

鉛直動に対する質点系モデルにおいて，屋根スラブの剛性を考慮した場合に

ついても解析を実施し，原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルへの入力

地震動に与える影響を確認する。 

 

2. 検討結果 

鉛直動に対する質点系モデルを第 3－1図に，屋根スラブの面外剛性を屋根部

分の剛性に考慮したモデルを第 3－2図に示す。 

 上記２つのモデルによる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答スペクトル 

（ｈ＝２％）の比較を，基準地震動Ｓｓ－Ｄを例に第 3－3図に示す。 

 全周期帯にわたり，２つのモデルによる応答値の差はほとんど無く，屋根ト

ラスの評価において無視できる範囲である。 
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第 3－1 図 鉛直動に対する質点系モデル 

（屋根の面外剛性非考慮） 

  



4条-別紙 4-参 3-3 

 

第 3－2 図 鉛直動に対する質点系モデル 

（屋根の面外剛性を考慮した場合） 

  

12.36×1010N･m/rad

0.1140
2.468

0.1140
2.468

0.1655
3.014

0.1651
3.014

0.0876
2.468

272625247

1

2

3

4

5

10

11

12

13

14

8

9

15

16

18

19

20

21

22

17
OW

IW

DW

31890

71560

128420 53540

84970

112460

148240

139670 154100

194570

188640

111710

157890

441870

84050

105270

72230

60380

96380

6 23

せん断断面積(m2)
断面二次モーメント(m4)

質点重量
(kN)

せん断ばね
(×1010N/m)

一般部 トラス部
質点重量
(kN)

2980

4.00 3.75 3.75

対称条件
(回転自由度拘束)

28

4.00 3.75

3100 3080 2980 1490

779000

EL 10.1

47190

Kv Cv

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 30.5

EL 34.8

EL 42.8

EL 51.7

EL 63.5

4.277

3.654

2.605

3.086

2.885

3.234

10.087

14.655

16.343

軸ばね(×1010N/m)

(m)

98.40

103.42

220.77

190.81

152.42

89.31

66.51

26.03

141.77

203.15

229.01

2348.84

211.87159.01

59.31

60.80

35.72

49.19

55.25

89.13

質点番号

質点番号

1.5984

6.660 6.660 4.634 4.634 4.634
1.5980 1.5469 1.5469 1.5205



4条-別紙 4-参 3-4 

 

第 3－3 図 燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，h=2%）の比較 
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別紙－５

島根原子力発電所２号炉

土木構造物の解析手法及び

解析モデルの精緻化について



1. 屋外重要土木構造物等※の評価手法の概要

屋外重要土木構造物等の耐震安全性評価について，島根原子力発電所２号炉の

今回の工事計画認可申請書（以下「今回工認」という。）では，屋外重要土木構

造物等の変位や変形をより実状に近い応答に精緻化することを目的に，評価手法

の高度化として，解析手法と減衰定数の変更及び隣接構造物のモデル化を予定し

ている。島根原子力発電所２号炉の建設時の工事計画認可申請書（1984年２月）

（以下「既工認」という。）と今回工認との手法の比較を第 5－1－1表に示す。 

※設計基準対象施設のうち屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土

木構造物及び波及的影響を及ぼすおそれのある施設のうち土木構造物を「屋

外重要土木構造物等」という。

既工認との相違点のうち，解析手法として適用している「時刻歴応答解析，限

界状態設計法」は，新規制基準施行後の工事計画認可にて適用例がある手法であ

る。 

なお，コンクリート強度は，既工認と同じく設計基準強度を採用する方針とす

る。 

評価対象設備について，要求性能，解析手法，解析モデル及び許容限界を整理

した。既工認の整理結果を第 5－1－2表に，今回工認の整理結果を第 5－1－3

表に示す。また，評価対象設備の配置図を第 5－1－1図に示す。 

既工認では，各評価対象施設に求められる要求性能（支持性能，通水性能）を

考慮し，構造部材の曲げについては終局強度，せん断については許容せん断力に

対して妥当な裕度を持つことを確認することを基本としていた。 

今回工認では，各評価対象施設に求められる要求性能（支持性能，通水性能，

貯水性能，止水性能及び遮蔽性能）を考慮し，構造部材の曲げにおいては「限界

層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「圧縮ひずみ：コンクリートの

圧縮強度に対応するひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，

「曲げ耐力」，「許容応力度」又は「全塑性モーメント」から，せん断においては

「せん断耐力」又は「許容応力度」から適切に選定する。 

第5－1－1表 既工認と今回工認との手法の比較 

解析手法 解析モデル 減衰定数 
コンクリート強

度 
隣接構造物 

既工認 

時刻歴応答解析
及び周波数応答
解析 
許容応力度法等 

ばね質点系モデ
ル及び地質デー
タに基づく水平
成層地盤モデル

構 造 物 の 減 衰
５％ 

設計基準強度 
地盤としてモデ

ル化

今回工認 
時刻歴応答解析 
限界状態設計法 

地質データに基
づくＦＥＭモデ
ル 

構 造 物 の 減 衰
２％ 
＋履歴減衰 

設計基準強度 
等価剛性でモデ

ル化

比較結果 ●異なる ●異なる ●異なる ○同じ ●異なる

適用例 ○あり ○あり ○あり ○あり ○あり
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第 5－1－1図 評価対象設備 配置図 

貯水性能及び止水性能が要求される構造部材については，漏水が生じるような

顕著な（部材を貫通するような）ひび割れが発生しないよう，目標性能としては

鉄筋が降伏しないこと及び発生せん断力がせん断耐力以下になることが求めら

れるため，構造部材の曲げ照査においては「コンクリート標準示方書[構造性能

照査編]（土木学会，2002年制定）」において応力ーひずみ関係として示された

「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応するひずみ（2000μ），主筋ひず

み：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ（1725μ（SD345の場合））」に対して十分

な安全余裕を持つことを確認する。また，せん断照査においては「原子力発電所

屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005）」に規

定された「せん断耐力」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

面内変形に対しては，JEAG4601-1991 に規定されている層間変形角がスケルト

ンカーブの第１折れ点以下であることを許容限界とした耐震評価を行うことと

し，これについても，耐震壁のせん断変形に対する水密性評価の許容限界として

既工認実績がある（第 5－1－4表参照）。 

支持性能，通水性能及び遮蔽性能が要求される構造部材については，目標性能

としては部材が終局状態に至らないことが求められるため，構造部材の曲げ照査
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においては「限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「曲げ耐力」，

「許容応力度」又は「全塑性モーメント」，せん断照査においては「せん断耐力」

又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

第 5－1－4表 貯水性能及び止水性能の許容限界 

変形モード 
許容限界 

既工認実績 
指標 許容値 

曲げ 

圧縮ひずみ 2000μ 

本許容値はコンクリート標準示方書

2002において，応力－ひずみ関係と

して示されており，概ね弾性範囲の

状態である（第 5－1－2～3図参照）。 

概ね弾性範囲の状態は止水機能に対

する許容限界として既工認実績があ

る。なお，この許容限界は水道施設

耐震工法指針・解説 2009に規定され

ている照査基準と同じレベルの許容

値である（第 5－1－5表参照）。 

主筋ひずみ 
1725μ 

(SD345 の場合) 

せん断 

層間変形角 

（面内） 

第１折点（γ1）

以下 

JEAG4601-1991 に規定されており，

耐震壁のせん断変形に対する水密性

評価の許容限界として既工認実績が

ある。 

発生せん断力 せん断耐力 

土木学会マニュアル 2005 に規定さ

れており，屋外重要土木構造物の貯

水機能の許容限界として既工認実績

がある。 

第 5－1－2図 コンクリートの応力－ひずみ曲線

終局圧縮ひずみ 
3500μ 

ピーク強度 
2000μ 
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第 5－1－3図 鉄筋及び構造用鋼材の応力－ひずみ曲線 

第5－1－4図 トリリニア・スケルトンカーブと評価式 

第 5－1－5表 池状構造物（RC 構造物）の耐震性能と照査基準 

Es  ：200kN/mm2 

fyd ：345N/mm2 

εsy：1725μ 

1725μ 

SD345の場合 
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2. 解析手法

屋外重要土木構造物等の耐震安全性評価について，既工認では，地震応答解析

手法として時刻歴応答解析及び周波数応答解析を採用し，構造部材の曲げについ

ては終局強度，せん断については許容せん断力に対して妥当な裕度を持つことを

確認することを基本としていた。 

今回工認では，屋外重要土木構造物等の地震応答解析手法として時刻歴応答解

析を適用した限界状態設計法による設計を採用する。減衰定数は，構造物の減衰

２%及び履歴減衰とする。構造部材の曲げについては「限界層間変形角又は圧縮

縁コンクリート限界ひずみ」，「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応する

ひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，「曲げ耐力」，「許容応

力度」又は「全塑性モーメント」に対して十分な安全余裕を持つこと，せん断に

ついては「せん断耐力」又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つこと

を確認することを基本とし，各設備の要求性能（支持性能，通水性能，貯水性能，

止水性能，遮蔽性能）を踏まえて照査項目・内容を追加する。 

貯水性能及び止水性能が要求される構造部材については，漏水が生じるような

顕著な（部材を貫通するような）ひび割れが発生しないよう，目標性能としては

鉄筋が降伏しないこと及び発生せん断力がせん断耐力以下になることが求めら

れるため，構造部材の曲げ照査においては「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強

度に対応するひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，せん断

照査においては「せん断耐力」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

支持性能，通水性能及び遮蔽性能が要求される構造部材については，目標性能

としては部材が終局状態に至らないことが求められるため，構造部材の曲げ照査

においては「限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「曲げ耐力」，

「許容応力度」又は「全塑性モーメント」，せん断照査においては「せん断耐力」

又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

以下では，「耐震設計に係る工認審査ガイド」において，適用実績のある耐震

設計に関連した規格及び基準等で示されてはいないが，先行サイトの審査で実績

のある「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土

木学会，2005）」（以下「土木学会マニュアル」という。）の適用性について検討

を行う。 
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2.1 曲げ照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

土木学会マニュアルでは，構造物の曲げ系の破壊については限界層間変形角又

は圧縮縁コンクリート限界ひずみに対して妥当な裕度を持つことを確認するこ

とを基本としており，今回工認における曲げに対する照査は，圧縮縁コンクリー

ト限界ひずみによる方法を採用し，照査用圧縮縁コンクリートひずみが，限界圧

縮縁コンクリートひずみを超えないことを確認する。 

「コンクリート標準示方書【構造性能照査編】（土木学会，2002）」（以下「コ

ンクリート標準示方書 2002」という。）では，構造部材の終局変位は，部材の荷

重－変位関係の骨格曲線において，荷重が降伏荷重を下回らない最大の変位とし

て求めてよいとしている。コンクリート標準示方書 2002による構造部材の終局

変位の考え方を第 5－2－1図に示す。 

一方，土木学会マニュアルでは，以下の考え方に基づいている。 

屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験の結果より，かぶりコン

クリートが剥落すると荷重が低下し始める。圧縮縁コンクリートひずみが１％に

至る状態は，まだ応力を負担することができ，かぶりコンクリートの剥落が発生

する前の状態であることを確認しており 1)2)，荷重が低下しない範囲にある。当

該限界値を限界状態とすることで，構造全体としての安定性が確保できるものと

して設定されたものである。コンクリートの圧縮試験の例を第 5－2－2図に示す。 

したがって，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリート標準示

方書 2002による照査よりも安全側の評価を与えるため，適用性を有している。 

さらに，土木学会マニュアルでは「鉄筋コンクリート造建物の靱性保証型耐震

設計指針（案）・同解説（日本建築学会，1997）」(以下「日本建築学会」という。)

にて記載されている設計限界変形 1/100，終局限界変形 1/80 等を基準値として

参照している。 

対象は同じラーメン構造であり，軸力比（軸応力度／コンクリート圧縮強度比）

は建築物よりも屋外重要土木構造物の方が小さいと考えられることから，変形性

能がより大きくなる傾向にあり，層間変形角 1/100は限界値として安全側である

と考えられる。土木学会マニュアルでは，層間変形角が 1/100 以下であれば，圧

縮縁コンクリートひずみ１％の基準を保証したものとみなすと示されており，機

能維持確保の観点からも耐荷性能が確保されることが担保できるため限界値と

して適切である。 

参考に，日本建築学会における曲げ降伏先行型の部材について，復元力特性と

限界状態(損傷度)の関係の概念図を第 5－2－3図に，土木学会マニュアルにおけ

る鉄筋コンクリートはり部材の荷重－変位関係と損傷状態に対する概念図を第

5－2－4図に示す。日本建築学会と土木学会マニュアルにおいて概ね対応が取れ

ており，土木学会マニュアルの各損傷状態の設定は妥当であると考えられる。第

5－2－4 図において圧縮縁コンクリートひずみ１％は第４折れ点よりも手前に

あり，屋外重要土木構造物の限界状態に至っていないと考えられる。また，第３

折れ点は圧縮縁コンクリートひずみ１％よりもさらに手前にある。 
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耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して，十分な安全余裕を確保するた

め，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。安全係数は，材

料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の５種に分けられる。

それぞれの安全係数の考え方を第 5－2－5図に示す。また，地盤物性のばらつき

については，これらの影響を見込んだ照査を，詳細設計段階において実施する。

地盤物性のばらつきは，周辺地盤の変形特性について，平均値を基本ケースとし

た場合に，平均値±1.0×標準偏差(σ)のケースについて確認を行う。 

耐震安全性評価において，基準地震動Ｓｓ 全波（6 波）を用いて基本ケース

での評価を実施し，基本ケースにおいて，曲げに対する照査が厳しい（許容限界

に対する余裕が小さい）地震動を用い，地盤物性のばらつきを考慮した確認を行

う。 

曲げに対する照査において考慮している安全係数は第 5－2－1 表に示すとお

り，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。これら

の安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められている。 

(1) 材料係数

コンクリート強度の特性値は，製造において，その値を下回る強度が発現する

確率が５％以内となるように設定する。また，鉄筋の機械的性質の特性値に関し

ても，日本工業規格（ＪＩＳ）の規格範囲の下限値を設定してよいとしている。

このように，双方とも特性値の段階で実強度に対して小さい値を設定しており，

応答値・限界値ともに安全側の照査がなされているため，材料係数は 1.0として

いる。 

(2) 部材係数

安全側に配慮した設定を行っていることから，部材係数は 1.0としている。 

(3) 荷重係数

地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の影響

については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定されるため，荷

重係数は 1.0としている。 

(4) 構造解析係数

限られた条件での実験であること，地盤パラメータの設定が応答解析結果に及

ぼす影響などを考え併せて，構造解析係数は 1.2以上を標準としている。 

(5) 構造物係数

屋外重要土木構造物は重要度毎に適切な地震動が設定される。従って，構造物

係数によりさらに構造物の重要性を考慮する必要はなく，耐震性能照査における

構造物係数は 1.0 としている。 

以上のことから，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリート標

準示方書 2002による照査よりも安全側の評価を与えるため，技術的妥当性及び

適用性を有するとともに適切な余裕が確保されていると判断できる。 
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第5－2－1表 曲げ評価において考慮している安全係数 

第5－2－1図 コンクリート標準示方書2002による構造部材の終局変位の考え方 

第5－2－2図 コンクリートの圧縮試験例3) 

安全係数 
曲げ照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリート 1.0 1.0 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 － 1.0 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.2 － 

構造物係数 1.0 

コンクリートの圧縮ひずみ 1%

応力を負担 
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第5－2－3図 曲げ降伏先行型の部材の復元力特性と限界状態（損傷度） 

の関係の概念図（日本建築学会） 

第5－2－4図 鉄筋コンクリートはり部材の荷重－変位関係と損傷状態に対する 

概念図（土木学会マニュアル） 

第5－2－5図 安全係数の考え方 

屋外重要土木構造物 
の限界状態 

圧縮縁コンクリート 
ひずみ 1% 

手前に設定 

・第 1 折れ点(A):ひび割れ発生

・第 2 折れ点(B):鉄筋降伏

・第 3 折れ点(C):最大耐荷力(コンクリート圧縮縁ひずみ 0.35%程度)

・第 4 折れ点(D):かぶりコンクリート剥落
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2.2 せん断照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

今回工認におけるせん断に対する照査は，土木学会マニュアルに基づき，照査

用せん断力が，せん断耐力を下回ることを確認する。 

2.2.1 せん断破壊に対する照査 

応答せん断力とせん断耐力の比に構造物係数を乗じた数値が，1.0を下回るこ

との確認をもってせん断破壊に対する照査とする。せん断耐力は，以下の３つの

選択肢のいずれかを用いて評価する。 

(1)せん断耐力評価式

(2)分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法※

分布荷重を受ける部材については，せん断耐力評価式を応用して，より

合理的な評価を行うことができる。土木学会マニュアルでは，「等価せん

断スパン比を用いた方法（第 5－2－6 図）」と「線形被害則を用いた方法

（第 5－2－7図）」の２法を示す。 

(3)材料非線形解析を用いる方法

ここでいう材料非線形解析とは，せん断耐力を求めるために用いる解析

法を指し，応答解析で用いる解析とは区別している。部材が複雑な形状を

有するなどの場合，これを選択できる。 

(1)で全部材の照査を行った後，不合格と判定される部材だけを取り出して(2)

や(3)で再照査を行う。 

※(2)の中の「等価せん断スパン比を用いた方法」と「線形被害則を用いた方

法」を同一構造物の異なる部材に対して使い分けることはできない。 

2.2.2 せん断耐力評価式 

コンクリート標準示方書 2002 では，棒部材及びディープビームについて第 5

－2－2 表に示すとおりのせん断耐力式を定義している。このうち，ディープビ

ームについては，コンクリート標準示方書 2002及び土木学会マニュアルにおい

て同様の評価式となっている。 

土木学会マニュアルでは，コンクリート標準示方書 2002におけるせん断耐力

式のうち棒部材式において，等価せん断スパンにより設定可能な係数βaを考慮

している。これは屋外重要土木構造物が地中に埋設されたラーメン構造で，土圧，

水圧，地震時慣性力等の多数の分布荷重が作用していることによる分布荷重が卓

越し，スパン内に反曲点が存在する等の載荷形態にある条件下では，せん断耐力

が増大するという実験的知見を踏まえ，コンクリート標準示方書 2002のせん断

耐力式を精緻化したものである。当該せん断耐力式は，第 5－2－6図に示すとお

り，屋外重要土木構造物を模した破壊試験より得られるせん断耐力と整合的であ

り，合理的な評価が可能であることが確認されている 1)2)。 

4条-別紙5-13



また，これら多数の荷重の複合作用を個々に分解することは困難であることか

ら，せん断耐力の算定時に個々の荷重作用を区分せず最終的な設計用断面力分布

を用いてせん断耐力を算定することとしている 1)。 

耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して，妥当な安全余裕を確保するた

め，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。安全係数は，材

料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の５種に分けられる。

それぞれの安全係数の考え方を第 5－2－8図に示す。また，地盤物性のばらつき

については，これらの影響を見込んだ照査を，詳細設計段階において実施する。

地盤物性のばらつきは，周辺地盤の変形特性について，平均値を基本ケースとし

た場合に，平均値±1.0×標準偏差(σ)のケースについて確認を行う。 

耐震安全性評価において，基準地震動Ｓｓ 全波（6 波）を用いて基本ケース

での評価を実施し，基本ケースにおいて，せん断に対する照査が厳しい（許容限

界に対する余裕が小さい）地震動を用い，地盤物性のばらつきを考慮した確認を

行う。 

せん断に対する照査において考慮している安全係数は第 5－2－3 表に示すと

おり，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。これ

らの安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められている。 

(1) 材料係数

応答値算定時に適用する材料係数は，コンクリートと鉄筋の物性値が，特性値

の段階で実強度に対して小さい値を設定していることから安全側の照査がなさ

れているため 1.0 としている。限界値算定時に適用する材料係数はコンクリート

標準示方書 2002 に準拠して，コンクリートに対して 1.3，鉄筋に対して 1.0 と

している。 

(2) 部材係数

コンクリート標準示方書 2002に準拠して，コンクリート寄与分に対して 1.3，

鉄筋寄与分に対して 1.1としている。 

(3) 荷重係数

地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の影響

については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定されるため，荷

重係数は 1.0としている。 

(4) 構造解析係数

変形に関する応答値の評価精度に比較して，断面力に関する応答値の評価精度

は高いと考えられることから，変形照査の場合より低減させて 1.05としている。 

(5) 構造物係数

基準地震動は地点毎にサイト特性を考慮して設定され，重要度分類に対応して

入力地震動が選定される。したがって，構造物係数により更に構造物の重要性を

考慮する必要はなく，耐震性能照査における構造物係数は 1.0 としている。 

4条-別紙5-14



以上のことから，土木学会マニュアルによるせん断照査手法は，屋外重要土木

構造物の構造的特徴を踏まえ設定された手法であるため，技術的妥当性及び適用

性を有すると判断できる。 

第5－2－2表 せん断耐力式の比較表 

コンクリート標準示方書2002 土木学会マニュアル 

棒
部
材

𝑉𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + 𝑉𝑠𝑑 

𝑉𝑦𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑛 ∙ 𝑓𝑣𝑐𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙
𝑑
𝛾𝑏⁄

𝛽𝑑，𝛽𝑝：構造寸法や鉄筋量で決まる係数 

𝛽𝑛：発生曲げモーメントで決まる係数 

𝑓𝑣𝑐𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑏𝑤：腹部の幅 

d：有効高さ 

𝛾𝑏：安全係数 

𝑉𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + 𝑉𝑠𝑑 

𝑉𝑦𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑛 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑣𝑐𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙
𝑑
𝛾𝑏⁄

𝛽𝑑，𝛽𝑝：構造寸法や鉄筋量で決まる係数 

𝛽𝑛：発生曲げモーメントで決まる係数 

𝛽𝑎 = 0.75 +
1.4

𝑎 𝑑⁄

𝑓𝑣𝑐𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑏𝑤：腹部の幅 

d：有効高さ 

𝛾𝑏：安全係数 

せん断スパンより設定される係数𝛽𝑎を考慮し 

コンクリート標準示方書のせん断耐力式を精緻化

デ
ィ
ー
プ
ビ
ー
ム

𝑉𝑦𝑑𝑑 = 𝑉𝑐𝑑𝑑 + 𝑉𝑠𝑑𝑑 

𝑉𝑦𝑑𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑑𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙ 𝑑 𝛾𝑏⁄  

𝛽𝑎 =
5

1 + (𝑎𝑣 𝑑⁄ )2

𝑎𝑣：荷重作用点から支承前面までの距離 

𝑓𝑑𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑉𝑦𝑑𝑑 = 𝑉𝑐𝑑𝑑 + 𝑉𝑠𝑑𝑑 

𝑉𝑦𝑑𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑑𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙ 𝑑 𝛾𝑏⁄  

𝛽𝑎 =
5

1 + (𝑎𝑣 𝑑⁄ )2

𝑎𝑣：荷重作用点から支承前面までの距離 

𝑓𝑑𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

同一の評価式 
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○応答解析の結果得られた断面力分布を基に耐力を算定する。

a.部材の分割

 応答せん断力分布を見て，部材中にせん断力の反転する点がある場合は，その

点で領域分割する。照査は双方の領域に対して行う。 

b.荷重分布の設定

 応答せん断力分布から，それと同じ状況を再現できる荷重分布を求める。部材

非線形解析で応答を求めると，節点位置で階段状にせん断力が変化する。この変

化分を着目節点位置に作用する荷重とすればよい。a.の操作による分割点におけ

る変化分は両側の領域に配分する。 

c.照査断面の設定

 照査断面は，せん断応力度（応答せん断力を断面積で除した値）が最大となる

断面とする。 

d.線形被害則の適用

 個々の作用 Pj（応答値側の安全係数を含む）に対するせん断耐力 Vj（限界値

側の安全係数を含む）を評価し，作用力とせん断耐力の比の総和に構造物係数を

乗じた値が 1.0以内であることの確認を行う。 

𝛾 ∙∑
𝑃 

𝑉 
≤ 1.0 

第 5－2－7図 線形被害則を用いたせん断耐力評価法 

（a）応答せん断力分布 （b）外力分布の設定 （c）作用点毎の a/dの設定
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第5－2－8図 安全係数の考え方 

（第5－2－5図の再掲） 

第5－2－3表 せん断耐力評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリート 1.0 1.3 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 
コンクリート － 1.3 

鉄筋 － 1.1 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.05 － 

構造物係数 1.0 

4条-別紙5-18



 

(6) 安全上適切と認められる規格及び基準を用いた評価について 

屋外重要土木構造物の耐震安全性については，屋外重要土木構造物の構造上の

特徴を踏まえ，土木学会マニュアルに基づき評価を実施しているが，当該マニュ

アルについては「耐震設計に係る工認審査ガイド（原子力規制委員会，2013）」

（以下「工認審査ガイド」という。）において「安全上適切と認められる規格及

び基準等」として取り扱われていない。このため代表構造物について，工認審査

ガイドにおいて「安全上適切と認められる規格及び基準等」として適用可能な規

格及び基準等に準拠した評価を実施し，土木学会マニュアルの評価結果と比較す

ることで，現在の評価が妥当であることを確認する。 

  評価項目のうち，構造部材の曲げについては，工認審査ガイドにおいて「安

全上適切と認められる規格及び基準等」として取り扱われているコンクリート

標準示方書2002よりも保守的な手法を用いていることから，今回工認では，耐

震裕度が厳しい構造部材のせん断に対して検討を実施する。 

  検討では，基準地震動Ｓｓによる地震応答解析により得られた応答値を用い，

「安全上適切と認められる規格及び基準等」として，工認審査ガイド記載の「原

子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2005制定）」

（以下「建築学会基準」という。）によるせん断照査結果と比較を行うことで，

土木学会マニュアルによるせん断照査が妥当であることを確認する。 

 

 

【参考文献】 

1)原子力土木委員会・限界状態設計部会：原子力発電所・鉄筋コンクリート製屋

外重要土木構造物への限界状態設計法の適用－安全性照査マニュアルの提案

－，土木学会論文集 No.442/V-16，pp23-33，1992.2 

2)遠藤達巳・青柳征夫・松村卓郎：鉄筋コンクリート製地中構造物の限界状態設

計に用いるせん断耐力評価法，電力中央研究所報告，平成 4 年 3月 

3)日本建築学会：原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，2005 
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2.2.3 材料非線形解析を用いたせん断耐力評価 

構造部材の照査において発生するせん断力が，(1)せん断耐力評価式及び(2)

分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法によるせん断耐力を上回る部材につ

いては，以下で示す材料非線形解析を用いたせん断耐力評価を実施する。 

(1) 評価条件

2.2.2で示したせん断耐力式は，既往の実験等から一般化されたものであるこ

とから，構造部材の形状，作用荷重及び鉄筋コンクリートの非線形特性を踏まえ

た材料非線形解析を実施することにより，より高い精度でせん断耐力を求め，構

造部材のせん断照査を行う。 

材料非線形解析は，90 年代までに，ひび割れの進展モデルや破壊エネルギー

の概念等，基本となるモデルが提示され，様々な問題に適用されながら有効性と

信頼性を高めており，「コンクリート標準示方書 設計編（土木学会，2012）」（以

下「コンクリート標準示方書 2012」という。）や土木学会マニュアル等で取り扱

われている。 

材料非線形解析にて用いる鉄筋コンクリートの構成則については種々あるが，

ここでは，現在までに実務でも使用され，適用性と信頼性が確認されており，コ

ンクリート標準示方書 2012において標準とされる以下の手法とする。

①鉄筋とコンクリートとの一体性を前提とする分散ひび割れモデルにてモデル

化する。

②鉄筋との複合作用が支配的な鉄筋周辺のコンクリートについては，平均化構成

則を用いる。

③鉄筋との複合作用が及ばない領域では，コンクリートの破壊力学の概念を導入

する。

なお，材料非線形解析の適用にあたっては，当該構造物の構造的な特徴や荷重

条件が類似する既往の実験等から得られたせん断耐力と，材料非線形解析による

せん断耐力を比較し，その適用性を判断したうえで，モデル化や各種パラメータ

の設定に係る解析者の差を考慮した安全係数を設定する。 
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参考として，耐震性能照査における応答値の評価に用いる解析手法を第 5－2

－4表及び第 5－2－5表に示す。 

第5－2－4表 耐震性能と地震応答解析手法との対応 

区分 限界状態 
選択される標準的な解析手法と 

耐震性能に用いる物理量 

1 
構造物の部材が

降伏に至らない 

 

2 
構造物が最大耐

力に至らない 

 

3 
構造物が崩壊 

しない 

・地震応答解析手法の使用に当たっては，新設土木構造物は，①線形解析を基本とする。 

・また，既設構造物は，③部材非線形解析の使用を基本とするが，部材によっては，

④材料非線形解析を用いる場合もある。

第5－2－5表 解析モデルの分類 

部材非線形解析 材料非線形解析 

モデル化 骨組モデル 有限要素 

解析次元 1次元 2次元 3次元 

構成則 M-φ，M-θ 等 応力－ひずみ関係 

要素 はり要素 ファイバー要素 平面ひずみ要素 立体要素 

特徴 
（汎用性）  狭い ← → 広い 

（解析時間） 短い ← → 長い 

① 線形解析
・鉄筋及びコンクリートの最大応力

・最大せん断応力

②等価線形解析
・鉄筋及びコンクリートの最大応力

・最大せん断応力、最大せん断力

・最大曲げモーメント

③部材非線形解析
・最大曲げモーメント

・最大曲率、最大変位

・最大層間変形角、最大せん断力

② 

④材料非線形解析
・最大変位

・最大層間変形角

・最大ひずみ、最大せん断力

① 

③ 

④ 

4条-別紙5-21



1) 適用基準

材料非線形解析については，土木学会マニュアル，コンクリート標準示方書

2012等に基づき実施する。 

第 5－2－6表に参考とする主な基準・文献を示す。 

第5－2－6表 参考とする主な基準等 

項目 参考とする主な基準等 備考 

材料定数・材料特性 
・コンクリート標準示方書
2012

・土木学会マニュアル
－ 

許容限界 － 

・既往文献等により設定した
許容限界（破壊基準）が、部
材係数の設定における材料非
線形解析にて、実験結果と整
合的であることを確認。

2) 材料定数

耐震安全性評価に用いる材料定数は，設計図書及び文献等を基に設定する。コ

ンクリート及び鉄筋の材料定数を第 5－2－7表及び第 5－2－8表に示す。

第5－2－7表 コンクリートの材料定数 

設定値 諸 元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれること

から考慮しない 

圧縮強度 18.1N/mm2 
設計基準強度（設計図書23.5N/mm2） 

／材料係数(γmc＝1.3) 

引張強度 1.45N/mm2 引張強度／材料係数 

圧縮ピークひずみ 0.15% コンクリート標準示方書2012

ひび割れ－せん断 

伝達係数 
1.0 コンクリート標準示方書2012

破壊エネルギー 0.0754N/mm コンクリート標準示方書2012
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第5－2－8表 鉄筋の材料定数 

設定値 諸 元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれること

から考慮しない 

ヤング係数 200kN/mm2 コンクリート標準示方書2012

降伏 

強度 

主鉄筋 1000N/mm2 
せん断破壊先行型の破壊形態となるよう 

曲げ耐力が増大するように設定 

せん断 

補強筋 
345N/mm2 設計図書 

3) 解析モデルの要素分割

材料非線形解析の対象とする構造部材を平面ひずみ要素でモデル化する。構造

部材のモデル化にあたっては，第 5－2－9図に示すとおり，鉄筋の付着が有効な

領域を鉄筋コンクリート要素としてモデル化し，付着の影響が及ばない領域を無

筋コンクリート要素としてモデル化する。 

部材厚方向の要素分割数については，鉄筋を含む要素と無筋要素を明確に指定

できる分割数が望ましいこと及び３層以上の分割数をとる場合，解析結果に大き

な差異が生じないことから３層以上に設定することとする。 

具体的には，鉄筋を含む要素は，鉄筋を中心としてかぶり厚さの２倍とし，無

筋領域については，要素形状が極端に扁平とならないように分割する。 

なお，対象とする構造部材に接合する部材は，弾性要素でモデル化し，モデル

端部を固定境界とする。 
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  𝑙𝑚𝑎𝑥 =
√𝜋

2
𝐷𝑏√

𝑓𝑦

𝑓𝑡

ここに、𝑙𝑚𝑎𝑥：鉄筋一本当たりの付着有効面積を正方形で考えた場合の一辺の長さ 

𝐷𝑏：鉄筋の直径 

𝑓𝑦：鉄筋の降伏強度 

𝑓𝑡：コンクリートの引張強度 

第5－2－9図 鉄筋付着有効領域と無筋領域の分割の概要 

l𝑚𝑎𝑥

無筋コンクリート要素で 
モデル化する領域

鉄筋コンクリート要素で 
モデル化する領域鉄筋 

l𝑚𝑎𝑥
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4) コンクリートの非線形特性 

耐震安全性評価に用いる要素は鉄筋コンクリート要素及び無筋コンクリート

要素に分類されるが，それぞれの非線形特性は同一の考え方で表される。 

 

・圧縮応力下における応力－ひずみ関係 

第 5－2－10図における一軸圧縮応力下における応力－ひずみ関係を示す。 

圧縮応力下の応力－ひずみの骨格曲線は，最大応力点までの硬化域と，最大応

力点を超えた軟化域で表され，残留塑性ひずみと除荷再載荷時の剛性低下を考慮

している。 

また，ひび割れ発生後のコンクリートの圧縮強度については，第 5－2－11図

に示す，低減係数を破壊パラメータに乗じることで，ひび割れ発生後の圧縮強度

の低下を考慮する。 

  

 

𝜎′
𝑐
= 𝐸

0
𝐾(𝜀′

𝑐
 𝜀′

𝑝
)  0  

𝐸
0
=

2∙𝑓′𝑐𝑑

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
  

𝐾 = 𝑒𝑥𝑝 { 0.73
𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
(1 𝑒𝑥𝑝( 1.25

𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
))}  

𝜀′
𝑝
= 𝜀′

𝑚𝑎𝑥
 2.86 ∙ 𝜀′

𝑝𝑒𝑎𝑘 {1 𝑒𝑥𝑝( 0.35
𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
)}  

ここに，𝑓′
𝑐𝑑
= 𝑓′

𝑐𝑘
 𝛾
𝑚𝑐
 

𝜀′
𝑝𝑒𝑎𝑘

 ：圧縮強度に対応するひずみ（一般に、0.002としてもよい） 

𝜀′
𝑚𝑎𝑥

 ：過去に受けた圧縮ひずみの最大値 

𝜀′
𝑝
  ：塑性ひずみ 

𝐾   ：弾性剛性残存率 

 

第5－2－10図 圧縮応力下におけるコンクリートの非線形特性 
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第5－2－11図 弾性剛性残存率の低減係数 

・引張応力下における応力－ひずみ関係

引張応力下における応力－ひずみ関係は，ひび割れ発生までは線形弾性とし，

ひび割れ強度以降は，鉄筋とコンクリートの付着の影響等を考慮し，第 5－2－

12 図に示す骨格曲線を用いて，ひび割れ間のコンクリートに引張応力分担を考

慮する。 

引張力を受ける無筋コンクリート要素では，引張軟化挙動は，破壊エネルギー

Gfによって定義する。引張軟化挙動の考慮にあたっては，第 5－2－13図に示す

ひび割れ発生後の軟化曲線とひび割れ発生点からの除荷曲線とで囲まれる面積

が Gf/Le（要素寸法）に一致するように，軟化特性を表す係数Ｃを用いる。 

第5－2－12図 引張応力下における鉄筋とコンクリートの付着効果を考慮した 

応力－ひずみ関係 
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第5－2－13図 応力－ひずみ曲線と破壊エネルギーGfの関係 

・ひび割れ面でのせん断伝達関係

コンクリートのひび割れ発生後にひび割れ角度を固定する固定ひび割れモデ

ルでは，ひび割れ面のずれによるせん断応力伝達特性を考慮する必要がある。

ひび割れ面でのせん断伝達挙動は，斜めひび割れの発生に伴う剛性低下や破壊

を評価するため，第 5－2－14図に示すとおり，ひび割れ面におけるせん断ひず

みγとひび割れ開口ひずみεの比βをパラメータとし，コンクリートの剛性低下

を考慮するモデルを用いる。 

第5－2－14図 ひび割れ面でのせん断伝達モデル 
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5) 鉄筋の非線形特性

ひび割れを複数含む領域におけるコンクリート中の鉄筋の平均応力－平均ひ

ずみ関係は，単体鉄筋の応力－ひずみ関係と異なり，第 5－2－15図に示すひず

み硬化特性を考慮する。 

第5－2－15図 ひずみ硬化域までモデル化した鉄筋の平均応力－平均ひずみ関係 

6) 鉄筋コンクリートとしてのモデル化

コンクリートと鉄筋の界面の付着特性をテンションスティフニング効果（引張

特性が硬化する現象）として，鉄筋コンクリート要素の中に取り込むことにより，

鉄筋コンクリートの構成則を直接与える。 

鉄筋コンクリートの引張応力下の平均応力は，以下の式で表される。

�̅�RC=
𝐴𝑠

𝐴𝑅𝐶
�̅�s+

𝐴𝑐

𝐴𝑅𝐶
�̅�c 

ここに，�̅�s，�̅�c ：それぞれ鉄筋とコンクリートの平均応力 

𝐴
𝑠
 ，𝐴

𝑐
：それぞれ鉄筋とコンクリートの断面積、𝐴

𝑅𝐶
= 𝐴

𝑠
+ 𝐴

𝑐

7) 荷重の組合せ

材料非線形解析においては，地震応答解析（部材非線形解析）により得られた

荷重を用いることから，荷重の組み合わせは，地震応答解析と同様である。 

4条-別紙5-28



(2) 評価方法

1) 耐震安全性評価フロー

材料非線形解析を用いたせん断耐力評価の評価フローを第 5－2－16図に示す。 

第5－2－16図 材料非線形解析の耐震安全性評価フロー 

材料非線形解析 

2次元静的非線形 

有限要素法解析 

解析条件の設定 

解析モデルの作成 

構造部材のせん断耐力 

地震応答解析 

（部材非線形解析） 

せん断照査が厳しい 

時間の断面力 

発生せん断力 
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2) 荷重の設定

材料非線形解析にて考慮する荷重は，地震応答解析（部材非線形解析）から得

られる荷重を考慮する。具体的には，地震応答解析（部材非線形解析）で評価対

象部材のせん断照査結果が厳しくなる時刻における断面力（曲げモーメント，軸

力，せん断力）を材料非線形解析モデルに第 5－2－17図に示すとおりに作用さ

せる。 

材料非線形解析では，地震応答解析（部材非線形解析）で得られた照査時刻の

断面力分布を再現できる荷重分布を算出し，この荷重比率を維持しながら漸増載

荷する。 

作用荷重は第 5－2－18図に示すとおり，常時荷重と地震時荷重を足し合わせ，

材料非線形解析を実施する。 

第5－2－17図 材料非線形解析における載荷状況 

第5－2－18図 荷重の作用手順 

曲げモーメント 軸力 せん断力 

（部材非線形解析で得られた 

照査時刻の断面分布） 

部材非線形解析で
得られた照査時刻
の断面力分布を再
現できる荷重分布を
算出 

固定境界 

常時荷重＋地震時荷重 

部材非線形解析

より得られる 

断面力 

材料非線形解析 

曲げモーメントを再現する荷重 

軸力を再現する荷重 

せん断力を再現する荷重 

凡例 
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3) せん断耐力

材料非線形解析を用いたせん断耐力は，材料非線形解析におけるせん断力－相

対変位関係や要素ひずみの応答から設定する。具体的には，第 5－2－19図に示

す例のとおり，せん断力－相対変位関係においてせん断力の増分に対して相対変

位が急増する点又はせん断力が最大となる点を部材のせん断耐力と判断する。 

第5－2－19図 材料非線形解析を用いたせん断耐力の設定例 
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4) 安全係数の設定

材料非線形解析では，地震応答解析（部材非線形解析）で得られる断面力Ｐ０

（曲げモーメント，軸力，せん断力）を材料非線形解析に作用させた時のせん断

力Ｖと材料非線形解析で得られるせん断耐力Ｖｙに，下記の通り部材係数γｂ１，

γｂ２，構造解析係数γa，構造物係数γｉを考慮し，照査用せん断力Ｖｄ，設計せ

ん断耐力Ｖｙｄを算定する。 

𝑉
𝑑
= γi ∙ γa ∙ V

𝑉
𝑦𝑑
= 𝑉

𝑦
(𝛾
𝑏1
∙ 𝛾
𝑏2
)⁄

考慮した安全係数を第 5－2－9表に示す。ここで，部材係数γｂ１については，

実験又はせん断耐力式により得られるせん断耐力と材料非線形解析により得ら

れるせん断耐力との比率により設定することとし，解析における構成則の相違や，

要素の種類，要素分割，材料物性の設定，入力増分等，多岐にわたる解析者間の

差を考慮する。 

具体的には，土木学会マニュアルに示される 17ケースの材料非線形解析を実

施し，実験又はせん断耐力との差が最も大きい Case No.8の部材係数 1.15を設

定する（第 5－2－10表）。 

第5－2－9表 考慮した安全係数 

安全係数 値 設定根拠 

部材係数 

γb1 1.15 
別途実施する材料非線形解析により

設定 

γb2 1.00 
地震応答解析による層間変形角より

設定 

構造物係数 γi 1.00 

構造物の重要度は，基準地震動Ｓｓ

により評価することで包絡されてい

ると判断 

構造解析係数 γa 1.05 各種文献より保守的に設定 

材料係数 γmc 1.3 各種文献より設定 
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第5－2－10表 部材係数γｂ１の設定 

Case No. 実験結果 解析結果 部材係数 

（解析結果／ 

実験結果） 

せん断耐力 

(kN) 

せん断耐力 

(kN) 

1 475 461 0.97 

2 1,187 1,167 0.98 

3 324 363 1.12 

4 294 314 1.07 

5 581 510 0.88 

6 329 343 1.04 

7 1,587 1,716 1.08 

8 350 402 1.15 

9 855 863 1.01 

10 165 108 0.65 

11 333 346 1.04 

12 127 105 0.83 

13 188 128 0.68 

14 163 120 0.74 

15 273 188 0.69 

16 356 324 0.91 

17 432 252 0.58 

平均 － － 0.91 

標準偏差 － － 0.18 
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3. 屋外重要土木構造物の減衰定数

(1) 減衰の設定について

今回工認で採用している時刻歴応答解析において，地盤及び構造物の減衰は，

粘性減衰と履歴減衰とで考慮している。 

粘性減衰による減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比

に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。なお，卓越する基準モードについて

は解析モデル全体の固有値解析において，卓越するモードを選定している。 

［C］＝ α［M］＋ β［K］ 

［C］：減衰係数マトリックス，［M］：質量マトリックス 

［K］：剛性マトリックス，α，β：係数 

係数α，βは，解析モデル全体系の固有値解析において，卓越するモードの減

衰と Rayleigh減衰が一致するように，以下の式により決定する。 

ｈｎ＝α／２ωｎ＋βωｎ／２ 

ｈｎ：固有値解析により求められたｎ次モードの減衰定数 

ωｎ：固有値解析により求められたｎ次モードの固有円振動数 

卓越するモードは，全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決

定する。 

設定した Rayleigh 減衰の一例（取水槽）を第 5－3－1図に，Rayleigh減衰の

設定のために実施した固有値解析結果を第 5－3－1表に，固有値解析のモード図

を第 5－3－2図に示す。 

取水槽の固有値解析結果によると，各モード次数の減衰定数は０～２％程度と

なっている。これは取水槽周辺の表層地盤に埋戻土（減衰定数０％）が分布して

いることが影響していると判断した。 

Rayleigh 減衰の設定に際しては，加振方向に振動するモードの刺激係数の大

きさ及びモード図を選定の指標とした。 

取水槽の場合，刺激係数の値及びモード図より 1次モード及び 10次モードを

選定した。 

1 次及び 10 次モードは全体系で大きく振動しており，その他のモードは表層

地盤（埋戻土）が局所的に振動していることから，モード図からも主要なモード

は 1次及び 10次モードであると判断した。 

履歴減衰による減衰は，構造部材の部材非線形性（ファイバーモデルのコンク

リート及び鉄筋の応力－ひずみ関係）における非線形の程度に応じた値となる。 
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第5－3－1図 設定したRayleigh減衰（取水槽の例） 

第5－3－1表 固有値解析結果（取水槽の例） 
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(2) 既工認と今回工認との相違について

今回工認において，固有値解析における減衰定数は，岩盤は減衰３％，埋戻土

は減衰０％，構造部材は減衰２％とした。 

既工認では，時刻歴応答解析及び周波数応答解析における構造部材の減衰定数

は５％を用いた（ＪＥＡＧ４６０１－1987 記載）。 

非線形解析における粘性減衰による減衰の値は，道路橋示方書・同解説 Ｖ耐

震設計編（平成 14 年３月）1)において，構造部材の非線形性を非線形履歴モデ

ルで表した場合には，この部材の履歴減衰は履歴モデルによって自動的に解析に

取り入れられるため，非線形履歴モデルを用いて表した部材の減衰定数は，コン

クリート部材は２％（0.02）程度，鋼部材は１％（0.01）程度とするのがよいと

されている。 

最新の道路橋示方書・同解説（平成 29年 11月）2)においても，構造部材の非

線形性を非線形履歴モデルで表した場合の減衰定数について，鉄筋コンクリート

橋脚は２％（0.02）とされている。 

以上のように，粘性減衰の減衰定数は，履歴減衰が生じない状態等における解

析上の安定のために設定される値であるため，構造物の減衰について減衰２％を

採用していることは，技術的妥当性を有するものと判断した。 

(3) 構造物の減衰定数の影響

解析モデルの例を第 5－3－3図に示す。解析モデルの中で構造物の占める割合

は小さいため，構造物の減衰の影響は小さいと考えられる。 

既工認と同様に，岩盤は減衰３％，埋戻土は減衰０％，構造部材は減衰５％に

設定した固有値解析における解析モデル全体の一次モード減衰を確認したとこ

ろ，比率（既工認／今回工認）は 1.06 であった。 

以上のことから，地盤の減衰の影響が支配的であり，構造物の減衰の影響は小

さいと考えられる。 

第 5－3－3図 解析モデル（取水槽の例） 

土木構造物

埋戻土

岩盤

岩盤

地震応答解析時（粘性境界）
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震
応
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（
粘
性
境
界
）

地
震
応
答
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析
時
（
粘
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境
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地震動

MMR MMRMMR※ MMR※

※ MMR（マンメイドロック）

取水槽
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4. 耐震性能照査の手順

機器・配管を支持する屋外重要土木構造物の照査では，想定される荷重条件に

対して機器・配管の機能を維持することが主たる目的となる。このため，土木学

会マニュアルでは，機器・配管を支持する屋外重要土木構造物の耐震性能評価に

おいては，機器・配管の機能維持のために屋外重要土木構造物に求められる制約

条件を与条件としている。 

屋外重要土木構造物の耐震性能の照査に当たっては，地盤と構造物の連成解析

を行い，床応答や変位を算定する。機器・配管の耐震安全性は，当該構造物を支

持する屋外重要土木構造物の床応答や変位を用いて，別途確認を行う。第 5－4

－1表に対象構造物の例を示す。 

第5－4－1表 検討対象構造物の例 

屋外重要土木構造物 機器・配管 

取水槽 

原子炉補機海水ポンプ 

原子炉補機海水ストレーナ 

原子炉補機海水系配管 

屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒） 

非常用ガス処理系配管 

Ａ－ディーゼル燃料移送系配管 

ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送

系配管 
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5. 隣接構造物のモデル化 

 既工認では，簡便かつ保守的に評価する観点から，評価対象構造物に隣接する

建物等（以下「隣接構造物」という。）は地震応答解析モデルでは地盤としてモ

デル化していた。今回工認では，評価対象構造物に隣接する構造物の影響を考慮

した現実的な挙動特性を把握する必要がある場合について，隣接する構造物を等

価剛性でモデル化する。 

 

5.1 隣接構造物のモデル化方針 

評価対象構造物と隣接する構造物が接している場合，又は評価対象構造物と隣

接する構造物が近接している場合においては，隣接する構造物の挙動を含めた応

答を正しく評価する必要がある。したがって，隣接構造物の種類，規模及び設置

箇所における地盤状況を考慮し，隣接構造物が評価対象構造物の地震時応答に与

える影響及び間接支持する設備がある場合はその設備（以下，「収納設備」とす

る。）の地震時応答に与える影響を踏まえ，モデル化要否を検討する。 

隣接構造物をモデル化する場合には，隣接構造物を等価剛性でモデル化する。

モデル化対象は，岩盤上に設置されており，評価対象構造物と同等以上の大きさ

で耐震性を有する建物・構築物（原子炉建物等）とする。なお，評価対象構造物

が隣接構造物へ及ぼす影響については，評価対象構造物の規模，構造及び応答特

性等を踏まえ，詳細設計段階において影響検討を実施する。 

隣接構造物のモデル化方針を以下に示す。 

 

①評価対象構造物と隣接構造物が接している場合 

評価対象構造物及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，

隣接構造物をモデル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影

響について別途確認する。評価対象構造物と隣接構造物が接している場合の概

略図を第 5－5－1図に示す。 

 

 

第 5－5－1図 評価対象構造物と隣接構造物が接している場合 概略図 
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②評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合

評価対象構造物と隣接構造物の間が埋戻土を介しており，評価対象構造物と

隣接構造物が近接している場合は，埋戻土よりも剛性の大きい隣接構造物をモ

デル化することにより，解析モデルの固有周期が短くなる等，評価対象構造物

及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，隣接構造物をモデ

ル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影響について別途確

認する。評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合の概略図を第 5－

5－2図に示す。 

第 5－5－2図 評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合 概略図 

③評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲの場合

評価対象構造物と隣接構造物の間がＭＭＲを介している場合は，隣接構造物

をモデル化することにより，解析モデルの固有周期が短くなる等，評価対象構

造物及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，隣接構造物を

モデル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影響について別

途確認する。評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲの場合の概略図を第

5－5－3図に示す。 

第 5－5－3図 評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲ（マンメイドロック）の場合 
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④-1 評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は十分な離隔を

有する場合（隣接構造物が評価対象構造物の解析モデル範囲外にある場

合） 

評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合，又は評価対象構造物

と隣接構造物の間が十分な離隔を有する場合，隣接構造物の応答が評価対象構

造物の地震時応答に与える影響は小さいことから，隣接構造物をモデル化しな

い。評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は十分な離隔を有

する場合の概略図を第 5－5－4図に示す。 

 

 

第 5－5－4図 評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は 

十分な離隔を有する場合 概略図 

 

④-2 評価対象構造物の周辺にモデル化対象の建物・構築物以外の構造物が隣

接する場合 

評価対象構造物の周辺に，モデル化対象の建物・構築物（原子炉建物等）以

外の構造物が隣接する場合，隣接構造物をモデル化しない。概略図を第 5－5

－5図に示す。 

 

 
第 5－5－5図 評価対象構造物の周辺にモデル化対象の建物・構築物以外の 

構造物が隣接する場合 概略図 
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5.2 隣接構造物のモデル化 

評価対象設備の配置図を第 5－5－6 図に示す。 

隣接構造物のモデル化方針を踏まえ，各評価対象設備について隣接構造物のモ

デル化を検討した。隣接構造物のモデル化（例）を第 5－5－1表に示す。 

第 5－5－6図 評価対象設備 配置図 
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理
由

隣
接

構
造

物
の

モ
デ

ル
化

設
計

基
準

対
象

施
設

の
う
ち

屋
外

重
要

土
木

構
造

物

取
水

槽
①

南
側

に
タ

ー
ビ

ン
建

物
が

隣
接

し
て

い
る

。
す

る

屋
外

配
管

ダ
ク

ト
（

タ
ー

ビ
ン

建
物

～
排

気
筒

）
②

南
側

に
埋

戻
土

を
介

し
て

タ
ー

ビ
ン

建
物

が
隣

接
し

て
い

る
。

す
る

屋
外

配
管

ダ
ク

ト
（

タ
ー

ビ
ン

建
物

～
放

水
槽

）

①
南

側
に

排
気

筒
が

隣
接

し
て

い
る

。
す

る

③
西

側
に

Ｍ
Ｍ

Ｒ
を

介
し

て
排

気
筒

が
隣

接
し

て
い

る
。

す
る

④
-2

北
側

に
放

水
槽

が
隣

接
し

て
い

る
が

，
耐

震
性

を
有

し
な

い
こ

と
か

ら
，

モ
デ

ル
化

し
な

い
。

し
な

い

Ｂ
－

デ
ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
基

礎
③

東
側

に
Ｍ

Ｍ
Ｒ

を
介

し
て

原
子

炉
建

物
が

隣
接

し
て

い
る

。
す

る

屋
外

配
管

ダ
ク

ト
（

Ｂ
－

デ
ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
～

原
子

炉
建

物
）

②
東

側
に

埋
戻

土
を

介
し

て
原

子
炉

建
物

が
隣

接
し

て
い

る
。

す
る

取
水

管
④

-1
解

析
モ

デ
ル

範
囲

内
に

隣
接

構
造

物
が

存
在

し
な

い
。

し
な

い

取
水

口
④

-1
取

水
口

Ⅰ
の

南
側

，
取

水
口

Ⅱ
の

西
側

に
取

水
管

が
隣

接
し

て
い

る
が

，
取

水
口

と
取

水
管

は
可

撓
ジ

ョ
イ

ン
ト

で
接

続
さ

れ
て

お
り
，

取
水

管
の

影
響

を
受

け
な

い
こ

と
か

ら
，

隣
接

構
造

物
が

存
在

し
な

い
場

合
と
整

理
し

た
。

し
な

い

重
大

事
故

等
対

処
施

設
の

う
ち

土
木

構
造

物
※

1

第
１

ベ
ン

ト
フ
ィ
ル

タ
格

納
槽

③
北

側
に

Ｍ
Ｍ

Ｒ
を

介
し

て
原

子
炉

建
物

が
隣

接
し

て
い

る
。
ま

た
，

西
側

に
Ｍ

Ｍ
Ｒ

を
介

し
て

補
助

消
火

水
槽

が
，

東
側

に
Ｍ

Ｍ
Ｒ

を
介

し
て

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
ポ

ン
プ

格
納

槽
が

隣
接

し
て

い
る

。
す

る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
ポ

ン
プ

格
納

槽
③

西
側

に
Ｍ

Ｍ
Ｒ

を
介

し
て

第
１

ベ
ン

ト
フ
ィ
ル

タ
格

納
槽

が
隣

接
し

て
い

る
。
ま

た
，

北
側

に
Ｍ

Ｍ
Ｒ

を
介

し
て

原
子

炉
建

物
が

隣
接

し
て

い
る

。
す

る

緊
急

時
対

策
所

用
燃

料
地

下
タ

ン
ク

④
-2

北
側

に
免

震
重

要
棟

が
隣

接
す

る
が

，
免

震
重

要
棟

は
免

震
装

置
を

有
し

て
お

り
，

そ
の

影
響

を
受

け
な

い
こ

と
か

ら
，

モ
デ

ル
化

し
な

い
。

し
な

い

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
用

軽
油

タ
ン

ク
基

礎
④

-1

解
析

モ
デ

ル
範

囲
に

屋
外

配
管

ダ
ク
ト

（
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

～
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

）
及

び
ガ

ス
タ
ー

ビ
ン

発
電

機
建

物
が

存
在

す
る

が
，

地
表

面
付

近
の

岩
盤

上
に

設
置

さ
れ

，
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

基
礎

へ
与

え
る

影
響

は
小

さ
い

こ
と
か

ら
隣

接
構

造
物

が
存

在
し

な
い

場
合

と
整

理
し

た
。

し
な

い

屋
外

配
管

ダ
ク

ト
（

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
用

軽
油

タ
ン

ク
～

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
）

④
-1

解
析

モ
デ

ル
範

囲
に

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
建

物
が

存
在

す
る

が
，

地
表

面
付

近
の

岩
盤

上
に

設
置

さ
れ

，
屋

外
配

管
ダ

ク
ト

（
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

～
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

）
へ

与
え

る
影

響
が

小
さ

い
こ

と
か

ら
，

隣
接

構
造

物
が

存
在

し
な

い
場

合
と
整

理
し

た
。

し
な

い

波
及

的
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

の
あ

る
施

設
の

う
ち

土
木

構
造

物
免

震
重

要
棟

遮
蔽

壁
④

-1
解

析
モ

デ
ル

範
囲

に
緊

急
時

対
策

所
が

存
在

す
る

が
，

地
表

面
付

近
の

岩
盤

上
に

設
置

さ
れ

，
免

震
重

要
棟

遮
蔽

壁
へ

与
え

る
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
隣

接
構

造
物

が
存

在
し

な
い

場
合

と
整

理
し

た
。

し
な

い
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6. ３次元静的材料非線形解析の適用性

島根原子力発電所２号炉の屋外重要土木構造物等のうち取水槽の構造解析に

用いる，既工認，並びに先行プラントも含めた旧規制及び規制下における工認

実績のない３次元静的材料非線形解析を採用する。  

３次元静的材料非線形解析の評価方法及び適用性については，「別添－６ 島

根原子力発電所２号炉 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定に

ついて」において説明する。 

4条-別紙5-45



 

参考１ 

免震重要棟遮蔽壁のモデル化方針 

 

屋外の上位クラス施設である緊急時対策所の周辺には，波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設である免震重要棟遮蔽壁が位置する。 

免震重要棟遮蔽壁は，免震重要棟廻りに延長約 300ｍに亘り，岩盤上に設置され

る鉄筋コンクリート造の遮蔽壁であり，このうち緊急時対策所に影響を及ぼすお

それのある範囲は直線状の区間（36m）である。また，免震重要棟遮蔽壁は，地

盤面からの高さが 9.4ｍ，厚さは 50cm以上であり，杭基礎（鋼管杭）構造である。 

平面図を図１に，断面図を図２に示す。 

 

 

図１ 免震重要棟遮蔽壁の平面図 

 

図２ 免震重要棟遮蔽壁の断面図 

Ｎ

単位：m

免震重要棟遮蔽壁

：対象範囲
（波及的影響）

：倒壊を想定した
場合の影響範囲

鋼管杭 φ1,200mm

鉄筋コンクリート造

▽E.L.+50.6m

▽E.L.+60.0m

mm

mm

m
m

m
m
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免震重要棟遮蔽壁は，地盤～杭基礎のモデルをＳＲモデル，遮蔽壁を質点系モ

デルとした地盤～杭基礎～遮蔽壁の連成系モデルにより地震応答解析を行う方

針とし，「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設計に関

する技術規程 JEAC4616-2009」に準拠し，杭基礎と地盤の相互作用を考慮でき

る薄層要素法で地盤ばねを評価することとしていた。 

免震重要棟遮蔽壁の底面は解放基盤相当の岩盤が出現していることから，ＳＲ

モデルに適合する地盤である。また，免震重要棟遮蔽壁は，基礎幅に比べて壁

の高さが高く，構造物下端のモーメントが大きいため，基礎の安定性を考慮し

て杭基礎を採用し，基礎幅は狭いものの，奥行き方向に杭が複数存在する構造

としている。 

目地間の標準的な１ブロックは，奥行き方向に５本の杭で構成されている。Ｓ

Ｒモデルでは地盤ばねを設定する必要があるが，薄層要素法による地盤ばねの

算出方法は，群杭と地盤の相互作用が評価可能であることから，本構造物基礎

の 1×5の杭配置に関しても適用可能と判断していた。 

しかしながら，薄層要素法は杭と地盤の相互作用や群杭の影響を考慮するため

に用いられる一般的な手法（入門・建物と地盤と動的相互作用 日本建築学会

1996）であるが，準拠した「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の

基礎構造の設計に関する技術規程 JEAC4616-2009」を用いて，免震重要棟遮蔽

壁のように基礎幅に比べて壁の高さが高く，岩盤に杭を設置する構造物の既工

認実績はない。 

したがって，「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設

計に関する技術規程 JEAC4616-2009」の適用に関して，本構造物の設置環境及

び構造的特徴を踏まえ，先行炉審査実績を有する２次元ＦＥＭモデルによる地

震応答解析に見直す。 

  表１ 免震重要棟遮蔽壁のモデル化方針の比較 

解析モデル（例）

モデル化方針
地盤～杭：ＳＲモデル ２次元ＦＥＭモデル

（鋼管杭及び壁：梁要素，地盤：平面ひずみ要素）壁：質点系モデル

設計概要

・「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の
基礎構造の設計に関する技術規程JEAC4616-
2009」に記載の「地盤～杭基礎～建屋連成系の地
震応答解析モデル」に準拠して設計する。
・地盤ばね（水平・回転）は，薄層要素法に基づく
評価を実施したうえで，「原子力発電所耐震設計審
査指針 JEAG4601-1991追補版」の近似法により
設定する。

・鋼管杭が設置される断面（3m間隔）における２次元
FEM解析を実施し，鋼管杭及び壁に作用する断面力を
算出する。
・免震重要棟遮蔽壁の要求性能を踏まえ，鋼管杭及び
壁に作用する断面力に対して，目標性能（終局状態に
至らない）を満足する設計とする。

評 価 ○ ◎

壁

鋼管杭

GL EL 50.6

EL 60.0
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別紙－６

島根原子力発電所２号炉

屋外重要土木構造物等の耐震評価に

おける断面選定について



屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

1. 方針

本資料では，屋外重要土木構造物等※1の耐震評価における断面選定の考え方につ

いて示す。なお，津波防護施設については「島根原子力発電所２号炉 津波によ

る損傷の防止」に示す。 

※１ 屋外重要土木構造物及び重大事故等対処施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。

本資料で記載する屋外重要土木構造物等の一覧を第6－1－1表に，屋外重要土木

構造物等に設置される主要な設備一覧を第6－1－2表に，全体配置図を第6－1－1

図に示す。 

第6－1－1表 評価対象構造物一覧 

分類 設備名称 構造形式

屋外重要土木構造物等

・取水槽

箱型構造物

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

・第１ベントフィルタ格納槽

・緊急時対策所用燃料地下タンク

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

線状構造物
・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

・屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）※

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

・取水口 円筒状構造物

・ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 直接基礎

・取水管 管路構造物

※ 燃料移送系配管ダクトと屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）を屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）に統一
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第6－1－2表 評価対象構造物に設置される設備一覧 

浸水防止
設備

津波監視
設備

原子炉補機海水ポンプ ○ － － ○

原子炉補機海水ストレーナ ○ － － ○

原子炉補機海水系　配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水系　配管・弁 ○ － － ○

タービン補機海水ポンプ － ○ － －※2

タービン補機海水系　配管・弁（ポンプ出口～第二出口弁） － ○ － －※2

循環水ポンプ － ○ － －※2

循環水系　配管・弁（ポンプ出口～タービン建物外壁） － ○ － －※2

除じんポンプ － ○ － －※2

除じん系　配管・弁（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水
ポンプエリア境界壁）

－ ○ － －※2

貫通部止水処置 － ○ － －※2

取水槽除じん機エリア防水壁 － ○ － －※2

取水槽除じん機エリア水密扉 － ○ － －※2

取水槽床ドレン逆止弁 － ○ － －※2

取水槽水位計 － － ○ －※2

浸水防止
設備

津波監視
設備

Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプ ○ － － ○

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク ○ － － ○

Ｂ－ディーゼル燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

低圧原子炉代替注水ポンプ － － － ○

低圧原子炉代替注水系　配管・弁 － － － ○

第１ベントフィルタスクラバ容器 － － － ○

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 － － － ○

圧力開放板 － － － ○

格納容器フィルタベント系　配管・弁 － － － ○

緊急時対策所用
燃料地下タンク

－ ○ － － － － － －

浸水防止
設備

津波監視
設備

非常用ガス処理系　配管・弁 ○ － － ○

Ａ－ディーゼル燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ系ディーゼル燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

原子炉補機海水系　配管（放水配管） － ○ － －※2

タービン補機海水系　配管・弁（逆止弁下流） － ○ － －※2

液体廃棄物処理系　配管・弁（逆止弁下流） － ○ － －※2

貫通部止水処置 － ○ － －※2

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ
ンク～原子炉建物）

○ － ○ Ｂ－ディーゼル燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油
タンク～ガスタービン発電機）

－ － ○ ガスタービン発電機用燃料移送系　配管・弁 － － － ○

取水口 ○ ○※１ － － － － － －

ガスタービン発電機用軽油タンク － － － ○

ガスタービン発電機用燃料移送系　配管・弁 － － － ○

取水管 ○ ○※１ － － － － － －

※２：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物

常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）

耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

※１：非常用取水設備

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） ○ － ○

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

－ － ○

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ － ○

設備名称
屋外重要
土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

設置される設備

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物

常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）

耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

低圧原子炉代替注水ポンプ
格納槽

－ ○※３ ○

第１ベントフィルタ格納槽 － － ○

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 ○ － ○

設備名称
屋外重要
土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

※２：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備，津波監視設備

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備

設置される設備

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物

常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）

耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

※１：非常用取水設備

※３：低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち低圧原子炉代替注水槽

常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

設備名称
屋外重要
土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

設置される設備

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備

取水槽 ○ ○※１ ○

4条-別紙6-2



第6－1－1図 評価対象構造物 全体配置図 

4条-別紙6-3



 

島根原子力発電所の屋外重要土木構造物等は，箱型構造物，線状構造物，円筒

状構造物，直接基礎及び管路構造物の５つの構造形式に分類され，構造上の特徴

として，明確な強軸及び弱軸を有するものと，強軸及び弱軸が明確でないものが

存在することから，構造的特徴を踏まえて，２次元地震応答解析により耐震評価

を行う構造物と，３次元モデルにより耐震評価を行う構造物に分けられる。 

通水方向及び配管の管軸方向と直交する断面に構造部材の配置が少なく，明確

に通水方向及び配管の管軸方向と直交する断面が弱軸となる構造物は，２次元地

震応答解析により耐震評価を行う。よって，耐震評価上厳しくなると考えられる

断面を評価対象断面として選定する。なお，弱軸方向断面と強軸方向断面が明確

な線状構造物については，弱軸方向断面を耐震評価候補断面とするが，床応答の

観点において強軸方向断面も含めて選定する。 

また，以下に示す構造的特徴を有する構造物は，３次元モデルを用いて水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を考慮して耐震評価を行う。よって，３

次元モデルに作用させる荷重を適切に評価することが可能な断面を直交する２方

向から評価対象断面として選定する。 

①強軸及び弱軸が明確でない構造物 

②複雑な構造を有する構造物 

・弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁（以降，妻壁と呼ぶ）を

複数有する構造物 

・複数の構造物が一体化している構造物 

第6－1－3表に示すとおり，屋外重要土木構造物等の耐震設計における解析手法

は，既工認実績を有する手法を用いるが，取水槽における３次元静的非線形解析

は既工認実績がないことから，審査実績を有する先行サイト（女川２号炉）との

比較を行い，適用性について確認する。 
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4条-別紙6-5



 

箱型構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。通水以外の要求機能が

求められる箱型構造物は，加振方向と直交する方向の構造物の長さに対する加振

方向に平行に配置される壁の厚さの割合が小さい方が弱軸となり，大きい方が強

軸となる。箱型構造物の設計方針として，強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に

対して顕著な影響を及ぼさないが，強軸方向断面についても，弱軸方向と同じよ

うに要求機能があり，間接支持する機器・配管の有無や浸水防護壁等の応答影響

評価の必要性があることから，耐震評価候補断面に追加する。弱軸方向断面では，

配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補

断面とする。ただし，加振方向と平行に配置される壁が多数ある構造物について

は，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，必要により壁間の幅

を耐震評価候補断面とする。また，強軸方向断面では，加振方向と平行に配置さ

れる壁の影響を考慮するため，構造物の奥行幅を耐震評価候補断面とする。箱型

構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安全性に支配的な弱軸方向及

び強軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。取水槽

は，複数の妻壁を有する複雑な構造となっていることから３次元モデルで耐震評

価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，２次元地震応答解析によ

り算定することとし，２次元地震応答解析を実施する断面を，構造的特徴等を踏

まえて選定する。 

線状構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。線状構造物は，加振方

向と平行に配置される壁部材が少ない方が弱軸となり，多い方が強軸となる。強

軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向断

面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。線状構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安

全性に支配的な弱軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定

する。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，部位の一部が他の構造物の

部位の一部と一体化している複雑な構造を有していることから３次元モデルで耐

震評価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，２次元地震応答解析

により算定することとし，２次元地震応答解析を実施する断面を，構造的特徴等

を踏まえて選定する。 

4条-別紙6-6



 

円筒状構造物及び直接基礎に分類される評価対象構造物は，鋼製及び鉄筋コン

クリート造の構造物であり，円筒状及び正方形であるため，箱型構造物や線状構

造物と比較して，強軸及び弱軸が明確ではない。評価対象断面の選定においては，

構造物中央を通る断面及びその直交方向断面から，後述する評価対象断面の選定

の流れに基づき選定する。円筒状構造物である取水口及び直接基礎であるガスタ

ービン発電機用軽油タンク基礎は，強軸及び弱軸が明確でないことから３次元モ

デルで耐震評価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，取水口は構

造物を質点系モデルとした２次元地震応答解析により算定，またガスタービン発

電機用軽油タンク基礎はＳＲモデルによる地震応答解析により算定することとし，

地震応答解析を実施する断面を，構造的特徴等を踏まえて選定する。 

管路構造物に分類される評価対象構造物は，海水の通水機能を維持するため，

通水方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されていることから，

構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。評価対象構造物は，鋼製部材

で構成されており，管軸方向が強軸方向となり，管軸直交方向が弱軸方向となる。

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向

断面では，延長方向の構造的特徴が一様であることから，代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。管路構造物の評価対象断面は，構造の安全性に支配的な弱

軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。なお，「水道

施設耐震工法指針・解説（日本水道協会，1997）」に基づき，一般的な地中埋設管

路の設計で考慮される管軸方向断面についても検討する。 

また，評価対象断面の選定の流れを以下に示す。 

（１）耐震評価候補断面の整理 

評価対象構造物の以下の観点から耐震評価候補断面を整理する。 

①要求機能並びに間接支持する機器・配管の有無及び設置状況 

・要求機能に各候補断面で差異がある場合，要求機能に応じた許容限界が異なり，

評価対象構造物の耐震評価に影響することから，要求機能の差異の有無により

候補断面を整理する。 

・間接支持する機器・配管系の種類及び設置状況に各候補断面で差異がある場合

は，構造物に作用する荷重及び床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機

器・配管系の耐震評価に影響することから，間接支持する機器・配管系の種類

や設置状況に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

②構造的特徴（部材厚，内空断面，断面急変部，構造物間の連結部等） 

・構造的特徴に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用する土圧等の荷重

及び床応答特性が各断面で異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評

価に影響することから，構造的特徴の差異の有無により候補断面を整理する。 

③周辺状況（上載荷重，土被り厚，周辺地質，周辺地質変化部，隣接構造物，地

下水位※） 

・周辺地質や周辺地質変化部に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用す

る土圧等の荷重，地震波の伝搬特性及び床応答特性が異なり，評価対象構造物
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及び機器・配管系の耐震評価に影響することから，周辺地質の差異の有無によ

り候補断面を整理する。 

・ＭＭＲ（マンメイドロック）は，構造物を支持する又は構造物の周囲を埋め戻

すコンクリートである。ＭＭＲの分布により，構造物に作用する土圧等の荷重，

地震波の伝搬特性及び床応答特性に影響を与えることから，周辺地質の中で整

理する。なお，ＭＭＲは直下の岩盤の物性値を設定することを基本とする。 

・隣接構造物による影響については，２次元ＦＥＭにてモデル化する隣接構造物

の有無や種類に各断面で差異がある場合，構造物に作用する土圧等の荷重及び

床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評価に影響する

ことから，モデル化する隣接構造物の差異の有無により候補断面を整理する。 

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で

設定する。 

④地震波の伝搬特性 

・地震波の伝搬特性は，周辺状況のうち評価対象構造物下部の岩盤やＭＭＲ等の

周辺地質の状況により異なることから，観点③の整理を踏まえ，地震波の伝搬

特性に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

⑤床応答特性 

・観点①～③の整理を踏まえ，床応答特性の差異の有無及び間接支持する機器・

配管系の設置状況により候補断面を整理する。 

 

（２） 評価対象断面の選定 

⑥耐震評価候補断面の選定 

・（１）にて整理した耐震評価候補断面に対して，①要求機能並びに間接支持す

る機器・配管の有無及び設置状況，②構造的特徴，③周辺状況を考慮し，耐震

評価上厳しいと考えられる断面を選定する。 

⑦耐震評価候補断面の絞り込み 

・複数の観点から異なる耐震評価候補断面が複数抽出される場合は，詳細設計段

階で実施する浸透流解析結果を踏まえ，地震応答解析を実施して耐震評価候補

断面の絞り込みを行う場合もある。 

⑧床応答算出用の断面の選定 

・耐震評価上の観点以外に機器・配管系の応答加速度及び応答変位の観点から，

床応答算出用の断面を選定する。 

・線状構造物については，強軸方向断面も含めて選定する。 

 

評価対象断面のモデル化範囲（２次元ＦＥＭ解析モデル）については，以下に

考え方を示す。 

２次元ＦＥＭによる地震応答解析モデルの範囲が，地盤及び構造物の応力状態

に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震

設計技術指針 JEAG4601-1987」を適用し，以下に示すとおりモデル幅を構造物基
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礎幅の５倍以上，地盤モデルの入力基盤深さを構造物基礎幅の1.5～２倍確保する。 

２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方を第6－1－2図に示す。 

 

 

第6－1－2図 ２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方 

 

 

 

 

  

構造物

構造物基礎幅の
1.5～２倍

構造物基礎幅の５倍以上

ＦＥＭモデル
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屋外重要土木構造物等について，耐震評価候補断面の整理及び評価対象断面の

選定フローを第6－1－3図に示す。 
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2. 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

2.1 各施設の配置 

本章では屋外重要土木構造物等である，取水槽，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タン

ク基礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，緊急時

対策所用燃料地下タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管ダ

クト（タービン建物～放水槽），屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク

～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービ

ン発電機），取水口，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎及び取水管の断面選定

の考え方を示す。 

第6－2－1－1図に屋外重要土木構造物等の全体配置図を示す。 

 

 

第 6－2－1－1図 屋外重要土木構造物等 全体配置図 
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2.2 取水槽 

取水槽の配置図を第6－2－2－1図に，設置される浸水防止設備や津波監視設備

の配置図を第6－2－2－2図～第6－2－2－3図に，平面図を第6－2－2－4図に，縦

断図を第6－2－2－5図に，断面図を第6－2－2－6図～第6－2－2－9図に，地質断

面図を第6－2－2－10図～第6－2－2－11図に，岩級断面図を第6－2－2－12図～第

6－2－2－13図にそれぞれ示す。 
取水槽は，Ｓクラス設備である原子炉補機海水ポンプ等の間接支持機能と，非

常用取水設備としての通水機能及び浸水防護重点化範囲の保持及び内部溢水影響

評価から止水機能が要求される。 

浸水防護重点化範囲を保持するために止水機能が求められる部位は，ポンプ室

に設置される中床版（EL.＋1.1m），スクリーン室に設置される中床版（EL.＋4.0m）

及びスクリーン室南側の取水槽除じん機エリア防水壁の位置に設置される中壁

（EL.＋1.1m～EL.＋8.8m）である。また，内部溢水影響評価から止水機能が求め

られる部位は，ポンプ室の取水槽海水ポンプエリア水密扉を設置する中壁（EL.＋

1.1m～EL.＋8.8m）である。 

取水槽はストレーナ室，ポンプ室，スクリーン室及び漸拡ダクト部に大別され

る，延長47.25m，幅34.95m，高さ20.5mの鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

取水槽はＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水槽は，通水方向と平行に配置される壁部材が多いため，通水方向が強軸と

なり，通水直交方向が弱軸となる。 

取水槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲を踏

まえ，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，壁間の幅を耐震評

価候補断面とする。 

 
第 6－2－2－1図 取水槽 配置図  

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

取水槽
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第 6－2－2－2図 取水槽 設置される設備の配置図（縦断図） 

第 6－2－2－3図 取水槽 設置される設備の配置図（平面図） 
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第 6－2－2－4図 取水槽 平面図 
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第 6－2－2－5図 取水槽 縦断図（⑤－⑤断面） 

 

 
第 6－2－2－6図 取水槽 断面図（①－①断面） 

 

 
第 6－2－2－7図 取水槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－2－8図 取水槽 断面図（③－③断面） 

第 6－2－2－9図 取水槽 断面図（④－④断面） 

単位：mm

取水槽除じん機エリア防水壁
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第 6－2－2－10図 取水槽 地質断面図（②－②断面） 

第 6－2－2－11図 取水槽 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－2－12図 取水槽 岩級断面図（②－②断面） 

第6－2－2－13図 取水槽 岩級断面図（③－③断面） 

取水槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－2－1表）。 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（1/3） 

埋戻土
（掘削ズリ）

取水槽

EL+8.8m

MMR

EL+1.1m

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

CM級以上

:岩相境界線

凡例

埋戻土
（掘削ズリ）

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.7m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

CM級以上

:岩相境界線

凡例

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持
・通水
・間接支持
・止水

・通水
・間接支持

・通水
・通水
・間接支持
・止水

間接支
持する
設備

設備

・原子炉補機海水スト
レーナ

・高圧炉心スプレイ補機
海水ストレーナ

・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

他

・高圧炉心スプレイ補機
海水ポンプ

・原子炉補機海水ポンプ
・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

・取水槽海水ポンプエリア
水密扉

他

・取水槽水位計
・取水槽除じん機エリア防
水壁

・取水槽除じん機エリア水
密扉

他

・なし ・①－①断面～③－③
断面において間接支持
する設備

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる
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第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（2/3） 

 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（3/3） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ストレーナ室により構成さ
れる

・上部のポンプ室及び下
部の３連のボックスカル
バートにより構成される

・上部のスクリーン室及び
下部の６連のボックスカ
ルバートにより構成される

・２連のボックスカルバート
により構成される

・ストレーナ室，ポンプ室，
スクリーン室及び取水管
取合部により構成される

・中床版に開口部が存在
しない

・中床版に開口部が存在
する

・中床版に開口部が存在
する

・開口部が存在しない ・中床版に開口部が存在
する

寸法
・幅33.90m，高さ
8.70m

・幅32.50～34.95m，高さ20.50m
・幅22.55～32.50m，
高さ10.40m

・幅47.25m，高さ
20.50m

妻壁※のモデル化
の有無

有り 有り 有り 有り －

※ 弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・①－①断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，②－②～⑤－⑤断面と
の差異は小さいと判断する

構造物
側部及
び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が
分布している

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRは高さ約6.7mで，矩形である

・埋戻土（掘削ズリ）
及びMMRが分布して
いる

・MMRは高さ約4.4m
及び11.8mで台形状
である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・タービン建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は各断面で概ね同様であり，地震波の伝搬特性は概ね同様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①～③－③及び⑤－⑤断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる
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【取水槽の３次元モデルによる耐震評価の目的と適用性】 

取水槽は複数の妻壁を有する構造物であることから，妻壁による拘束効果が距

離や非線形性に応じて減少すること，妻壁と接合する部位への応力集中及び支持

される設備への影響評価や要求機能に応じた耐震評価について精緻に評価するた

め，３次元モデルによる耐震評価を実施する。 

取水槽における３次元モデルによる耐震評価の適用性について，審査実績を有

する先行サイト（女川２号炉）の海水ポンプ室等との比較を行った結果，第6－2

－2－2表に示すとおり，構造的特徴や３次元モデルによる耐震評価に差異はない

ことから，適用性があると判断する。 
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項
目

女
川

２
号

炉
（

海
水

ポ
ン

プ
室

等
）

島
根

２
号

炉
（

取
水

槽
）

女
川

２
号

炉
と
島

根
２

号
炉

の
差

異
の

有
無

及
び

差
異

が
有

る
場

合
の

島
根

２
号

炉
へ

の
適

用
性

構
造

的
特

徴

【
海

水
ポ

ン
プ

室
】

・
箱

型
構

造
物

・
幅

3
2
.5

m
，

延
長

7
7
m

，
高

さ
約

2
8
m

・
地

下
２

階
構

造
で

上
部

は
開

放
さ

れ
た

３
部

屋
，

下
部

は
延

長
方

向
に

４
連

又
は

２
連

の
カ

ル
バ

ー
ト

構
造

・
箱

型
構

造
物

・
幅

約
3
3
m

，
延

長
約

4
7
m

，
高

さ
2
0
.5

m
・
地

下
２

階
構

造
で

上
部

は
開

放
さ

れ
た

３
部

屋
，

下
部

は
３

連
，

６
連

又
は

２
連

の
カ

ル
バ

ー
ト

構
造

無

・
構

造
形

式
が

同
一

で
，

構
造

物
の

寸
法

や
形

状
が

概
ね

同
様

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

構
造

的
特

徴
に

差
異

は
な

い
と
判

断
す

る
。

２
次

元
有

限
要

素
法

に
よ

る
地

震
応

答
解

析

【
海

水
ポ

ン
プ

室
】

・
延

長
方

向
の

エ
リ
ア

毎
に

３
分

割
し

，
実

構
造

物
と
等

価
な

剛
性

と
し

た
２

次
元

等
価

剛
性

モ
デ

ル
を

作
成

し
，

エ
リ
ア

ご
と
の

荷
重

を
評

価
・
構

造
物

を
等

価
剛

性
モ

デ
ル

（
線

形
）

と
し

，
地

盤
－

構
造

物
連

成
（

地
盤

は
非

線
形

）
の

２
次

元
時

刻
歴

非
線

形
解

析
（

構
造

物
線

形
）

に
よ

り
評

価

・
同

左

無

・
延

長
方

向
の

エ
リ
ア

分
割

の
考

え
方

が
同

様
で

，
構

造
物

の
モ

デ
ル

及
び

解
析

方
法

が
同

一
で

あ
る

こ
と
か

ら
，

２
次

元
有

限
要

素
法

に
よ

る
地

震
応

答
解

析
に

差
異

は
な

い
と
判

断
す

る
。

３
次

元
有

限
要

素
法

に
よ

る
構

造
解

析

【
共

通
】

・
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

非
線

形
性

を
評

価
可

能
な

前
川

モ
デ

ル
を

用
い

た
材

料
非

線
形

モ
デ

ル
【
海

水
ポ

ン
プ

室
】

・
非

線
形

ソ
リ
ッ
ド

要
素

で
モ

デ
ル

化
し

た
静

的
解

析
を

行
い

，
応

答
値

（
変

形
，

断
面

力
）

を
算

出
【
軽

油
タ

ン
ク

室
等

】
・
非

線
形

シ
ェ
ル

要
素

で
モ

デ
ル

化
し

た
静

的
解

析
を

行
い

，
応

答
値

（
変

形
，

断
面

力
）

を
算

出

・
取

水
槽

を
非

線
形

シ
ェ
ル

ま
た

は
ソ

リ
ッ

ド
要

素
で

モ
デ

ル
化

し
た

静
的

解
析

を
行

い
，

応
答

値
（

変
形

，
断

面
力

）
を

算
出

無

・
非

線
形

シ
ェ
ル

ま
た

は
ソ

リ
ッ
ド

要
素

を
用

い
た

解
析

は
，

構
造

物
の

モ
デ

ル
及

び
解

析
方

法
が

同
一

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

3
次

元
有

限
要

素
法

に
よ

る
構

造
解

析
に

差
異

は
な

い
と
判

断
す

る
。

・
非

線
形

解
析

に
お

け
る

シ
ェ
ル

要
素

に
対

す
る

ソ
リ
ッ
ド

要
素

の
差

異
は

，
部

材
の

ひ
び

割
れ

状
況

を
精

緻
に

評
価

可
能

の
た

め
漏

水
量

を
評

価
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ
と
で

あ
る

。
・
取

水
槽

は
非

線
形

シ
ェ
ル

要
素

で
解

析
を

行
う
が

，
止

水
機

能
を

要
求

さ
れ

る
妻

壁
に

ひ
び

割
れ

が
卓

越
し

漏
水

が
懸

念
さ

れ
る

場
合

に
は

，
非

線
形

ソ
リ
ッ
ド

要
素

に
て

解
析

を
行

う
こ

と
と
し

，
詳

細
な

解
析

方
法

に
つ

い
て

は
，

詳
細

設
計

段
階

に
お

い
て

決
定

す
る

。

耐
震

安
全

性
評

価

【
共

通
】

・
地

震
時

の
安

全
性

評
価

と
し

て
，

曲
げ

系
の

破
壊

は
部

材
の

要
求

機
能

に
応

じ
た

許
容

限
界

（
層

間
変

形
角

，
鉄

筋
・コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

ひ
ず

み
）

に
対

し
て

照
査

・
せ

ん
断

耐
力

評
価

式
に

よ
り
照

査

・
同

左

無

・
部

材
の

要
求

機
能

に
応

じ
た

許
容

限
界

に
よ

る
照

査
は

同
様

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

耐
震

安
全

性
評

価
に

差
異

は
な

い
と
判

断
す

る
。

第
6－

2－
2－

2
表
 
先
行
サ
イ
ト
と
の
比
較
結
果
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【取水槽の３次元モデルによる耐震評価フローと照査体系】 

取水槽の３次元モデルによる耐震評価は第6－2－2－14図に示すフローのとお

り，基準地震動Ｓｓによる２次元地震応答解析により得られる地震時荷重（土圧，

加速度）を３次元モデルへ作用させて，耐震安全性評価を行う。以降，評価フロ

ーにおける内容を記載するが，詳細については詳細設計段階にて検討する。 

第6－2－2－14図 ３次元モデルによる耐震評価フロー 

（１）３次元モデルの作成

・構造物をシェル又はソリッド要素，地盤をばね要素でモデル化し，３次元モ

デルを作成する。参考として，取水槽のイメージ図を第6－2－2－15図に示す。 

第6－2－2－15図 取水槽イメージ図 
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（２）常時解析 

 ・３次元モデルに通常運転時の荷重及び変動荷重を載荷して常時の応力状態を

再現する。 

・静止土圧は２次元地震応答解析における常時応力解析により設定し，分布荷重

として載荷する。 

（３）２次元地震応答解析に用いる等価剛性モデルの作成 

・地震時荷重の算定に用いる２次元地震応答解析の構造物モデルは，構造物と地

盤の相互作用により発生する土圧を正しく評価するため，妻壁の剛性を考慮し，

実構造と等価な剛性を持つ２次元等価剛性モデルとする。 

・各エリアの構造の相違に起因する地震時荷重を正しく算定するため，エリアご

とに等価剛性モデルを作成する。 

・２次元等価剛性モデルと３次元モデルに同じ荷重を作用させ，２次元等価剛性

モデルの変位が３次元モデルの変位と等しくなるように剛性を設定する。 

・等価剛性モデルは，地震時荷重を保守的に評価するよう線形モデルとする。 

（４）２次元地震応答解析 

・２次元地震応答解析は，地盤の非線形性を考慮した地盤－構造物連成の時刻歴

非線形解析により行う。２次元地震応答解析のモデル図を第6－2－2－16図に

示す。 

・等価剛性モデルの構造物モデルは，線形モデルとする。 

・埋戻土については，非線形性を考慮する。 

 
 

第6－2－2－16図 ２次元地震応答解析（解析モデル図：ポンプ室エリア） 
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（５）地震時荷重の算定

・２次元地震応答解析において要求機能に対応する着目部位の変位や断面力が大

きくなり，照査上厳しくなる時刻を選定し，地震時増分土圧と応答加速度を算

定する。 

・慣性力は，応答加速度を基に応答震度を算定する。

・地震時荷重の抽出は，要求機能を有する各部位の想定される損傷モード（曲げ・

軸力系の破壊，せん断破壊）に応じた時刻の荷重を抽出する。 

（６）３次元モデルによる地震時構造解析（１方向載荷）

・２次元地震応答解析において選定した時刻の慣性力及び地震時増分土圧等を地

震時荷重として３次元モデルに載荷する。 

・慣性力及び地震時増分土圧は，エリア毎に奥行方向に一様な荷重として作用さ

せる。 

（７）３次元モデルによる地震時構造解析（２方向載荷）

・水平２方向載荷に対する検討として，地震時解析（１方向載荷）に，縦断方向

の地震時荷重を同時に載荷する。

・縦断方向の土圧は妻壁と地盤の相互作用により発生するが，妻壁の挙動は構造

物全体の挙動とは異なり，部材としての応答となるため，等価剛性とはせず鉄

筋コンクリート部材の剛性を考慮する。 

・縦断方向の地震時荷重は，水平２方向載荷の影響が大きい部材のうち，１方向

載荷時の照査値が最も厳しい部材・時刻に対し，同時刻の縦断方向の地震時荷

重を，位相を変えた地震動により算出して用いる。

（８）耐震安全性評価

・地震時荷重を載荷した構造物の変形が，部材ごとに要求される機能に応じた許

容限界を上回らないことを確認する。 

・各部位の許容限界について，取水槽には第6－2－2－17,18図に示すとおり止水

機能が求められる部位があり，その他の部位では通水機能や支持機能が求めら

れ，部位ごとに要求機能が異なる。したがって，各要求機能に対する目標性能

を第6－2－2－3表のとおり整理し，目標性能毎に許容限界を設定する。 

・なお，妻壁を耐震壁とみなし，JEAG4601-1987に基づいた耐震評価を行う。同

基準において，耐震壁の終局時の変形として層間変形角4/1000が規定されてお

り，これに安全率２を有する層間変形角2/1000は，耐震壁の通水機能や支持機

能の許容限界として既工認実績がある。なお，止水機能が要求される部位につ

いては，JEAG4601-1991に規定されている層間変形角がスケルトンカーブの第

１折れ点以下であることを許容限界とした耐震評価を行うこととし，これにつ

いても，耐震壁のせん断変形に対する水密性評価の許容限界として既工認実績

がある。
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第6－2－2－17図 取水槽 止水機能が求められる部位（縦断図（⑤－⑤断面）） 

 
第6－2－2－18図 取水槽 止水機能が求められる部位（平面図） 

 

第6－2－2－3表 要求機能に応じた許容限界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求機能
要求機能に対する

目標性能

許容限界

曲げ せん断

通水機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力（面外），
層間変形角2/1000（面内）

止水機能
鉄筋が降伏しない
発生せん断力がせん断耐
力以下

圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応するひずみ
主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ

せん断耐力（面外），
層間変形角第１折れ点（面内）

支持機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力（面外），
層間変形角2/1000（面内）
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2.3 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎（地中部及び半地下部）の配置図を第 6－2

－3－1 図に，平面図を第 6－2－3－2 図に，縦断図を第 6－2－3－3 図に，断面図

を第 6－2－3－4図～第 6－2－3－5図に，地質断面図を第 6－2－3－6図に，岩級

断面図を第 6－2－3－7図にそれぞれ示す。 
Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，Ｓクラス設備であるＢ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク等の間接支持機能が要求される。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，延長約 20m，幅約 19m，高さ約７m の鉄

筋コンクリート造の地中及び半地下構造物である。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（地中部は南北方向，半地下部は東西方向）に加振した場合は，加振

方向に直交する方向の構造物の長さに対する加振方向と平行に配置される壁の厚

さの割合が大きくなるので，長辺方向が強軸となり，短辺方向（地中部は東西方

向，半地下部は南北方向）が弱軸となる。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特

徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 
第 6－2－3－1図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎
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第6－2－3－2図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 平面図 
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第 6－2－3－3図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 縦断図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－3－4図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－3－5図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（②－②断面） 
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第6－2－3－6図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 地質断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－3－7図 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 岩級断面図（②－②断面） 
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Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－

2－3－1表）。 

 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（1/2） 

 

 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備

・Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプ
・Ｂ－ディーゼル燃料移送系 配管・
弁他

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク
・Ｂ－ディーゼル燃料移送系 配管・
弁他

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク
・Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプ
・Ｂ－ディーゼル燃料移送系 配管・
弁他

設置
状況

・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面（半地下部） ・弱軸方向断面（地中部）
・強軸方向断面（地中部）
・弱軸方向断面（半地下部）

・鉄筋コンクリート造の半地下構造物 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物
・鉄筋コンクリート造の地中構造物及
び半地下構造物

・隔壁及び中床版を有する ・３連のボックスカルバート（タンク格
納槽）により構成される

・地中部及び半地下部により構成され
る

寸法 ・幅19.22m，高さ6.50m ・幅19.22m，高さ6.65m
・幅22.90m，高さ4.20m，
6.50m及び6.65m

観点
Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・③－③断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，①－①～②
－②断面との差異は小さいと判断する

構造物
側部及び

上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRの周辺地質が岩盤であり，各断面で差異は小さいと判断する

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴及び周辺状況に差異がある
ことから，各断面の床応答特性が異なる
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2.4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の配置図を第6－2－4－1図に，平面図を第6－

2－4－2図に，縦断図を第6－2－4－3図に，断面図を第6－2－4－4図～第6－2－4

－5図に，地質断面図を第6－2－4－6図～第6－2－4－7図に，岩級断面図を第6－2

－4－8図～第6－2－4－9図にそれぞれ示す。 
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち低圧原子炉代替注水槽は，常設重大事

故等対処設備であり，貯水機能が要求される。また，低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽は常設重大事故等対処設備である低圧原子炉代替注水ポンプ等の間接支持

機能が要求される。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，延長26.6m，幅13.4m，高さ16.0m又は19.6m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向に直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に設置される壁の厚さの割合が大きくなるので，長

辺方向が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴

が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－4－1図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 配置図 

  

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽
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第 6－2－4－2図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

 

 

 
第 6－2－4－3図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－4－4図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－4－5図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－4－6 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 
第 6－2－4－7 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－4－8図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－4－9図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（②－②断面）  
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低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－

2－4－1表）。 

 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（1/2） 

 
 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持 ・貯水
・間接支持
・貯水

間接支
持する
設備

設備
・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

・なし ・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・中床版を有する ・水槽により構成される ・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ16.00～
19.60m

・幅13.40m，高さ16.00m
・幅26.60m，高さ16.00～
21.19m

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約16.0mで，概ね矩形である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・第１ベントフィルタ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①及び③－③断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状
況に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.5 第１ベントフィルタ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽の配置図を第6－2－5－1図に，平面図を第6－2－5－

2図に，縦断図を第6－2－5－3図に，断面図を第6－2－5－4図～第6－2－5－5図に，

地質断面図を第6－2－5－6図～第6－2－5－7図に，岩級断面図を第6－2－5－8図

～第6－2－5－9図にそれぞれ示す。 
第１ベントフィルタ格納槽は，常設重大事故等対処設備である第１ベントフィ

ルタスクラバ容器等の間接支持機能及び遮蔽機能が要求される。 

第１ベントフィルタ格納槽は，延長24.6m，幅13.4m，高さ14.0m～18.7mの鉄筋

コンクリート造の地中構造物である。 

第１ベントフィルタ格納槽はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支持されてい

る。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向に平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

第１ベントフィルタ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね

同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

第 6－2－5－1図 第１ベントフィルタ格納槽 配置図 

  

第１ベントフィルタ格納槽
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第 6－2－5－2図 第１ベントフィルタ格納槽 平面図 

 

 

第 6－2－5－3図 第１ベントフィルタ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－5－4図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－5図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－5－6図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－7図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－5－8図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－5－9図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（②－②断面） 
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第１ベントフィルタ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状

況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－5－

1表）。 

 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（1/2） 

 
 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

 

  

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能
・間接支持
・遮蔽

間接支
持する
設備

設備

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
他

設置
状況

・設備毎に異なる。

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ14.00～
18.70m

・幅13.40m，高さ14.00m
・幅24.60m，高さ14.00～
17.60m

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約5.7mで矩形及び台形状である

構造物側
部及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約14.0m～19.7mで矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物
・補助消火水槽
・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.6 緊急時対策所用燃料地下タンク 

緊急時対策所用燃料地下タンクの配置図を第6－2－6－1図に，平面図を第6－2

－6－2図に，縦断図を第6－2－6－3図に，断面図を第6－2－6－4図に，地質断面

図を第6－2－6－5図に，岩級断面図を第6－2－6－6図にそれぞれ示す。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，常設重大事故緩和設備であり，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）で構成され，非常用発電装置に係る燃料の

貯蔵が要求される構造物である。なお，要求性能を期待する部位は，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）である。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，延長12.8m，幅3.85m，高さ3.9mの鉄筋コン

クリート造の地中構造物である。 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西断面）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

緊急時対策所用燃料地下タンクの弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－6－1図 緊急時対策所用燃料地下タンク 配置図 

  

緊急時対策所用燃料地下タンク
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第 6－2－6－2図 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

 

 

 
第 6－2－6－3図 緊急時対策所用燃料地下タンク 縦断図（②－②断面） 
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第 6－2－6－4図 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－6－5図 緊急時対策所用燃料地下タンク 地質断面図（①－①断面） 
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第 6－2－6－6図 緊急時対策所用燃料地下タンク 岩級断面図（①－①断面） 
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緊急時対策所用燃料地下タンクについて，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2

－6－1表）。 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（1/2） 

 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・非常用発電装置に係る燃料の貯蔵

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置
状況

－

②構造的
特徴

形式
・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅3.85ｍ，高さ3.90ｍ ・幅12.80ｍ，高さ3.90ｍ

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物
側部及び

上部

・MMRが分布している

・MMRは高さ約4.0ｍで，矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は概ね一様であり，地震波の伝搬特性は一様である

⑤機器・配管系の振動特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の配置図を第6－2－7－1図に，平面

図を第6－2－7－2図に，縦断図を第6－2－7－3図に，断面図を第6－2－7－4図～

第6－2－7－7図に，地質断面図を第6－2－7－8図に，地質縦断図を第6－2－7－9

図に，岩級縦断図を第6－2－7－10図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，Ｓクラス設備である非常用ガス

処理系配管・弁等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，延長約20mの鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，幅6.7m，高さ3.1mの２連のボックスカルバート構造，幅6.2m，

高さ3.6mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい

線状構造物である（第6－2－7－4図～第6－2－7－7図）。 
 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に

支持されている。 

 

第6－2－7－1図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）
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第6－2－7－2図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

 

第6－2－7－3図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）縦断図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－7－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）縦断図（①－①断面）  
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第6－2－7－5図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－7－6図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（③－③断面） 

 

 

第6－2－7－7図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（④－④断面） 
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第6－2－7－8図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質断面図（③－③

断面） 

 

 

第6－2－7－9図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質縦断図（⑤－⑤

断面） 
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第6－2－7－10図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）岩級縦断図（⑤－⑤

断面） 
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屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理し

た（第6－2－7－1表）。 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（1/2） 

 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から断面を評価対象断面として選定する。なお，

詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その

観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接
支持
する
設備

設備
・非常用ガス処理系 配管，弁
・Ａ－ディーゼル燃料移送系 配管・弁
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル燃料移送系 配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面 ・弱軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート ・２連のボックスカルバート ・ボックスカルバート

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）弱
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）強
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

―

寸法 ・幅19.60m，高さ3.60m ・幅6.70m，高さ2.50m ・幅6.70m，高さ3.10m ・幅6.20m，高さ3.60m

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約3.9～6.8mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約1.0～3.9mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約4.9m～10.4m
で，構造物直下に分布している

・MMRは高さ約4.9mで，構造物
直下に分布している

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・屋外配管ダクト（タービン建物～
排気筒）は排気筒と構造目地
で接続されており，排気筒の影
響を受けないことから，モデル化
する隣接構造物はない

・タービン建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる
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【屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の３次元モデルによる耐震評価】 

第6－2－7－11図～第6－2－7－13図に示すように，屋外配管ダクト（タービン

建物～排気筒）の底版の一部が，屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂

版の一部と一体化している範囲があることから，当該部位のような複雑な構造に

おける立体的な作用荷重を精緻に評価するため，３次元モデルによる耐震評価を

実施する。 

 

 

第6－2－7－11図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

 

 
第6－2－7－12図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（①－①断面）  

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

②

②

 Ｎ 

①

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

①

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

排気筒

▽EL+8800

W→←E

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

19690

3
6
0
0

▽EL+8500

単位：mm

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例
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第6－2－7－13図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部は，屋外配管ダクト（タ

ービン建物～排気筒）を間接支持する構造物であることから，屋外配管ダクト（タ

ービン建物～排気筒）と同じ要求機能を満足することを確認する。屋外配管ダク

ト（タービン建物～放水槽）の一体化部の要求機能，目標性能，許容限界等を第6

－2－7－2表に示す。 

 

第6－2－7－2表 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部における

耐震評価条件 

 

 

 

３次元モデル範囲は，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダ

クト（タービン建物～放水槽）のそれぞれの構造目地間とし，イメージを第6－2

－7－14図に示す。なお，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）における耐震

評価は，３次元ＦＥＭモデルによる静的線形解析により評価を行う。 

 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）

単位：mm

タービン建物

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

要求機能
要求機能に対する

目標性能

許容限界
解析手法 解析モデル

曲げ せん断

支持機能 終局状態に至らない
限界層間変形角
又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ

せん断耐力 時刻歴応答解析
地質データに基づく
FEMモデル
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（イメージ図方向①） 

 

（イメージ図方向②） 

第6－2－7－14図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）イメージ図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

イメージ図方向①

イメージ図方向②

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物東

西

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

東

西

タービン建物
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2.8 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の配置図を第6－2－8－1図に，平面

図を第6－2－8－2図に，縦断図を第6－2－8－3図に，断面図を第6－2－8－4図～

第6－2－8－5図に，地質断面図を第6－2－8－6図に，地質縦断図を第6－2－8－7

図に，岩級縦断図を第6－2－8－8図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，Ｓクラス設備である原子炉補機

海水系配管等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，延長約49mの鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，幅7.6m，高さ4.7mのボックスカルバート構造，幅7.0m，高

さ4.2mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい線

状構造物である（第6－2－8－4図～第6－2－8－5図）。 

 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に

支持されている。 

 

第6－2－8－1図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）
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第6－2－8－2図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 平面図 

 

 
第 6－2－8－3図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 縦断図（①－①断

面） 

 

 

第 6－2－8－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）断面図（②－②断面） 

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

①

 Ｎ 

③

③

①

② ②

W→←S

単位：mm

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

タービン建物

E→←W

単位：mm

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

排気筒
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第 6－2－8－5図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）断面図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－8－6図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）地質断面図（②－②

断面） 

 

S→←N

単位：mm

排気筒

放水槽

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

→

→

MMR

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

EL+5.7m

EL+1.0m

EL-4.0m

4
.7

m

7.6m
排気筒

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+8.5m
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第 6－2－8－7図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）地質縦断図（①－①

断面） 

 

 
第 6－2－8－8図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）岩級縦断図（①－①

断面） 

 

  

→

→ 屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）
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折
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屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理し

た（第6－2－8－1表）。なお，①－①断面のうち屋外配管ダクト（タービン建物～

排気筒）との一体化部については，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）に

おける評価対象候補断面として整理する。 

 

第6－2－8－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽））（1/2） 

 

 

第6－2－8－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

   

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

②－②断面 ③－③断面

①要求機能並びに
間接支持する機

器・配管の有無及
び設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持す
る設備

設備
・原子炉補機海水系 配管
・タービン補機海水系 配管，弁
・液体廃棄物処理系系 配管，弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的特徴

形式

・弱軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅7.60m，高さ4.70m ・幅7.00m，高さ4.20m

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

②－②断面 ③－③断面

③周辺状況

周辺地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約5.0mで，構造物直下に分布している ・MMRは高さ約9.2mで，構造物直下に分布している

構造物側部及び
上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・排気筒 ・排気筒

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる（MMR高さ
確認）

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺
状況に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.9 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の配置図を第6

－2－9－1図に，平面図を第6－2－9－2図に，縦断図を第6－2－9－3図～第6－2－

9－4図に，断面図を第6－2－9－5図～第6－2－9－10図に，地質断面図を第6－2－

9－11図～第6－2－9－13図に，地質縦断図を第6－2－9－14図～第6－2－9－15図

に，岩級縦断図を第6－2－9－16図～第6－2－9－17図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，Ｓクラス

設備であるＢ－ディーゼル燃料移送系配管・弁の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，延長約75m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，幅2.67m～3.85m，高さ3.55～4.25mの

ボックスカルバート構造の延長方向に断面の変化が小さい線状構造物である（第6

－2－9－5図～第6－2－9－10図）。 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，一部ＭＭ

Ｒを介してＣＭ級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

 
第6－2－9－1図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル
燃料貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－2図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

平面図 

 

 

第6－2－9－3図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

縦断図（③－③断面） 
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第6－2－9－4図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

縦断図（⑧－⑧断面） 

 

 

第6－2－9－5図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（①－①断面） 

 

 

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

原子炉建物

E→←W
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折
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折
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単位：mm

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル
燃料貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－6図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－9－7図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（④－④断面） 

 

単位：mm

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル
燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

単位：mm

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－8図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

第6－2－9－9図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（⑥－⑥断面） 

 

単位：mm

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

原
子
炉
建
物

単位：mm

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－10図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（⑦－⑦断面） 

 

 

第6－2－9－11図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（①－①断面） 

 

原
子
炉
建
物

単位：mm

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

1.5m

EL+11.0m

約
3
.1

m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル
燃料貯蔵タンク～
原子炉建物）

EL+15.0m

MMR
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第6－2－9－12図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

第6－2－9－13図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（⑦－⑦断面） 

約2.7m

EL+11.26m

EL+15.0m

約
3
.0

m

埋戻土
（掘削ズリ）

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

MMR

MMR

約1.7m

約
2
.7

m

原子炉建物

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+11.26m

EL+15.0m

埋戻土
（掘削ズリ）
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第6－2－9－14図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（③－③断面） 

 

 

第6－2－9－15図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（⑧－⑧断面） 

約13.9m

約
3
.1

m

埋戻土
（掘削ズリ）

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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MMR
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折
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点
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点

MMR

←S N→

EL(m)EL(m)
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埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

約63.2m

原子炉建物

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

折
れ

点

折
れ

点
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第6－2－9－16図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

岩級縦断図（③－③断面） 

 

 
第 6－2－9－17図 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建

物） 岩級縦断図（⑧－⑧断面） 

 

 

 

:岩相境界線

凡例
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EL+15.0m
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折
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折
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屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

EL+15.0m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR
原子炉建物

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

折
れ

点

折
れ

点

CM級以上
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凡例
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屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）について，間

接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震

評価候補断面を整理した（第6－2－9－1表）。 

 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物））(1/3) 

 
 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物））(2/3) 

 

 

 

 

 

 

 

観点
屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

①－①断面 ②－②断面

①要求機能並
びに間接支持
する機器・配
管の有無及び

設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・Ｂ－ディーゼル燃料移送系 配管・弁

設置状況 ・延長方向に一様に配置されている

②構造的特徴
形式

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅2.70m，高さ4.25m ・幅2.70m，高さ3.55m

③周辺
状況

周
辺
地
質

構造物下部 ・一部MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

構造物側部及び
上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約3.6m～13.1mで，台形状である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様
である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに周辺状況は一
様であるが，構造的特徴に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる

観点
屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面 ⑦－⑦断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・Ｂ－ディーゼル燃料移送系 配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅3.85m，高さ4.25m ・幅2.67m，高さ3.74m
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第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物））(3/3) 

 
 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面 ⑦－⑦断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約2.1m及び15.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約15.5mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約15.5mでL字形
である

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している ・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約6.1m及び19.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約19.1mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約3.6mで西側に
一様に分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・原子炉建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.10 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

配置図を第6－2－10－1図に，平面図を第6－2－10－2図に，縦断図を第6－2－10

－3図に，断面図を第6－2－10－4図～第6－2－10－6図に，地質断面図を第6－2－

10－7図に，地質縦断図を第6－2－10－8図に，岩級縦断図を第6－2－10－9図にそ

れぞれ示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

常設重大事故等対処設備であるガスタービン発電機用燃料移送配管・弁の間接支

持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

延長58.32m，幅2.8m，高さ1.8mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，延長

方向に断面の変化がない線状構造物である（第6－2－10－4～第6－2－10－6図）。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

ＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

第 6－2－10－1図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 配置図  

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機
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第6－2－10－2図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

 

 

第6－2－10－3図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

縦断図（④－④断面） 

  

②

②

 
Ｎ

 
単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

①

①

③ ③

ガスタービン発電機建物

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～

ガスタービン発電機）ガスタービン
発電機建物

ガスタービン
発電機用

軽油タンク基礎

←E W→

単位：㎜

▽EL+45950

折
れ
点

折
れ
点
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第6－2－10－4図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－10－5図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－10－6図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（③－③断面）  

単位：mm

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）
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第 6－2－10－7図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－10－8図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質縦断図（④－④断面） 

  

約1.8m

EL+45.95m

約
1
.2

m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

屋外配管ダクト
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4条-別紙6-76



 

 

第6－2－10－9図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

岩級縦断図（④－④断面） 

  

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

折
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折
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屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）に

ついて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏

まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－10－1表）。 
 

第6－2－10－1表 耐震評価候補断面の整理 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備 ・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている。

②構造的
特徴

形式 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅2.80m，高さ1.80m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約0.8～1.0m程度で台形状である。

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している。

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であり，構造的特徴及び周辺状況も一様である
ことから，各断面の床応答特性に差異はない
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2.11 取水口 

取水口の配置図を第6－2－11－1図に，平面図を第6－2－11－2図に，断面図を

第6－2－11－3図～第6－2－11－4図に，地質断面図を第6－2－11－5図～第6－2－

11－6図に，岩級断面図を第6－2－11－7図～第6－2－11－8図にそれぞれ示す。 
取水口は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水口は，直径18.6m，高さ13mの基部をアンカーコンクリートで巻き立てられ

た鋼製の構造物である。 

取水口はＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水口は円筒状構造物であるため，強軸及び弱軸が明確ではない。 

 
第 6－2－11－1図 取水口 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

取水口
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第6－2－11－2図 取水口 平面図 

 

 

 

  

取水口Ⅰ

①，③

③

取水口Ⅱ

N

①

②

②

4条-別紙6-80



 

 

第 6－2－11－3図 取水口Ⅰ 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－11－4図 取水口Ⅰ 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm
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第6－2－11－5図 取水口 地質断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－11－6図 取水口 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－11－7図 取水口 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－11－8図 取水口 岩級断面図（③－③断面） 
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取水口について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－11－1表）。 
 

第6－2－11－1表 耐震評価候補断面の整理（取水口） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。 
  

観点
取水口

①－①断面，③－③断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支持
する設備

設備 ・なし

設置状況 －

②構造的
特徴

形式 ・鋼製の円筒状構造物

寸法 ・Φ18.60ｍ，高さ13.00m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・アンカーコンクリート及び海底堆積物・風化岩が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし
・取水口は取水管と可撓ジョイントで接続され
ており，取水管の影響を受けないことから，
モデル化する隣接構造物はない

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，断面位置により周辺状況に差異がなく，地震波の伝搬特性は一
様である

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.12 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の配置図を第6－2－12－1図に，平面図を

第6－2－12－2図に，断面図を第6－2－12－3～第6－2－12－4図に，地質断面図を

第6－2－12－5図に，岩級断面図を第6－2－12－6図にそれぞれ示す。 
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，常設重大事故等対処設備であるガス

タービン発電機用軽油タンク等の間接支持機能が要求される。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，幅18m×18mの鉄筋コンクリート造の

構造物である。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，ＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支

持されている。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は正方形の直接基礎であるため，強軸及

び弱軸が明確ではない。 

 

第 6－2－12－1図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 配置図 

  

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
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第 6－2－12－2図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

第6－2－12－3図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－12－4図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（②－②断面）  

①

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
N

①

屋外配管ダクト
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軽油タンク～ガスタービン発電機）

単位：mm

② ②

単位：mm

単位：mm
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第6－2－12－5図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

地質断面図（①－①断面） 

 

 
第6－2－12－6図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

岩級断面図（①－①断面）  

18m
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（掘削ズリ）

EL+47.2m

MMR

CM級以上

:岩相境界線
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ガスタービン発電機用軽油タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特

徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第

6－2－12－1表）。 
 

第6－2－12－1表 耐震評価候補断面の整理 

（ガスタービン発電機用軽油タンク基礎） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。 
 

 

 

観点
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備
・ガスタービン発電機用軽油タンク
・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置状況 ・一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・断面急変部は存在しない

寸法 ・幅18.00×18.00ｍ

③周辺
状況

周辺地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている
・MMRは高さ約0.7mで，矩形である

構造物側部
及び上部

・岩盤及び一部に埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質変化部 ・南側に岩盤斜面が存在する ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに構造的特徴は一様であるが，周辺状況に差異
があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.13 取水管 

取水管の配置図を第6－2－13－1図に，平面図を第6－2－13－2図に，縦断図を

第6－2－13－3図に，輪谷湾周辺の底質分布を第6－2－13－4図に，平面図（詳細

図）を第6－2－13－5図に，断面図を第6－2－13－6図～第6－2－13－7図に，地質

断面図を第6－2－13－8～第6－2－13－11図に，地質縦断図を第6－2－13－12図に，

岩級縦断図を第6－2－13－13図にそれぞれ示す。 

取水管は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水管は，取水口と取水槽を結ぶ，管径φ4,300mmの鋼製の構造物であり，北側

より，③－③断面（砕石埋戻部），①－①断面（コンクリート巻立部）により構成

され，通水方向に対して一様の断面形状を示す管路構造物である（第6－2－13－6

図～第6－2－13－7図）。 

取水管の縦断方向（通水方向）は，通水方向に対して空間を保持できるように

構造部材が配置されていることから強軸となり，横断方向（通水方向に対する直

交方向）が弱軸となる。 

輪谷湾の底質土砂は，岩及び砂礫で構成されているが，取水口・取水管が設置

される周辺は，岩が分布している（第6－2－13－4図）。 
 取水管は，岩盤掘削した中に砕石または巻立コンクリートを介してＣＭ級以上の

岩盤に支持されている。 

 

第 6－2－13－1図 取水管 配置図 

 

  

 

 

 

第 6－1－1図 平面配置図 

取水管

4条-別紙6-89



 

 
 

第 6－2－13－2図 取水管 平面図 
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第 6－2－13－3図 取水管 縦断図（⑥－⑥断面）  
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第6－2－13－4図 輪谷湾周辺の底質分布（自社調査（1995）） 

 

 

 

第 6－2－13－5図 取水管 平面図（詳細図） 
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第 6－2－13－6図 取水管 断面図（③－③断面） 

 

第 6－2－13－7図 取水管 断面図（①－①断面） 

単位：mm

▽EL-5150

単位：mm
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第6－2－13－8図 取水管 地質断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－13－9図 取水管 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－13－10図 取水管 地質断面図（④－④断面） 

 

 

第6－2－13－11図 取水管 地質断面図（⑤－⑤断面） 
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第6－2－13－12図 取水管 地質縦断図（⑥－⑥断面） 

 

 

 

第6－2－13－13図 取水管 岩級縦断図（⑥－⑥断面） 

  

折
れ

点

取水管

砕石

取水口Ⅰ

折
れ

点

巻立コンクリート

折
れ

点

取水管

砕石

取水口Ⅰ

折
れ

点

CM級以上

巻立コンクリート

:岩相境界線

凡例

4条-別紙6-96



 

取水管について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－13－1表）。 
 

第6－2－13－1表 耐震評価候補断面の整理（取水管） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
 

観点
取水管

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置
位置

－

②構造的
特徴

形式
・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・通水方向に対して一様の断面形状を示す鋼製の構造物

寸法 ・管径Φ4.30ｍ（２連）

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・コンクリートを介してCM
級以上の岩盤に支持
されている

・砕石を介してCM級以上の岩盤に支持されている

・コンクリート及び砕
石を介してCM級
以上の岩盤に支
持されている

構造物側部
及び上部

・コンクリートが分布して
いる

・砕石が分布している
・コンクリート及び砕
石が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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別紙－７ 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

 

機器・配管系における手法の変更点 

について 

  



 

目 次 

 

1． はじめに 

2． 手法の相違点 

3． 手法の変更項目に対する島根 2号炉への適用性 

 

添付資料－1 原子炉建物天井クレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用につい 

て 

添付資料－2 取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用につい 

て 

添付資料－3 ポンプ等の応答解析モデルの精緻化について 

添付資料－4 容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用について 

添付資料－5 原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更について 

添付資料－6 最新知見として得られた減衰定数の採用について 

添付資料－7 水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根法による組合せ 

について 

添付資料－8 等価繰返し回数の評価方針について 

添付資料－9 多入力の時刻歴応答解析の適用について 



 

1. はじめに

機器・配管系の耐震評価において既工認から評価手法を変更するものについて，

「別紙－１ 設置変更許可申請における既許可からの変更点及び既工認との手

法の相違点の整理について」の整理結果を踏まえ，手法の相違点及び島根２号炉

としての適用性の確認結果を示す。 

2. 手法の相違点

(1) クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用

原子炉建物天井クレーン及び取水槽ガントリクレーンの解析では，より詳細

な手法を用いる観点から，すべり及び浮上りの条件を考慮した非線形時刻歴応

答解析にて評価を実施する。クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用は，

他プラントを含む既工認あるいは新規制工認において適用実績がある手法で

ある（詳細は添付資料-1 参照）。なお，取水槽ガントリクレーンについては，

既工認の実績として参照した大間１号炉建設工認の原子炉建屋天井クレーン

と主要構造に差異がある（詳細は添付資料-2参照）。 

(2) ポンプ等の応答解析モデルの精緻化

最新の工認実績を踏まえ，ポンプ等の一部設備に対して応答解析モデルの変

更を行う。応答解析モデルの変更については，他プラントを含む既工認におい

て適用実績がある手法である（詳細は添付資料-3参照）。 

(3) 容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用

既工認において，公式等による評価にて耐震計算を実施していた設備につい

て，３次元ＦＥＭモデル等を適用した耐震評価を実施する。ＦＥＭモデルを用

いた応力解析手法は，他プラントを含む既工認において適用実績がある手法で

ある（詳細は添付資料-4参照）。 

(4) 原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更

原子炉本体及び炉内構造物の水平方向応答解析モデルについて，既工認では

建設工程の関係上，原子炉格納容器－原子炉圧力容器モデルと原子炉圧力容器

－炉内構造物モデルの２種類のモデルを用いていたが，今回工認では，原子炉

格納容器－原子炉圧力容器－炉内構造物モデルを用いる。これに合わせて，原

子炉圧力容器スタビライザ及び原子炉格納容器スタビライザのばね定数算出

方法について，最新の工認実績を踏まえた算出方法に変更する。本手法は，他

プラントを含む既工認あるいは新規制工認において適用実績がある手法であ

る。 

また，鉛直方向に動的地震力が導入されたことから，原子炉本体及び炉内構

造物について，鉛直方向の応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モ

デルとは別に鉛直方向応答解析モデル（原子炉格納容器－原子炉圧力容器－炉

内構造物モデル）を新たに採用し，鉛直地震動に対する評価を実施する。鉛直

方向応答解析モデルは，他プラントを含む既工認において適用実績がある手法

である（詳細は添付資料-5参照）。 
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 (5) 最新知見として得られた減衰定数の採用 

配管系，原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機について，最新知見として

得られた減衰定数を採用する。その値は，振動試験結果等を踏まえ，設計評価

用として安全側に設定した減衰定数を採用したものである。また，鉛直方向の

動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計用減衰定数についても新た

に設定している。 

上記の減衰定数の設定は，他プラントを含む既工認において適用実績がある

手法である（詳細は添付資料-6参照）。 

 (6) 水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根法による組合せ 

鉛直方向の動的地震力が導入されたことから，水平方向と鉛直方向の地震力

の組合せとして，既往の研究等に基づき二乗和平方根（以下「ＳＲＳＳ」とい

う。）法を用いる。ＳＲＳＳ法による荷重の組合せは，他プラントを含む既工

認において適用実績がある手法である（詳細は添付資料-7 参照）。 

 (7) 等価繰返し回数の評価方針 

   基準地震動の見直しに伴い，耐震評価における疲労評価に適用する等価繰

返し回数を見直す。適用する等価繰返し回数の設定法は他プラントを含む既

工認において適用実績がある手法である（詳細は添付資料-8参照）。 

 (8) 多入力の時刻歴応答解析手法の適用 

三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析において，多入力の時刻

歴応答解析手法を適用する。なお，本解析手法は，原子炉建物等の建物・構

築物の地震応答解析において，他プラントを含む既工認にて適用実績がある

（詳細は添付資料-9参照）。 

 

3. 手法の変更項目に対する島根２号炉への適用性 

手法の変更点について，以下に示す３項目に分別した上で，島根２号炉として

の適用性を示す。 

 (1) 先行プラントの知見反映を基本として変更する手法 

先行プラントで適用されている知見を反映する変更項目については，評価対

象施設に応じて質点系モデル，ＦＥＭモデル等により適切にモデル化し，適切

な解析手法を用いて地震応答解析を実施することから，島根２号炉への適用に

際して問題となることはない。 

・クレーン類への非線形時刻歴応答解析の適用 

・ポンプ等の応答解析モデルの精緻化 

・容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用 

・原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更 

・等価繰返し回数の評価方針 

 (2) 鉛直方向地震の動的な取扱いを踏まえて適用する手法 

平成 18 年９月の耐震設計審査指針改訂から鉛直方向地震力に対する動的な

取扱いがされており，大間１号炉建設工認及びＰＷＲプラントの新規制工認で

4条-別紙7-2



 

適用実績があり，島根２号炉への適用に際して問題となることはない。 

・水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根による組合せ

・原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更

(3) より現実的な応答を模擬する観点から採用する手法

ａ．最新知見として得られた減衰定数の採用 

配管系，原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰定数は，振動試験

結果等を踏まえて設定した減衰定数を採用する。 

配管系については，ＰＷＲプラントの新規制工認で適用実績があり，また

炉型，プラントごとによる設計方針について大きな差はない。また，最新知

見として採用する減衰定数の設定の検討に際して，ＢＷＲプラントの配管系

を踏まえた検討も実施しており，適用に際して問題となることはない。 

原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰定数の設定に際しては，振

動試験を用いた検討を実施している。振動試験の試験体は，実機と同様の振

動特性である試験体を用いることにより，減衰定数のデータを採取している。

島根２号炉の原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機は，振動試験に用いた

試験体と同様の構造，仕様であることを確認しており，最新知見として得ら

れた減衰定数の適用に際して問題となることはない（試験等の詳細は，添付

資料-6 に記載）。なお，本減衰定数の適用は大間１号炉建設工認及びＰＷＲ

プラントの新規制工認において適用実績がある。 

ｂ．多入力の時刻歴応答解析手法の適用 

 三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析において，多入力の時刻

歴応答解析手法を適用する。本解析手法は，原子炉建物等の建物・構築物の

地震応答解析において，他プラントを含む既工認にて適用実績がある。 
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添付資料－1 

原子炉建物天井クレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用について 

1. 概要

島根２号炉原子炉建物天井クレーン（以下「天井クレーン」という。）（第 1－

1図）の耐震評価は，既工認では，鉛直方向について静的地震力のみ考慮してい

たことから手計算により評価を実施していた。今回工認では，鉛直方向について

動的地震力を考慮する必要があること及びクレーンがレール上に固定されてい

ないという構造上の特徴を踏まえ，鉛直方向地震力に対する車輪の浮上り挙動を

考慮した解析モデル（第 1－2図）を用いた非線形時刻歴応答解析により評価を

実施する。 

なお，天井クレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用は大間１号炉建設工認，

東海第二新規制工認において適用実績がある。  
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第 1－1 図 原子炉建物天井クレーン概要図 

 

 

 

第 1－2 図 原子炉建物天井クレーンの今回工認における 

解析モデル 

  

ガーダ 

サドル 

横行方向 

走行方向 
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2. クレーン構造 

 2.1 原子炉建物天井クレーンの構造 

島根２号炉と大間１号炉の天井クレーンは，第 2－1 図に示す通り原子炉建

物に設置された走行レール上をガーダ及びサドルが走行し，ガーダ上に設置さ

れた横行レール上をトロリが横行する同様の構造となっており，地震力に対し

以下の挙動を示す。島根２号炉原子炉建物天井クレーンの主要諸元については

添付資料(1－1)に示す。 

 

(1) 走行方向の水平荷重 

ａ． 天井クレーンは走行レール上に乗っており固定されていないため，走行

方向の水平荷重が天井クレーンに加わっても，天井クレーンは走行レー

ル上をすべり，天井クレーン自体には走行レール－走行車輪間の最大静

止摩擦力以上の荷重は作用しない。 

ｂ．天井クレーンの走行車輪は，駆動輪及び従動輪である。 

ｃ．走行車輪の駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されている

ため，最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転

部分が追随できず，走行レール上をすべる。 

 

(2) 横行方向の水平荷重 

ａ．ガーダ関係 

(a) 横行方向は，走行レールに対して直角方向であり，ガーダは横行方向が走

行レールにより拘束される。このため横行方向の地震慣性力が，そのま

まガーダに作用する。 

ｂ．トロリ関係 

(a) トロリはガーダの上に乗っており，ガーダとは固定されていないため，横

行方向の荷重がトロリに加わっても，トロリは横行レール上をすべり，

トロリ自体には横行レール－横行車輪間の最大静止摩擦力以上の荷重は

作用しない。 

(b) トロリの横行車輪は，駆動輪及び従動輪である。 

(c) トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，

最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が

追随できず，横行レール上をすべる。 

 

(3) 鉛直荷重 

ａ． 島根２号炉天井クレーンは，トロリストッパ及び落下防止ラグにより浮

上りを防止する構造としていたが，鉛直方向に動的な地震動を考慮する

ことにより鉛直方向地震力が大きくなったことから，浮上りを許容する

ことで耐震性を確保する構造に変更した。これにより，トロリ及びガー

ダは，レールと固定されていないことから，鉛直方向の地震力によって
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レールから浮き上がる可能性があるが，車輪周りのトロリストッパ及び

落下防止ラグの間の取合い構造は，許認可実績のある大間１号炉の原子

炉建屋天井クレーンと同様の構造となっていることから，車輪周りを含

めた応答解析モデルは大間１号炉と同様にモデル化することができる。

島根２号炉天井クレーンの構造変更の概要を添付資料(1－2)に示す。 
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 大間１号炉 島根２号炉 

Ａ部 

  

Ｂ部 

  

   

第 2－1 図 車輪周りの構造比較 

 

 

  

ガーダ 

走行レール 

ランウェイガーダ 

落下防止ラグ 

走行方向（ＥＷ方向） 

横行レール 

トロリストッパ 

サドル 

従動輪 

駆動輪 

走行レール 落下防止ラグ 

横行レール 

走行レール 

ガーダ 

横行方向（ＮＳ方向） 

トロリ トロリ 

A 部 

B 部 

トロリ 

ストッパ 
トロリ 

ガーダ 

ガーダ 

脱線防止ラグ 

トロリ 

ガーダ 

トロリ 

ストッパ 
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3. 解析評価方針 

 3.1 原子炉建物天井クレーンの評価方針 

(1) 評価方法 

既工認，今回工認及び大間１号炉建設工認の評価方法を第 3－1 表に示す。

今回工認では，鉛直方向の動的地震力を考慮する必要があること及びレール

上に固定されていないという構造上の特徴を踏まえ，鉛直方向の地震力に対

する車輪部の浮上り挙動を考慮した３次元ＦＥＭ解析モデルを用いた非線形

時刻歴応答解析により評価を実施する。 

 

第 3－1表 島根２号炉既工認，今回工認及び大間１号炉建設 

工認の評価方法の比較 

項目 大間 1号炉 
島根２号炉 

既工認 今回工認 

解析手法 
非線形 

時刻歴応答解析 

手計算による 

評価 

非線形 

時刻歴応答解析 

解析モデル 
３次元ＦＥＭ解析 

モデル 
－ 

３次元ＦＥＭ解析 

モデル 

車輪－レール間の 

境界条件 

すべり，浮上り， 

衝突考慮 
すべり考慮 

すべり，浮上り， 

衝突考慮 

地震力 
水平 動的地震力 動的地震力 動的地震力 

鉛直 動的地震力 静的地震力 動的地震力 

入力地震動 

原子炉建物における

クレーン設置位置の

床応答加速度 

原子炉建物における

クレーン設置位置の

床応答加速度 

原子炉建物における

クレーン設置位置の

床応答加速度 

減衰 

定数 

水平 2.0％ 1.0％注１ 2.0％注２ 

鉛直 2.0％ － 2.0％注２ 

解析プログラム 
ＡＢＡＱＵＳ 

（Ver.6.5－4） 
－ 

ＡＢＡＱＵＳ 

（Ver.6.11-1） 

注１：既工認では剛であることを確認した上で動的震度を適用しているため，減衰定数は評価には

使用していない。 

注２：添付資料-6「最新知見として得られた減衰定数の採用について」において適用性を説明する。 
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(2) 地震応答解析モデル 

天井クレーンを構成する主要部材はビーム要素でモデル化する。車輪部は

レールに乗っており，すべり及び浮上り等の非線形挙動が生じる構造である

ことから，ギャップ要素，ばね要素及び減衰要素でモデル化する。天井クレ

ーンの解析モデルを第 3－1図に示す。なお，今回工認の天井クレーンのモデ

ル化は，大間１号炉建設工認と同様の設定方法である。車輪部の非線形要素

については添付資料(1－3)に示す。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－1 図 原子炉建物天井クレーン解析モデル 

 

  

ギャップ要素 
（車輪－レール間のすべり，浮上り，衝突 
をモデル化） 

ばね，減衰要素 
（車輪－レール間の接触剛性，接触減衰をモデル化） 

質点要素 
（吊荷をモデル化） 

ギャップ要素 
（車輪－レール間のすべり，浮上り，衝突をモデル化） 

ばね・減衰要素 
（車輪－レール間の接触剛性，接触減衰をモデル化） 

ビーム要素 

（サドルの質量，剛性をモデル化） 

ビーム要素 

（ガーダの質量，剛性をモデル化） 

トラス要素 
（ワイヤロープをモデル化※） 

：原子炉建物における天井クレーン設置位置の 
床応答加速度時刻歴波の入力位置 
 

ビーム要素 

（トロリの質量，剛性をモデル化） 

※：ワイヤロープ長さは，最大吊荷荷重を取り扱う際の実運用を
踏まえて，クレーン本体の評価が保守的になるよう最大吊り
上げ時の長さ以下で設定する。 
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3.2 地盤物性等の不確かさに対する検討方針 

スペクトルモーダル解析では，床応答加速度は地盤物性等の不確かさによる

固有周期の変動を考慮して周期方向に±10％拡幅した設計用床応答曲線を用

いている。 

本評価では，時刻歴応答解析を採用することから，今回工認では地盤物性等

の不確かさによる固有周期の変動の影響を考慮し，機器評価への影響が大きい

地震動に対し，ASME Boiler and Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ, DIVISION1

－NONMANDATORY APPENDIX N（ARTICLE N－1222.3 Time History Broadening）

に規定された手法等により検討を行う。Time History Broadening の概念を

第 3－2図に示す。 

なお，上記変動を考慮した設計用床応答曲線の谷間にクレーンの固有周期が

存在する場合は，ＡＳＭＥの規定に基づき，ピーク位置が固有周期にあたる場

合の検討も行う。 
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ASME B&PV Code Sec.Ⅲ Appendix-N 2017 より引用 

 

第 3－2図 Time History Broadeningの概念図 

オリジナルの床応答の時刻歴波に加え
て時間刻みを±10％シフトさせた時刻
歴波を作成 各時刻歴波を床応答スペクトル化 

固有周期と合致するよう調整した時刻歴波 

機器の固有周期が床応答スペクトルピークの谷間に存在する場合，ピークと合うような時刻

歴波を作成し，時刻歴応答解析を実施する。 

－10% +10%
応

答
加

速
度

（
Ｇ
）

周期（Ｓ）

機器の固有周期

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 添付資料

  (1－1) 島根２号炉原子炉建物天井クレーンの主要諸元 

  (1－2) 島根２号炉原子炉建物天井クレーンの構造変更 

  (1－3) クレーン車輪部の非線形要素（摩擦，接触，減衰）

  (1－4) クレーンの地震時挙動に関する補足説明

5. 参考文献

(1) 平成 19 年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動

的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（08 耐部報－0021，（独）

原子力安全基盤機構）

(2) 平成 20 年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動

的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（09 耐部報－0008，（独）

原子力安全基盤機構）
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添付資料(1－1) 島根２号炉原子炉建物天井クレーンの主要諸元 

仕 様 大間１号炉 島根２号炉 

トロリ

質量 Ｗｔ（ton） 80 56 

高さ ｈ（m） 2.8 3.4 

スパン ｌ１（m） 7.7 5.6 

スパン ｌ２（m） 4.6 4.9 

ガーダ 

質量 Ｗｇ（ton） 190 149 

高さ Ｈ（m） 2.5 2.4 

スパン Ｌ１（m） 34.9 34.9 

スパン Ｌ２（m） 9.4 7.3 

総質量 Ｗ（ton） 270 205 

Ｌ１ ｌ２ 

Ｌ２ 
ｌ１ 

Ｈ 

ｈ 

サドル

トロリ Ｗｔ

ガーダ Ｗｇ 

横行方向 

走行方向 

4条-別紙7-14



添
付
資
料

(1
－
2)
 
 島

根
２
号
炉
原
子
炉
建
物
天
井
ク
レ
ー
ン
の
構
造
変
更

 

落
下

防
止

ラ
グ

及
び

 

ト
ロ

リ
ス

ト
ッ

パ
の

形
状

を
変

更
 

変
 

更
 

前
 

変
 
更
 

後
 

Ｂ
：
ト
ロ
リ
ス
ト
ッ
パ
の
形
状

 

Ａ
：
落
下
防
止
ラ
グ

 

Ｂ
：
ト
ロ
リ
ス
ト
ッ
パ

 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
 

Ｂ
 

Ｂ
 Ｂ

 

Ｂ
 

落
下
防
止
ラ
グ

 
落
下
防
止
ラ
グ

 

ガ
ー
ダ

 
ガ
ー
ダ

 

Ａ
：
落
下
防
止
ラ
グ
の
形
状

 
Ａ
：
落
下
防
止
ラ
グ
の
形
状

 

ガ
ー
ダ

 
ガ
ー
ダ

 

ト
ロ

リ

ス
ト

ッ
パ

ト
ロ
リ

 
ト
ロ
リ

ト
ロ

リ

ス
ト

ッ
パ

Ｂ
：
ト
ロ
リ
ス
ト
ッ
パ
の
形
状

 

走
行

レ
ー
ル

 

ラ
ン

ウ
ェ
イ

ガ
ー
ダ

ラ
ン

ウ
ェ
イ

ガ
ー
ダ

走
行

レ
ー
ル

 

横
行

レ
ー
ル

 
横
行
レ
ー
ル

 

4条-別紙7-15



 

添付資料(1－3) クレーン車輪部の非線形要素（摩擦，接触，減衰） 

クレーン車輪部のモデル化では，すべり，浮上り及び衝突の挙動を模擬するた

めギャップ要素を用いる。また，接触部位の局所変形による接触剛性をばね要素

で，衝突による減衰効果を減衰要素で模擬し，第 3－1添図に示すように，ギャッ

プ要素と直列に配置する。 

第 3－1添図 車輪部の非線形要素 

1. 車輪とレール間の摩擦特性

クレーンの車輪には電動機及び減速機等の回転部分と連結された駆動輪と，回

転部分と連結されていない従動輪の２種類がある。第 3－2添図に天井クレーン

の概要図を示す。このうち駆動輪は回転が拘束されているため，最大静止摩擦力

以上の地震慣性力が加わった場合，レール上をすべる挙動を示す。ここで，摩擦

係数は既工認と同様の 0.3を用いる。 

第 3－2 添図 天井クレーンの概要図 

2. 車輪とレールの接触剛性

接触剛性は「平成 20年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び

調査 動的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（09耐部報－0008，（独）

原子力安全基盤機構）」を参照し，車輪とレールの衝突時の剛性を模擬したばね

 

 

節点 

ギャップ要素 

ばね要素 減衰要素 

固定点（地震動入力点） 

走行方向(ＥＷ方向) 横行方向(ＮＳ方向) 

横行レール 
横行レール 

トロリ
トロリストッパ

従動輪 

駆動輪 

走行レール 落下防止ラグ 

走行レール 

ガーダ 
サドル

トロリ
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要素を考慮し，クレーン質量で構成される１自由度系の固有振動数が 20Hz相当

になるように設定する。 

3. 車輪とレール間の衝突による減衰

衝突による減衰は「平成 19年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試

験及び調査 動的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（08 耐部報－0021，

（独）原子力安全基盤機構）」にて実施した要素試験のうち，車輪反発係数試験

結果より評価した反発係数から換算する。なお，減衰比と反発係数の関係式には

次式を用いる。 


















2ｈ1

ｈπ
－ exp ｅ

ここで，ｅは反発係数，ｈは減衰比である。 

上記の式で表される反発係数と減衰比との関係を第 3－3添図に示す。 

第 3－3 添図 反発係数と減衰比の関係 
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添付資料(1－4) クレーンの地震時挙動に関する補足説明 

1. 車輪とレールとの摩擦力及び落下防止部材との接触による摩擦力の考慮につ

いて

クレーンはレール上を車輪で移動する構造であるため，地震時にはレールに沿

う方向にすべりが発生し，最大静止摩擦力以上の荷重を受けない構造である。 

天井クレーン本体とランウェイガーダ間の取合い部を例とすると，すべりを想

定する面としては，鉛直方向（車輪－レール間）及び水平方向（落下防止ラグ－

ランウェイガーダ間）が挙げられる（第 4－1添図）。

鉛直方向には，自重が常時下向きに作用し，地震による応答加速度が１Ｇを上

回りクレーン本体が浮き上がるわずかな時間帯を除き，常に車輪はレール上面に

接触し垂直抗力Ｎが発生する。したがって，摩擦係数μ（＝0.30）一定の条件の

下，垂直抗力Ｎを時々刻々変化させた摩擦力ｆ（＝μＮ）を考慮している。 

これに対し，水平方向には常時作用する荷重はなく，水平方向（横行方向）の

地震力が作用し落下防止ラグがランウェイガーダ側面に接触する際にのみ垂直

抗力Ｒが発生する。しかし，地震力は交番荷重であり，接触後も部材間の跳ね返

りが発生することから，側面の接触時間はごくわずかな時間となる。また，大き

な摩擦力が発生するためには，横行方向の地震力により瞬間的に垂直抗力Ｒが発

生する間に，走行方向に大きな地震力が同時に発生することが必要であることか

ら，各方向地震動の非同時性を考慮し，側面の接触による摩擦力は考慮しない。

側面の接触による摩擦力の影響については詳細設計段階で確認を行う。 

なお，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，駆動輪に接続される電動機及び

減速機等の回転部分が破損し，駆動輪が自由に回転する可能性も考えられるが，

その場合は駆動輪が回転することにより摩擦力は低減する。したがって，上記の

ような摩擦力を考慮した評価を行うことで保守的な評価になる。 

第 4－1添図 鉛直方向と水平方向の接触面 

鉛直方向 
の接触面 

水平方向 
の接触面 

接触時の接触面拡大図 

垂直抗力Ｒ

水平方向

垂直抗力Ｎ

鉛直方向

落下防止ラグ 

走行レール 

ランウェイガーダ
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2. レール等の破損による解析条件への影響について

クレーンのモデル化に当たり，車輪がレール上にあり，レール直角方向に対し

落下防止ラグあるいはトロリストッパの支持機能が維持されていることを前提

としている。 

本項では，地震応答解析モデルの前提としている「レール上に車輪がある」こ

とが，落下防止ラグあるいはトロリストッパの健全性を確認することで満足され

ることを天井クレーン本体とランウェイガーダ間の取合い部を例として示す。 

天井クレーン横行方向に地震力が作用するときは，車輪がレール上に乗り上が

る挙動が想定されるが，落下防止ラグがランウェイガーダに接触することにより

横行方向の移動量は制限される。落下防止ラグは構造強度部材として基準地震動

Ｓｓにより生じる地震力に対して耐震性が成立する設計としており，地震で破損

することはないため，落下防止ラグとランウェイガーダ間のギャップに相当する

移動量となった場合でも構造上車輪がレールから落下することはない（第 4－2

添図参照）。 

また，落下防止ラグとランウェイガーダが接触する前に車輪からレールに荷重

が伝わることとなるが，車輪のつばとレールが接触（移動量 12.5mm）してから

落下防止ラグとランウェイガーダが接触（移動量 35mm）し移動が制限されるま

での移動量は 22.5mm 程度であることから，落下防止ラグが接触して機能する前

に鋼製部材であるレールが大きく破損することはないと考えられる。 

以上より，地震時に落下防止ラグがランウェイガーダに接触して機能する前に，

車輪がすべり面であるレールから落下することやレールが大きく破損すること

がないことから，落下防止ラグが機能する前に地震応答解析モデルの前提を満足

しなくなるおそれはないと考えられるが，地震時に落下防止ラグがランウェイガ

ーダに接触して機能する前の車輪とレールの接触による影響については，詳細設

計段階にて念のため確認を行う。 
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(a) 通常時

(b) 水平方向地震力により車輪のつばがレールに接触（水平移動量 12.5mm）

(c) 水平方向地震力により落下防止ラグとランウェイガーダが接触

（水平移動量 35mm） 

第 4－2 添図 天井クレーンの落下防止の概念図注 1 

注 1 本図は車輪がレールから外れないことを示すための概念図であり，構造物の

大きさや間隙については実物とは異なる。 

車輪 

走行レール 

ランウェイガーダ

ガーダ 

落下防止ラグ 
12.5mm 

35mm 

22.5mm 

180mm 

100mm 
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添付資料－2 

取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用について 

目 次 

1. はじめに

2. 基本方針

2.1 要求事項 

2.2 構造の概要 

2.2.1 取水槽ガントリクレーンの主要構造 

2.2.2 単軸粘性ダンパ 

2.2.3 転倒防止装置の構造 

2.2.4 トロリストッパ

2.2.5 ホイストレール・車輪

2.3 評価方針 

2.4 適用規格 

3. 応答解析の方法

3.1 解析方法及び解析モデル 

3.1.1 解析方法の詳細 

3.1.2 解析モデル及び諸元 

3.1.3 解析モデルの境界条件 

3.2 入力地震動 

4. 耐震評価の方法

4.1 評価方針 

4.2 荷重の組合せ 

4.3 評価対象部位 

4.4 許容限界 

4.4.1 許容応力 

4.4.2 許容浮上り量 

4.4.3 吊具の許容荷重 

4.4.4 単軸粘性ダンパの許容限界 

4.5 各部の評価方法 

  4.5.1 取水槽ガントリクレーン本体，転倒防止装置，走行レール，単軸粘性

ダンパブレース及び単軸粘性ダンパクレビス部の応力評価方法 

4.5.2 トロリの浮上り評価方法

4.5.3 吊具の荷重評価方法 

4.5.4 単軸粘性ダンパの変位及び荷重評価方法 
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5. 評価条件・評価結果 

5.1 評価条件 

5.2 評価結果 

 

添付資料 

(2－1) 取水槽ガントリクレーンの改造箇所 

(2－2) 取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用性 

(2－3) 取水槽ガントリクレーンの解析ケースの設定 

(2－4) 取水槽ガントリクレーン車輪部の非線形要素（摩擦，接触，減衰） 

(2－5) 取水槽ガントリクレーン本体及びトロリのすべりの影響について 
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1. はじめに 

設計基準対象施設のうちＳクラスに属する施設，その間接支持構造物及び屋外

重要土木構造物（以下「Ｓクラス施設等」という。）が下位クラス施設の波及的

影響によってその安全機能を損なわないこと，また，重大事故等対処施設のうち

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備並びにこれらが設置

される常設重大事故等対処施設（以下「重要ＳＡ施設」という。）が下位クラス

施設の波及的影響によって重大事故等に対処するために必要な機能を損なわな

いことについては，「別紙－９ 下位クラス施設の波及的影響の検討について」

（以下「波及的影響検討」という。）において確認している。 

波及的影響検討において抽出された下位クラス施設のうち，島根２号炉の取水

槽ガントリクレーンの耐震評価について，取水槽ガントリクレーンがレール上に

固定されていないという構造上の特徴を踏まえ，鉛直方向地震力に対する車輪の

浮上り等の挙動を考慮した応答解析の方法及び耐震評価の方法について示す。ま

た，耐震評価を実施し，構造成立性の見通しを示す。なお，取水槽ガントリクレ

ーンに設置する単軸粘性ダンパの詳細については，「別紙－18 機器・配管系へ

の制震装置の適用について」に示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 要求事項 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポン

プエリアを跨いで設置されており，原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスに

使用される設備である。取水槽ガントリクレーンの設置位置について第 2－1

図に示す。 

発電所の運転中など原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施しない

期間は，取水槽ガントリクレーンは待機位置に待機しており，周辺の上位クラ

ス施設とは十分な離隔距離があることから波及的影響を及ぼすおそれはない。

一方で，定期検査中など原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施する期

間には，上位クラス施設が設置されている取水槽海水ポンプエリア付近に位置

することとなるため，取水槽ガントリクレーンが地震に伴う損傷，落下によっ

て上位クラス施設へ波及的影響を及ぼさないことが要求される。 
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第2－1図 取水槽ガントリクレーンの設置位置及び 

取水槽周辺の上位クラス施設概要 

 

2.2 構造の概要 

  2.2.1 取水槽ガントリクレーンの主要構造 

取水槽ガントリクレーンの主要な構造部材としては，脚，ガーダ，トロリ，

ホイスト，単軸粘性ダンパがある。構造を第 2－2図に示す。 

脚はガーダを支持し，下部には走行車輪が設置されている。ガーダは脚の上

部にあり，その上面にトロリが移動するための横行レールが設置されており，

下部にはホイストレールが設置されている。原子炉補機海水ポンプ等のメンテ

ナンス時には，トロリに設置された巻上げ装置（主巻），又はホイストを使用

して，ワイヤロープ及びフックを介し，吊荷の吊上げ，吊下げ，移動等の作業

を実施する。 

取水槽ガントリクレーンは大型の構造物であり，制震装置の設置による地震

荷重の低減が耐震性向上に有効である。取水槽ガントリクレーンの応答は，走

行レールの直交方向に脚が変形する振動モードが支配的であり，ガーダと脚の

ク
レ
ー
ン 

待
機
位
置 

取水槽ガントリクレーン走行レール 
         （スパン 15.1ｍ） 

35.5m 

23.1m 

約 35m 

取水槽ガントリクレーン 
高さ 20.7ｍ 

N 

E 

S 

W 

取水槽除じん機エリア 

取水槽海水ポンプエリア 

取水槽循環水ポンプエリア 

約 30m 

走
行
レ
ー
ル
西
側
端
部 

走
行
レ
ー
ル
東
側
端
部 

   

：タービン補機海水ポンプ 

：タービン補機海水系配管及び出口弁 

：循環水ポンプ 

：循環水系配管 

：除じんポンプ 

：除じん系配管 

：取水槽除じん機エリア防水壁 

：原子炉補機海水ポンプ 

：原子炉補機海水ストレーナ 

：原子炉補機海水系配管 

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

：高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ 

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

  ：取水槽水位計 

＜取水槽周辺の主な上位クラス施設＞ 
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間にブレースを介して単軸粘性ダンパを制震装置として設置する。 

単軸粘性ダンパ取付部の構造を第 2－3 図に示す。ダンパ本体の長さは標準

設計の約 1.5m とし，これに約 10m のブレースを接続している。単軸粘性ダン

パとガーダの接続，ブレースと脚の接続部にはクレビスと呼ぶ回転部を設けて

いる。このクレビスは単軸粘性ダンパの伸縮方向と直交する一方向にはピンを

軸として自由に回転可能となっている。また，ピンの軸受部は球面軸受となっ

ており，クレビスの回転方向以外の方向にも約 3度の許容回転角度を有するこ

とで，単軸粘性ダンパに伸縮方向以外の荷重が加わらない構造としている。 

単軸粘性ダンパ及び取付部材の質量は適切に地震応答解析モデルに反映す

る。 

取水槽ガントリクレーン本体は，取水槽海水ポンプエリアの北側と取水槽循

環水ポンプエリア南寄りに敷設された走行レール上を脚下部にある走行装置

及び車輪によって東西方向に移動する。トロリは，ガーダ上面の横行レール上

を横行装置及び横行車輪によって南北方向に移動する。ホイストは，ガーダ下

に設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。また，取水槽ガ

ントリクレーン本体の地震による転倒を防止するため，本体下部に転倒防止装

置が設置されており，地震時に浮上りが生じた場合でも転倒しない構造となっ

ている。トロリにはトロリストッパを設置しており，浮上りによる脱線・落下

を防止する構造となっている。 

なお，本資料で示す取水槽ガントリクレーンの構造は，改造後の状態のもの

である。改造箇所の概要を添付資料（2－1）に示す。 

第 2－2図 取水槽ガントリクレーンの構造 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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単軸粘性ダンパ及びブレースの構造 

クレビス部詳細

第 2－3図 単軸粘性ダンパ取付部の構造 

2.2.2 単軸粘性ダンパ 

単軸粘性ダンパの仕様を第 2－1 表に示す。単軸粘性ダンパの基本構成，動

作を第 2－4 図に示す。単軸粘性ダンパは，ピストン，ロッドが軸方向に移動

することにより，シリンダ内面とピストンの外面の間に形成されるオリフィス

部を粘性流体が流れ，その抵抗力により減衰性能を発揮するものである。単軸

粘性ダンパの粘性体は化学的に安定であり，消防法で定められている危険物に

該当しない。 

ダンパ部 ブレース部 
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第 2－1表 単軸粘性ダンパの仕様 

定格荷重 

(kN) 

全長

（mm） 

外径

（mm） 

質量 

（kg）

許容荷重 

（kN） 

 許容変位 

（mm） 

220 1535 224 533 300 100 

第 2－4図 単軸粘性ダンパの動作原理 

ピストン 

ロッド
充填剤 

シリンダ
オリフィス部

充填剤の流れ 

ピストンの動き 

充填剤の流れ 

ピストンの動き 
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2.2.3 転倒防止装置の構造 

取水槽ガントリクレーン本体車輪部には，地震によって浮上りが発生した場

合でも転倒しないように転倒防止装置が取り付けられており，浮上りによる脱

線・転倒を防止する構造となっている。転倒防止装置の構造を第2－5図に示す。 

第2－5図 転倒防止装置の構造 

2.2.4 トロリストッパ 

トロリの車輪部には，地震によって浮上りが発生した場合でも落下しないよ

うにトロリストッパを設置し，浮上りによる脱線・落下を防止する構造とする。

トロリストッパの概略構造を第 2－6 図に示す。

第 2－6図 トロリストッパの概略構造 

2.2.5 ホイストレール・車輪 

ホイストは，ホイスト車輪がホイストレールを挟み込むことにより懸架され

ている。ホイストレール及びホイスト車輪の構造を第 2－7 図に示す。 

許容浮上り量 

トロリストッパ

ガーダ 

横行車輪 

トロリ
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第 2－7図 ホイストレール及び車輪の構造 

2.3 評価方針 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価にあたっては，「2.2 構造の概要」にて

示した取水槽ガントリクレーンの構造を踏まえ作成した「3.1 解析方法及び解

析モデル」に示す解析モデルを用いて地震応答解析を行う。解析によって得ら

れた結果を用いて「4.耐震評価方法」に示す方法により応力，荷重等が許容限

界以内であることを確認する。取水槽ガントリクレーンの耐震評価フローを第

2－8図に示す。 

第 2－8図 取水槽ガントリクレーンの耐震評価フロー 

2.4 適用規格 

取水槽ガントリクレーンの設計には，以下の規格（以下「ＪＥＡＧ４６０１等」

という。）を適用する。 

ホイストレール

ホイスト車輪（駆動輪） 

ホイスト車輪（従動輪） 

解析モデル設定 設計用地震動 

３次元ＦＥＭ解析モデルの作成 

地震応答解析 

地震による荷重 

地震と組み合 

わせる荷重
地震によって

吊荷に作用す

る荷重 

応力の算出 

耐震評価 

トロリの

浮上り量 

ダンパの

変位・荷重 
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・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987」 （社）日本

電気協会 

  ・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984」（社）日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」 

（社）日本電気協会 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007 年追補版を含む））

＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞JSME S NC1－2005／2007」（日本機械学会） 

3. 応答解析の方法

3.1 解析方法及び解析モデル 

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析方法及び解析モデルについて以下に

示す。 

3.1.1 解析方法の詳細 

(1) 取水槽ガントリクレーンは，地震時に浮上りが発生する可能性があり，浮上

り状況を適切に評価するために３次元ＦＥＭ解析モデルによる非線形時刻

歴応答解析を適用する。取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析

の適用性については添付資料(2－2)に示す。

(2) 取水槽ガントリクレーン本体及びトロリの車輪部はレール上に乗っており

固定されていないため，すべりが発生する構造であることから，解析にあた

っては車輪，レールのすべり状況を考慮する。

(3) 吊具の評価を行う場合は，トロリに設置された主巻，ホイストレールに設置

されたホイストにワイヤロープを模擬したトラス要素と吊荷を模擬した質

点を設けて地震応答解析を実施し，吊具に発生する張力を算出し，これを用

いて評価を行う。また，ワイヤロープについては，引張方向（鉛直下向き）

にのみ荷重を受け，圧縮方向（鉛直上向き）の荷重を受けない設定とする。 

(4) 単軸粘性ダンパの減衰性能は，抵抗力が速度の 0.1乗に比例するダッシュポ

ットとばねを直列に接続した Maxwell モデルでモデル化する。単軸粘性ダン

パの Maxwell モデルを第 3－1図に示す。なお，単軸粘性ダンパの減衰性能

とモデル化の詳細については，別紙－18「機器・配管系への制震装置の適用

について」に示す。

(5) 減衰定数については，既往の研究等によって妥当性が確認され，クレーン類

に適用実績のある値として水平，鉛直方向ともに 2.0％とし，レイリー減衰

を設定する。レイリー減衰は，質量マトリクス及び剛性マトリクスの線形結

合により，以下の式で表される。
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[𝐶] = 𝛼[𝑀] + 𝛽[𝐾] 

[𝐶]：減衰マトリクス 

[𝑀]：質量マトリクス 

[𝐾]：剛性マトリクス 

𝛼，𝛽：係数 

係数𝛼，𝛽は，取水槽ガントリクレーンの固有振動数において，適用する減

衰定数とレイリー減衰が一致するように以下の式で求める。 

ℎ =
𝛼

2𝜔𝑛
+

𝛽𝜔𝑛

2

ℎ：減衰比  

𝜔𝑛：固有値解析により求められた𝑛次モードの固有円振動数 

 具体的には，取水槽ガントリクレーンの固有値解析の結果から，ＮＳ方向

の 1次固有振動数（1.97Hz）及び鉛直方向の 1次固有振動数（4.48Hz）にお

いて減衰比が 2.0％となるように係数𝛼，𝛽を設定する。設定したレイリー

減衰の各固有振動数における減衰比を第 3－2図に示す。 

(6) 解析コードはＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.11－1）を使用する。

(7) 地震応答解析にあたっては，トロリ及びホイストの位置や吊荷の有無によっ

て地震時の応答が変化する可能性があるため，トロリ及びホイストの位置並

びに吊荷の有無を考慮し解析ケースを設定する（添付資料(2－3)）。トロリ

とホイストを同時に使用することはないため，いずれかが吊荷有りの場合は，

もう一方は待機位置で吊荷なしとする。なお，吊荷の質量はそれぞれの最大

質量を設定する。解析ケースを第 3－1表に示す。

(8) 耐震評価に用いる寸法は公称値を使用する。

第 3－1図 単軸粘性ダンパの Maxwellモデル 

k ｃ k：ばね剛性 

c：速度の 0.1乗に比例する 

ダッシュポットの減衰係数 
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第 3－1表 取水槽ガントリクレーンの解析ケース 

ケース
トロリ ホイスト

位置 吊荷有無（質量） 位置 吊荷有無（質量） 

１ 待機位置 なし 待機位置 なし 

２ 中央 有り（50t） 待機位置 なし 

３ 待機位置 なし 中央 有り（17t） 

第 3－2図 設定したレイリー減衰の各固有振動数における減衰比 
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3.1.2 解析モデル及び諸元 

取水槽ガントリクレーンの解析モデルは，取水槽ガントリクレーン本体を質点及

びはり要素でモデル化した３次元ＦＥＭ解析モデルとする。取水槽ガントリクレ

ーンの地震応答解析モデルの概要を第 3－3図に示す。取水槽ガントリクレーン諸

元及び解析モデル諸元を第 3－2表及び第 3－3表に示す。 

第 3－3図 取水槽ガントリクレーンの地震応答解析モデル 

第 3－2表 取水槽ガントリクレーン諸元 

部位 質量（t） 

取水槽ガントリクレーン本体 

（脚，ガーダ等含む） 
162.5 

トロリ 17.8 

吊具（主巻ワイヤ，フック） 2.0 

ホイスト 3.5 

吊具（ホイストワイヤ，フック） 0.7 

吊荷（最大荷重） 50 

合計 236.5 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3－3表 取水槽ガントリクレーン解析モデル諸元 

部材 
縦弾性係数 

（MPa） 

断面二次モーメント（㎜ 4） 
断面積（㎜ 2） 

Iz Iy 

ガーダ 202000 

脚 202000 

ガーダ継ぎ 202000 

脚下部継ぎ 202000 

3.1.3 解析モデルの境界条件 

走行車輪（駆動輪，従動輪）と走行レール，横行車輪（駆動輪，従動輪）

と横行レール，ホイスト車輪（駆動輪，従動輪）とホイストレールにおける

解析モデルの境界条件をそれぞれ第 3－4表，第 3－5表，第 3－6表に示す。 

走行車輪においては，ＥＷ方向（クレーン本体走行方向）及び鉛直方向に

ついて，それぞれすべり，浮上りを考慮しているため，非拘束条件としてい

る。また，ＮＳ方向（クレーン本体走行方向に直交する方向）については，

走行車輪と走行レールとの間隙（片側約 13㎜）が小さく，地震時には走行

車輪と走行レールが接触して荷重が伝達されるため，すべりを生じない拘束

条件としている。 

横行車輪においては，ＮＳ方向（トロリ横行方向）及び鉛直方向について，

それぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，ＥＷ方向

（トロリ横行方向に直交する方向）については，横行車輪と横行レールの間

隙（片側約 9mm）が小さく，地震時には横行車輪と横行レールが接触して荷

重が伝達されるため，すべりを生じない拘束条件としている。 

ホイスト車輪においては，ＮＳ方向（ホイスト横行方向）及び鉛直方向に

ついて，それぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，

ＥＷ方向（ホイスト横行方向に直交する方向）については，ホイスト車輪と

ホイストレールの間隙（片側約 5mm）が小さく，地震時にはホイスト車輪と

ホイストレールが接触して荷重が伝達されるため，すべりを生じない拘束条

件としている。 

走行車輪，横行車輪及びホイスト車輪の構造概要を第 3－4図に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3－4表 境界条件（走行車輪（クレーン本体車輪）と走行レール） 

部位注 1 

ＮＳ方向 

（クレーン本体走行方向の

直交方向） 

ＥＷ方向 

（クレーン本体走行方向）
鉛直方向 

駆動輪 
【拘束】 

走行レールによる

拘束 

【非拘束】 

すべり考慮 

μ=0.3 【非拘束】 

浮上り考慮 

従動輪 

【非拘束】 

追従による移動 

μ=0 

注１：部位については，第 2－3添図参照 

μ：摩擦係数 

第 3－5 表 境界条件（横行車輪（トロリ車輪）と横行レール） 

部位注 1 
ＮＳ方向 

（トロリの横行方向）

ＥＷ方向 

(トロリ横行方向の

直交方向） 

鉛直方向 

駆動輪 

【非拘束】 

すべり考慮 

μ=0.3 
【拘束】 

横行レールによる

拘束 

【非拘束】 

浮上り考慮 

従動輪 

【非拘束】 

追従による移動 

μ=0 

注１：部位については，第 2－3添図参照 

μ：摩擦係数 
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第 3－6表 境界条件（ホイスト車輪とホイストレール） 

部位注 1 
ＮＳ方向 

（ホイストの横行方向）

ＥＷ方向 

(ホイスト横行方向の

直交方向） 

鉛直方向 

駆動輪 

【非拘束】 

すべり考慮 

μ=0.3 
【拘束】 

ホイストレール

による拘束

【非拘束】 

浮上り考慮 

従動輪 

【非拘束】 

追従による移動 

μ=0 

注１：部位については，第 2－7図参照 

μ：摩擦係数 

走行車輪 横行車輪 ホイスト車輪

第 3－4図 走行車輪，横行車輪及びホイスト車輪の構造概要図 

3.2 入力地震動 

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析に適用する地震動に係る事項を以

下に示す。 

(1) 適用する地震動

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析に適用する地震動は基準地震動

Ｓｓとし，取水槽ガントリクレーン走行レールの設置位置を考慮して取水槽

最上部の節点より求められる応答加速度時刻歴を適用する。取水槽のＮＳ断

面の地震応答解析モデルを第 3－5図に示す。この解析モデルより求めた基準

地震動Ｓｓ－ＤのＮＳ方向，鉛直方向の入力加速度時刻歴波形を第 3－6図，

第 3－7図に，床応答スペクトルを第 3－8図に示す。なお，地震応答解析に

おいては，南北レール位置の床応答スペクトルがほぼ同等のため，取水槽ガ

ントリクレーンの固有周期における応答加速度が大きい南側レール位置（節

点 10095）の加速度時刻歴を用いる。また，取水槽ＥＷ断面の地震応答解析

モデルにより求めたＥＷ方向の入力加速度時刻歴波形を第 3－9図に示す。

ホイストレール

ホイスト車輪

ホイスト車輪

走行車輪 

走行レール 
横行レール 

横行車輪 
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(2) 地震動の入力方向

水平２方向及び鉛直方向の３方向同時入力（ＮＳ方向，ＥＷ方向，鉛直方

向）により評価を実施する。

なお，クレーン本体の走行車輪と走行レールは固定されていないため，走

行方向においては，各時刻における最大静止摩擦力以上の地震慣性力が加わ

った場合，クレーン本体は走行レール上をすべる。 

(3)地盤物性等の不確かさに対する検討方針

スペクトルモーダル解析では，床応答加速度は地盤物性等の不確かさに

よる固有周期の変動を考慮して周期方向に±10％拡幅した設計用床応答曲

線を用いる。取水槽ガントリクレーンの地震応答解析では，設計用床応答曲

線を用いない時刻歴応答解析を採用するが，制震装置により取水槽ガントリ

クレーンに付与される減衰が大きくなるため，地盤物性等の不確かさによる

固有周期の変動の影響は軽微であると考えられる。詳細設計段階において，

ASME Boiler and Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ, DIVISION1－

NONMANDATORY APPENDIX N（ARTICLE N－1222.3 Time History Broadening）

に規定された手法を踏まえ，影響を確認する。 

Time History Broadeningの概念を第 3－10図に示す。 
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第 3－5図 取水槽の地震応答解析モデル図(ＮＳ断面) 

北側レール位置 南側レール位置 
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水平方向（ＮＳ） 

鉛直方向 

第 3－6図 入力加速度時刻歴波形 

（Ｓｓ－Ｄ 南側レール位置（節点 10095）） 
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水平方向（ＮＳ） 

鉛直方向 

第 3－7図 入力加速度時刻歴波形 

（Ｓｓ－Ｄ 北側レール位置（節点 10299）） 
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水平方向（ＮＳ） 

 
鉛直方向 

 

第 3－8図 南北レール位置における床応答スペクトル 
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水平方向（ＥＷ） 

第 3－9図 入力加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ） 
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ASME Boiler and Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ, DIVISION1－NONMANDATORY 

APPENDIX N（ARTICLE N－1222.3 Time History Broadening）より引用 

 

第 3－10図 Time History Broadeningの概念図 

応答
加速

度（
Ｇ）

周期（Ｓ）

機器の固有周期

オリジナルの床応答の時刻歴波に加え
て時間刻みを±10％シフトさせた時刻
歴波を作成 各時刻歴波を床応答スペクトル化 

固有周期と合致するよう調整した時刻歴波 

機器の固有周期が床応答スペクトルピークの谷間に存在する場合，ピークと合うような時刻

歴波を作成し，時刻歴応答解析を実施する。 

-10% +10%
応

答
加

速
度

（
Ｇ
）

周期（Ｓ）

機器の固有周期

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 耐震評価の方法

4.1 評価方針 

取水槽ガントリクレーンは，「3.応答解析の方法」に記載の地震応答解析によ

って得られた各部位の荷重及び浮上り量を用いて評価する。各部位の応力は荷重

を用いて公式により計算する。応力の許容限界については JSME S NC1-2005/2007 

及び JEAG4601を参照し，その他の支持構造物の許容応力を適用する。評価に適

用する温度条件は，設備の使用環境を考慮して設定する。また，地震応答解析に

より算出したトロリの浮上り量，単軸粘性ダンパの変位及び荷重，並びに吊具の

荷重がそれぞれの許容限界以下であることを確認する。 

4.2 荷重の組合せ 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価にあたっては，地震荷重と組み合わせる荷

重として以下を考慮する。 

・自重

・積雪荷重

4.3 評価対象部位 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価は，取水槽ガントリクレーン運転時におい

て本体の損傷，転倒及び吊荷の落下により原子炉補機海水ポンプ等の上位クラス

施設が損傷することを防止するため，以下を評価対象部位として選定し，評価を

実施する。 

(1) 取水槽ガントリクレーン本体

取水槽ガントリクレーン本体については，ガーダ，脚，ガーダ継ぎ，下部

脚継ぎの応力評価を実施する。 

(2) 転倒防止装置，走行レール，トロリ

取水槽ガントリクレーンの本体の転倒を防止する転倒防止装置の応力評

価を実施する。また，走行車輪からクレーン走行方向と直交する方向の荷重

並びに転倒防止装置から上方向の荷重を受ける走行レールの応力評価を実施

する。なお，トロリストッパとホイストレールについては，詳細設計中のた

め，詳細設計段階において評価を実施する。 

トロリの落下防止の観点から，トロリの浮上り量を算出し，許容浮上り量

と比較する。 

(3) 吊具

吊具については，トロリ主巻のワイヤ及びフックの荷重評価を実施する。

なお，ホイストワイヤ及びフックについては詳細設計中のため，詳細設計段

階において評価を実施する。 
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(4) 単軸粘性ダンパ

単軸粘性ダンパについては，ダンパに生じる最大荷重，最大変位を許容限

界と比較する。 

また，取付部であるブレースとクレビス部の応力評価を実施する。クレビ

ス部については，断面積が小さくダンパの抵抗力により曲げモーメントとせ

ん断力を受けるピンを評価部位とする（第 4－1図）。 

第4－1図 クレビス部の荷重伝達 

4.4 許容限界 

  4.4.1 許容応力 

取水槽ガントリクレーンの各部位の評価に用いる許容応力を第 4－1表に

示す。 

第4－1表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状

態 

許容応力 

（ボルト以外） 

一次応力 

ⅣＡＳ 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

1.5 ∙ ft
∗ 1.5 ∙ fs

∗ 1.5 ∙ fc
∗ 1.5 ∙ fb

∗ 1.5 ∙ fp
∗

注記：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

ft，fs，fc，fb，fpは, 𝐹値を𝐹 = min[𝑆𝑦, 0.7𝑆𝑢]として，𝐹値より算出した値 

ft
∗, fs

∗,fc
∗,fb

∗,fp
∗は，上記 F値の𝑆𝑦を1.2𝑆𝑦と読み替え算出した値

𝑆𝑦：材料の設計降伏点

𝑆𝑢：材料の設計引張強さ

構造物側取付部 

ピン 

球面軸受（内輪） 

ダンパ側取付部 

球面軸受（外輪） 

ダンパの抵抗力

ピンに生じる 

曲げモーメント， 

せん断力

ピンを介して 

構造物側取付部へ 

伝達される荷重
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4.4.2 許容浮上り量 

トロリ（横行車輪）の許容浮上り量を第 4－2表に示す。

第4－2表 トロリの許容浮上り量 

許容浮上り量（mm） 

トロリ（横行車輪） 150注1

注１：トロリストッパの形状設計中のため暫定値 

4.4.3 吊具の許容荷重 

トロリ主巻のワイヤ及びフックの許容荷重を第 4-3表に示す。

第4－3表 吊具の許容荷重 

許容荷重（kN） 

主巻ワイヤ 4.08×103 

主巻フック 4.98×103 

4.4.4 単軸粘性ダンパの許容限界 

単軸粘性ダンパの許容限界を第 4－4表に示す。 

第4－4表 単軸粘性ダンパの許容限界 

許容変位 許容荷重 

100㎜ 300kN 

4.5 各部の評価方法 

4.5.1 取水槽ガントリクレーン本体，転倒防止装置，走行レール，単軸粘性ダ

ンパブレース及び単軸粘性ダンパクレビス部の応力評価方法

（1）引張応力

σ𝑡 =
𝐹𝑡

𝐴𝑡

σ
𝑡

≦ 𝑓𝑡

𝐹𝑡：部材に発生する引張荷重

𝐴𝑡：引張荷重が作用する断面積

𝜎𝑡：部材に発生する引張応力 

𝑓𝑡：部材の許容引張応力（=1.5 ∙ ft
∗）
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（2）圧縮応力

σ𝑐 =
𝐹𝑐

𝐴𝑐

  σ𝑐 ≦ 𝑓𝑐 

𝐹𝑐：部材に発生する圧縮荷重 

𝐴𝑐：圧縮荷重が作用する断面積 

σ𝑐：部材に発生する圧縮応力 

𝑓𝑐：部材の許容圧縮応力（座屈）（=1.5 ∙ fc
∗）

ここで，fc の算出方法を示す。

ａ． 圧縮材の細長比が限界細長比以下の場合 

fc = {1 − 0.4 (
𝜆

𝛬
)

2

}
𝐹

𝜈

fc ：許容圧縮応力 

 𝜆：圧縮材の有効細長比 

 𝜆 =
𝑙𝑘

𝑖

𝑙𝑘：座屈長さ

𝑖 ：座屈軸についての断面二次半径 

  𝛬：限界細長比 

𝛬 = √
𝜋2𝐸

0.6𝐹

   𝐹：材料の設計降伏点，設計引張強さにより定まる値 

𝐸：材料の縦弾性係数 

ν：以下の式により計算した値 

𝜈 = 1.5 +
2

3
(

𝜆

𝛬
)

2

b．圧縮材の細長比が限界細長比を超える場合の場合 

fc = 0.277𝐹 (
𝛬

𝜆
)

2

𝜆及び𝛬：a．と同様 

許容圧縮応力の算定諸元を第 4－5表に示す。 
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第 4－5表 許容圧縮応力の算出諸元 

評価部位 

座屈長さ 
断面二次半径 

選定断面 
対象長さ 

𝑙 

回転に対す

る条件※ 

座屈長さ 

𝑙𝑘 

ブレース 

ダンパと 

ブレースの 

合計長さ 

両端自由 𝑙 
ブレース部の

断面 

脚 脚長さ 
１端自由 

他端拘束 
0.8𝑙 

脚断面 

（最小断面） 

ガーダ継ぎ ガーダ継ぎ長さ 両端拘束 0.65𝑙 
ガーダ継ぎ 

断面 

脚下部継ぎ 脚下部継ぎ長さ 両端拘束 0.65𝑙 
脚下部継ぎ 

断面 

※移動に対する条件は全て拘束とした。

（3）曲げ応力

𝜎𝑏 =
𝑀

𝑍

𝜎𝑏 ≦ 𝑓𝑏 

𝑀：部材に発生する曲げモーメント 

Z：曲げモーメントが作用する断面の断面係数 

𝜎𝑏：部材に発生する曲げ応力 

𝑓𝑏：部材の許容曲げ応力（=1.5 ∙ fb
∗）

（4）せん断応力

τ =
𝑄 

𝐴𝑠

τ ≦ 𝑓𝑠 

Q：部材に発生するせん断荷重 

𝐴𝑠：せん断荷重が作用する断面積 

  τ：部材に発生するせん断応力 

𝑓𝑠：部材の許容せん断応力（=1.5 ∙ fs
∗）
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（5）組合せ応力

引張応力と曲げ応力の組合せ応力

𝜎𝑡 + 𝜎𝑏

𝑓𝑡
≦ 1 

圧縮応力と曲げ応力の組合せ応力 

𝜎𝑐

𝑓𝑐
+

𝜎𝑏

𝑓𝑏
≦ 1 

垂直応力とせん断応力の組合せ応力 

√𝜎𝑥
2 + 𝜎𝑦

2 − 𝜎𝑥𝜎𝑦 + 3𝜏𝑥𝑦
2 ≦ 𝑓𝑡

  𝜎𝑥，𝜎𝑦：互いに直交する垂直応力 

  𝜏𝑥𝑦：𝜎𝑥，𝜎𝑦の作用する面内のせん断応力 

（6）支圧応力

𝜎𝑃 =
𝐹𝑃

𝐴𝑃

𝜎𝑃 ≦ 𝑓𝑃 

  𝐹𝑃：部材に発生する支圧荷重 

  𝐴𝑃：支圧荷重が作用する断面積 

  𝜎𝑃：部材に発生する支圧応力 

𝑓𝑃：部材の許容支圧応力（=1.5 ∙ fp
∗）

4.5.2 トロリの浮上り評価方法 

トロリに浮上りが生じても落下しないことを評価するため，地震応答解析

にて算出したトロリの浮上り量が許容浮上り量以下であることを確認する。

許容浮上り量の概念図を第 4－2図に示す。 
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第4－2図 許容浮上り量の概念図 

4.5.3 吊具の荷重評価方法 

吊具の荷重評価では，地震応答解析によって得られる吊具部分の最大荷重

が許容荷重以下であることを確認する。 

主巻のワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライ

ザシーブ（平衡装置）とクラブシーブ（滑車）の回転により自動的に荷重を

釣り合い状態に保つため，12本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用する

ものとして評価する。ホイストのワイヤロープについても同様に評価する。 

ワイヤロープは長さを長く設定すると固有周期が大きくなり，短く設定す

ると固有周期が小さくなるという特徴を踏まえ，地震応答との関係から，吊

具に対して応答が厳しくなる最大吊り上げ時のワイヤロープ長さでの地震

応答解析結果を用いて荷重評価を実施する。 

4.5.4 単軸粘性ダンパの変位及び荷重評価方法 

単軸粘性ダンパの変位及び荷重評価は，地震応答解析によって得られる最

大変位及び最大荷重が許容限界以下であることを確認する。 

許容浮上り量 

トロリストッパ

トロリ

横行車輪 
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5. 評価条件・評価結果

5.1 評価条件 

地震応答解析の条件を第 5－1表に示す。入力地震波として，取水槽ガン

トリクレーンの固有振動数において床応答加速度の大きい基準地震動Ｓｓ

―Ｄを用い，解析ケースは吊荷荷重が最大となる第 3－1 表のケース２とし

た。また，ダンパ性能のばらつきとして±20％を考慮し，ダンパ性能標準，

＋20％，－20％の 3ケースを実施した。 

第 5－1表 応答解析の条件 

項目 内容 

入力地震波 基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

取水槽ガントリクレーンの 

解析ケース 

トロリ位置中央 吊荷あり（50t）

ホイスト待機位置 吊荷なし

（第 3－1表のケース２）

ダンパ性能 
ダンパ性能標準，±20％ 

（3ケース） 

5.2 評価結果 

固有値解析の結果を第 5－2表に，振動モードを第 5－1図に示す。なお，固

有値解析は，単軸粘性ダンパを初期剛性と等しいばねに置き換えて実施した。 

耐震評価の結果を第 5－3表に示す。各評価部位の発生値が許容限界を下回

っていることから，取水槽ガントリクレーンは，島根２号炉の基準地震動Ｓｓ

に対して損傷・落下せず上位クラス施設へ波及的影響を及ぼさないことの見通

しを得た。なお脚において裕度が比較的小さい部位が存在するが，当該部位は

断面の補強を計画しており，詳細設計を反映して，追加の補強を検討する。裕

度が小さい脚下部の補強について，第 5－2図に示す。 

詳細設計段階においては，第 3－1 表のすべてのケースについて，基準地震

動Ｓｓの 5波に対する耐震評価を実施して，地震による波及的影響を及ぼさな

いことを確認する。評価の際には，地盤の不確かさも考慮し，時刻歴応答解析

の保守性に配慮した詳細な検討を行う。 
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第 5－2表 取水槽ガントリクレーンの一次固有周期 

水平方向 鉛直方向 

0.509s 

（1.97Hz） 

0.223s 

（4.48Hz） 

第 5－1図 振動モード図 

水平一次モード 
鉛直一次モード 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第5－3表 取水槽ガントリクレーンの耐震評価結果 

評価部位 評価項目 発生値 許容限界 

取水槽ガン

トリクレー

ン本体

ガーダ 
曲げ応力 111（MPa） 280（MPa） 

せん断応力 29（MPa） 161（MPa） 

脚 

引張応力 4（MPa） 280（MPa） 

圧縮応力 43（MPa） 226（MPa）※ 

曲げ応力 214（MPa） 280（MPa） 

せん断応力 61（MPa） 161（MPa） 

組合せ応力 

(垂直＋せん断) 
253（MPa） 280（MPa） 

組合せ応力 
(曲げ+圧縮) 

0.93（-） 1（-） 

ガーダ継ぎ 

引張応力 4（MPa） 280（MPa） 

圧縮応力 5（MPa） 279（MPa）※ 

曲げ応力 101（MPa） 280（MPa） 

組合せ応力 
(曲げ+圧縮) 

0.36（-） 1（-） 

脚下部継ぎ 

引張応力 11（MPa） 280（MPa） 

圧縮応力 22（MPa） 263（MPa）※ 

曲げ応力 219（MPa） 280（MPa） 

せん断応力 36（MPa） 161（MPa） 

組合せ応力 
(垂直＋せん断) 

229（MPa） 280（MPa） 

組合せ応力 
(曲げ+圧縮) 

0.81（-） 1（-） 

転倒防止装置 組合せ応力 70（MPa） 357（MPa） 

走行レール 組合せ応力 360（MPa） 546（MPa） 

トロリ 浮上り 2.8（㎜） 150（㎜） 

吊具 

ワイヤロープ 荷重 
1.35×103

（kN） 
4.08×103

（kN） 

主巻フック 荷重 
1.35×103

（kN） 
4.98×103

（kN） 

単軸粘性 

ダンパ 

本体 
変位 41（㎜） 100（㎜） 

荷重 261（kN） 300（kN） 

ブレース 圧縮応力 18（MPa） 74（MPa）※ 

クレビス部

（ピン）

曲げ応力 264（MPa） 651（MPa） 

せん断応力 93（MPa） 375（MPa） 

組合せ応力 
(垂直＋せん断) 

309（MPa） 651（MPa） 

※座屈評価
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第 5－2図 裕度が小さい脚下部の補強計画 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料(2－1) 取水槽ガントリクレーンの改造箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条-別紙7-56



 

添付資料(2－2) 取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用性 

1. 概要

取水槽ガントリクレーンの耐震評価にあたっては，当該クレーンがレール上

に固定されていないという構造上の特徴を踏まえ，水平方向へのすべりと鉛直

方向の車輪部の浮上りを考慮した解析モデルによる非線形時刻歴応答解析を

適用する。構造図を第2－1添図に，解析モデルの概要を第2－2添図に示す。

本資料では，先行審査実績のあるクレーン類と構造，評価方法等の比較を行

い，取水槽ガントリクレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用性を示す。 

第2－1添図 取水槽ガントリクレーン構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第2－2添図 非線形時刻歴応答解析に用いる解析モデル概要図 

2. 先行審査実績のあるクレーン類との構造比較

取水槽ガントリクレーンに非線形時刻歴応答解析を適用するにあたって，ク

レーン類に非線形時刻歴応答解析を適用した先行審査実績として大間１号炉

原子炉建屋天井クレーン（以下「原子炉建屋天井クレーン」という。）及び設

置変更許可審査中である女川２号炉海水ポンプ室門型クレーン（以下「海水ポ

ンプ室門型クレーン」という。」）があるため，それぞれの構造や特徴を比較し，

適用性について確認する。 

2.1 全体構造について 

(1) 構造概要

原子炉建屋天井クレーンは，トロリ式天井クレーンに分類されるものであり，

２本のレール上を走行する方式である。走行レール間はガーダと呼ばれる部材

が渡された桁構造で，ガーダ下部に設けられている車輪を介して走行レール上

に設置されている。また，ガーダ上部には横行レールとトロリが設置され，吊

荷の吊上げ，吊下げ及び移動が行われる。 

海水ポンプ室門型クレーン及び取水槽ガントリクレーンは，トロリ式橋型ク

レーンに分類されるものであり，２本のレール上を走行する方式である。走行

レール間はトロリ式天井クレーンと同様にガーダが渡された桁構造となって

いる。ガーダ下部には脚が設けられており，この脚の下部の車輪を介して走行

レール上に設置されている。ガーダ上部にはトロリ式天井クレーンと同じく横

行レールとトロリが設置され，吊荷の吊上げ，吊下げ及び移動が行われる。 

これらの設備の概要図について第2－3添図に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 全体構造

原子炉建屋天井クレーンの本体構造はガーダ，サドルと呼ばれる鋼構造物が

主体となっている。トロリ本体も同様に鋼構造物で構成されている。ガーダは

走行レール上に，トロリは横行レール上にともに４箇所にある車輪を介して固

定されずに設置されており，地震時には水平方向にすべり，鉛直方向に浮上り

が発生する可能性がある。 

海水ポンプ室門型クレーンの本体構造はガーダ及び脚と呼ばれる鋼構造物

が主体となっている。トロリ本体も同様に鋼構造物で構成されている。脚は走

行レール上に，トロリは横行レール上にともに４箇所にある車輪を介して固定

されずに設置されており，地震時には水平方向にすべり，鉛直方向に浮上りが

発生する可能性がある。 

取水槽ガントリクレーンの本体構造はガーダ及び脚と呼ばれる鋼構造物が

主体となっている。トロリ本体も同様に鋼構造物で構成されている。脚は走行

レール上に，トロリは横行レール上にともに４箇所にある車輪を介して固定さ

れずに設置されている。取水槽ガントリクレーンは，走行方向の駆動輪，従動

輪の間に転倒防止装置が設置されているが，地震時には原子炉建屋天井クレー

ンと同様，車輪は水平方向にすべり，鉛直方向に浮上りが発生する可能性があ

る。 

(3) 構造の特徴比較

原子炉建屋天井クレーン，海水ポンプ室門型クレーン及び取水槽ガントリク

レーンの構造について特徴を比較した結果を第2－1添表に示す。

原子炉建屋天井クレーンと取水槽ガントリクレーンの違いは脚及び単軸粘

性ダンパの有無が挙げられる。また，原子炉建屋天井クレーンでは，レールが

破損した場合でも脱線防止ラグがガーダに当たって脱線を防ぐ構造であるの

に対し，取水槽ガントリクレーンの転倒防止装置では，レールを掴むことで転

倒を防止する構造になっている点が異なっている。なお，取水槽ガントリクレ

ーンの転倒防止装置の構造は，伊方３号炉海水ピットクレーンの浮上り防止装

置と同等の構造である。それ以外の構造物としての特徴は類似しており，レー

ルと４箇所の車輪が固定されずに接触し，水平方向にすべり，鉛直方向に浮上

りが発生する挙動も両クレーンで類似している。 

海水ポンプ室門型クレーンと取水槽ガントリクレーンの違いは単軸粘性ダ

ンパの有無が挙げられる。また，海水ポンプ室門型クレーンは，原子炉建屋天

井クレーンの脱線防止ラグと同等の構造の脱線防止装置を設置しており，取水

槽ガントリクレーンとは構造が異なっている。それ以外の構造物としての特徴

は類似しており，ともに鉛直方向に浮上る可能性がある。 
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大間１号炉 原子炉建屋天井クレーン 

女川２号炉 海水ポンプ室門型クレーン 

島根２号炉 取水槽ガントリクレーン 

第2－3添図 大間１号炉原子炉建屋天井クレーン，女川２号炉海水ポンプ室門型

クレーン及び島根２号炉取水槽ガントリクレーンの構造概要図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第2－1添表 構造の特徴比較 

大間１号炉 

原子炉建屋天井 

クレーン

女川２号炉 

海水ポンプ室門型 

クレーン

島根２号炉 

取水槽ガントリ 

クレーン

構造概要 

・２本のレール間を跨

ぐ桁構造

・ガーダ上にトロリを

設置

・車輪を介してレール

に設置

同左 同左 

主要構造物 

・ガーダ

・サドル

・トロリ

・脱線防止ラグ

・トロリストッパ

・ガーダ

・サドル

・トロリ

・脚

・脱線防止装置

・トロリストッパ

・ガーダ

・トロリ

・ホイスト

・脚

・単軸粘性ダンパ

・転倒防止装置

・トロリストッパ

構造形状 
鋼構造物（炭素鋼） 同左 同左 

溶接構造物 同左 同左 

2.2 荷重伝達について 

原子炉建屋天井クレーンと取水槽ガントリクレーンの本体及びトロリは，い

ずれも固定されずにレール上に車輪を介して設置されており，以下に示す荷重

伝達機構も同様である。 

(1) 走行方向（ＥＷ方向）の水平力

a. クレーン本体

(a) クレーン本体は走行レール上に乗っており，固定されていないため，走行

方向（ＥＷ方向）の水平力が加わっても，クレーン本体は走行レール上をす

べり，クレーン本体には走行レールと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の荷

重は作用しない。 

(b) クレーン本体の走行車輪は，駆動輪及び従動輪である。

(c) 駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，最大静

止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随できず，

走行レール上をすべる。 

(d) 従動輪は回転が拘束されていないため，クレーン本体の動きに合わせて自

由に回転することからクレーン本体走行方向の水平力をクレーン本体に伝

達しない。 

b. トロリ

(a) トロリはクレーン本体の走行レールに対して直交方向に設置された横行

4条-別紙7-61



 

レール上に設置していることから，走行方向（ＥＷ方向）の地震力はガーダ

本体・横行レールを介してトロリへ作用する。 

(2) 横行方向（ＮＳ方向）の水平力

a. クレーン本体

(a) クレーン本体は横行レールに対して直交方向に設置された走行レール上

に設置していることから，横行方向（ＮＳ方向）の地震力は走行レールを介

してクレーン本体へ作用する。 

b. トロリ

(a) トロリは横行レール上に乗っており，横行レールとは固定されていないた

め，横行方向（ＮＳ方向）の水平力がトロリに加わっても，トロリは横行レ

ール上をすべり，トロリ本体には横行レールと横行車輪間の最大静止摩擦力

以上の荷重は作用しない。 

(b) トロリの横行車輪は，駆動輪及び従動輪である。

(c) トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，

最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随

できず，横行レール上をすべる。 

(d) 従動輪は回転が拘束されていないため，トロリの動きに合わせて自由に回

転することからトロリ横行方向の水平力をトロリ本体に伝達しない。 

(3) 鉛直力

クレーン本体及びトロリは，レールと固定されていないことから，鉛直方向

の地震力によってレールから浮上る可能性がある。 

2.3 車輪まわりの構造比較 

本解析手法は車輪まわりのすべりや浮上りを考慮した非線形解析であり，車

輪まわりの特徴を踏まえたモデル化が必要であることから，車輪とレールの接

触部分を対象として，原子炉建屋天井クレーンと取水槽ガントリクレーンにつ

いて詳細に構造比較を行う。 

(1)原子炉建屋天井クレーン

原子炉建屋天井クレーンの車輪まわりは，走行装置が前後左右の４隅に配置

された構造であり，各走行装置は２輪ずつの車輪で構成されている。車輪と走

行レール間には鉛直上向きの拘束がなく浮上りが発生する可能性がある構造

となっており，クレーンと走行レールの接触点は，ともに鋼製部材である車輪

と走行レールの接触となる。 

また，車輪については，駆動装置が設置された駆動輪（２隅分）とクレーン

の動きに追随して回転する従動輪（２隅分）があり，全体の半分の車輪で駆動

力を伝達する機構となっている。 

トロリの車輪まわりは，前後左右で１輪ずつ配置された構造となっており，
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クレーン本体の車輪と同様に鉛直方向の拘束がないため浮上りが発生する可

能性がある構造となっている。駆動輪と従動輪についてもクレーン本体の車輪

と同様に前後で役割の異なる車輪が配置されている。 

クレーン本体車輪まわり及びトロリ車輪まわりには，脱線防止装置若しくは

トロリストッパが設置されているため，車輪がレールから浮上る現象が発生し

た場合でも，脱線を防止する構造となっている。 

(2)取水槽ガントリクレーン

取水槽ガントリクレーンの本体車輪まわりは，第2－3添図に示すとおり走行

装置が前後左右の４隅に配置された構造であり，各走行装置は２輪ずつの車輪

で構成されている。車輪とレール間は鋼製部材同士の接触で上向きの拘束がな

く浮上りが発生する可能性がある点や駆動輪と従動輪が半数ずつで車輪が構

成されている点など，原子炉建屋天井クレーンと同様の構造である。トロリの

車輪まわりについても車輪（駆動輪，従動輪）配置や接触状況等について同様

の構造である。 

取水槽ガントリクレーン本体車輪の間には転倒防止装置が設置されており， 

走行レールを掴むことで，転倒・脱線を防止する構造となっている。この構造

は原子炉建屋天井クレーンと異なっているが，伊方３号炉海水ピットクレーン

の浮上り防止装置と同様の構造である。取水槽ガントリクレーンの転倒防止装

置と伊方３号炉海水ピットクレーンの浮上り防止装置の構造を第2－4添図に

示す。 

第2－4添図 取水槽ガントリクレーンの転倒防止装置及び 

伊方３号炉海水ピットクレーンの浮上り 

防止装置の構造 

取水槽ガントリクレーンの 

転倒防止装置 

伊方３号炉 

海水ピットクレーンの 

浮上り防止装置 

浮上り防止装置爪部 

走行レール 
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3. 先行審査実績（大間１号炉原子炉建屋天井クレーン，女川２号炉海水ポンプ

室門型クレーン）との評価方法の比較 

3.1 評価方法の比較 

原子炉建屋天井クレーン，海水ポンプ室門型クレーン，取水槽ガントリクレ

ーンの評価方法の比較を第2－2添表に示す。車輪部のすべり，浮上り，衝突を

考慮した取水槽ガントリクレーンの解析手法，解析モデル，境界条件等は，原

子炉建屋天井クレーン及び海水ポンプ室門型クレーンと同一の評価方法であ

る。なお，原子炉建屋天井クレーンの脱線防止ラグ及び海水ポンプ室門型クレ

ーンの脱線防止装置と取水槽ガントリクレーンの転倒防止装置は構造が異な

るが，転倒防止装置のレールと爪部のギャップ要素を含めたモデル化は，伊方

３号炉海水ピットクレーンの浮上り防止装置と同様である。 

入力地震動はそれぞれの設備を設置している箇所の地震動を適用するため，

評価方法の差異にはあたらない。 

第2－2添表 先行審査実績のあるクレーン類の評価方法との比較 

項目 

大間 1号炉 

原子炉建屋 

天井クレーン 

女川２号炉 

海水ポンプ室門型クレー

ン 

島根２号炉 

取水槽ガントリ 

クレーン

解析手法 非線形時刻歴応答解析 同左 同左 

解析モデル 
３次元ＦＥＭ解析 

モデル
同左 同左 

車輪－レール間の 

境界条件 

すべり，浮上り，衝突

考慮 
同左 同左 

地震力 
水平 動的地震力 同左 同左 

鉛直 動的地震力 同左 同左 

入力地震動 

原子炉建屋におけるク

レーン設置位置の加速

度時刻歴 

海水ポンプ室におけるク

レーン設置位置の加速度

時刻歴 

取水槽におけるクレ

ーン設置位置の加速

度時刻歴 

減衰 

定数 

水平 2.0％ 同左 同左 

鉛直 2.0％ 同左 同左 

解析プログラム 
ＡＢＡＱＵＳ 

（Ver.6.5－4） 

ＡＢＡＱＵＳ 

（Ver.6.11－1） 
同左 

3.2 地震応答解析モデルの比較 

原子炉建屋天井クレーン及び取水槽ガントリクレーンの解析モデルの概要

を第2－5添図に示す。 

取水槽ガントリクレーンは原子炉建屋天井クレーンと同様に，クレーンの主

要構成部材をはり要素でモデル化している。また，車輪部についても原子炉建

屋天井クレーンと同様に水平方向のすべり及び鉛直方向の浮上りを考慮する
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ため，ギャップ要素，ばね及び減衰要素でモデル化している。なお，車輪部の

非線形要素については添付資料（2－4）に詳細を示す。 

大間１号炉原子炉建屋天井クレーン 島根２号炉取水槽ガントリクレーン 

第2－5添図 解析モデル概要図 

4. 非線形時刻歴応答解析の適用性（まとめ）

島根２号炉取水槽ガントリクレーンに対して非線形時刻歴応答解析を適用す

るにあたり，先行審査実績（大間１号炉原子炉建屋天井クレーン，女川２号炉海

水ポンプ室門型クレーン）との構造及び評価方法の比較を行った。 

全体構造，荷重伝達及び車輪まわりの構造について比較した結果，先行審査実

績のある原子炉建屋天井クレーンに対して，取水槽ガントリクレーンは，クレー

ン本体の鋼構造物として脚が存在し単軸粘性ダンパを有する点及び脱線防止ラ

グと転倒防止装置の構造が異なる点において差異があるが，これ以外の全体構造，

荷重伝達及び車輪まわりの構造が同等であることを確認した。なお，脚及び単軸

粘性ダンパが存在することについては，適切に解析モデルに反映することとし，

単軸粘性ダンパを有する構造物の解析手法については，別紙－18 「機器・配管

系への制震装置の適用について」に示す。 

また，評価方法及び解析モデルについて比較した結果，解析モデルの設定方法

として，はり要素によるモデル化，水平方向のすべり，鉛直方向の浮上り等の挙

動を考慮する非線形要素の考え方が同様であることを確認した。なお，原子炉建

屋天井クレーンの脱線防止ラグ及び海水ポンプ室門型クレーンの脱線防止装置

と取水槽ガントリクレーンの転倒防止装置は構造が異なるが，転倒防止装置は伊

方３号炉海水ピットクレーンの浮上り防止装置と同等の構造となっており，浮上

りが発生し，浮上り防止装置の爪部とレールが接触しない限りは，応力が発生し

ない構造であり，モデル化が適切であることを確認した。 

以上のことから，島根２号炉取水槽ガントリクレーンの耐震評価として，先行

審査実績のある非線形時刻歴応答解析を適用することは妥当であると考える。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料(2－3) 取水槽ガントリクレーンの解析ケースの設定 

取水槽ガントリクレーンの地震応答解析にあたっては，トロリ及びホイストの

位置や吊荷の有無によって地震時の挙動が変化する可能性があるため，トロリ及

びホイストの位置並びに吊荷の有無に応じた解析ケースを設定する必要がある。

設定した解析ケースを第3－1添表に示す。取水槽ガントリクレーン使用時の状況

を踏まえて解析ケースについて検討した内容を以下に示す。 

取水槽ガントリクレーンを使用する場合，まずクレーン本体が待機位置から吊

り上げ対象物に向けて走行方向（ＥＷ方向）に移動する。クレーン本体の移動中

は，トロリ及びホイストはそれぞれの待機位置にある。このような状態を踏まえ

た解析ケースとして，トロリ及びホイストがいずれも待機位置で吊荷なしの条件

を設定する。（ケース１） 

トロリにより吊荷を吊り上げる場合は，トロリを横行方向（ＮＳ方向）に対象

物の直上まで移動させ，対象物を吊り上げた後，トロリ位置はそのままでクレー

ン本体が走行方向（ＥＷ方向）に点検等の作業エリアへ移動する。また，ホイス

トにより吊荷を吊り上げる場合もトロリの場合と同様に，ホイストを横行方向（Ｎ

Ｓ方向）に対象物の直上まで移動させ，対象物を吊り上げた後，ホイスト位置は

そのままでクレーン本体が走行方向（ＥＷ方向）に点検等の作業エリアへ移動す

る。トロリとホイストを同時に使用することはないため，トロリを使用する場合

にはホイストは待機位置，ホイストを使用する場合にはトロリは待機位置から移

動しない。トロリ及びホイストの待機位置について第3－1添図に示す。以上のト

ロリ及びホイストの使用状態を踏まえた解析ケースとして，トロリ及びホイスト

のいずれかは最大質量の吊荷有りとし，もう一方は待機位置で吊荷なしの条件を

設定する。なお，吊荷有りの場合のトロリ及びホイストの位置は中央付近である

ためガーダの中央とする。（ケース２，３） 
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第 3－1添表 取水槽ガントリクレーンの耐震評価ケース 

ケース
トロリ ホイスト

位置 吊荷有無（質量） 位置 吊荷有無（質量） 

１ 待機位置 なし 待機位置 なし 

２ 中央 有り（50t） 待機位置 なし 

３ 待機位置 なし 中央 有り（17t） 

第3－1添図 取水槽ガントリクレーンのトロリ，ホイスト待機位置 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料(2－4) 取水槽ガントリクレーン車輪部の非線形要素 

（摩擦，接触，減衰） 

取水槽ガントリクレーン車輪部のモデル化では，すべり，浮上り及び衝突の挙

動を模擬するためギャップ要素を用いる。また，接触部位の局所変形による接触

剛性をばね要素で，衝突による減衰効果を減衰要素で模擬し，第 4－1添図に示す

ように，ギャップ要素と直列に配置する。 

第 4－1添図 車輪部の非線形要素 

1. 車輪とレール間の摩擦特性

取水槽ガントリクレーンの車輪には電動機及び減速機等の回転部分と連結さ

れた駆動輪と，回転部分と連結されていない従動輪の２種類がある。第 4－2添

図に取水槽ガントリクレーンの概要図を示す。このうち駆動輪は回転が拘束され

ているため，最大静止摩擦力以上の地震慣性力が加わった場合，レール上をすべ

る挙動を示す。ここで，摩擦係数は原子炉建物天井クレーンと同様の 0.3を用い

る。 

第 4－2添図 取水槽ガントリクレーンの概要図 

 

 

節点 

ギャップ要素 

ばね要素 減衰要素 

接点（レール） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2. 車輪とレールの接触剛性

接触剛性は「平成 20年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び

調査 動的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（09耐部報－0008，（独）

原子力安全基盤機構）」を参照し，車輪とレールの衝突時の剛性を模擬したばね

要素を考慮し，クレーン質量で構成される１自由度系の固有振動数が 20Hz相当

になるように設定する。 

3. 車輪とレール間の衝突による減衰

衝突による減衰は「平成 19年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試

験及び調査 動的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書（08 耐部報－0021，

（独）原子力安全基盤機構）」にて実施した要素試験のうち，車輪反発係数試験

結果より評価した反発係数から算出する。なお，減衰比と反発係数の関係式には

次式を用いる。 


















2ｈ1

ｈπ
－ exp ｅ

ここで，ｅは反発係数，ｈは減衰比である。 

上記の式で表される反発係数と減衰比との関係を第 4－3添図に示す。 

第 4－3添図 反発係数と減衰比の関係 

4. 転倒防止装置の構造・モデル化について

転倒防止装置は，第 4－4添図に示すように，レールの上部からレール頭部を

アームで挟み込む構造である。通常運転時，アームの先端の爪部とレールの間に

は間隙がある。クレーンに浮上りが発生してレール頭部と転倒防止装置のアーム

先端の爪部が接触すると鉛直方向の荷重が伝達される。 

水平方向については，レール直交方向には転倒防止装置が取付軸により回転す
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る構造となっており，レールに沿った方向（クレーン走行方向）にはガイドロー

ラによって滑る構造のため，水平荷重は発生しない。

以上より，転倒防止装置については，鉛直方向の爪部とレール頭部の間隙を考

慮して，第 4－4 添図に示すギャップ要素によりモデル化を行う。 

転倒防止装置構造図 転倒防止装置モデル図 

第 4－4添図 転倒防止装置の構造及びモデル図 

節点（レール）

ギャップ要素

節点（転倒防止装置アーム爪部）

取付軸 

アーム

ガイドローラ 

走行レール 
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添付資料(2－5) 取水槽ガントリクレーン本体及びトロリのすべりの 

影響について 

取水槽ガントリクレーン本体及びトロリがすべりによって走行レール端部及び

横行レール端部に衝突した場合，取水槽ガントリクレーン本体の転倒，トロリの

落下により上位クラス施設へ波及的影響を及ぼすおそれがあることから，取水槽

ガントリクレーン本体及びトロリのすべりによるレール端部への衝突の有無を確

認する。取水槽ガントリクレーンの走行範囲を第 5－1添図に示す。 

取水槽から走行レール端部までの距離は最小で約 30m であり，取水槽ガントリ

クレーンがすべりによって走行レール端部に衝突することはない。

トロリについては，詳細設計段階においてすべり量を算出し，レール端部との

適切な離隔距離を確保する。 
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第5－1添図 取水槽ガントリクレーンの走行範囲 
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35.5m
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約 35m

取水槽ガントリクレーン

高さ 20.7ｍ
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取水槽除じん機エリア

取水槽海水ポンプエリア

取水槽循環水ポンプエリア
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ル
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側
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行
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側
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部

：原子炉補機海水ポンプ 

：原子炉補機海水ストレーナ 

：原子炉補機海水系配管 

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

：高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ 

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

  ：取水槽水位計 

：タービン補機海水ポンプ 

：タービン補機海水系配管及び出口弁 

：循環水ポンプ 

：循環水系配管 

：除じんポンプ 

：除じん系配管 

：取水槽除じん機エリア防水壁 

＜取水槽周辺の主な上位クラス施設＞ 
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添付資料－3 

ポンプ等の応答解析モデルの精緻化について 

1. 立形ポンプの応答解析モデルの精緻化

既工認における立形ポンプの応答解析モデルは，実機構造を踏まえた振動特性

とするため，設備の寸法，質量情報に基づき，主要部であるロータ，インナーケ

ーシング及びディスチャージケーシングを相互にばね等で接続した多質点モデ

ルとして構築していた。

今回工認では，最新の知見に基づくモデル化を行う観点から，既工認モデルに

対してＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版に基づき，フランジ部分の剛性を回転ば

ねとして考慮する。また，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方

向の固有周期を算出する為，新たに鉛直ばねを考慮している（第 1－1図参照）。

なお，解析結果より，鉛直方向は十分な剛性を有している。 

本解析モデルは，大間１号炉建設工認及び東海第二新規制工認にて適用実績が

ある。 

第 1－1 図 残留熱除去ポンプ応答解析モデル図 

フランジ部分の

剛性を回転ばねと
して考慮

構造図 既工認解析モデル 今回工認解析モデル

コラムパイプ

バレルケーシング 

バレルケーシング 

コラムパイプ

ロータ

ディスチャージケーシング 

コラムパイプ

バレルケーシング 

ロータ ロータ

ディスチャージケーシング ディスチャージケーシング 

鉛直ばねの考慮 
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添付資料－4 

容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用について 

既工認において，公式等による評価にて耐震計算を実施していた設備について，

至近の既工認の適用実績を踏まえて，３次元ＦＥＭモデルを適用した耐震評価を

実施する。ＦＥＭモデルを用いる手法は，大間１号炉建設工認及び東海第二新規

制工認において適用実績がある手法である。 

1. 容器へのＦＥＭモデルの適用

ディーゼル発電機の付属設備であるディーゼル燃料デイタンク及びディーゼ

ル燃料貯蔵タンク並びに原子炉補機冷却系熱交換器について，公式等による計

算では許容値を超える見込みであることから，精緻な評価を行うためにＦＥＭ

モデルを適用する。

胴板及び脚部の実機形状をシェル要素にて模擬し，「発電用原子力設備規格

設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版）<第Ⅰ編 軽水炉規格> JSME S 

NC1-2005/2007）」等に基づく材料諸元を与えてモデル化することにより，応力解

析を行う。応力解析に用いる解析モデル図を第 1－1 図～第 1－3 図に示すとと

もに，第 1－1表～第 1－3表に解析概要を示す。 
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(1) 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料デイタンク

(2) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル燃料

デイタンク 

第 1－1 図 解析モデル（ディーゼル燃料デイタンク） 

第 1－1 表 解析概要（ディーゼル燃料デイタンク） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.5－4） 

地震条件 別途実施する原子炉建物地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 
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第 1－2 図 解析モデル（Ａ，Ｈ－ディーゼル燃料貯蔵タンク） 

 

 

第 1－2 表 解析概要（Ａ，Ｈ－ディーゼル燃料貯蔵タンク） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.5－4） 

地震条件 別途実施する排気筒基礎地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

 

  

Ｚ 

Ｙ Ｘ 
胴板 

脚 

当板 

脚底面（基礎位置） 
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第 1－3 図 解析モデル（原子炉補機冷却系熱交換器） 

第 1－3 表 解析概要（原子炉補機冷却系熱交換器） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.5－4） 

地震条件 別途実施する原子炉建物地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 

管板 
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2. ベントヘッダ及びダウンカマへのＦＥＭモデルの適用

ベント系の評価において，公式等による計算では許容値を超える見込みである

ことから，精緻な評価を行うため，原子炉格納容器ベント管，ベントヘッダ，ダ

ウンカマ，ベントヘッダサポート及びダウンカマサポートを模擬したＦＥＭモデ

ルを適用する。

モデル化範囲は構造の対称性を考慮して 180°とし，形状不連続部であるベン

ト管とベントヘッダの結合部，ベントヘッダとダウンカマの結合部及びベントヘ

ッダの実機形状をシェル要素でモデル化し，ベント管，ダウンカマ，ベントヘッ

ダサポート及びダウンカマサポートはビーム要素でモデル化する。 

応答解析及び応力解析に用いる解析モデル図を第 2－1図に示すとともに，第

2－1表に解析概要を示す。 

第 2－1 図 解析モデル（ベントヘッダ及びダウンカマ） 

ベント管 

ベントヘッダ 

ベントヘッダサポート 

ダウンカマ 

全体図 

ダウンカマ近傍 

強め輪 

ダウンカマサポート 
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第 2－1 表 解析概要 

項 目 内 容 

適用部位 ベントヘッダ（ベント管結合部） 

ベントヘッダ強め輪取付部 

ベントヘッダとダウンカマの結合部 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ（Ver.2013） 

地震条件 別途実施する原子炉建物－大型機器連成解析

から得られる加速度を入力する。 
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3. 原子炉格納容器電気配線貫通部へのＦＥＭモデルの適用

原子炉格納容器における電気配線貫通部の評価において，公式等による計算

では許容値を超える見込みであることから，原子炉格納容器胴部とスリーブと

の取付部を精緻に評価するため，実機形状をシェル要素により模擬したＦＥＭ

モデルを適用する。

モデル化範囲は，モデルの境界条件が応力評価点の応力に影響しない範囲とす

る。応力解析に用いる解析モデル図を第 3－1図に示すとともに，第 3－1表に解

析概要を示す。 

第 3－1 図 解析モデル（原子炉格納容器電気配線貫通部） 

第 3－1 表 解析概要 

項 目 内 容 

適用部位 原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部（胴

側） 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ（Ver.2005） 

地震条件 別途実施する原子炉建物－大型機器連成解析

から得られる加速度を入力する。 

電気配線貫通部 
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添付資料－5 

原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更について 

1. はじめに

原子炉建物内の原子炉格納容器（以下「ＰＣＶ」という。），原子炉圧力容器（以

下「ＲＰＶ」という。）及びガンマ線遮蔽壁等の大型機器は，建物質量に対しそ

の質量が比較的大きく，また，支持構造上からも建物との連成が無視できないた

め，原子炉建物との連成系で解析するためのモデル（以下「大型機器連成解析モ

デル」という。）を設定し，地震応答解析を行う。 

原子炉建物，ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタルの概略断面図を第 1－1図

に，ＲＰＶ内部構造物の構造図を第 1－2図に示す。また，原子炉建物－大型機

器連成解析に係る手順を第 1－3図に示す。 

原子炉本体及び炉内構造物の水平方向の地震応答解析モデルについて，既工認

では建設工程の関係上，原子炉格納容器－原子炉圧力容器モデル（以下「ＰＣＶ

－ＲＰＶモデル」という。）と原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「ＲＰ

Ｖ－Ｒｉｎモデル」という。）の２種類のモデルを用いていたが，今回工認では，

原子炉格納容器－原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「ＰＣＶ－ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデル」という。）を用いる。これに合わせて，原子炉圧力容器スタビラ

イザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）及び原子炉格納容器スタビライザ

（以下「ＰＣＶスタビライザ」という。）のばね定数算出方法について，最新の

工認実績を踏まえた算出方法に変更する。本手法は，他プラントを含む既工認あ

るいは新規制工認において適用実績がある手法である。 

また，鉛直方向に動的地震力が導入されたことから，原子炉本体及び炉内構造

物について，鉛直方向の応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデル

とは別に鉛直方向の地震応答解析モデル（ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル）を新

たに採用し，鉛直地震動に対する評価を実施する。鉛直方向応答解析モデルは，

他プラントを含む既工認あるいは新規制工認において適用実績がある手法であ

る。 
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第 1－1図 ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタル概略断面図 
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第 1－2図 ＲＰＶ内部構造物構造図 
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第 1－3図 原子炉建物－大型機器連成解析の手順 

 

2. 水平及び鉛直方向における大型機器連成解析モデル 

2.1 水平方向の大型機器連成解析モデルの概要及び既工認からの変更 

水平方向の大型機器連成解析モデルを第 2.1－1図及び第 2.1-2図に示す。水

平方向の大型機器連成解析モデルは，ＰＣＶ，ＲＰＶ，ガンマ線遮蔽壁，ＲＰＶ

ペデスタルをモデル化し，ＲＰＶ内の燃料集合体，制御棒案内管，制御棒駆動機

構ハウジング，気水分離器，スタンドパイプ及び炉心シュラウドについてもモデ

ル化する。これらをシュラウドサポートと等価な回転ばねを介してＲＰＶと結合

する。ＰＣＶはシヤラグ及びウェルシールベローズと等価なばねにより原子炉建

物と結合され，下端は原子炉建物と剛に結合される。ＲＰＶは，ＲＰＶスタビラ

イザと等価なばねによりガンマ線遮蔽壁上端と結合され，ガンマ線遮蔽壁はＰＣ

Ｖスタビライザと等価なばねによりＰＣＶに結合される。また，ＲＰＶは燃料交

換ベローズと等価なばねによりＰＣＶ に直接結合される。ＲＰＶの下端は，Ｒ

ＰＶペデスタル上端に剛に結合されており，ＲＰＶペデスタルは，その下端にお
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いて原子炉建物と剛に結合される。また，制御棒駆動機構ハウジングは制御棒駆

動機構ハウジングレストレントビームによりＲＰＶペデスタルと結合される。 

建設工認において，原子炉建物－大型機器連成解析モデルを用いた水平方向の

地震応答解析は，工認申請の進捗に合わせて，ＰＣＶ－ＲＰＶモデル，ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデルの２種類の応答解析モデルを用いて実施していた。しかし，今回工

認では建設工認のように設計進捗に応じたモデルの使い分けの必要がないこと

及び実機に合わせて構造体をモデル化できることから，ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルに

ＰＣＶを追加したＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを水平方向の大型機器連成解

析モデルとする。建設工認及び今回工認の原子炉建物－大型機器連成解析モデル

を第 2.1－1 表に示す。今回工認で用いるＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの質点

位置，質量，断面特性は，既工認のＰＣＶ－ＲＰＶモデル（炉内構造物はＲＰＶ

の付加質量として考慮）及びＲＰＶ－Ｒｉｎモデル（ＰＣＶは原子炉建物の付加

質量として考慮）と同等であるため，ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを採用する

ことによる地震応答への影響は十分小さい。なお，水平方向の大型機器連成解析

モデルとしてのＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの適用は，東海第二の新規制工認

において適用実績がある。 

大型機器連成解析モデルを設定する場合には，既工認のモデル諸元を適用する

ことを基本とするが，解析モデルを最新化するため先行プラントにおいて適用実

績のあるモデル化手法を参照し，今回工認では，ＲＰＶスタビライザ及びＰＣＶ

スタビライザのばね定数を精緻化する。 

なお，今回工認においてＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル（スタビライザのばね

定数変更を含む）を適用するにあたり，機器・配管系への影響を検討し，地震応

答への影響が十分小さいことを確認した。（参考資料 5－1） 
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2.2 鉛直方向の大型機器連成解析モデルの概要 

既工認では，鉛直方向については静的震度による地震荷重を算定していたが，

今回工認においては，新たに鉛直方向の動的地震力に対する考慮が必要となっ

たことから，鉛直方向についても水平方向と同様に動的地震力の算定を行う。

鉛直方向の大型機器連成解析モデルを第 2.2－1図に示す。鉛直方向の大型機器

連成解析モデルについては，鉛直方向の各応力評価点における軸力を算定する

ため，水平方向モデルをベースに新たに多質点モデルを作成し，水平方向と同

様のＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルとする。ＰＣＶの下端は，原子炉建物と剛

に結合される。ＲＰＶ支持スカートの下端は，ＲＰＶペデスタルの上端に剛に

結合されており，ＲＰＶペデスタルの下端は，原子炉建物と剛に結合される。 

なお，鉛直方向の大型機器連成解析モデルは，大間１号炉の建設工認及び東

海第二の新規制工認において適用実績がある。 
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3. 質点位置の設定 

大型機器連成解析モデルの質点位置は，各構造物の地震応答を把握できるよう

に，モデル化する各構造物の形状を踏まえて設定する。ＰＣＶ，ガンマ線遮蔽壁

及びＲＰＶペデスタルの質点位置を第 3－1図(1)及び第 3－2 図(1)に，ＲＰＶ，

炉心シュラウド，燃料集合体，制御棒案内管及び制御棒駆動機構ハウジング等の

質点位置を第 3－1図(2) 及び第 3－2図(2)に示す。炉内構造物の質点位置は，

その振動性状を適切に評価出来るように配慮する他，部材の剛性の変化する点，

構造的に不連続な点，応力評価点等を考慮して定める。
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4. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ある部位） 

4.1 ＲＰＶスタビライザ 
4.1.1 ＲＰＶスタビライザの構造 

ＲＰＶスタビライザは，ガンマ線遮蔽壁頂部に円周状に８箇所設置され，ＲＰ

Ｖ付属構造物であるスタビライザブラケットをあらかじめ初期締付荷重を与え

たサラバネを介して両側から挟み込む構造であり，サラバネを介して地震時の水

平方向荷重をガンマ線遮蔽壁へ伝達させる機能を有する。ＲＰＶスタビライザの

概略図を第 4.1.1－1図に，構造図を第 4.1.1－2図に示す。 
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第 4.1.1－1図 ＲＰＶスタビライザ概略図

ＲＰＶスタビライザ

ＰＣＶ

ガンマ線遮蔽壁

ＰＣＶスタビライザ

 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉建物全体模式図 

ＰＣＶ平面図 

一次遮蔽壁 
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第 4.1.1－2図 ＲＰＶスタビライザ構造図 

ヨーク

サラバネ
ワッシャ

スリーブ
六角ナット

Ａ

シム

Ａ

スタビライザブラケット

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

ＲＰＶスタビライザ分解図 

ロッド

断面Ａ－Ａ

ＲＰＶスタビライザ平面図 
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4.1.2 既工認と今回工認での変更点 

ＲＰＶスタビライザのばね定数について，既工認からの変更点を第 4.1.2－1

表に示す。既工認では，ＲＰＶスタビライザの剛性に大きく寄与するロッド，サ

ラバネのみ剛性を考慮しているが，今回工認ではガンマ線遮蔽壁ブラケット，ス

リーブ等の剛性を追加で考慮する。 

なお，上記ばね定数算出方法は大間１号炉建設工認，島根３号炉建設工認及び

東海第二の新規制工認において適用実績がある。 

 

第 4.1.2－1表 ＲＰＶスタビライザばね定数の変更点 
 既工認 今回工認 

計算方法 
理論式による 

（各部材の剛性を直列ばねとして合成） 
同左 

評価部材 
(赤枠部) 

  
ばね定数 9.6×10６[kN/m] 6.8×10６[kN/m] 

 

4.1.3 既工認におけるばね定数算出方法 

既工認では，サラバネ及びロッドを主たる支持部材と考え，第4.1.3－1図に示

すようなばね定数算出モデルを設定している。 

サラバネ(ＫＳ)及びロッド(ＫＲ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片側分

のばね定数(Ｋ１ｈａｌｆ)を直列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
ｈａｌｆ１

＋ＫＫ

ＫＫ
＝Ｋ

   

ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数(Ｋ１)を片側分のばね定数(Ｋ１ｈ

ａｌｆ)の並列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
ｈａｌｆ１ｈａｌｆ１１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝Ｋ＋＝ＫＫ  

 

ＲＰＶスタビライザ８基分の全体でのばね定数（Ｋ）を荷重－変位の関係から

算出する。第4.1.3－2図のとおりＲＰＶスタビライザに強制変位ｘを負荷した場

合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。 

90°及び270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ１，

45°，135°，225°及び315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる

荷重をＷ２′とし，荷重Ｗ２′の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ２とする。 

強制変位ｘを負荷したときの45°，135°，225°及び315°の位置に設置され

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

シムを評価部材とし

て考慮（図示なし） 
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たＲＰＶスタビライザに生じる接線方向の変位はｘ・cosαであることから，荷

重Ｗ２′は以下のとおりとなる。 

cos´ ・ｘ・＝ＫＷ １２  

第4.1.3－2図内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ２は以下

のとおりとなる。 

 ２
１２２ ・ｘ・＝ＫＷ＝Ｗ cos´cos  

従って，ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数（Ｋ）は以下のとおりとなる。 

   

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ
１

１１１２１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ８・
＝

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝４・＝４Ｋ

ｘ

Ｗ
Ｋ＝

・ｘ＝４・Ｋ・ｘ・Ｋ＋４・・ｘＫ＝２・＋４・Ｗ２・Ｗ＝Ｗ ２cos

 

 

第 4.1.3－1図 既工認におけるばね定数算出モデル 

 

 

第 4.1.3－2図 水平荷重の分配 
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P/2 

P/2 

K1half K1half 
荷重 

荷重 

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

α
W２'＝K１・ｘ・cosα

W２＝K１・ｘ・cos２α

RPVスタビライザ

強制変位 ｘ

０°

180°

270° 90°

α＝45°

W１＝K１・ｘW１

W２

W２ W２

W２

拡大図 
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4.1.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

(1) ＲＰＶスタビライザのばね定数算出方法 

今回工認においては，サラバネ及びロッドの他にＲＰＶからの外力の支持

に寄与する部材を評価対象範囲に追加する。今回工認におけるばね定数算出

モデルを第 4.1.4－4 図に示す。サラバネ(ＫＳ)及びロッド（ＫＲ)に加え，

ガセット(ＫＧ)，ヨーク(引張方向ＫＹＴ，圧縮方向ＫＹＣ)，スリーブ(ＫＳＬ)，

六角ナット(ＫＨ)，ワッシャ(ＫＷ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片

側分のばね定数(Ｋ１ｈａｌｆ)を直列ばねで定義して以下のように表す。(2)に

て各評価部材のばね定数の算出方法を示し，算出結果を第 4.1.4－1 表に示

す。なお，縦弾性係数は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005

年版（2007年追補版を含む））（以下「JSME2005／2007年版」という。）の値

を用いる。 

（引張側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＴＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｔ)



 

（圧縮側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＣＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｃ)



 

また，ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数（Ｋ１）を片側分のば

ね定数の並列ばね及びガンマ線遮蔽壁ブラケット（ＫＢ），シム（ＫＳＭ）の

直列ばねで定義して以下のように表す。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

1
＝Ｋ


 

８基分全体でのばね定数は次式のように表される。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

4
＝Ｋ＝4Ｋ


 

ここで， 

Ｋ ：ＲＰＶスタビライザ８基分のばね定数 

Ｋ１ ：ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 

Ｋ１ｈａｌｆ ：ＲＰＶスタビライザ１基分（片側分）のばね定数 

ＫＳ ：サラバネのばね定数 

ＫＲ ：ロッドのばね定数 

ＫＧ ：ガセットのばね定数 

ＫＹＴ ：ヨークのばね定数（引張方向） 

ＫＹＣ ：ヨークのばね定数（圧縮方向） 

ＫＳＬ ：スリーブのばね定数 
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ＫＨ ：六角ナットのばね定数 

ＫＷ ：ワッシャのばね定数 

ＫＢ ：ガンマ線遮蔽壁ブラケットのばね定数 

ＫＳＭ ：シムのばね定数 

である。 

(2) 評価部材のばね定数算出方法

ａ．サラバネ 

メーカ試験結果よりサラバネ一枚あたりのばね定数は， [kg/mm]

である。 

ＲＰＶスタビライザの片側にサラバネは並列ばねになるように 枚重ね

ているので，片側全体のばね定数はこれらの積で算出する。 

ｂ．ロッド 

ロッドの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  

Ｒ２

Ｒ２

Ｒ１

Ｒ１

Ａ

Ｌ
＋

Ａ

Ｌ

Ｅ
＝Ｋ

Ｒ

ここで， 

ＡＲ１ ：丸棒部断面積 

ＡＲ２ ：ねじ部断面積 

ＬＲ１ ：丸棒部長さ 

ＬＲ２ ：丸棒部先端～スリーブの六角ナット側端面の距離 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｃ．ガセット 

  ガセットは，第 4.1.4－1図に示す計算モデルを用いてＦＥＭ解析による荷

重－変位関係から算出する。 

第 4.1.4－1図 ガセットの構造 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｄ．ヨーク 

ヨークのばね定数は，第 4.1.4－2 図のとおり分割した①～④のそれぞれの

ばね定数を計算し，直列ばねとして引張ばね定数（ＫＹＴ）と圧縮ばね定数（Ｋ

ＹＣ）を算出する。 

第 4.1.4－2図 ヨークのばね定数算出のための計算モデル分割 

i）引張

ヨークの引張によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。

ＹＳ２ＹＢＹＴＥＹＳ１ Ｋ

２
＋

Ｋ

２
＋

Ｋ

１
＋

Ｋ

１

１
＝Ｋ

ＹＴ

ここで， 

ＫＹＳ１ ：①及び②のねじ部のせん断によるばね定数 ）
Ｒ

ＧＡ
＝（

Ｙ

ＹＹＳ１

ＡＹＳ１ ：①及び②のねじ穴側面積 

ＲＹ ：ねじ穴半径 

ＧＹ ：せん断弾性係数 

ＫＹＴＥ ：③及び④の引張りによるばね定数 ）
Ｌ

ＥＡ
＝（

ＹＴＥ

ＹＴＥ

ＡＹＴＥ ：③及び④の断面積 

ＬＹＴＥ ：③及び④の長さ 

ＫＹＢ ：①及び②の曲げによるばね定数 

Ｉ ：断面二次モーメント 

Ｅ ：縦弾性係数 

以下は，第 4.1.4－3図を参照。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＫＹＳ２ ：①及び②の板部のせん断によるばね定数

ｔＹ ：①及び②の板部の長さ 

ＧＹ ：せん断弾性係数 

Ｉ ：断面二次モーメント 

第 4.1.4－3図 ①及び②の曲げによるばね定数計算モデル 

ii）圧縮

ヨークの圧縮によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。

ＹＳ１Ｋ＝Ｋ
ＹＣ

ｅ．スリーブ 

スリーブの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  

ＳＬ２

ＳＬ２

ＳＬ１

ＳＬ１

Ａ

Ｌ
＋

Ａ

Ｌ

Ｅ
＝Ｋ

ＳＬ

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで， 

ＡＳＬ１ ：座繰り穴側断面積 

ＡＳＬ２ ：貫通穴側断面積 

ＬＳＬ１ ：座繰り穴深さ 

ＬＳＬ２ ：貫通穴深さ 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｆ．六角ナット 

六角ナットのせん断によるばね定数は，以下の式に基づき算出する。 

  
Ｈ

ＨＨ

Ｒ

ＧＡ
＝Ｋ

Ｈ



ここで， 

ＡＨ ：ねじ穴側面積 

ＲＨ ：穴の半径 

ＧＨ ：せん断弾性係数 

ｇ．ワッシャ 

ワッシャの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  
Ｗ

Ｗ

Ｌ

ＥＡ
＝Ｋ

Ｗ



ここで， 

ＡＷ ：断面積 

ＬＷ ：板厚 

Ｅ ：縦弾性係数 

ｈ．ガンマ線遮蔽壁ブラケット 

ガンマ線遮蔽壁ブラケットによるばね定数は，以下の式に基づき算出する。 

  
Ｂ

ＢＢ

Ｌ

ＧＡ
＝Ｋ

Ｂ



ここで， 

ＡＢ ：断面積 

ＬＢ ：ガンマ線遮蔽壁～ＲＰＶスタビライザ端部の距離 

ＧＢ ：せん断弾性係数 
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ｉ．シム 

シムの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算出する。

  
ＳＭ

ＳＭ

ｔ

ＥＡ
＝Ｋ

ＳＭ



ここで，  

ＡＳＭ ：断面積 

ｔＳＭ ：厚さ 

Ｅ ：縦弾性係数 

(3) ＲＰＶスタビライザのばね定数算出結果

(2)で算出した各部材のばね定数並びに(1)で算出したＲＰＶスタビライザ

１基及び全体のばね定数の算出結果を下表に示す。 

第 4.1.4－1表 各部材のばね定数 
[単位：kN/m] 

ＲＰＶスタビライザの部材 既工認 今回工認 

サラバネ（ＫＳ） 2.3×106 同左 

ロッド（ＫＲ） 3.7×106 3.3×106 

ガセット（ＫＧ） － 3.3×107 

ヨークのばね定数（引張方向）（ＫＹＴ） － 4.3×106 

ヨークのばね定数（圧縮方向）（ＫＹＣ） － 6.7×107 

スリーブのばね定数（ＫＳＬ） － 7.1×107 

六角ナットのばね定数（ＫＨ） － 4.0×107 

ワッシャのばね定数（ＫＷ） － 5.8×108 

ガンマ線遮蔽壁ブラケット（ＫＢ） － 8.8×106 

シムのばね定数（ＫＳＭ） － 2.8×108 

ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 2.4×106 1.7×106 

ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数 9.6×106 6.8×106 

 前述の計算結果に基づき，ＲＰＶスタビライザのばね定数を 6.8×

106[kN/m]と設定する。なお，既工認と比べて今回工認のばね定数が小さくな

っているが，今回工認ではガセット，ヨーク，スリーブ，六角ナット，ワッ

シャ，ガンマ線遮蔽壁ブラケット，シムの剛性を考慮して，直列ばね成分が

増えたことにより全体のばね定数が低下した。 
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第 4.1.4－4図 今回工認におけるばね定数算出モデル 

スタビライザブラケット

ガセット 

六角ナット 

ヨーク

スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁ブラケット 

ワッシャ

KH KR 

P/2 

P/2 

K1half(T) K1half(C) 

KB KSM KSL KW KS KG KYT KYC KG KR KS KW KSL KH 

荷重 

荷重 

シムを評価部材とし

て考慮（図示なし）
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4.2 ＰＣＶスタビライザ 

4.2.1 ＰＣＶスタビライザの構造 

ＰＣＶスタビライザはガンマ線遮蔽壁外側上部に溶接で固定されたトラス状

の構造物であり，多角形配置のシヤラグを介してガンマ線遮蔽壁に作用する水平

地震荷重をＰＣＶに伝達する機能を有する。ＰＣＶスタビライザの概略図を第

4.2.1－1 図に示す。ＰＣＶスタビライザの構成部材としては，円筒形状のパイ

プ，ガンマ線遮蔽壁との取り合い部であるガセットプレート，ＰＣＶとの取り合

い部である内側シヤラグからなる。ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け

部及び内側シヤラグの構造を第 4.2.1－2図に示す。 
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原子炉建物全体模式図 

 

ＰＣＶ平面図 

 
ＰＣＶスタビライザ構造図 

第 4.2.1－1図 ＰＣＶスタビライザ概略図 

 

 

ガンマ線遮蔽壁 

ＲＰＶスタビライザ

ＰＣＶ

ガンマ線遮蔽壁

ＰＣＶスタビライザ

ガセットプレート 内側シヤラグ 

ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 

 パイプ 

一次遮蔽壁 
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第 4.2.1－2 図 ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け部及び 

内側シヤラグ構造 

4.2.2 既工認と今回工認での変更点 

ＰＣＶスタビライザばね定数について，既工認からの変更点を第 4.2.2－1表

に示す。既工認では，ＰＣＶスタビライザの剛性に最も大きく寄与するパイプを

モデル化対象として，１対のトラス（パイプ２本）の荷重－変位関係によりばね

定数を算定している。今回工認では，取り合い部であるガセットプレート及び内

側シヤラグについてもモデル化対象に含め，最新の許認可手法に合わせて全体系

モデルによるＦＥＭ解析を適用し，より実現象に即したばね定数を算定する。

ガセットプレート拡大図（Ａ部） 内側シヤラグ取付部拡大図（Ｂ部） 

メイルシヤラグ

フィメイルシヤラグ

ガセットプレート PCVスタビライザ

ガンマ線遮蔽壁

内側シヤラグ取付け部

Ａ Ｂ 
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全体系モデルによるＦＥＭ解析手法は，東海第二の新規制工認にてＰＣＶスタ

ビライザのばね定数算出にて適用実績があり，また，大間１号炉建設工認にて同

様な多角形配置の構造物である制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム

のばね定数算出にて適用実績がある。 

第 4.2.2－1表 ＰＣＶスタビライザの変更点 

既工認 今回工認 

計算方法 
手計算 

(１対のトラス(パイプ２本)の荷重－変位
関係により算出） 

ＦＥＭ解析 
(固定部のガセットプレート及び内側シヤ
ラグをモデル化した全体モデルの荷重－

変位関係により算出) 

評価 
モデル 

ばね定数 5.3×106(kN/m) 3.5×106(kN/m) 

4.2.3 既工認におけるばね定数算出方法 

4.2.3.1 計算モデルの範囲 

既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲を第 4.2.3.1－1図に示す。ＰＣ

Ｖスタビライザのうち，１対のトラス（パイプ２本）についてモデル化し，パ

イプの断面剛性を設定したトラスでの荷重－変位関係からばね定数を算出する。 

第 4.2.3.1－1図 既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 

荷重 
強制変位

荷重 

ＰＣＶ平面図 既工認におけるばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁
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4.2.3.2 算出方法 

既工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.3.2－1図に示す。１対のトラ

ス（パイプ２本）において，水平方向荷重による変位量δが生じた際の荷重

及び変位の算出式は以下となる。 

Ｗ＝２・Ｆ・ｓｉｎθ

・Ａ
Ｌ

δ１
Ｆ＝σ・Ａ＝Ｅ・

δｓｉｎθ＝δ１

ここで， 

δ ：トラスの荷重方向の変位 

δ1 ：トラスの長さ方向の変位 

θ ：パイプ角度 

Ｗ ：1対のトラスに生じる荷重 

Ｆ ：パイプに生じる荷重 

Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

上記の式より，１対のトラス（パイプ２本）における荷重－変位関係の式は

以下となる。 

θ・δ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
・Ａ・ｓｉｎθ＝２・

Ｌ

δ１
Ｗ＝２・Ｅ・ ２

よって，１対のトラス（パイプ２本）におけるばね定数(Ｋ１)は以下となる。

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
＝２・

δ

Ｗ
＝Ｋ ２

１

以上より，ＰＣＶスタビライザ全体でのばね定数(Ｋ)は以下となる。 

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
θ＝８・・ｓｉｎ

Ｌ

ＥＡ
＝４・２・Ｋ＝４Ｋ ２２

１
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第 4.2.3.2－1図 既工認におけるばね定数算出モデル 

4.2.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

4.2.4.1 解析モデルの範囲 

今回工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.4.1－1 図に示す。ＰＣＶス

タビライザの構成部材であるパイプ，ガセットプレート及び内側シヤラグを

360°全体でモデル化する。 

なお，今回評価に用いるＦＥＭ解析には「NASTRAN Ver.2005」を使用する。 

第 4.2.4.1－1図 今回工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 

W

δ

θ

L

δ1

θ

F

F

δ ：トラスの荷重方向の変位 

δ1 ：トラスの長さ方向の変位 

θ ：パイプ角度 

Ｗ ：1対のトラスに生じる荷重 

Ｆ ：パイプに生じる荷重 

Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

ＰＣＶ平面図 
今回工認における 
ばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 
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4.2.4.2 解析モデル 

解析モデルの諸元を第 4.2.4.2－1 表に，解析モデル図を第 4.2.4.2－1図に

示す。パイプは断面特性を考慮したビーム要素，ガセットプレート及び内側シ

ヤラグはシェル要素によりモデル化する。

第 4.2.4.2－1表 ＦＥＭ解析モデルの諸元 

節点数 要素数 使用要素タイプ 

19,336 18,768 

パイプ ビーム要素 

ガセットプレート 
シェル要素

内側シヤラグ 

第 4.2.4.2－1図 ＰＣＶスタビライザ解析モデル 

拡大図 

全体図 

ガセットプレート 

内側シヤラグ 

パイプ 
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4.2.4.3 解析条件 

解析モデルの境界条件及び負荷条件を第 4.2.4.3－1 図に示す。ガンマ線遮

蔽壁とガセットプレートの境界条件はモデル中心と剛体結合として定義し，剛

体結合されたモデル中心に強制変位を対角の位置にある内側シヤラグを結ん

だ線上に負荷する。なお，周方向に等間隔で設置されたＰＣＶスタビライザ８

基で荷重を負担するため，ばね定数は強制変位を負荷する方向によらず一定の

値となる。内側シヤラグとＰＣＶとの境界条件は，メイルシヤラグがフィメイ

ルシヤラグと嵌め合い構造となっていることから，円筒座標系のＲ方向及び鉛

直方向（Ｚ方向）は拘束せず，θ方向を拘束する。 

ＰＣＶスタビライザの各構成部材の材質及び材料物性を第 4.2.4.3－1 表に

示す。縦弾性係数は，JSME2005／2007 年版の値を用いる。 

第 4.2.4.3－1表 各構成部材の材質及び材料物性 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E

（MPa） 
ポアソン比ν 

パイプ STS410(STS42) 2.01×105 0.3 

ガセットプレート SM400B(SM41B) 2.01×105 0.3 

内側シヤラグ SGV480(SGV49) 2.01×105 0.3 

第 4.2.4.3－1 図 境界条件及び負荷条件 

モデル中心と剛体結合 強制変位を負荷

各シヤラグ部のθ方向拘束 
（Ｒ方向及び鉛直方向（Ｚ方向）は拘束しない） 

円筒座標系

θ

ＲＹ 

Ｘ 
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4.2.4.4 解析結果 

強制変位を負荷させた際の変形図を第 4.2.4.4－1 図に示す。この図では変

形前の形状を赤線，変形後の形状を黒線で示す。荷重は，剛体結合されたモデ

ル中心の反力として算出する。この解析結果から得た荷重－変位関係から，Ｐ

ＣＶスタビライザのばね定数を 3.5×106 [kN/m]と設定する。

第 4.2.4.4－1図 変形図 

Ｙ 

Ｘ 
注：変形モードが分かるように 

変形に倍率をかけている。 

強制変位 1.0mm の方向
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4.2.4.5 ばね定数低下に係る要因の考察 

4.2.4.5.1 要因考察 

既工認と比べて今回工認（ＦＥＭ解析）のばね定数が低下した要因を考察

するため，部材の剛性の考慮有無や結合方法等を変更した参考モデル（Ⅰ－

１，２及びⅡ）を用いてばね定数を算出した。 

要因の考察に用いた解析モデルの概要を第4.2.4.5.1－1表に示す。また，

各解析モデルにより算出されたばね定数を第 4.2.4.5.1－1図に示す。 

 

第 4.2.4.5.1－1表 解析モデルの概要 

 
《解析結果の考察》 

① 既工認と参考モデルⅠ－１の比較・考察 

参考モデルⅠ－１により算出されたばね定数は既工認と同値であるため， 

ＦＥＭ解析モデルは既工認の計算モデルと同等である。 

② 参考モデルⅠ－１と参考モデルⅠ－２の比較・考察 

参考モデルⅠ－２では，ガセットプレート及び内側シヤラグを剛体とし

てモデル化したことによりパイプ長が短くなったため，ばね定数の値が

参考モデル I－１より大きくなる。 

③ 参考モデルⅠ－２と参考モデルⅡの比較・考察 

参考モデルⅡでは，ガセットプレート及び内側シヤラグに剛性を考慮す

ることにより，ばね定数の値が参考モデルⅠ－２より小さくなる。 

④ 参考モデルⅡと今回工認モデルの比較・考察 

本来ガセットプレートは隣り合うパイプの荷重を受け持つこととなるが

解析モデルの概要
モデル名称 参考モデルⅠ－１ 参考モデルⅠ－２ 参考モデルⅡ 今回工認モデル

モデル概要

既工認のトラス１対モデ

ルをFEMモデルで再現し

たモデル

トラス１対について，ガ

セットプレート及び内側

シヤラグを剛体として考

慮し，パイプの曲げ及び

せん断剛性を考慮したモ

デル

トラス１対について，パ

イプの曲げ及びせん断剛

性に加え，ガセットプ

レート及び内側シヤラグ

の剛性を考慮したモデル

全トラスについて，パイ

プの曲げ及びせん断剛性

と，ガセットプレート及

び内側シヤラグの剛性を

考慮したモデル

ガセットプレート

／内側シヤラグ
－ 剛体 剛性考慮 剛性考慮

パイプとの取り合

い部
ピン結合 剛結合 剛結合 剛結合

パイプ
軸変形を考慮

（長さ L=3749mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

軸変形，曲げ，せん断を

考慮

（長さ L=2574.1mm）

解析モデル図
シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ 

パイプ

内側シヤラグ

（剛体）

ガセットプレート

（剛体）

パイプ取り合い部：剛結合

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ 

パイプ

内側シヤラグ

（剛性考慮）

パイプ取り合い部：剛結合

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

ガセットプレート

（剛性考慮）

内側シヤラグ：θ方向拘束

強制変位方向

パイプ取り合い部：剛結合

ガセットプレート

位置 内側シヤラグ

位置

パイプ

パイプ取り合い部：ピン結合

強制変位方向

内側シヤラグ位置：θ方向拘束
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（第 4.2.4.5.1－2図（b）参照），参考モデルⅡでは，１対のトラスのみ

の荷重を受け持つモデル化を行っており（第 4.2.4.5.1－2図（a）参照），

隣り合うパイプからの荷重を考慮していない。このためガセットプレー

トの変形が小さくなり，ばね定数の値が今回工認モデルより大きくなる。 

ＰＣＶスタビライザを構成する各部材の剛性を考慮することにより，現実的

なばね定数を算出した。その中でも，ガセットプレート及び内側シヤラグの剛

性を考慮したことが，ばね定数低下に大きく寄与している。 

以上の考察より，今回工認のばね定数は妥当なものであることを確認した。 

第 4.2.4.5.1－1図 各解析モデルのばね定数 

第 4.2.4.5.1－2図 参考モデルⅡと今回工認モデルの荷重伝達 

0

2.5

5

7.5

10

5.3 5.3 

7.7 

3.9 3.5 

ばね定数［×10
6
kN/m］ 

[単位：×106kN/m]

項目 既工認
参考モデル

Ⅰ-１
参考モデル

Ⅰ-２
参考モデル

Ⅱ
今回工認
モデル

トラス１対 1.3 1.3 1.9 1.0 －

全体
(トラス８対)

5.3 5.3 7.7 3.9 3.5

（a）参考モデルⅡ

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ パイプ荷重方向

パイプ荷重方向

強制変位方向

（b）今回工認モデル

シヤラグ 

ガセットプレート 

パイプ パイプ荷重方向

パイプ荷重方向

強制変位方向

隣り合うパイプから
の荷重も生じる

隣り合うパイプから
の荷重も生じる
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5. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ない部位）

既工認からばね定数の算出方法に変更がない部位のうち，主要部位であるシ

ヤラグ及び制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームを代表としてばね定

数の算出方法を説明する。 

なお，縦弾性係数は建設時の適用基準（昭和 55 年通商産業省告示第 501 号）

の値を用いる。 

5.1 シヤラグ 

5.1.1 シヤラグの構造 

シヤラグは，ドライウェル上部に周方向に８箇所設置され，ＰＣＶ外側のメ

イルシヤラグが原子炉建物側のフィメイルシヤラグと嵌め合い構造となってお

り，水平方向のうちＰＣＶ周方向の変位を拘束し，径方向変位は拘束されない

構造である。(第 5.1.1－1図参照)  

第 5.1.1－1図 シヤラグ概要図 

5.1.2 ばね定数の算出方法 

シヤラグのばね定数は，せん断荷重から求めた荷重－変位の関係により算出

する。なお，シヤラグのばね定数算出方法について，既工認から変更はない。 

せん断力(Ｆ)を受ける際のせん断変形の式から求める荷重－変位関係より，

第 5.1.2－1図に示すメイルシヤラグ及びフィメイルシヤラグの各部に対するシ

ヤラグ１基分のばね定数（ｋ）を算出する。
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Ｇ

１
＝ν
































3

3

2

2

1

1

3

3

2

2

1

1

0
dx

よって，シヤラグ８基全体のばね定数（Ｋ）は円周状にシヤラグが配置されて

いることから，次のとおりとなる。 
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Ｋ＝４・ｋ

ここで， 

ν ：せん断ひずみ 

Ｇ ：せん断弾性係数 

κ ：断面の形状係数 

ａ１ ：フィメイルシヤラグの幅 

ａ２ ：ａ１＋ａ３ 

ａ３ ：メイルシヤラグの幅 

ｌ１ ：フィメイルシヤラグの長さ 

ｌ２ ：シヤラグ接触面の長さ 

ｌ３ ：メイルシヤラグの長さ 

ｈ ：シヤラグ接触面の長さ 

Ａ１ ：フィメイルシヤラグの断面積（＝ａ１ｈ） 

Ａ２ ：Ａ１＋Ａ３（＝ａ２ｈ） 

Ａ３ ：メイルシヤラグの断面積（＝ａ３ｈ） 

第 5.1.2－1図 シヤラグばね定数算出概念図 

a1 a3 a1 

a2 

h 

l1

l2

l3
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5.2 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム 

5.2.1 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームの構造 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム（以下「ＣＲＤハウジングレ

ストレントビーム」という。）は，８箇所のブラケットでＲＰＶペデスタルと溶

接により固定された構造物であり，構成部材としてはＣＲＤハウジングレスト

レントビーム，サポート，ブラケットからなる。

ＣＲＤハウジングレストレントビームは，ＣＲＤハウジングの水平方向地震

荷重を受けるが，ＣＲＤハウジングレストレントビームはＣＲＤハウジングを

接触のみで支持しているため，圧縮方向の荷重は伝達するが引張方向の荷重は

伝達しない構造である。 

ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造を第 5.2.1－1図に示す。 

第 5.2.1－1図 ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造 

5.2.2  ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法 

ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数は，ＦＥＭ解析により算出

する。なお，ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法につい

て，既工認から変更はない。 

5.2.3 計算方法 

計算機コード「ＳＡＰ-Ⅳ」により，各部材ごとに断面積，断面二次モーメン

ト，重量等を与えるビーム要素モデルで解析する。

5.2.4 計算条件 

5.2.4.1 解析モデル 

解析モデルの概要を第 5.2.4.1－1 図に示す。 

解析モデルはＣＲＤハウジングレストレントビームの対称性を考慮し，

180°の範囲をモデル化する。 
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第 5.2.4.1－1図 解析モデルの概要 

5.2.4.2 各構成部材の材質及び材料物性 

解析に用いる各構成部材の材質及び材料定数を第 5.2.4.2－1表に示す。 

第 5.2.4.2－1表 各構成部材の材質及び材料定数 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E 

(MPa) 
ポアソン比ν 

ＣＲＤハウジング 

レストレントビーム
SS400 1.92×105 0.3 

サポート SM400A 1.92×105 0.3 

ブラケット SM400A 1.92×105 0.3 

5.2.4.3 荷重条件 

ＣＲＤハウジング全水平荷重Ｗを分配して，ＣＲＤハウジングの列ごとの 

荷重Ｗｉを設定し，それらの荷重ＷｉをＣＲＤハウジングレストレントビーム

列上の最も近い接点に負荷する。 

荷重Ｗｉは列ごとのＣＲＤハウジング本数に応じた比例配分により，次のと

おり算出する。 

 
 ｉ

ｉ
ｉ

ｎ

Ｗ・ｎ
＝Ｗ (n:本数，i：列数) 

5.2.4.4 境界条件 

ＣＲＤハウジングレストレントビームとＲＰＶペデスタルは溶接にて固定

されていることから境界条件は固定する。また，180°の範囲をモデル化して

いることから，対称性を考慮した拘束条件とする。 
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5.2.5 解析結果 

ばね定数は，全水平荷重Ｗを最大変位量 δで割ることにより求める。ばね定

数を以下に示す。 

また，変形前(荷重付与前)及び変形後のモデル形状を第 5.2.5－1図に示す。 

ばね定数： ［kN/m］107.16＝
δ

Ｗ
Ｋ＝ ５

第 5.2.5－1図 変形前後のモデル形状 

変形前 変形後
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参考資料（5－1） 

原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更に伴う地震応答への影響について 

1. はじめに

原子炉建物－大型機器連成解析モデルを既工認から変更することに伴い，地

震応答への影響を確認する。 

2. 入力地震動

基準地震動Ｓｓのうち，応答加速度が全周期帯において概ね支配的であるＳ

ｓ－Ｄを代表波として選定する。 

3. 影響検討方法

原子炉建物－大型機器連成解析モデルを既工認から変更することに伴う地震

応答の影響を確認するため，表１に示す影響検討モデル１及び２を用いた固有

値解析及び地震応答解析を行い，表２に示す影響検討ケースで各影響検討モデ

ルの解析結果を今回工認モデルと比較することにより，地震応答への影響につ

いて検討した。 

影響検討ケース１は，ＰＣＶ－ＲＰＶモデルをＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル

に変更したことによる地震応答への影響を検討することを目的として，表１に示

す影響検討モデル１と今回工認モデルを比較する。ばね定数は，どちらのモデル

も精緻化した値を適用する。 

影響検討ケース２は，ＰＣＶ及びＲＰＶスタビライザのばね定数を変更したこ

とによる地震応答への影響を検討することを目的として，表１に示す影響検討モ

デル２と今回工認モデルを比較する。解析モデルは，どちらもＰＣＶ－ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデルとし，影響検討モデル２では，スタビライザのばね定数として既工

認の値を適用し，今回工認モデルでは，スタビライザのばね定数として精緻化し

た値を適用する。 

  表１の解析モデルのモデル図については，第 1－1－1～2図にてＰＣＶ－ＲＰ

Ｖモデルを示し，第 1－2－1～2 図にてＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを示す。 

表１ 影響検討モデル 

影響検討 

モデル
解析モデル 

モデル緒元

備考 スタビライザ

ばね定数
その他 

1 ＰＣＶ－ＲＰＶモデル 精緻化値 既工認と同じ 

2 ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル 既工認と同じ 既工認と同じ 

－ ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル 精緻化値 既工認と同じ 今回工認モデル 
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表２ 影響検討ケース 

影響検討 

ケース 
比較対象モデル 比較目的 

検討結果 

固有値解析 地震応答解析 

1 
影響検討モデル１と 

今回工認モデル 

ＰＣＶ－ＲＰＶモデルを

ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎ

モデルに変更にしたこと

による地震応答への影響

を検討 

第 1－1－1～ 

第 1－1－2表 

第 2－1－1～ 

第 2－1－12図 

第 2－1－1～ 

第 2－1－2表 

2 
影響検討モデル２と 

今回工認モデル 

ＰＣＶ及びＲＰＶスタビ

ライザのばね定数を変更

したことによる地震応答

への影響を検討 

第 1－2－1～ 

第 1－2－2表 

第 2－2－1～ 

第 2－2－20図 

第 2－2－1～ 

第 2－2－2表 

 

 

4. 検討結果 

（１）影響検討ケース１ 

第 1－1－1～第 1－1－2表並びに第 2－1－1～第 2－1－12図に示す固有値解

析結果から，影響検討モデル１と今回工認モデルにおける各振動モードの変形

状態は一致しており，固有周期の変動も小さい（最大４％変動）ことがわかる。 

また，第 2－1－1～第 2－1－2表に示す地震応答解析結果から，各部位の荷

重が概ね一致している（最大 10％変動）ことがわかる。したがって，ＰＣＶ

－ＲＰＶモデルをＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルに変更したことによる地震

応答への影響は軽微である。 

 

（２）影響検討ケース２ 

第 1－2－1～第 1－2－2表並びに第 2－2－1～第 2－2－20図に示す固有値解

析結果から，ＰＣＶ及びＲＰＶスタビライザのばね定数を変更した結果，各振

動モードの変形状態は一致することがわかる。また，各振動モードのうち原子

炉圧力容器の応答が卓越する振動モードで固有周期が長くなる（最大９％）が，

その他の振動モードの固有周期の変動は小さいことがわかる。 

また，第 2－2－1～第 2－2－2表に示す地震応答解析結果から，ＰＣＶ及び

ＲＰＶスタビライザのばね定数を変更したことにより，ＰＣＶ，ＲＰＶ及びシ

ヤラグの荷重等が変動するが，最大でも 36％（ＰＣＶスタビライザ）である

ことがわかる。 

地震応答解析結果に示す荷重のうち，ＲＰＶ支持スカート基部，ガンマ線遮

蔽壁基部，ＲＰＶペデスタル基部，シヤラグでは，影響検討モデル２（①）と

今回工認モデル（②）の荷重の比率（②／①）がＮＳ方向とＥＷ方向で異なり，

ＮＳ方向の荷重は大きくなる（比率（②／①）が 1より大きい）のに対し，Ｅ

Ｗ方向の荷重は小さくなる（比率（②／①）が 1より小さい）。 

また，今回工認モデルにおけるＲＰＶスタビライザとＰＣＶスタビライザで
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は，ＮＳ方向とＥＷ方向のいずれでも荷重が小さくなり（比率（②／①）が 1

より小さい），ＮＳ方向よりＥＷ方向の荷重が小さい（比率（②／①）がＮＳ

方向よりＥＷ方向のほうが小さい）。 

これらの要因として，ばね定数変更により固有周期と床応答スペクトルが変

化し，固有周期と床応答スペクトルとの関係により，ＮＳ方向とＥＷ方向で荷

重の変化の傾向に違いが生じていることや，ＲＰＶ及びＰＣＶスタビライザの

ばね定数が低下したことにより，これらが分担する荷重が小さくなることが考

えられる。 

第 2－3－1 図にＲＰＶスタビライザとＰＣＶスタビライザが接続するガン

マ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）における影響検討モデル２及び今回工認モデ

ルの基準地震動Ｓｓ－Ｄの床応答スペクトルを示す。また，第 2－3－1 表に，

影響検討モデル２（①）と今回工認モデル（②）における，ＲＰＶの振動が卓

越する最も低い振動数の第４次モードの固有周期と床応答加速度及びその比

率（②／①）を示す。ＮＳ方向はスタビライザばね定数の変更に伴い応答加速

度が大きくなるが，ＥＷ方向は小さくなっており，このような違いが荷重の変

化の傾向に影響したものと考えられる。 

以上の考察のとおり，ばね定数の変更に対して妥当な結果が得られている。 
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第 1－1－1 表 固有値解析結果（影響検討ケース１，ＮＳ方向） 

次数 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 固有周期
の比率 

（②／①） 
卓越部位 

① ② 固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ １ 0.219 0.219 1.00 原子炉建物 

－ ２ － 0.202 － 燃料集合体 

－ ３ － 0.135 － 炉心シュラウド 

２ ４ 0.113 0.110 0.97 ＲＰＶ 

３ ５ 0.098 0.098 1.00 原子炉建物 

４ ６ 0.069 0.069 1.00 原子炉建物 

－ ７ － 0.066 － 制御棒案内管 

５ ８ 0.058 0.057 0.98 ＲＰＶ 

６ ９ 0.052 0.052 1.00 原子炉建物 

－ 10 － 0.050 － 燃料集合体 

 

第 1－1－2 表 固有値解析結果（影響検討ケース１，ＥＷ方向） 

次数 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 固有周期
の比率 

（②／①） 
卓越部位 

① ② 固有周期[秒] 固有周期[秒] 

－ １ － 0.204 － 燃料集合体 

１ ２ 0.202 0.200 0.99 原子炉建物 

－ ３ － 0.135 － 炉心シュラウド 

２ ４ 0.113 0.109 0.96 ＲＰＶ 

３ ５ 0.093 0.093 1.00 原子炉建物 

４ ６ 0.067 0.067 1.00 原子炉建物 

－ ７ － 0.066 － 制御棒案内管 

５ ８ 0.058 0.057 0.98 ＲＰＶ 

６ ９ 0.051 0.051 1.00 原子炉建物 

－ 10 － 0.050 － 燃料集合体 

 

4条-別紙7-131



第 1－2－1 表 固有値解析結果（影響検討ケース２，ＮＳ方向） 

次数 
①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 固有周期

の比率 
（②／①） 

卓越部位 
固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ 0.219 0.219 1.00 原子炉建物 

２ 0.202 0.202 1.00 燃料集合体 

３ 0.135 0.135 1.00 炉心シュラウド 

４ 0.102 0.110 1.08 ＲＰＶ 

５ 0.095 0.098 1.03 原子炉建物 

６ 0.069 0.069 1.00 原子炉建物 

７ 0.066 0.066 1.00 制御棒案内管 

８ 0.056 0.057 1.02 ＲＰＶ 

９ 0.052 0.052 1.00 原子炉建物 

10 0.050 0.050 1.00 燃料集合体 

 

第 1－2－2 表 固有値解析結果（影響検討ケース２，ＥＷ方向） 

次数 
①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 固有周期

の比率 
（②／①） 

卓越部位 
固有周期[秒] 固有周期[秒] 

１ 0.204 0.204 1.00 燃料集合体 

２ 0.200 0.200 1.00 原子炉建物 

３ 0.135 0.135 1.00 炉心シュラウド 

４ 0.100 0.109 1.09 ＲＰＶ 

５ 0.091 0.093 1.02 原子炉建物 

６ 0.067 0.067 1.00 原子炉建物 

７ 0.066 0.066 1.00 制御棒案内管 

８ 0.055 0.057 1.04 ＲＰＶ 

９ 0.051 0.051 1.00 原子炉建物 

10 0.050 0.050 1.00 燃料集合体 
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第 2－1－1表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース１，ＮＳ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 12200 11500 0.94 

モーメント（kN・m） 120000 112000 0.93 

ＰＣＶ基部 

せん断力（kN） 23400 23200 0.99 

モーメント（kN・m） 428000 426000 1.00 

ガンマ線遮蔽壁基部 

せん断力（kN） 35300 33600 0.95 

モーメント（kN・m） 140000 134000 0.96 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 40400 38600 0.96 

モーメント（kN・m） 459000 435000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 12000 10800 0.90 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 19300 18100 0.94 

シヤラグ 反力（kN） 28900 28400 0.98 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 

 

第 2－1－2表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース１，ＥＷ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル１ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 11800 11100 0.94 

モーメント（kN・m） 112000 102000 0.91 

ＰＣＶ基部 

せん断力（kN） 26700 24900 0.93 

モーメント（kN・m） 465000 428000 0.92 

ガンマ線遮蔽壁基部 

せん断力（kN） 36300 33600 0.93 

モーメント（kN・m） 143000 133000 0.93 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 39500 37100 0.94 

モーメント（kN・m） 464000 439000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 11200 10900 0.97 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 17300 18100 1.05 

シヤラグ 反力（kN） 24800 25300 1.02 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 
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第 2－2－1表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース２，ＮＳ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

炉心シュラウド 

下部胴下端 

せん断力（kN） 5500 5780 1.05 

モーメント（kN・m） 31300 33700 1.08 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 9610 11500 1.20 

モーメント（kN・m） 93800 112000 1.19 

ＰＣＶ基部 
せん断力（kN） 23500 23200 0.99 

モーメント（kN・m） 426000 426000 1.00 

ガンマ線遮蔽壁基部 
せん断力（kN） 28200 33600 1.19 

モーメント（kN・m） 106000 134000 1.26 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 32600 38600 1.18 

モーメント（kN・m） 369000 435000 1.18 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 11900 10800 0.91 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 19200 18100 0.94 

シヤラグ 反力（kN） 21600 28400 1.31 

燃料集合体 変位（mm） 21.9 22.6 1.03 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 

 

第 2－2－2表 主要設備の地震応答解析結果（影響検討ケース２，ＥＷ方向） 

主要設備・部位 荷重 ①影響検討モデル２ ②今回工認モデル 
比率 

（②／①） 

炉心シュラウド 

下部胴下端 

せん断力（kN） 5270 5700 1.08 

モーメント（kN・m） 31900 30400 0.95 

ＲＰＶ支持スカート

基部 

せん断力（kN） 11600 11100 0.96 

モーメント（kN・m） 107000 102000 0.95 

ＰＣＶ基部 
せん断力（kN） 24800 24900 1.00 

モーメント（kN・m） 431000 428000 0.99 

ガンマ線遮蔽壁基部 
せん断力（kN） 39400 33600 0.85 

モーメント（kN・m） 137000 133000 0.97 

ＲＰＶペデスタル 

基部 

せん断力（kN） 42900 37100 0.86 

モーメント（kN・m） 462000 439000 0.95 

ＲＰＶスタビライザ 反力（kN） 16000 10900 0.68 

ＰＣＶスタビライザ 反力（kN） 28100 18100 0.64 

シヤラグ 反力（kN） 33700 25300 0.75 

燃料集合体 変位（mm） 25.1 26.9 1.07 

応答値は有効数字４桁目を四捨五入 
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第 2－3－1図 ガンマ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）における床応答スペクトル 

（減衰１％） 

第 2－3－1表 ガンマ線遮蔽壁頂部（質点番号 53）におけるＲＰＶが卓越する 

第４次振動モードの固有周期と床応答加速度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

影響検討モデル

２(①) 

今回工認モデル

(②) 

影響検討モデル

２(①) 

今回工認モデル

(②) 

固有周期 

(秒) 
0.102 0.110 0.100 0.109 

加速度 

(G) 
27.8 32.0 39.7 30.4 

加速度の 

比率 

（②／①）

1.15 0.77 
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添付資料－ 6 

最新知見として得られた減衰定数の採用について

1. 概要

今回工認では，以下の設備について最新知見として得られた減衰

定数を採用する。これらの変更は，振動試験結果を踏まえ設計評価

用として安全側に設定した減衰定数を最新知見として反映したも

のであり，大間１号炉の建設工認及び東海第二の新規制工認におい

て適用実績がある。  

①原子炉建物天井クレーンの減衰定数 注 １

②燃料取替機の減衰定数 注 １

③配管系の減衰定数 注 ２ 注 ３

注１  ：電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法

に関する研究（Ｈ７～Ｈ 10）」  

注２  ：電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法

の研究（Ｈ 12～Ｈ 13）」  

注３：（財）原子力工学試験センター「ＢＷＲ再循環系配管耐震

実証試験（Ｓ 55～Ｓ 60）」

なお，本資料に記載する①～③の内容については，「大間原子力

発電所１号機の工事計画認可申請に関わる意見聴取会」において聴

取されたものである。  

また，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の

設計用減衰定数についても大間１号炉と同様に新たに設定してい

る。  
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2. 今回工認で用いた設計用減衰定数  

最新知見として反映した原子炉建物天井クレーン，燃料取替機及

び配管系の設計用減衰定数を第 2－ 1 表及び第 2－ 2 表に示す。  

 

 

第 2－ 1 表  原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の設計用  

減衰定数  

設  備  

設計用減衰定数（％）  

水平方向  鉛直方向  

ＪＥＡＧ  

４６０１ 注 １  
島根２号炉  

ＪＥＡＧ  

４６０１ 注 １  
島根２号炉  

原子炉建物  

天井クレーン  
1.0 2.0 －  2.0 

燃料取替機  1.0 2.0 －  1.5(2.0)注 2 

□：新たに設定したもの  

□：ＪＥＡＧ４６０１から見直したもの  

注１：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－ 1991 追補版（社団

法人日本電気協会）  

注２：括弧外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合。  

括弧内は，燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合。  
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第 2－2表 配管系の設計用減衰定数 

配管区分 

設計用減衰定数注３（%） 

保温材無 保温材有注４ 

ＪＥＡＧ 

４６０１注１ 

島根 

２号炉 

ＪＥＡＧ 

４６０１注１ 

島根 

２号炉 

Ⅰ 

支持具がスナッバ及び架構レストレイン

ト主体の配管系で，その数が４個以上の

もの 

2.0 同左 2.5 3.0 

Ⅱ 

スナッバ，架構レストレイント，ロッド

レストレイント，ハンガ等を有する配管

系で，アンカ及び Uボルトを除いた支持

具の数が４個以上であり，配管区分Ⅰに

属さないもの 

1.0 同左 1.5 2.0 

Ⅲ注２ 

Ｕボルトを有する配管系で，架構で水平

配管の自重を受けるＵボルトの数が４個

以上のもの 

－ 2.0 － 3.0 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 0.5 同左 1.0 1.5 

 □：新たに設定したもの 

 □：ＪＥＡＧ４６０１から見直したもの 

注１：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社団法人日本電気協会） 

注２：区分Ⅲについては新たに設定されたものであり，現行ＪＥＡＧ４６０１では区分Ⅳに含まれる。 

注３：水平方向及び鉛直方向の設計用減衰定数は同じ値を使用。 

注４：保温材有の設計用減衰定数は，無機多孔質保温材による付加減衰定数として，1.0％を考慮したもので

ある。金属保温材による付加減衰定数は，配管ブロック全長に対する金属保温材使用割合が 40％以下

の場合 1.0％を適用してよいが，金属保温材使用割合が 40％を超える場合は 0.5％とする。 

 

（適用条件） 

ａ．適用対象がアンカからアンカまでの独立した振動系であること。 

大口径管から分岐する小口径管は，その口径が大口径管の口径の１／２倍以下である場合，その分

岐部をアンカ相当とする独立の振動系とみなしてよい。 

ｂ．配管系全体として，配管系支持具の位置及び方向が局所的に集中していないこと。 

ｃ．配管系の支持点間の間隔が次の条件を満たすこと。 

配管系全長／（配管区分ごとに定められた支持具の支持点数）≦15(m／支持点) 

ここで，支持点とは，支持具が取り付けられている配管節点をいい，複数の支持具が取り付けられ

ている場合も１支持点とする。 

ｄ．配管と支持構造物の間のガタの状態等が施工管理規程に基づき管理されていること。ここで，施工

管理規程とは，支持装置の設計仕様に要求される内容を反映した施工要領等をいう。  
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3. 設計用減衰定数の設定の考え方 

 3.1 原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の設計用減衰定数 

  (1) 既工認の設計用減衰定数 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（以下ＪＥ

ＡＧ４６０１という。）におけるクレーン類は溶接構造物に分類されるため，

設計用減衰定数は 1.0％と規定されている。ただし，既工認においては原子

炉建物天井クレーン，燃料取替機ともに水平方向に剛構造であり，上記減衰

定数を適用した応答解析は実施していない。 

(2) 設計用減衰定数の変更 

原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰特性に寄与する要素には，

材料減衰とクレーンを構成する部材間に生じる構造減衰に加え，車輪とレー

ル間のガタや摩擦による減衰があり，溶接構造物としての 1.0％よりも大き

な減衰定数を有すると考えられることから，実機を試験体とした振動試験が

実施された。振動試験の結果，原子炉建物天井クレーンの減衰定数について

は，水平 2.0％，鉛直 2.0％が得られている。また，燃料取替機については，

水平 2.0％，鉛直 2.0％（燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合），鉛

直 1.5％（燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合）が得られている。 

(3) 島根２号炉への適用性 

振動試験の概略と，振動試験における試験体と島根２号炉及び先行認可実

績のある大間１号炉の実機との仕様の比較を参考資料(6－1)，(6－2)に示す。 

島根２号炉の原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機については，試験結

果の適用性が確認されている大間１号炉の原子炉建屋クレーン及び燃料取替

機と同等の基本仕様であり，重量比（トロリ重量／総重量）の比較から振動

特性は同等である。 

ここで，原子炉建物天井クレーン（トロリ中央／端部）及び燃料取替機（ト

ロリ中央位置）の鉛直方向の減衰定数については，応答振幅の増加に伴い減

衰比は増加する傾向が試験結果から得られており，島根２号炉の応答振幅は

この試験における応答振幅よりも大きくなる。 

一般的に構造物の減衰は，材料減衰及び構造減衰によるものが支配的であ

ると考えられる。材料減衰は，材料が変形する際の内部摩擦による減衰であ

り，減衰比は振幅によらず一定となる。一方，構造減衰は，部材の接合部に

おける摩擦現象によって発生し，振幅とともに増大すると言われている。 

実機のクレーン類は，機上に駆動部品や搭載機器類（取付器具，電気盤，

巻上機，ワイヤロープ，燃料取替機マストチューブ等）を多数持つ構造であ

り，振幅とともに増大する構造減衰を期待できると考えられる。 

また，燃料取替機のトロリ端部位置については，試験結果から明確な応答

振幅に対する増加傾向が確認できていないものの，燃料取替機にはボルト締

結部等の摩擦減衰を期待できる電気盤等の上部構造物が多数設置されている

ことから，応答振幅の増加に伴い減衰比は少なくとも増加する傾向となり，
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1.5％以上で推移すると考えられる。 

さらに，水平方向の減衰定数については，原子炉建物天井クレーン及び燃

料取替機ともに鉛直方向よりも大きい減衰が得られている。 

したがって，今回工認における原子炉建物天井クレーンの減衰定数につい

ては水平 2.0％，鉛直 2.0％を用いる。また，燃料取替機については水平 2.0％，

鉛直 1.5％（燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合），鉛直 2.0％（燃料

取替機のトロリ位置が中央部にある場合）を用いる。 

 

3.2 配管系の設計用減衰定数 

(1) 既工認の設計用減衰定数 

ＪＥＡＧ４６０１における配管系の設計用減衰定数は，配管支持装置の種

類や個数によって３区分に分類されており，さらに保温材を設置した場合の

設計用減衰定数が規定されている。既工認では，上記の設計用減衰定数を適

用していた。 

  (2) 今回工認で用いる設計用減衰定数 

以下，ａ，ｂに示す項目について，配管系の振動試験の研究成果に基づき，

ＪＥＡＧ４６０１に規定する値を見直し設定する。 

ａ．Ｕボルト支持配管系 

ＪＥＡＧ４６０１におけるＵボルト支持配管系の設計用減衰定数は，0.5％

と規定されている。 

Ｕボルト支持配管系の減衰に寄与する要素には，主に配管支持部における

摩擦があり，架構レストレイントを支持具とする配管系と同程度の減衰定数

を有すると考えられることから，振動試験等が実施され，減衰定数 2.0％が

得られた。 

振動試験で用いられたＵボルトについては，原子力発電所で採用されてい

る代表的なものを用いていることから，振動試験等により得られた減衰定数

を適用できると判断し，今回工認におけるＵボルト支持配管系の設計用減衰

定数は振動試験結果から得られた減衰定数 2.0％を設定する。参考として振

動試験の概略を参考資料(6－3)に示す。 

ｂ．保温材を設置した配管系 

ＪＥＡＧ４６０１における保温材を設置した配管系の設計用減衰定数は，

振動試験の結果に基づき，保温材を設置していない配管系に比べ設計用減衰

定数を 0.5％付加できることが規定されている。 

その後，保温材の有無に関する減衰定数の試験データが拡充され，保温材

を設置した場合に付加できる設計用減衰定数の検討が行われた。 

今回工認における保温材を設置した場合に付加する設計用付加減衰定数は，

振動試験結果から得られた減衰定数 1.0％を保温材無の場合に比べて付加す

ることとする。また，金属保温材が施工されている場合は，金属保温材が施

工されている配管長さが配管全長に対して 40％以下の場合は 1.0％を付加し，
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配管全長に対して 40％を超える場合には 0.5％を付加する。参考として振動

試験の概略を参考資料(6－4)及び参考資料(6－5)に示す。 

  (3) 島根２号炉への適用性 

減衰定数の検討においては，要素試験結果から減衰定数を算出するための

評価式を求め，その上で実機配管系の解析を行い，減衰定数を求めている。 

まず，要素試験においては，原子力発電所で採用されている代表的な４タ

イプ（参考資料(6－3)補足参照）を選定しており，島根２号炉においてもこ

の４タイプのＵボルトを採用している。次に実機配管系の解析対象とした 28

モデルには，ＢＷＲプラントの実機配管が含まれており，また配管仕様（口

径，肉厚，材質），支持間隔，配管ルートも異なっており，様々な配管剛性や

振動モードに対応している（参考資料(6－3)参照）。 

したがって，今回検討した設計用減衰定数は島根２号炉へ適用可能と判断

し，島根２号炉における配管系の設計用減衰定数として設定する。 

 

4. 鉛直方向の設計用減衰定数について 

今回工認では，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計

用減衰定数を新たに設定している。 

機器・配管系の設計用減衰定数を第 4－1表に示す。鉛直方向の設計用減衰定

数は，基本的に水平方向と同様とするが，電気盤や燃料集合体等の鉛直地震動に

対し剛体挙動とする設備は 1.0％とする。また，原子炉建物天井クレーン，燃料

取替機及び配管系については，既往試験等により確認されている値を用いる。 

なお，これらの設計用減衰定数は大間１号炉建設工認及び東海第二新規制工認

において適用実績がある。 

第 4－1表 機器・配管系の設計用減衰定数 

設 備 

設計用減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

既工認 今回工認 既工認 今回工認 

溶接構造物 1.0 同左 － 1.0 

ボルト及びリベット構造物 2.0 同左 － 2.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 同左 － 1.0 

燃料集合体 7.0 同左 － 1.0 

制御棒駆動機構 3.5 同左 － 1.0 

電気盤 4.0 同左 － 1.0 

原子炉建物天井クレーン 1.0 2.0 － 2.0 

燃料取替機 1.0 2.0 － 1.5(2.0)注 

配管系 0.5～2.0 0.5～3.0 － 0.5～3.0 

 □：新たに設定したもの 

注：括弧外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合。 

括弧内は，燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合。  
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リ
 
 

加
振

装
置

 
 

ブ
リ
ッ
ジ

 

(ガ
ー
ダ

) 

 
マ

ス
ト

チ
ュ

ー
ブ

 

振
動
試
験
で
得
ら
れ
た
周
波
数
応
答
曲
線
か
ら
ハ
ー
フ
パ
ワ
ー
法
で
減
衰

比
を
算
定
。
 

燃
料
取
替
機

5
タ
イ
プ
に
つ
い
て
，
基
本
仕
様
（
ト
ロ
リ
及
び
ガ
ー
ダ
の

重
量
，
高
さ
，
ス
パ
ン
）
を
調
査
。
 

各
燃
料
取
替
機
の
構
成
要
素
，
基
本
構
造
，
サ
イ
ズ
，
重
量
，
振
動
特

性
が
同

等
で
あ
る
こ
と
を
確
認

。
 

１
．
代
表
試
験

体
の
選

定
 

燃
料
取
替
機

5
機
の
中
か
ら
，
建
設
中
プ
ラ
ン
ト
の
燃
料
取
替
機
を
代

表
試
験
体
と
し
て
選
定
。
 

２
．
振
動
試
験

 【
加
振
方
法
（
水
平
・
鉛
直
方
向
）
】 

 
ト
ロ
リ
中

央
部

に
設

置
し
た
加
振

装
置

に
よ
る
強
制
加
振

 
 
（
正
弦
波

 5
H

z～
2
0
H

z）
 

３
．
計
測
デ
ー

タ
の
処

理
 

燃
料
取
替
機
の
減
衰
比
と
応
答
振
幅
の
関
係

 

（
鉛
直
方
向
） 

燃
料
取
替
機
の
減
衰
比
と
応
答
振
幅
の
関
係

 

（
水
平
方
向
） 

【
設
計
用
減
衰
定
数
（
鉛
直
方
向
）】

 
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
伴

い
減
衰
比
は
増
加
傾
向
に
あ
り
，
振
幅
レ
ベ
ル

0
.4

0
m

m
で
も

減
衰
比

2
.0
％

以
上
と
な
っ
て
い
る
こ
と
，
振
幅
が
増
加
す
る
と

取
付
器
具
の
振
動
等
で
構
造
減
衰
が
増
加
し
，
設
計
応
答
振

幅
レ
ベ
ル
で
も
減
少
す
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，

設
計
用
減
衰
定
数

2
.0
％
と
し
た
。
 

ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず
，

1
.5
％
程
度
の
減
衰
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰

定
数

1
.5
％
と
し
た
。
 

４
．
設
計
用
減

衰
定
数

の
設
定

 

【
試
験
結
果
（
鉛
直
方
向
）】

 
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
し
た

が
っ
て
減
衰
比
は
増
加
す
る
傾
向
を
示
し
て
い
る
。
応
答
振
幅

0
.4

0
m

m
で
減
衰
比

2
.0
％
以
上
が
得
ら
れ
て
い
る
。
 

ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず
，

1
.5
％
程
度
の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
。
 

【
試
験
結
果
（
水
平
方
向
）】

 
燃
料
取
替
機
の
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
ト

ロ
リ
位
置
が
中
央
部
で
は
応
答
振
幅

0
.0

7
m

m
に
お
い
て

3
.6
％
，
ト
ロ
リ
位
置
が
端

部
で
は
応
答
振
幅

0.
07

m
m
に
お
い
て

3
.1
％
と
い
う
結
果
が
得
ら
れ
て
い
る
。
 

【
設
計
用
減
衰
定
数
（
水
平
方
向
）】

 
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
振
幅
レ
ベ
ル

0
.0

7
m

m
で
も
鉛
直
方
向
の
減
衰
を
上
回
る

こ
と
が
確
認
さ
れ
て
お
り
，
鉛
直
方
向
の
試

験
結
果
か
ら
，
減
衰
比
は
応
答
振
幅
の
増

加
と
と
も
に
大
き
く
な
る
傾
向
に
あ
る
が
，
デ

ー
タ
点
数
が
少
な
い
た
め
，
鉛
直
方

向
と
同

じ
2
.0
％
を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定
数

と
し
た
。
 

 

【
凡
例
】

 

 
□
水
平
方
向
減
衰
比

[ト
ロ
リ
中
央
部

] 
×
鉛
直
方
向
減
衰
比

 

 
■
水
平
方
向
減
衰
比

[ト
ロ
リ
端
部

] 

 

右
図
に
示
し
た
鉛
直
方
向
の

 

 
結
果
を
参
考
と
し
て
記
載

 

振
幅

(㎜
) 

減衰比(%) 

【
凡

例
】

 

■
マ

ス
ト
縮

，
ト
ロ

リ
中
央

 
 
▲

マ
ス
ト

縮
，
ト
ロ
リ
中
央

 

□
マ

ス
ト
縮

，
ト
ロ

リ
端
 

 
 
△

マ
ス
ト

縮
，
ト
ロ
リ
端

 

振
幅

(㎜
) 

減衰比(%) 

減
衰

比
の
増

加
傾
向
（
ト
ロ
リ
中
央
部
）

 

（
回

帰
分
析

の
結
果
に
よ
る
）

 

 

減
衰

比
の
傾
向
（
ト
ロ
リ
端
部
）

 

（
回

帰
分
析
の
結
果
に
よ
る
）
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燃
料
取

替
機

試
験
体

と
島
根
２

号
炉

及
び

大
間
１

号
炉
の
燃

料
取
替
機
の
仕
様
の
比
較
 

仕
様
 

試
験
体
 

島
根
２

号
炉
 

大
間

１
号
炉
 

備
考
 

ト
ロ

リ
 

質
量
 

Ｗ
ｔ
（

t）
 

15
.5
 

13
.1
 

27
.0
 

 

高
さ
 

ｈ
（

m）
 

4.
79

5 
5.
79
5 

5.
79
5 

ス
パ
ン
 

ｌ
１
（

m）
 

3.
0 

3.
0 

3.
0
 

ス
パ
ン
 

ｌ
２
（

m）
 

2.
6 

2.
6 

3.
0
 

ブ
リ

ッ
ジ
 

質
量
 

Ｗ
ｇ
（

t）
 

23
.6
 

27
.5
 

40
.0
 

高
さ
 

Ｈ
（

m）
 

2.
00

5 
2.
00
5 

2.
07
5 

ス
パ
ン
 

Ｌ
１
（

m）
 

12
.4

6 
15
.1
6 

15
.1
6 

ス
パ
ン
 

Ｌ
２
（

m）
 

4.
6 

4.
6 

4.
43
 

総
質

量
 W
 [
t]
 

39
.1
 

40
.6
 

67
.0
 

 

【
試

験
体
と
実
機
と
の
比
較
の
考
え
方
】
 

 
燃
料
取
替
機
に
つ
い
て
は
，

ブ
リ
ッ
ジ
等
の
骨

組
み
構
造
の
材
料
減
衰
及
び
ト
ロ
リ
，

ブ
リ
ッ
ジ
等
の
ガ
タ
や
摩
擦
に
よ
る
構
造
減
衰
が
減
衰
に
影
響
を
与
え
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ト
ロ

リ
の
構
造
減
衰
は
ト
ロ
リ
位
置
に
よ
っ
て
異
な
る
。
試
験
で
得
ら
れ
た
減
衰
比
デ
ー
タ
と
し
て
は
，
ブ
リ
ッ
ジ
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
の

２
種
類
あ
る
。
鉛
直
方
向
に
関
し
て
は
，
ブ
リ
ッ

ジ
の
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
の
方
が
，
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
に
比
べ
て
減
衰
比
は
高
く
な
っ
て
い
る
。
 

 
ブ
リ
ッ
ジ
の
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
鉛
直
方
向
に
関
し
て
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
伴
い
減
衰
比
は
増
加
傾
向
に
あ
り
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0.
4
0
mm

で
減
衰
比

2
.0
％
以
上
と
な

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰
定
数
を

2.
0
％
と
す
る
。
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0.
07
mm

で
3
.
6％

の
減
衰
比
が
得

ら
れ
て
い
る
が
，
デ
ー
タ
点
数
が
少
な
い
た

め
，
鉛
直
方
向
と
同
じ

2.
0％

を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定
数
と
し
た
。
 

 
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
鉛
直
方
向
に
関
し
て
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず

1.
5％

程
度
の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰
定
数
を

1
.5
％
と
し
た
。

水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0.
07
mm

で
3.
1％

の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
が
，
デ
ー
タ
点
数
が

少
な
い
た
め
，
鉛
直
方
向
と
同
じ

2
.
0％

を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定

数
と
し
た
。
 

 
次
に
島
根
２
号
炉
へ
の
適
用
性
の
観
点
で
は
，

上
表
よ
り
，
サ
イ
ズ
及
び
質
量
は
試
験
体
と
ほ
ぼ
同
等
で
あ
る
た
め
，
振
動
特
性
も
同

等
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
，
試
験
で
は
低

加
速
度
レ
ベ
ル
（

水
平
約

10
0g
al
，
鉛
直
約

20
0g

al
）
に
て
実
施
さ
れ
て
い
る
が
，
実
際
の
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
は
そ
れ
よ
り
も
大
き
い

加
速
度
レ
ベ
ル
と
な
る
。
試
験
結
果
か
ら
，
応
答
の

増
幅
に
伴
い
減
衰
比
も
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
，

上
記
の
試
験
結
果
よ
り
得
ら
れ
た
減
衰
比
は
適
用
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。
以
上
か
ら
，

島
根
２
号
炉
の
燃
料
取
替
機
に
お
け
る
設
計
用
減

衰
定
数
と
し
て
水
平

2.
0％

，
鉛
直

1.
5％

（
燃
料
取
替
機
の
ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
に
あ
る
場
合
），

2.
0％

（
燃
料
取
替
機
の
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
部
に
あ
る
場
合
）
を
適
用
す
る
。
 

 

ト
ロ
リ

  
補

助
ホ
イ
ス
ト

  

ブ
リ

ッ
ジ

(ガ
ー

ダ
) 

 
Ｗ

ｇ
 

ｈ
 

燃
料
つ
か
み
具
 

マ
ス
ト
チ
ュ
ー
ブ

 

L
1 
 

Ｈ
 

走
行
レ
ー
ル

 

横
行
レ
ー
ル

 

補
助
ホ
イ
ス
ト

 

走
行
方
向

 

Ｗ
ｔ
 

L
2 
 l
1 
 

l
2 
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参
考

資
料

(
6－

3)
 

 

U
ボ

ル
ト

支
持

配
管

系
の

振
動
試

験
（

1
/
3
）：

①
要
素

試
験
～
②

消
散

エ
ネ

ル
ギ
評

価
式
の

策
定

～
③

要
素

試
験

結
果

と
の

比
較

 

U
ボ

ル
ト

支
持
部

1
箇

所
の
減
衰

特
性
を

把
握
す

る
た
め

，
最
も

単
純
な

試
験

体
で

振
動

試
験

を
実

施
。

 

   
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

      
 

 
 
 

 
 
 

 

   
 

 

実
規
模
配

管
系
の
試

験
結

果
と
消

散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式

に
基

づ
く
減
衰

定
数
を
比
較
し
，
消
散

 

エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

の
保

守
性

を
確

認
。

 

要
素
試
験

結
果
よ
り
，
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

を
策
定
し
，
減

衰
換

算
法

に
よ
り
減

衰
定

数
を

 

求
め
る
。

 

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
研

究
の
流

れ
 

①
要
素
試

験
 

U
ボ
ル
ト

1
個

が
有

す
る
減

衰
特

性
を
把

握
。

 

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
策

定
 

③
要
素
試

験
結
果

と
の
比

較
 

要
素
試
験

か
ら
策

定
し
た
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

に
つ
い
て
，
実

規
模

配
管

系
で
保

守
性

を
確

認
。

 

④
実
規
模

配
管
系

試
験

 

⑤
配
管
解

析
に
基

づ
く
設

計
用

減
衰

 

 
定
数
の
検

討
 

要
素
試
験

装
置

 

１
サ
イ
ク
ル
あ
た
り
の
履
歴

 

付 加 質 量 位 置 で の 変 位  

水
平
支
持

力
と
水
平
変

位
を
測

定
 

変
位

－
荷

重
履

歴
の
モ
デ

ル
化

  

【
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
策
定
】 

 
モ
デ
ル
内
部
の
面
積
が
消
散
さ
れ
る

 

 
エ

ネ
ル

ギ
で

あ
り
，
こ
の

面
積

を
数

式

化
 

荷
重

 
（
kN

） 
 

 要
素
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
の
結
果
の
比
較

 

 消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性

 

の
確
認

 

（ 消 散 エ ネ ル ギ 評 価 式 の 策 定 ）  

(1
/3

) 

(
2/

3)
 

(
3/

3)
 

消散エネルギ （Nm/N） 
D

is
p
.（
㎜
） 

 

Force（kN） 

 

12
.2

㎜
 

 

14
.1

㎜
 

 
17

.0
㎜

 

 

19
.9

㎜
 

 
22

.6
㎜

 

 

消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
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U
ボ

ル
ト

支
持

配
管
系

の
振
動
試

験
（

2
/
3
）：

④
実
規

模
配
管

系
試

験
 

要
素

試
験

結
果

に
基

づ
き

策
定

し
た
消
散

エ
ネ
ル

ギ
評
価

式
の
実

機
へ
の

適
用
性

確
認
の

た
め
，

実
規

模
配

管
系

試
験

に
よ

る
振

動
試

験
を

実
施

し
，

 

試
験

結
果

よ
り
得

ら
れ
る

減
衰
定

数
と
消

散
エ
ネ

ル
ギ
評

価
式
よ

り
得
ら

れ
る
減

衰
定

数
の

比
較

検
討

を
行

っ
た

。
 

   
 
 

 

実
規
模
配

管
系

の
試

験
結

果
と
消

散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
に
基

づ
く
減

衰
定

数
を
比

較
し
，
消

散
 

エ
ネ
ル
ギ
評
価

式
の
保

守
性

を
確

認
。

 

要
素
試
験

結
果

よ
り
，
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

を
策
定
し
，
減

衰
換

算
法

に
よ
り
減

衰
定

数
を

 

求
め
る
。

 

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
研

究
の
流

れ
 

①
要
素
試

験
 

U
ボ
ル
ト
１
個
が
有

す
る
減

衰
特

性
を
把

握
。

 

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
策

定
 

③
要
素

試
験

結
果

と
の
比

較
 

要
素
試
験

か
ら
策

定
し
た
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

に
つ
い
て
，
実
規

模
配

管
系

で
保

守
性

を
確

認
。

 

④
実
規
模

配
管

系
試

験
 

⑤
配
管
解

析
に
基

づ
く
設

計
用

減
衰

 

 
定
数
の
検

討
 

実
規
模
配

管
系
試

験
装
置

 
試

験
結

果
と
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

に
よ
る
減

衰
定

数
の
比

較
 

試
験

結
果

と
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

に
よ
る
減

衰
定

数
を
比

較
し
た
結

果
，
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
方

が
全

変
位

領
域

で
下

回
っ
て
お

り
，
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
保

守
性

が
確

認
さ
れ
た
。

 

(1
/3
) 

(
2/

3)
 

(
3/

3)
 

配
管

最
大

応
答

変
位
（

㎜
）
 

減衰定数(%) 

○
試
験

(水
平
試
験

) 

●
試
験

(水
平
上
下
試
験

) 

□
減
衰
推
算
法
に
よ
る
推
算

 

算
定

値
 

試
験

値
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U
ボ

ル
ト

支
持

配
管
系

の
振
動
試

験
（

3
/
3
）：

⑤
配
管

解
析
に
基

づ
く

設
計

用
減

衰
定

数
の

設
定

 

実
機

プ
ラ

ン
ト

に
お

い
て

は
，
配

管
系
の

支
持
箇

所
や
ル

ー
ト
は

多
種
多

様
で
あ

る
。
こ

こ
で
は

，
実

機
配

管
系

の
計

算
モ

デ
ル

に
対

し
て

 

消
散

エ
ネ

ル
ギ

評
価

式
を

用
い
て

減
衰
定

数
を
算

出
し
，

さ
ら
に

，
U
ボ
ル
ト

支
持
配

管
系
の

設
計

用
減

衰
定

数
の

検
討

を
行

っ
た

。
 

    

実
規
模
配

管
系

の
試

験
結

果
と
消

散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
に
基

づ
く
減

衰
定

数
を
比

較
し
，
消

散
 

エ
ネ
ル
ギ
評

価
式
の
保
守
性

を
確
認
。

 

要
素
試
験

結
果

よ
り
，
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

を
策
定
し
，
減

衰
換

算
法

に
よ
り
減

衰
定

数
を

 

求
め
る
。

 

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
研

究
の
流

れ
 

①
要
素
試

験
 

U
ボ
ル
ト

1
個
が
有

す
る
減

衰
特

性
を
把

握
。

 

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
策

定
 

③
要
素
試

験
結
果

と
の
比

較
 

要
素
試
験

か
ら
策

定
し
た
消

散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

 

に
つ
い
て
，
実
規

模
配

管
系

で
保

守
性

を
確

認
。

 

④
実
規
模

配
管
系

試
験

 

⑤
配
管
解

析
に
基

づ
く
設

計
用

減
衰

 

 
定
数
の
検

討
 

○
 
前
項

ま
で
に
，
実

規
模
配

管
系
試
験
に
て
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評

価
式

の
保

守
性

を
確

認
。

 

○
 
設
計

用
減
衰

定
数
を
設
定

す
る
に
当
た
り
，

U
ボ
ル
ト
の
支

持
具

数
や

配
管

ル
ー

ト
等

様
々

な
配

管
系

に
つ

い
て
検

討
す

る
必

要
が
あ
る
。

 

○
 
消
散

エ
ネ
ル
ギ
評
価

式
に
よ
る
減
衰
定
数

が
配
管

変
位

に
依

存
す

る
た
め
，
配

管
系

の
振

動
モ
ー

ド
変

位
を
一

定
と
仮

定
し
た
状

態
で
減

衰
定
数
（
変
位

仮
定
減

衰
定
数
）
を
算
出
し
た
。
対
象

は
U
ボ
ル
ト
支

持
部

を
有

す
る
実

機
配

管
系

（
2
8
モ
デ

ル
）
と
し
た
。

 

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
減

衰
推

算
結

果
 

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系
（
2
8
モ
デ
ル
）
に
対
す
る
解
析
に
よ
る
検

討
（
各

振
動

モ
ー

ド
が
全

て
一

律
の
変

位
が
生

じ
る
と
仮

定
）
 

解
析
の
結
果

，
U
ボ
ル
ト

4
個
以

上
 

の
配
管
系
に
お
い
て
，

 

(a
) 
仮
定
変
位

2
.5

㎜
の
場
合
，

 

 
 
 減

衰
定
数

2
.0
％
以

上
が

 

得
ら
れ
た
。

 

(b
) 
仮

定
変
位

5
.0

㎜
の
場
合
，

 

 
 
 減

衰
定
数

1
.0
％
以

上
が

 

得
ら
れ
た
。

 

(a
) 
変
位
設
定
値

 2
.5

㎜
 

(b
) 
変
位
設
定
値

 
5
.0

㎜
 

2
.0
％

 
1
.0
％

 

○
 
変
位

仮
定
減

衰
定
数

は
，
計
算
結
果

か
ら
も
分

か
る
よ
う
に
「
仮

定
 

す
る
変
位
」
に
依

存
す
る
。

 

○
 
変
位

2
.5

㎜
の
減
衰
定

数
及
び
変
位

5
.0

㎜
の
減
衰
定

数
で
あ
る

 

2
.0
％
及
び

1
.0
％
を
与
え
る
下

限
値
を
示
し
た
配
管

モ
デ

ル
に
対

 

し
て
，
よ
り
詳

細
な
解

析
を
行

い
，

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
設

計
用

 

減
衰
定
数

を
検
討
し
た
。

 

比
較
検
討
の
結
果
，
詳
細

計
算

結
果
と
変
位

2
.5

㎜
を
与

え
た
場

合
 

の
結
果
が
よ
く
一

致
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
，

U
ボ
ル
ト
支

持
配

管
系

の
 

設
計
用
減

衰
定
数

を
2
.0
％

に
設
定
し
た
。

 

な
お
，
設

計
用
減

衰
定
数

2
.0
％

適
用
に
当

た
り
，
以
下
の
項

目
を
条

件
と
す

る
。

 

○
 

U
ボ
ル
ト
は
，
運

転
時
に
配

管
と
ボ
ル
ト
頂
部

と
の
間
に
隙

間
が
あ
る
よ
う
施

工
さ
れ
る
こ
と
。

 

○
 
今
回

検
討
対

象
と
し
た

U
ボ
ル
ト
の
据

付
状
態

で
あ
る
こ
と
。
（
水

平
配

管
の
自

重
を
架

構
で
受

け
る

U
ボ
ル
ト
）

詳
細
計
算
に
よ
る
減

衰
定
数
の
検
討
（
モ
ー
ド
別

減
衰
定

数
に
よ
る
検

討
）
 

(1
/3
) 

(2
/3
) 

(3
/3
) 

配
管
の
自
重
を
受
け
る

U
ボ
ル
ト
支
持
具
数

(個
) 

配
管
の
自
重
を
受
け
る

U
ボ
ル
ト
支
持
具
数

(個
) 

減衰定数(%) 

減衰定数(%) 

評
価
点
番
号

 

地震応力(N/㎜2) 

変
位
仮
定
減
衰
定
数

1
.0

%
(変

位
設
定
値

5
.0

㎜
) 

変
位
仮
定
減
衰
定
数

2
.0

%
(変

位
設
定
値

2
.5

㎜
) 

モ
ー
ド
別
減
衰
定
数

 

4条-別紙7-180



 

 

 

【補足】要素試験に用いたＵボルト支持構造物のタイプ 

 

 試験に用いたＵボルトは，原子力発電所で採用されている代表的な４タイプを選定

した。 
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【解析を行った配管仕様】 

 ・口径：20Ａ～400Ａ 

・材質：ステンレス鋼，炭素鋼 

 

 

解析を行ったＢＷＲ実機配管 

 系 統 口 径 

○ｂ 配管 ＣＲＤ 32Ａ 

○ｅ 配管 ＡＣ 50Ａ 

○ｏ 配管 ＲＨＲ 150Ａ 

○ｐ 配管 ＦＰＣ 40Ａ 

○ｑ 配管 ＭＵＷＣ 100Ａ 

○ｒ 配管 ＭＵＷＣ 150Ａ，80Ａ 

○ｓ 配管 ＲＣＷ 200Ａ 

○ｔ 配管 ＲＣＷ 200Ａ，80Ａ 

○ｕ 配管 ＣＲＤ 32Ａ 

  

4条-別紙7-182



 

 

 
 

  

 
 

  
  

  

○ｂ  ○ｅ  

○ｏ  ○ｐ  

○ｑ  
○ｒ  

4条-別紙7-183



 

 

 

  

 

     

 

 

 

 

  

○ｓ  ○ｔ  

○ｕ  
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参
考

資
料

(
6－

4)
 

配
管

系
の
保

温
材
に

よ
る
付

加
減

衰
定

数
（

無
機
多

孔
質
保

温
材

）
 

試
験
体
（

無
機

多
孔

質
保

温
材

）
を

使
用

し
た
振

動
試
験

か
ら
得

ら
れ
た

配
管
系

の
保
温

材
に
よ

る
付
加

減
衰
定

数
に

基
づ

き
，

設
計

用
減

衰
定

数
の

検
討

を
行

っ
た

。
 

                                

 

１
．
試
験
体

 

配
管
口
径
の
異

な
る

3
種

類
（
①

8
B
（
20

0
A
）
，

 

②
1
2
B
（
30

0
A
）
，
③

2
0
B
（5

0
0
A
））
の
試

験
 

体
を
用
い
て
振
動

試
験

を
実

施
。

 

２
．
振
動
試
験

 

振
動
試
験

は
保

温
材

有
り
の
場

合
及

び
保

温
材

 

無
し
の
場
合
に
つ

い
て
実

施
。

 

（
保
温
材
厚
さ

 7
5
m

m
）
 

試
験

装
置

概
略

図
 

３
．
試
験
結
果

 

保
温

材
有

・
無

の
結

果
を
比

較
し
，
保

温
材

が
有

る
場

合
に
付

加
で
き
る
減

衰
定

数
（
付

加
減

衰
定

数
）
と
変

位
と
の
関

係
を
示
す

。
 

①
配
管
口

径
8
B

 
②

配
管
口

径
1
2
B

 
③
配

管
口

径
2
0
B

 

 
 

 

４
．
設
計
用
減

衰
定
数

の
設
定

 

【
試
験
結
果
（
8
B
，

1
2
B
，

2
0
B
）】

 

○
応
答
変

位
3
.0

㎜
以
上
の
領

域
 

 
保
温
材
に
よ
る
付

加
減
衰

定
数

は
1
.0
％
以
上

，
応

答
変

位
の
漸

増
又

は
一

定
の
値

を
示

す
傾

向
。

 

○
応
答
変

位
3
.0

㎜
以
下
の
領

域
（
小
応
答
領

域
）
 

 
減
衰
デ

ー
タ
に
ば
ら
つ
き
が
あ
り
，
付
加

減
衰
定

数
1
.0
％

以
下

の
場

合
が
あ
る
。

 

【
設
計
用
減
衰

定
数
の
設

定
】
 

小
応
答
領

域
に
つ

い
て
は
，
配

管
の
強
度
上

問
題

と
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
，
保

温
材

に
よ
る
付

加
減

衰
定

数
は

1
.0
％

と
す

る
。

 

配
管

 
保
温
材

 

付
加
重
量

 

板
バ
ネ

 

振
動
台

 

応
答
変
位

(㎜
) 

応
答
変
位

(㎜
) 

応
答
変
位

(㎜
) 

付加減衰定数 Δh(%) 

付加減衰定数 Δh(%) 

付加減衰定数 Δh(%) 

×
：

変
位

制
限

撤
廃

前
デ

ー
タ

（
応

答
変

位
3
0
㎜

以
下

）
 

□
：

変
位

制
限

撤
廃

前
デ

ー
タ

（
応

答
変

位
3
0
㎜

よ
り

大
）

 

○
：

変
位

制
限

撤
廃

検
討

時
デ

ー
タ

 

×
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
以
下

）
 

□
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
よ
り

大
）

 

○
：

変
位
制
限
撤
廃

検
討
時
デ
ー
タ

 

×
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
以
下

）
 

□
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
よ
り

大
）

 

○
：

変
位
制
限
撤
廃

検
討
時
デ
ー
タ
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参
考

資
料

(
6－

5)
 

配
管

系
の
保

温
材
に

よ
る
付

加
減

衰
定

数
（

金
属
保

温
材

及
び
無

機
多

孔
質

保
温

材
）

 

試
験
体

（
金

属
保

温
材

及
び

無
機

多
孔

質
保
温
材

）
を
使

用
し
た

振
動
試

験
か
ら

得
ら
れ

た
保
温

材
に
よ

る
付
加

減
衰

定
数

に
基

づ
き

，
設

計
用

減
衰

定
数

の
検

討
を

行
っ

た
。

 

 

１
．
試
験
体

 

BW
R

型
プ
ラ
ン
ト

の
再
循
環
系
（

PL
R）

配
管
２

ル
ー
プ
の

う
ち
１
ル
ー
プ
を
模
擬
し
た
実
物
大
モ
デ
ル

２
．
振
動
試
験

 

振
動
試
験
は
保
温
材
有
・
無
の
場
合
に
つ
い
て
実
施
。
 

保
温

材
に

つ
い

て
は

，
金

属
保

温
材

と
無

機
多

孔
質

保
温

材
が

混
在

し
て

配
管

全
長

に
施

工
さ

れ
，

金
属

保
温

材
が

施
工

さ
れ

て
い

る
配

管
長

さ
は

，
配

管
全

長
に

対
し

43
%

を
占
め
る
。

３
．
試
験
結
果

 
試
験
体
を
再
現
し
た
解
析
モ
デ
ル
を
用
い
て
固
有
値
解
析
を
行
っ
た
結
果
，
一
次
モ
ー
ド
が

応
答
に
支
配
的
で
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
 

【
設

計
用

減
衰
定

数
の
設

定
】
 

試
験
よ
り

得
ら
れ

た
付
加

減
衰

定
数

3.
9
%は

，
設

計
用

減
衰

定
数

と
し

て
設

定
し

た
保

温
材

に

よ
る
付
加

減
衰
定

数
1.
0
%を

上
回

る
こ

と
か

ら
，

金
属

保
温

材
と

無
機

多
孔

質
保

温
材

が
混

在

す
る
場
合

に
つ
い

て
も
適

用
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

た
だ
し
本

試
験
に

お
い
て

，
金

属
保

温
材

が
施

工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

は
配

管
全

長
に

対
し

，
 

4
3
%で

あ
っ
た

こ
と
か

ら
，

下
記

の
適

用
条

件
を

設
定

し
た

。
 

①
金
属
保

温
材
が

施
工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

が
配

管
全

長
に

対
し

て
40
%以

下
の

場
合

・
・
・
・

1
.0
%を

付
加

す
る

。

②
金
属
保

温
材
が

施
工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

が
配

管
全

長
に

対
し

て
40
%を

超
え

る
場

合

・
・
・
・

0
.5
%を

付
加

す
る

。

４
．
設
計
用
減
衰
定
数
の
設
定
 

一
次
モ
ー
ド
に
お
け
る
保
温
材
有
・
無
の
減
衰
定
数
を
下
表
に
示
す
。
 

 ・
付
加
減
衰
定
数
は
，
保

温
材
有
の
減
衰
定
数
（

9
.4
%）

と
保
温
材
無
の
減
衰
定
数
（
5.
5
%）

の
差
よ
り
，
3.
9%
と
評
価
で
き
る
。

・
一
次
モ
ー
ド
に
お
け
る

卓
越
部
位
は
ポ
ン
プ
廻
り
の
配
管
系
で
あ
り
，
当
該
部
位
で
の
金

属
保
温
材
の
使
用
割
合
は
，
約

7
5％

（
ポ
ン
プ
入
口
弁
エ
ル
ボ

部
か
ら
ポ
ン
プ
出
口
弁
エ

ル
ボ
部
の
範
囲
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
付
加
減
衰
定
数

3
.9
％
は
金
属
保
温
材
の
影
響
が

支
配
的
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

保
温

材
有

保
温

材
無

9
.
4

5
.
5

減
衰

定
数

[
％

]

PL
R
配
管
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添付資料－7 

水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根法による組合せ 

について 

1. 概要

今回工認の耐震設計では，これまで静的な取扱いのみであった鉛直方向の地震

力について，動的な地震力を考慮することに伴い，水平方向及び鉛直方向の動的

な地震力による荷重を適切に組み合わせることが必要となる。 

従来の水平方向及び鉛直方向の荷重の組合せは，静的地震力による鉛直方向の

荷重には地震継続時間や最大加速度の発生時刻のような時間の概念がなかった

ことから，水平方向及び鉛直方向の地震力による荷重の最大値同士の絶対値和と

していた（以下「絶対値和法」という。）。 

一方，水平方向及び鉛直方向がともに動的地震力である場合，両者の最大加速

度の発生時刻に差があるという実挙動を踏まえると，従来と同じように絶対値和

法を用いるのではなく，時間的な概念を取り入れた荷重の組合せ方法を検討する

必要がある。 

本資料では，水平方向及び鉛直方向の動的地震力の組合せに関する既往研究（１）

をもとに，二乗和平方根（以下「ＳＲＳＳ（Square Root of the Sum of the Squares）」

という。）法による組合せの妥当性について説明するものである。 

なお，ＳＲＳＳ法による荷重の組合せは，大間１号炉建設工認及び東海第二新

規制工認において適用実績のある手法である。 

4条-別紙7-187



2. 島根２号炉で用いる荷重の組合せ方法 

島根２号炉では，静的地震力による荷重の組合せについては，従来通り絶対値

和法を用いて評価を行う。また，動的地震力による荷重の組合せについては，既

往知見に基づきＳＲＳＳ法を用いて評価を行う。 

 

3. 水平方向及び鉛直方向の地震力による荷重の組合せ方法に関する研究の成果 

 3.1 荷重の組合せ方法の概要 

荷重の組合せ方法として，絶対値和法及びＳＲＳＳ法の概要を以下に示す。 

 

  (1) 絶対値和法 

本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）注

を絶対値和で組み合わせる方法である。 

この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重が同時刻に同

位相で発生することを仮定しており，組合せ方法の中では最も大きな荷重を

与える。本手法は，主に地震力について時間の概念がない静的地震力による

荷重の組合せに使用する。 

 

組合せ荷重（又は応力） ｍａｘＶｍａｘＨ ｜＋｜Ｍ｜＝｜Ｍ  

ＭＨ：水平方向地震力による荷重（又は応力） 

ＭＶ：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 

 

  (2) ＳＲＳＳ法 

本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）注

を二乗和平方根で組み合わせる方法である。 

この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重の発生時刻に

時間的なずれがあるという実挙動を考慮しており，水平方向及び鉛直方向地

震動の同時入力による時刻歴応答解析結果との比較において平均的な荷重を

与える。本手法は動的地震力による荷重同士の組合せに使用する。 

 

組合せ荷重（又は応力） 22
ｍａｘＶｍａｘＨ )＋(Ｍ)(Ｍ＝  

ＭＨ：水平方向地震力による荷重（又は応力） 

ＭＶ：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 

 

注：荷重の段階で組み合わせる場合と荷重により発生した応力の段階で組み

合わせる場合がある（次頁補足参照）。応力で組み合わせる場合は，その

妥当性を確認した上で適用する。 
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（補足）荷重又は応力による組合せについて 

水平方向及び鉛直方向の動的地震力をＳＲＳＳ法で組み合わせる際，評価対象

機器の形状や部位に応じて荷重の段階で組み合わせる場合と荷重により発生し

た応力の段階で組み合わせる場合がある。ここではその使い分けについて，具体

例を用いて説明する。 

Ａ．荷重の段階で組合せを行う場合 

横形ポンプの基礎ボルトの引張応力の評価を例とする。以下の式で示すよう

に水平方向地震力と鉛直方向地震力の組合せは，荷重である水平方向地震力に

よるモーメント（ｍ・ｇ・ＣＨ・ｈ）と鉛直方向地震力によるモーメント（ｍ・

ｇ・ＣＶ・ｌ１）を組み合わせる。 

本手法については，非同時性を考慮する地震荷重についてのみＳＲＳＳして

おり，実績のある妥当な手法である。 

【絶対値和法】 

 　１Ｐ１Ｐ１ＶＨｂ －ｍｇｌ)＋Ｍ(ｈ＋ｌ)＋ｍｇＣｌｈ＋Ｃｍｇ(Ｃ
Ｌ

1
＝Ｆ

…(式 A－1) 

【ＳＲＳＳ法】 

  １Ｐ１Ｐ１ＶＨｂ －ｍｇｌ)＋Ｍ(ｈ＋ｌｍｇＣ)ｌ(Ｃｈ)(Ｃｍｇ
Ｌ

1
＝Ｆ 22 

…(式 A－2) 

ここで， 

Ｆｂ：基礎ボルトに生じる引張力 

ＣＨ：水平方向震度 

ＣＶ：鉛直方向震度 

ＣＰ：ポンプ振動による震度 

ＭＰ：ポンプ回転により働くモーメント 

ｇ：重力加速度 

ｈ：据付面から重心までの距離 

ｌ１，ｌ２：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

Ｌ：支点とする基礎ボルトから最大引張応力がかかる基礎ボルトまでの

距離 

ｍ：機器の運転時質量 

である。 
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図 A－1 横形ポンプに作用する震度 

Ｂ．応力による組合せを行う場合 

横置円筒形容器の脚の組合せ応力の評価を例とする。脚には，水平方向地震

力による曲げモーメントＭｌ１及び鉛直方向荷重 

Ｐｌ，鉛直方向地震力による鉛直荷重 Ｖｓ１１ Ｃｇ)＋ｍ(Ｒ  が作用する。 

図 B－1 横置円筒形容器の脚部に作用する荷重 

水平地震力による圧縮応力σｓ２及び鉛直方向地震力による圧縮応力σｓ４

は以下の式で表され，脚の組合せ応力の評価の際はこれらの応力をＳＲＳＳ法

により組み合わせて評価を行う。 

ｓ

ｌ

ｓｙ

ｌ１
ｓ２

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ …(式 B－1) 

Ｖ
ｓ

ｓ１１
ｓ４ Ｃ

Ａ

ｇ＋ｍＲ
＝σ …(式 B－2) 

  
：重心位置 

ＣＶ 

ＣＨ 

Ｆｂ 

ｌ１ ｌ２ 

Ｌ 

ｈ 転倒支点 

第１脚 第２脚 

Ｍｌ１ 

Ｐｌ 

(Ｒ１＋ｍｓ１ｇ)ＣＶ 
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【絶対値和法】 

2
ｓ２

2
ｓ４ｓ２ｓ１ｓ ＋3τ)＋σ＋σ(σ＝σ …(式 B－3) 

【ＳＲＳＳ法】 

  2
ｓ２

2 
2

ｓ４
2

ｓ２ｓ１ｓ ＋3τ＋σσ＋σ＝σ …(式 B－4) 

ここで， 

σｓ ：水平方向及び鉛直方向地震力が作用した場合の脚の組合せ応力 

σｓ１ ：運転時質量により脚に生じる圧縮応力 

σｓ２ ：水平方向地震力により脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 

σｓ４ ：鉛直方向地震力により脚に生じる圧縮応力 

τｓ２ ：水平方向地震力により脚に生じるせん断応力 

Ｍｌ１ ：水平方向地震力により脚底面に作用する曲げモーメント 

Ｐｌ ：水平方向地震力により胴の脚付け根部に作用する鉛直方向荷重 

Ｒ１ ：脚が受ける自重による荷重 

ｇ ：重力加速度 

ｍｓ１ ：脚の質量 

Ｚｓｙ ：脚の断面係数 

Ａｓ ：脚の断面積 

である。 

ここで，水平地震力による圧縮応力σｓ２及び鉛直方向地震力による圧縮応

力σｓ４は，図 B－2に示すように，ともに脚の外表面の圧縮応力を表すもので

あり，脚の同一評価点，同一応力成分であることから，これらの組合せをＳＲ

ＳＳ法により行うことは妥当である。 
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(a) 水平方向地震力による応力評価点の圧縮応力 

 

(b) 鉛直方向地震力による応力評価点の圧縮応力 

 

図 B－2 横置円筒形容器の脚部に作用する地震力による応力 

概念図 

 

 

曲げによる応力 

引張 

圧縮 

 

Ｍｌ１ 

Ｍｌ１ 

Ｚｓｙ 

応力評価点 

圧縮による応力 

Ｐｌ 

Ｐｌ 
Ａｓ 

  

 

曲げ＋圧縮による応力 

σｓ２ 

 

  

応力評価点 

(Ｒ１＋ｍｓ１ｇ)ＣＶ 

  

ＣＶ σｓ４＝ 
Ａｓ 

Ｒ１＋ｍｓ１ｇ  
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 3.2 ＳＲＳＳ法の妥当性 

既往研究（１）では，実機配管系に対して，水平及び鉛直地震動による最大荷

重をＳＲＳＳ法により組み合わせた場合と水平及び鉛直地震動の同時入力に

よる時刻歴応答解析法により組み合わせた場合との比較検討を以下のとおり

行っている。 

(1) 解析対象配管系モデル

解析対象とした配管は，代表プラントにおける格納容器内の給水系（ＦＤ

Ｗ）２本，残留熱除去系（ＲＨＲ）１本及び主蒸気系（ＭＳ）１本の計４本

の配管モデルである。当該配管系はＳクラスに分類されるものである。 

(2) 入力地震動

解析に用いた入力地震動は，地震動の違いによる影響を確認するため，兵

庫県南部地震（松村組観測波），人工波及びエルセントロ波の３波を用いた。

機器・配管系への入力地震動となる原子炉建屋中間階の応答波の例を第 3－

1(1)図～第 3－1(3)図に示す。 

(3) 解析結果

解析結果を第 3－2(1)図～第 3－2(4)図に示す。第 3－2(1)図～第 3－2(4)

図は，水平方向及び鉛直方向の応力に対して，同時入力による時刻歴応答解

析法及びＳＲＳＳ法により組み合わせた結果をまとめたものであり，参考ま

でに絶対値和法による結果も併記した。 

第 3－2(1)図～第 3－2(4)図より，いずれの配管系においても最大応力発生

点においては，時刻歴応答解析法に対してＳＲＳＳ法の方が約 1.1～1.4倍の

比率で上回る結果となった。最大応力発生点におけるＳＲＳＳ法と同時入力

による時刻歴応答解析法との結果の比較を第 3－1表に示す。また，最大応力

発生点の部位を第 3－3(1)図～第 3－3(4)図に示す。 

さらに，配管系全体の傾向を確認するため，配管系の主要な部位における

発生応力の比較を第 3－4 図に示す。第 3－2(1)図～第 3－2(4)図に基づき，

各配管モデルの節点の応力値をプロットしたものである。第 3－4図より，Ｓ

ＲＳＳ法は発生応力の低い領域では同時入力による時刻歴応答解析法に対し

て平均的な結果を与え，発生応力の増加に伴い，保守的な結果を与える傾向

にあることが確認できる。 
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第 3－1(1)図 機器・配管系への入力地震動 

（兵庫県南部地震（松村組観測波）） 

第 3－1(2)図 機器・配管系への入力地震動（人工波） 
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第 3－1(3)図 機器・配管系への入力地震動 

（エルセントロ波） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(1)図 主要な部位における発生応力（ＦＤＷ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

人工波 

エルセントロ波

第 3－2(2)図 主要な部位における発生応力（ＭＳ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(3)図 主要な部位における発生応力（ＲＨＲ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

人工波 

エルセントロ波

第 3－2(4)図 主要な部位における発生応力（ＦＤＷ－001，代表Ｂプラント） 
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第 3－1 表 一次応力でのＳＲＳＳ法と同時入力時刻歴法の比較 

（最大応力発生点） 

解析対象配管 入力地震波 最大応力発生点 
ＳＲＳＳ法 

／同時入力 

ＦＤＷ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 分岐部（節点 No.26） 1.08 

人工波 分岐部（節点 No.26） 1.08 

エルセントロ波 分岐部（節点 No.26） 1.08 

ＭＳ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 分岐部（節点 No.10） 1.15 

人工波 分岐部（節点 No.10） 1.20 

エルセントロ波 分岐部（節点 No.10） 1.18 

ＲＨＲ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 拘束点（節点 No.28） 1.15 

人工波 拘束点（節点 No.28） 1.15 

エルセントロ波 拘束点（節点 No.28） 1.18 

ＦＤＷ－001 

（代表Ｂプラント） 

兵庫県南部地震 拘束点（節点 No.18） 1.35 

人工波 拘束点（節点 No.18） 1.37 

エルセントロ波 拘束点（節点 No.18） 1.34 
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第 3－3(1)図 給水系配管（ＦＤＷ－001，代表Ａプラント） 

 

 

 

第 3－3(2)図 主蒸気系配管（ＭＳ－001，代表Ａプラント） 
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第 3－3(3)図 残留熱除去系配管（ＲＨＲ－001，代表Ａプラント） 

 

 

第 3－3(4)図 給水系配管（ＦＤＷ－001，代表Ｂプラント） 
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第 3－4図 ＳＲＳＳ法による応力と時刻歴応答解析法による応力の比較 
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4. 島根２号炉における水平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生

時刻の差について  

島根２号炉における水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度の

発生時刻の差について，原子炉建物を例に，島根２号炉の施設の耐

震評価において支配的な地震動である基準地震動Ｓｓ－Ｄに対す

る水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度の発生時刻の差を確認

した。ここで，機器・配管系の耐震評価に用いる水平方向の設計用

震度は，すべての地震動に対する南北方向及び東西方向の最大応答

加速度を包絡した値を用いることを踏まえ，水平方向の最大応答値

の発生時刻については，Ｓｓ－ＤによるＮＳ方向及びＥＷ方向の最

大応答加速度の発生時刻を用いた。  

第 4－ 1 図及び第 4－ 1 表に示すように，水平方向及び鉛直方向の

最大応答値の発生時刻には約１～ 16 秒の差があり，島根２号炉に

おいても水平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生時刻には差が

あることを確認した。  
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第 4－1 図 原子炉建物応答値（ＥＬ. 1.3mの例） 

第 4－1 表 最大応答値の発生時刻の差 

位置（m） 
最大応答値の発生時刻（sec） 発生時刻の差 

（sec） 水平方向 鉛直方向 

51.7 25.8 10.1 15.7 

42.8 8.6 10.1 1.5 

34.8 14.6 10.1 4.5 

30.5 14.6 10.1 4.5 

23.8 14.6 10.1 4.5 

15.3 8.5 10.1 1.6 

10.1 8.5 10.1 1.6 

8.8 8.5 10.1 1.6 

1.3 8.5 10.1 1.6 

-4.7 8.5 10.1 1.6 
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5. まとめ  

  以上より，島根２号炉では，水平方向及び鉛直方向の動的地震

力による荷重の組合せ方法としてＳＲＳＳ法を適用する。  

 

6. 参考文献  

(1) 電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関す

る研究（ステップ２）」（平成７年～平成 10 年）  

 

7. 参考資料  

（参考）鳥取地震による島根原子力発電所の水平方向及び鉛直方向

の最大応答値の生起時刻の差について  
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参考資料  

 

（参考） 2000 年鳥取県西部地震による島根原子力発電所２号炉の水

平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生時刻の差について  

 

1. はじめに  

島根原子力発電所２号炉では，2000 年 10 月 6 日に鳥取県西部地

震による観測記録が得られている。本資料では， 2000 年鳥取県西

部地震による島根原子力発電所２号炉の水平方向及び鉛直方向の

最大応答値の発生時刻の差について参考として確認する。  

 

2. 確認結果  

参考第 1 表に示すように，水平方向及び鉛直方向の最大応答値の

発生時刻には約 1 秒～約 2 秒の差があり，島根原子力発電所２号炉

において観測された実地震についても，水平方向及び鉛直方向の最

大応答値の発生時刻には差があることを確認した。  

 

参考第 1 表  2000 年鳥取県西部地震の観測記録における  

最大応答値の発生時刻の差  

位置  

（ m）  

最大応答値の発生時刻（秒）  発生時刻の差（秒）  

南北方向  

（ＮＳ）  

東西方向  

（ＥＷ）  

鉛直方向  

（ＵＤ）  
ＮＳ－ＵＤ  ＥＷ -ＵＤ  

島根２号炉  

原子炉建物  

（ＥＬ  1.3m）  

20.455 19.325 18.380 2.075 0.945 
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参考第 1－ 1 図  島根２号炉原子炉建物基礎上（ＥＬ  1.3m）

地震計設置位置  
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参考第 1－ 2 図  原子炉建物基礎上の観測記録 加速度時刻歴波形

（ CH.45， CH.46， CH.47 ＥＬ  1.3m）
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添付資料－8 

等価繰返し回数の評価方針について 

1. 基本的な考え方

島根２号炉の耐震評価における疲労評価では，原子力発電所耐震設計技術指針

ＪＥＡＧ４６０１-1987（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の手順のうち，

等価繰返し回数を用いた評価としている。 

今回工認で用いる等価繰返し回数は，ＪＥＡＧ４６０１のピーク応力法に基づ

き等価繰返し回数を算定する。等価繰返し回数は，設備のピーク応力，固有周期，

減衰定数，応答変位時刻歴によって値が異なるため，保守性を持たせた「一律に

設定する等価繰返し回数」を用いることを基本とする。また，より精緻に疲労評

価を行う場合は，「個別に設定する等価繰返し回数」を用いる。適用する等価繰

返し回数の使い分けの考え方を第１図に示す。 

なお，建設時における島根２号炉の等価繰返し回数は，建設時の基準地震動Ｓ

１及びＳ２に対する原子炉建物の等価繰返し回数を「昭和 55 年度 耐震設計の標

準化に関する調査報告書」（以下「標準化報告書」という。）に基づき算出し，

保守性を持たせた一律の等価繰返し回数として 100回を設定している。 

2. 等価繰返し回数の評価方針

2.1 評価手法 

等価繰返し回数の算定方法について，ＪＥＡＧ４６０１に「地震動の等価繰

返し回数を用いる場合にはピーク応力法あるいはエネルギー換算法が用いら

れる」と記載されており，島根２号炉では，ピーク応力法を用いて算定する方

針とする。 

2.2 算定フロー及び算定条件 

ＪＥＡＧ４６０１に記載されているピーク応力法を用いた等価繰返し回数

の算定フローを第２図に示す。 

当該フローに基づき，島根２号炉の耐震評価における疲労評価に用いる等価

繰返し回数として「一律に設定する等価繰返し回数」又は「個別に設定する等

価繰返し回数」を設定する。なお，等価繰返し回数の算定に当たっては，標準

化報告書における等価繰返し回数の算定方法を参考とする。 

島根２号炉の等価繰返し回数の算定条件と標準化報告書との比較結果を第

１表に示す。 

等価繰返し回数は，詳細設計段階で設定する。なお，暫定的に一律に設定す

る等価繰返し回数を使用する場合，基準地震動Ｓｓによる評価において 150回，

弾性設計用地震動Ｓｄによる評価において 300回を適用する。 
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第１図 適用する等価繰返し回数の使い分け 

 

今回の申請において 

疲労評価を実施する必要 

があるか 

工認申請対象設備 

疲労評価対象設備注１ 

原子炉建物内設備注２か 

対象設備の 

ピーク応力が 150kg/mm2 

(1471MPa)以下か 

一律に設定する等価 

繰返し回数の設定 

Ｓｓ：１５０回 

Ｓｄ：３００回 

（暫定値）注３ 

一律に設定する等価繰返し 

回数を用いた疲労評価の実施 

許容限界を満足するか 

一律に設定する等価 

繰返し回数を適用 

個別に設定する等価 

繰返し回数を適用 

Ｙｅｓ 

疲労評価対象外 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

注１ このフローによらず個別に設定する等価繰返し回数を適用する場合がある 

注２ 「一律に設定する等価繰返し回数」の適用範囲を原子炉建物内設備とした場合 

注３ 「一律に設定する等価繰返し回数」は詳細設計段階で設定 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

対象設備の 

減衰定数が 1.0% 

以上か 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 
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第２図 ピーク応力法を用いた地震の等価繰返し回数の算定フロー 

（ＪＥＡＧ４６０１より引用） 
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添付資料－9 

多入力の時刻歴応答解析の適用について 

1. 概要

今回工認では，三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析において，多

入力の時刻歴応答解析手法を適用するため，本資料にて，その解析手法を説明す

る。なお，本解析手法は，原子炉建物等の建物・構築物の地震応答解析において，

他プラントを含む既工認にて適用実績がある。 

2. 多入力の時刻歴応答解析法

多入力の時刻歴応答解析では，基準とする入力点（基準入力点）に対する配

管系の相対変位及び入力点の相対変位を用いると，地震による慣性力を受ける

配管系の運動方程式は以下となる。 

                 bbaaa xKxCyIMxKxCxM
~~

0   　 (１) 

 M ，  C ，  K ：配管系の質量，減衰，剛性マトリクス 

 I ：単位ベクトル 

 ax  ：基準入力点に対する配管系の相対変位ベクトル 

 bx  ：基準入力点に対する入力点の相対変位ベクトル 

0y ：基準入力点の絶対変位 

 C
~
  ：入力点の相対速度に対応した減衰マトリクス 

 K
~

  ：入力点の相対変位に対応した剛性マトリクス 

式（１）の左辺は地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式である。右

辺第一項は，基準入力点の加速度を用いており，右辺第二項及び右辺第三項は，

入力点の相対変位，相対速度により生じる力を表している。式（１）は，単一

入力の場合と同様に，モード座標系の運動方程式に変換することが可能であり，

今回の評価では，モード空間での連成した運動方程式に対して時間積分を行う

方法を適用する。 

3. 多入力の場合の２自由度系の運動方程式の例

多入力の時刻歴応答解析手法は，いくつかの定式化が可能であるが，前項に

示した系全体の絶対変位を「基準とする支持点の絶対変位」と「基準とする支

持点からの相対変位」の和で表す場合の定式化について，多入力の場合の２自

由度系の運動方程式の例を以下に示す。対象とする２自由度系を図 3－1に示す。 

  なお，系を静的平衡関係から得られる疑似静的変位と動的変位の和で定義す

ることを特徴とする Cloughの方法がＪＥＡＧ４６０１注 1に示されているが，変
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位等の定義の仕方が異なるだけであり，系の運動方程式としては，式（１）と

同等である（参考資料(9－1)参照）。 
注１：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（社団法人日本電気協会） 

 

 

 
 

図 3－1 多入力の場合の２自由度系 

 

 

地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式を以下に示す。 

 

          012211112211111  aabaaabaa xxkxxkxxcxxcyxm   （２） 

          022312222312222  abaaabaaa xxkxxkxxcxxcyxm   （３） 

 

基準とする支持点 1に関する項を右辺に移項して整理すると， 

 

    ymxkxcxkxkkxcxccxm bbaaaaa


11111221212212111   （４） 

    ymxkxcxkkxkxccxcxm bbaaaaa


22323232122321222   （５） 

 

となる。式（４）および式（５）を行列式で表現すると， 

 

 

  

 

   
質点 1 質点 2 

  

支持点 1 支持点 2 

  

, ：支持点１に対する各質点の相対変位  
 ：基準とする支持点 1の絶対変位 

 

 

 

 

 

, ：質量 

, , ：ばね定数 

, , ：減衰係数 

, ：支持点１に対する各支持点の相対変位 （ ） 
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となる。 

 

ここで，入力点の相対速度に対応した減衰マトリクスを  C
~
，入力点の相対変

位に対応した剛性マトリクスを  K
~

としたうえでこれらを右辺に移項すると，以

下の式となる。 

 

                bbaaa xKxCyIMxKxCxM ]
~

[
~

   （７） 

 

式（７）の左辺は質点の変位ｘa，右辺は支持点の変位ｘbおよびｙの運動方程

式であり，前項に示す式（１）と同様の方程式となる。 
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参考資料(9－1) 

ＪＥＡＧ４６０１－1987（抜粋） 

6.5.4  地震応答解析法 (3)配管 
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島根原子力発電所２号炉

サプレッション・チェンバ内部水質量

の考え方の変更について
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1. 概要

島根原子力発電所２号炉（以下「島根２号炉」という。）の既工認では，サプ

レッションチェンバへ加わる地震荷重のうち，内部水による荷重の算出に当たっ

ては，内部水全体を剛体とみなし，容器とともに一体で挙動するものとして内部

水の全質量を用いていたが，容器の内部水が自由表面を有する場合，実際に地震

荷重として付加される内部水の質量は一部であることから，島根２号炉の今回工

認では，これを考慮して地震荷重を算出する。 

ここで，他産業における球形タンクや円筒タンクの耐震設計では，容器内の水

が自由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される質量は，有効質量（又

は付加質量，仮想質量等）として定義され，一般的に適用されている。 

本資料では，島根２号炉の今回工認において円環形状容器であるサプレッショ

ンチェンバの内部水に対して有効質量を適用することの考え方及びその妥当性

について説明する。なお，本手法の工事計画認可実績はないが，女川２号炉の設

置許可段階の審査において採用している手法と同じ手法である。 

2. 既工認と今回工認の耐震評価手法

2.1 サプレッションチェンバの構造 

原子炉格納容器の全体概要図を第 2.1－1図 に，サプレッションチェンバ及

びサプレッションチェンバサポートの概要図を第 2.1－2 図に，サプレッショ

ンチェンバ断面概要図を第 2.1－3 図に示す。また，島根２号炉サプレッショ

ンチェンバの諸元を第 2.1－1表に示す。

サプレッションチェンバは，16 セグメントの円筒を繋ぎ合わせた円環形状

容器であり，各セグメントの継ぎ目に２箇所ずつ設けられた全 32 箇所の支持

脚（以下「サプレッションチェンバサポート」という。）により，原子炉建物

基礎版上に自立している。 

サプレッションチェンバサポートは，半径方向に対してサプレッションチェ

ンバの熱膨張により可動し，周方向に対してサプレッションチェンバの地震荷

重を原子炉建物基礎版に伝達させる構造である。 

また，サプレッションチェンバは，ドライウェルとベント管を介して接続さ

れるが，ベント管に設けられたベント管ベローズにより相対変位を吸収する構

造となっている。 

このため，サプレッションチェンバの耐震評価に当たっては，ドライウェル

の地震応答と切り離し，原子炉建物基礎版上における地震応答を用いている

（参考資料８参照）。 

4条-別紙8-1



 

第 2.1－1図 原子炉格納容器全体概要図 

ドライウェル 

ベント管 

ベント管ベローズ 

サプレッション
チェンバ

サプレッションチェンバサポート
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第 2.1－2図 サプレッションチェンバ，サプレッションチェンバ 

サポート概要図 

  

Ｂ

部

補強板 

サポート 

Ａ Ａ 

サプレッション 
チェンバ 

Ｂ 

θ 

Ｂ部詳細図 
サプレッションチェンバ 

番号 部 位 

１ サポート 

２ シアキー 

３ ボルト 

４ 基礎ボルト 

５ ベースプレート 

６ シアプレート 

 

  

断面Ａ－Ａ 

サプレッションチェンバサポート 

Ｄ ｔ 

 Ｌ 
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第 2.1－3図 サプレッションチェンバ断面概要図 

第 2.1-1 表 島根２号炉サプレッションチェンバ諸元 

項 目 内 容 備 考 

耐震クラス Ｓクラス 

設置建物 原子炉建物 

設置高さ EL.1300 mm 基礎版上 

主要寸法 

Ｄ 

記号は第 2.1－2図 

に示す 

Ｌ 

ｔ 

θ 

内部水量 

通常運転範囲の上限値 
（Ｈ．Ｗ．Ｌ） 

重大事故時水位 

ベント管 

（全周８本） 

ベント管ベローズ 

クエンチャ 
ＥＣＣＳストレーナ 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

ベントヘッダ 

強め輪（全周 32枚） 

真空破壊装置 

ダウンカマ 

（全周 64本） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.2 有効質量の概要 

有効質量については，他産業の球形タンクや円筒タンク等の容器の耐震設計

に一般的に用いられている考え方である（別紙１参照）。 

また，有効質量は，容器の内部水が自由表面を有する場合，水平方向の揺れ

による動液圧分布を考慮して，地震荷重として付加される容器の内部水の質量

として設定される（別紙２参照）。 

なお，有効質量は容器の形状と水位が既知であれば，汎用構造解析プログラ

ムＮＡＳＴＲＡＮを用いて算出することが可能である。

2.3 既工認と今回工認の耐震評価手法の比較 

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価における既工認と今回工

認の比較を第 2.3－1表 に，既工認及び今回工認におけるサプレッションチェ

ンバの動的地震力による耐震評価フローを第 2.3－1図及び第 2.3－2図に，並

びに静的地震力による耐震評価フローを第 2.3－3図及び第 2.3－4 図に示す。 

既工認からの変更点は，水平地震荷重算出における質量の扱い（有効質量の

適用）及びこれに伴うスロッシング荷重の個別評価である。 
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第 2.3－1表 島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価における 

既工認と今回工認の比較 

項目 既工認 今回工認注１ 変更理由 

荷
重
評
価 

地震荷重算出に
考慮する質量 

水平 
鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

鋼材質量＋ 
水質量（有効質量） 

現実的な水の
地震荷重を評
価するため 

鉛直 
鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

同左 － 

スロッシング荷重 注２ 個別評価 

有効質量の適
用に伴いスロ
ッシング荷重
を個別評価 

死荷重（自重）に考慮 
する質量 

鋼材質量＋ 
水質量（全質量） 

同左 － 

地震荷重 
解析手法 

水平 
動的解析（スペクト
ルモーダル解析等）

同左 － 

鉛直 静的解析 同左 － 

応
力
評
価 

応力評価手法 

構造解析コードに
よる解析（本体部） 
公式等による評価
（サポート部）

同左 － 

許容応力 
ＪＥＡＧ４６０１
に基づく 

同左 － 

下線部は既工認からの変更点を示す 

注１ 静的地震力による評価は，水質量（全質量）を用いて既工認と同様に評価 

注２ サプレッションチェンバ内部水全体を剛体とみなし保守的に地震荷重を考慮して

おり，スロッシング荷重は水平地震荷重に包含される 
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第 2.3－1図 既工認におけるサプレッションチェンバの動的地震力 

による耐震評価フロー 

第 2.3－2図 今回工認におけるサプレッションチェンバの動的地震力 

による耐震評価フロー 

動的解析 

応力計算 

許容応力以下か？ 設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物応答（Ｓ１，Ｓ２） 

動的解析 

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物応答（Ｓｓ，Ｓｄ） 

鋼材質量＋水質量（有効質量） 

水の有効質量算出 

流体解析 

スロッシング荷重

：既工認からの変更点 

許容応力以下か？ 
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第 2.3－3図 既工認におけるサプレッションチェンバの静的地震力 

による耐震評価フロー 

 

第 2.3－4図 今回工認におけるサプレッションチェンバの静的地震力 

による耐震評価フロー（既工認と変更なし） 

  

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ） 

許容応力以下か？ 

応力計算 

設計見直し 

鋼材質量＋水質量（全質量） 

死荷重 
地震荷重 

（鉛直） 

地震荷重 

（水平） 
その他荷重 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

静的解析 

建物静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ） 

許容応力以下か？ 
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サプレッションチェンバの耐震評価は，死荷重（自重），水平及び鉛直方向

の地震荷重，地震と同時に作用することが想定される圧力によるその他荷重を

組み合わせて行う。 

既工認では，簡便な扱いとしてサプレッションチェンバの内部水全体を剛体

と仮定し，地震荷重算出に内部水の全質量を用いていたが，今回工認では流体

としての特性を考慮し，水平方向の地震荷重算出に当たってはサプレッション

チェンバ内部水質量として有効質量の考え方を適用する。

また，スロッシングによる荷重については，既工認ではサプレッションチェ

ンバ内部水全体を剛体としていたため，水平方向の地震荷重に包含される扱い

としていたが，今回工認では水平方向の地震荷重算出に有効質量を適用するた

め，地震時の内部水の挙動を考慮し，スロッシング荷重を流体解析により算出

する（別紙３，参考資料６参照）。 

2.4 有効質量を適用する目的と効果 

容器の内部水が自由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される内

部水の質量は，内部水の全質量でなく一部の質量（有効質量）であることが知

られている（別紙１参照）。 

これらの知見に基づいて，島根２号炉の今回工認では，より現実に近いサプ

レッションチェンバの内部水の挙動を考慮した評価を行うため，耐震評価にお

ける内部水に，汎用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮを用いて算出した有効

質量を適用する。構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質

量の妥当性は振動試験により確認する。 

なお，本有効質量を用いて，サプレッションチェンバサポートの構造強度評

価を実施する場合，発生応力が低減すると考えられる（第 2.4－1図参照）。 

第 2.4－1図 通常運転時及び重大事故時のサプレッションチェンバ 

サポートの評価の見通し

全質量考慮

発
生
応
力

通常運転時評価（運転状態Ⅰ，Ⅱ＋Ｓｓ）

有効質量考慮 有効質量考慮全質量考慮

重大事故時評価（運転状態Ⅴ（ＬＬ）＋Ｓｓ）

評価基準値
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3. 有効質量の適用方針

3.1 概要 

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価に適用する有効質量は，汎

用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮ（参考資料５参照） にて算出する。 

円環形状容器であるサプレッションチェンバの有効質量の算出にＮＡＳＴ

ＲＡＮを用いるため，その妥当性検証として，サプレッションチェンバの内部

構造物を除きサプレッションチェンバシェル及び強め輪を縮小模擬した円環

形状容器のモデルに対してＮＡＳＴＲＡＮにて有効質量を求め，振動試験によ

り算出した有効質量と比較，検証を行う。 

島根２号炉のサプレッションチェンバにおいては，先に検証したＮＡＳＴＲ

ＡＮにより算出した有効質量比と，内部構造物を含む解析モデルに対して流体

解析（汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔ（参考資料５参照））により算出した

有効質量比を比較，検証した上で，解析プログラム間の値の差異や試験結果と

の差異等を踏まえてＮＡＳＴＲＡＮで算出された値の保守性を検討し，耐震評

価に用いる有効質量を設定する。 

ＮＡＳＴＲＡＮ によるサプレッションチェンバ内部水の有効質量算出の妥

当性検証及び島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価に用いる有効

質量の設定の流れを第 3.1－1 図に示す。なお，有効質量の評価においては，

内部水の全質量に対する有効質量の割合（以下「有効質量比」という。）を用

いる。 

3.2 円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証 

円環形状容器の有効質量算出に汎用構造解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮを

用いることの妥当性検証として，振動試験により算出した有効質量比と比較す

る。本検討では，島根１号炉サプレッションチェンバを円環形状容器の代表と

する。 

①ＮＡＳＴＲＡＮによる実機解析モデルの有効質量比の算出（第 4.1項にて説

明）

実機（島根１号炉）解析モデルを作成し，ＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量比

を算出する。 

②振動試験による有効質量比の確認（第 4.2項にて説明）

実機（島根１号炉）の縮小試験体を用いて振動試験を行い，試験データか

ら有効質量比を算出する。 

③妥当性検証（第 4.3項にて説明）

上記①，②で得られた有効質量比を比較し，ＮＡＳＴＲＡＮで算出した円

環形状容器の内部水の有効質量比の妥当性を検証する。 
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3.3 耐震評価に用いる有効質量の設定 

島根２号炉のサプレッションチェンバ実機においては，実機解析モデルに対

するＮＡＳＴＲＡＮと内部構造物を含む実機解析モデルに対するＦｌｕｅｎ

ｔによる有効質量比を比較し，その妥当性を検証した上で，解析プログラム間

の値の差異や試験結果との差異等を踏まえてＮＡＳＴＲＡＮで算出された値

の保守性を検討し，耐震評価に用いる有効質量を設定する。 

 

①ＮＡＳＴＲＡＮによる実機の有効質量比の算出（第 5.1.1 項にて説明） 

第 3.2 項により妥当性を確認したＮＡＳＴＲＡＮを用いて，島根２号炉の 

実機解析モデルにより有効質量比を算出する。 

 

②流体解析による実機の有効質量比の算出（第 5.1.2項にて説明） 

ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析の妥当性を検証するため，Ｆｌｕｅｎｔを用い 

て，島根２号炉の主要な内部構造物をモデル化した実機解析モデルにより有効

質量比を算出し比較する。 

 

③不確かさを踏まえた耐震評価用の有効質量の設定（第 5.2 項にて説明） 

ＮＡＳＴＲＡＮに対する流体解析及び振動試験の値の差異等を踏まえ，Ｎ 

ＡＳＴＲＡＮで算出された値の保守性を検討し，島根２号炉の実機評価に適用

する有効質量を設定する。 
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第 3.1－1図 ＮＡＳＴＲＡＮによるサプレッションチェンバ内部水の 

有効質量算出の妥当性検証及び島根２号炉のサプレッション 

チェンバの耐震評価に用いる有効質量の設定の流れ

振動試験 

試験体を用いて水の有効質量 

比を算出 

解析モデルにより水の 

有効質量比を算出 

汎用構造解析 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

汎用構造解析 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

汎用流体解析 

（Ｆｌｕｅｎｔ） 

【円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証】 

（第 4.1項で説明） （第 4.2項で説明） 

（第 4.4項で説明） 

有効質量比の 

比較・妥当性検証 

【耐震評価で用いる有効質量の設定】 

（第 5.1.1項で説明） 

実機解析モデル 内部構造物を含む実機解析モデル 

（第 5.1.2項で説明） 

有効質量比の 

比較・妥当性 

検証 

解析プログラム間の差異や試験結果 

との差異等を踏まえた保守性の検討 

実機評価に適用する有効質量の設定 

（第 5.2項で説明） 

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当

【水位】

・通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）

・重大事故時想定水位（Ｓｓ）

・重大事故時想定水位（Ｓｄ）

【水位】

・重大事故時想定水位（Ｓｓ）

（耐震評価において最も厳しい条件となる

水位）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 円環形状容器の有効質量算出の妥当性検証

4.1 構造解析による有効質量比の算出 

円環形状容器の内部水の有効質量は，ＮＡＳＴＲＡＮで算出可能であり，入

力波によらず，容器の構造（形状及び寸法）と内部水の水位により有効質量が

定まる。 

また，ＮＡＳＴＲＡＮでは，内部水のスロッシングを評価しないため，スロ

ッシング荷重は考慮されない。 

4.1.1 検討対象 

島根１号炉サプレッションチェンバの解析モデルを妥当性検証の対象

とする。島根１号炉及び島根２号炉サプレッションチェンバの主要寸法の

比較を第 4.1－1表に示す。 

第 4.1－1表 島根１号炉及び島根２号炉サプレッションチェンバの 

主要寸法の比較 

寸法注１ [mm] 質量 [ton] 

内径 円環直径 
水位 

（Ｈ．Ｗ．Ｌ） 
鋼材 内部水 

島根１号炉 

島根２号炉 

注１ （）内は内径に対する比率を表す。 

4.1.2 解析モデル 

構造解析モデルを第 4.1－1 図に示す。水位は，サプレッションチェン

バの通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）相当を設定する。サプレッショ

ンチェンバシェル及び強め輪をモデル化対象とし，内部構造物はモデル化

しない。 

第 4.1－1図 構造解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.1.3 解析結果 

ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量及び有効質量比の算出結果を第 4.1－2

表に示す。また，内部水の密度は 1000kg/m3として，実際の内部水温度を

考慮した密度に対して大きい値を適用し，有効質量が保守的に算出される

条件を適用する。 

第 4.1－2 表 ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比の算出結果 

項目 算出結果 

有効質量比 0.21 

4.2 振動試験 

円環形状容器の内部水の有効質量算出にＮＡＳＴＲＡＮを用いることの妥

当性を検証するため，試験体を作成して振動試験を行い，ＮＡＳＴＲＡＮによ

る有効質量比との比較を行う（参考資料１参照）。 

4.2.1 試験体 

試験体の寸法は，島根１号炉サプレッションチェンバの 1/20に設定し，

材質は内部水の挙動を確認するためアクリルとし，サプレッションチェン

バシェル及び強め輪を試験体として模擬する。 

試験装置は，振動台の上に試験体を支持する架台を設け，その上に試験

体を設置した。振動台と架台の間には加振方向に２本のリニアガイドを並

行に配置し，試験体及び架台が加振方向に移動できる構造とした。試験体

及び架台はロードセルを介して振動台に固定されるため，試験体及び架台

の振動応答による水平方向反力はロードセルで確認することができる。試

験装置の外観を第 4.2－1図に示す。 
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第 4.2－1図 試験装置の外観 

加振方向 

ロードセル

内部水 

試験体 

支持架台 

リニアガイド

振動台 
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4.2.2 計測項目及び計測機器設置位置 

計測項目を第 4.2－1 表に示す。これらのうち内部水の有効質量を評価

する上で重要な計測項目は振動台上の加速度，試験体への入力となる架台

上の加速度及び反力である。計測機器設置位置を第 4.2－2図に示す。 

第 4.2－1表 計測項目 

計測項目 計測機器 位置 計測チャンネル数（設置位置） 

反力 ロードセル 振動台－架台間 Ｘ成分 

加速度 加速度計 振動台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 
Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

架台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

試験体上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

第 4.2－2図 計測機器設置位置 

：加速度計 

0° 

90° 

270° 

180°  

90° 

（振動台）

（架台） 

（トーラス） 

リニアガイド 

ロードセル

トーラス内包水

振動台 

ロードセル

トーラス固定用バンド

リニアガイド 

180° 

270° 

Ｘ（加振方向） 

Ｙ 

Ｚ Ｘ（加振方向） 

Ｚ 

Ｙ 

：Ｘ，Ｚ成分 

：Ｙ，Ｚ成分 
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4.2.3 試験条件 

振動試験では振動台への入力波として，スロッシング周期帯に加速度成

分を含まないランダム波Ａ及びスロッシング周期帯に加速度成分を含む

ランダム波Ｂの模擬地震波を用いており，それぞれのランダム波の最大応

答加速度を 100Gal，200Gal，300Gal，400Gal とする 4 ケースの試験を実

施する。試験体への入力波の時刻歴波形及び加速度応答スペクトルの例を

第 4.2－3図及び第 4.2－4図に示す。 

試験水位レベルは，各試験ケースに対して，内部水なし，内部水あり（Ｈ．

Ｗ．Ｌ相当）の計２ケースとする（第 4.2－5図）。 

ランダム波Ａ ランダム波Ａ

ランダム波Ｂ ランダム波Ｂ

第 4.2－3図 振動台入力加速度 

時刻歴波形 

第 4.2－4図 振動台入力応答加速度 

スペクトル

第 4.2－5図 試験水位レベル 
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内部水なし（0mm※） 

Ｈ．Ｗ．Ｌ相当（161mm※） 

※試験体底面からの高さ
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4.2.4 試験結果 

計測荷重の時刻歴の例を第 4.2－6図に示す。第 4.2－6図において，計

測荷重Ｆと架台上の計測加速度（＝試験体への入力加速度）ｘ との関係は，

運動方程式から下式で表される。 

ｘ）Ｆ＝（Ｍ＋ＭＥ 

ここで， 

Ｍ：試験体（構造体）の質量 

ＭＥ：内部水の有効質量 

上式のとおり，試験体（構造体）の質量と内部水の有効質量の合計値は，

計測加速度に対する計測荷重の比として表されることから，内部水ありの

試験結果及び内部水なしの試験結果の計測加速度と計測荷重の関係から

回帰直線の傾きを求め，両者の回帰直線の傾きの差から内部水の有効質量

が算出される（第 4.2－7図参照）。 

第 4.2－6図 計測荷重の時刻歴 

第 4.2－7図 内部水の有効質量ＭＥ及び有効質量比の算出方法 

有効質量比 ＝  
有効質量 

内部水の全質量 

傾き差：ＭＥ＝ 有効質量 

振動台加速度 

荷
重

Ｆ
 

内部水ありの試験結果 

傾き：Ｍ＋ＭＥ 

内部水なしの試験結果 

傾き：Ｍ  
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試験結果として得られた荷重－加速度関係の回帰直線の傾き及びこれ

らから算出した有効質量比を第 4.2－2 表に示す。ここで，回帰直線の傾

きは，内部水あり・なしの試験について，異なる加速度での試験ケースご

との最大加速度及び最大荷重を同一のグラフにプロットした結果として

得られる。このときの荷重－加速度関係を第 4.2－8図に示す。 

第 4.2－2表 振動試験結果から算出した有効質量比 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

第 4.2－8 図 振動試験における最大加速度と最大荷重の関係 

（ランダム波Ａ）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

最
大

荷
重

[k
N

]

最大加速度 [m/s2]

傾き：613 kg

傾き：658 kg

傾き：607 kg

傾き：646kg

内部水なし

内部水あり（220kg）

100Gal 

200Gal 

300Gal 

400Gal 

図中の Gal数は各試験ケースでの 

入力波の最大加速度を表す。 
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4.3 妥当性検証 

第 4.1 項～第 4.2 項に示したＮＡＳＴＲＡＮ，振動試験により算出した有

効質量比を整理して第 4.3－1表に示す。 

入力波の特性に関係なく，容器の形状及び水位により有効質量比が定まるＮ

ＡＳＴＲＡＮにより算出した有効質量比に対し（参考資料３参照），内部水の

流動を直接考慮した振動試験から算出した有効質量比が同等であることを確

認したことから，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量比は妥当であると

考えられる。 

第 4.3－1表 各方法による有効質量比の評価結果 

項 目 ＮＡＳＴＲＡＮ 
振動試験 

ランダム波Ａ ランダム波Ｂ 

有効質量比 0.21 0.18 0.20 
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5. 耐震評価に用いる有効質量の設定

第４項で妥当性を確認したＮＡＳＴＲＡＮを用いて，島根２号炉のサプレッシ

ョンチェンバ内部水の有効質量を算出する。また，実機の内部構造物による内部

水の流動影響を確認するため，Ｆｌｕｅｎｔにより算出した有効質量比と比較し，

妥当性を確認する。 

5.1 実機の有効質量比の算出 

5.1.1 ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデル 

ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデルを第 5.1－1 図に示す。島根２号炉の

実機解析モデルは，サプレッションチェンバ（強め輪を含む）の寸法，剛

性を模擬したシェル要素とし，内部水の水位を設定する。本解析モデルは，

サプレッションチェンバの内部水の有効質量の算出に用いるものであり，

サプレッションチェンバサポートは模擬していない。また，内部水の密度

は 1000kg/m3として，実際の内部水温度を考慮した密度に対して大きい値

を適用し，有効質量が保守的に算出される条件を適用する。

内部水の水位は，第 5.1－2図に示すとおり，通常運転範囲の上限値（Ｈ．

Ｗ．Ｌ），重大事故時想定水位（Ｓｓ）及び重大事故時想定水位（Ｓｄ）

の３ケースとする。重大事故時想定水位（Ｓｓ）は重大事故後２×10－１年

（約 70 日）以降で基準地震動Ｓｓと組み合わせる水位を表しており，重

大事故時想定水位（Ｓｄ）は重大事故後 10－２～２×10－１年（約 3.5～70

日）で弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせる水位を表している。 

なお，通常運転時におけるサプレッションチェンバの耐震評価において

は，保守的な水位条件として重大事故時水位を適用する。なお，水位によ

りサプレッションチェンバの固有周期が変動するため，詳細設計段階にお

いては，耐震評価に用いる床応答スペクトルと固有周期の関係に配慮し，

地震荷重を算出する。 

第 5.1－1図 ＮＡＳＴＲＡＮの実機解析モデル 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 5.1－2 図 解析水位ケース 

9400mm 

重大事故時想定水位（Ｓｓ）4000mm 

通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ）3660mm 

0mm 

重大事故時想定水位（Ｓｄ）5049mm 
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5.1.2 Ｆｌｕｅｎｔの実機解析モデル 

Ｆｌｕｅｎｔにおける島根２号炉の実機解析モデルは，主要な内部構造

物をモデル化する（第 5.1－3図参照）。水位条件はサプレッションチェン

バの耐震評価において最も厳しい条件となる，重大事故時に基準地震動Ｓ

ｓと組み合わせる水位（重大事故時想定水位（Ｓｓ））とする。また，入

力地震動は，基準地震動Ｓｓの特徴を踏まえ，スロッシングの固有周期帯

の応答加速度及び設備の固有周期帯の応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを用

いる（別紙３，参考資料９参照）。 

ａ．外観 ｂ．内部構造物 

第 5.1－3図 Ｆｌｕｅｎｔの実機解析モデル 

5.1.3 解析結果 

ＮＡＳＴＲＡＮ及びＦｌｕｅｎｔによる島根２号炉の実機サプレッシ

ョンチェンバ内部水の有効質量比の算出結果を第 5.1－1表に示す。なお，

Ｆｌｕｅｎｔの解析結果を用いた有効質量の算出では，サプレッションチ

ェンバ壁面に加わる荷重と入力加速度の時々刻々の関係をグラフ上にプ

ロットした結果の回帰直線の傾きとして有効質量が得られる（第 5.1－4

図参照）。ここで，第 5.1－4図における荷重は 0.4Hzのハイパスフィルタ

処理を行い，スロッシング周期成分を取り除いている。スロッシング荷重

による有効質量比への影響は参考資料２に示す。 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出した有効質量比は流体解析から得られる有

効質量比と同程度の値となっている。なお，円環形状容器においてＮＡＳ

ＴＲＡＮにより算出される有効質量比は，重大事故時想定水位（Ｓｄ）を

上回る水位の高い条件においても妥当な結果が得られることが確認され

ている[１]。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 5.1－1表 島根２号炉の実機有効質量比算出結果 

水位 
実機解析モデル注１ 

ＮＡＳＴＲＡＮ Ｆｌｕｅｎｔ 

通常運転範囲の上限値（Ｈ．Ｗ．Ｌ） 0.22 － 

重大事故時想定水位（Ｓｓ） 0.23 0.23 

重大事故時想定水位（Ｓｄ） 0.28 － 

注１ 実際の内部水温度を考慮した密度に対して大きい値を適用し，有効質量が保守的に算出さ

れる条件を適用する。

第 5.1－4図 荷重と加速度の関係 

[１] 竹内正孝，尾西重信，飯田純，熊谷信昭，豊田幸宏，高畠大輔，永坂英明：地震時にお

けるトーラス型容器内部水の有効質量の評価，日本機械学会2016年度年次大会講演論文集，

No16-1
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5.2 実機評価に適用する有効質量 

島根２号炉の実機評価に適用する有効質量の設定にあたり，ＮＡＳＴＲＡＮ

により算出される有効質量比に対する解析プログラム間の値の差異や試験結

果との差異等を踏まえ，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量に係る保守

性を検討する。 

試験体モデルに対しては，有効質量比は，第 4.3－1 表のとおり，ＮＡＳＴ

ＲＡＮ及び振動試験により算出した有効質量比は同等であり，概ねＮＡＳＴＲ

ＡＮの値が保守的な傾向を示す。また，実機解析モデルに対する有効質量比は，

第 5.1－1 表のとおり，ＮＡＳＴＲＡＮと流体解析の算出結果が同等の値とし

て得られている。 

また，容器構造設計指針・同解説に記載されている球形タンク及び円筒タン

クの有効質量比に対して，ＮＡＳＴＲＡＮを用いて有効質量比の確認解析を実

施したところ，いずれのタンクに対しても有効質量比がほぼ一致している，又

はＮＡＳＴＲＡＮの値が保守的な傾向となっている（参考資料４参照）。 

したがって，島根２号炉の地震応答解析に考慮する有効質量は，ＮＡＳＴＲ

ＡＮにより算出される有効質量比が，他評価手法及び容器構造設計指針に対し

て一致もしくはおおむね保守的な傾向（有効質量比が大きくなる）を示すこと

から，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量を適用する。なお，評価手法

の違い（ＮＡＳＴＲＡＮとＦｌｕｅｎｔ）による有効質量比の差異によって，

サプレッションチェンバの固有周期が変動するため，詳細設計段階においては，

耐震評価に用いる床応答スペクトルとの関係にも配慮し，地震荷重を算出する。 
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6. 今回工認の地震応答解析

今回工認におけるサプレッションチェンバの地震応答解析は，既工認と同様に

３次元はりモデルを用いた動的解析（スペクトルモーダル解析等）を適用する。

解析モデルの設定に当たっては，サプレッションチェンバの各部材（サプレッシ

ョンチェンバシェル，サプレッションチェンバサポート）に対する剛性，質量等

を適切に反映したはり要素でモデル化し，サプレッションチェンバシェルとサプ

レッションチェンバサポートは，剛体要素で結合させる。サプレッションチェン

バサポート下端の構造（半径方向に熱伸びを考慮した構造）を踏まえ，地震応答

解析モデルのサプレッションチェンバサポートの下端位置の境界条件を，サプレ

ッションチェンバサポートの周方向を固定，半径方向を自由とする。 

水平方向の地震応答解析においては，サプレッションチェンバ内部水について

第 5.1.1項に示したＮＡＳＴＲＡＮ（実機解析モデル）により容器（各要素）の

内面圧力（水平方向の圧力及び鉛直方向の圧力）から各方向の有効質量を算定し，

ＮＡＳＴＲＡＮの機能であるＧｕｙａｎ縮約法を用いて，容器（各要素）の有効

質量をサプレッションチェンバシェル（はり要素による３次元解析モデル）の各

節点に縮約し，付加する。このＧｕｙａｎ縮約法により各質点に縮約した有効質

量は，各方向の並進質量及び回転質量で構成され，このうち回転質量は，水平方

向の圧力及び鉛直方向の圧力による回転モーメントが適切に考慮されるもので

ある（別紙４参照）。島根２号炉のサプレッションチェンバの動的解析モデル（水

平）を第 6－1図及び第 6－2図に示す。 

また，水平方向の地震荷重に考慮するスロッシング荷重は，流体解析により個

別評価する（別紙３参照）。 

サプレッションチェンバの解析手法に関して実機と解析モデルの相違点及び

この相違点に対する設計反映事項を第 6－1表に整理し，得られた結果を今回工

認における評価に反映する。 

鉛直方向の地震応答解析は，既工認同様，サプレッションチェンバの内部水全

体を剛体として扱う。この場合，サプレッションチェンバの内部水は，動的解析

モデルの質点に全質量を考慮する。

なお，静的地震力（３Ｃｉ，Ｃｖ）によるサプレッションチェンバの静的解析

においては，既工認同様，サプレッションチェンバの内部水全体を剛体として扱

う。この場合，サプレッションチェンバが円環形状のため，外側の容積が大きい

ことから，内部水の重心位置は外側にオフセットした位置に設定される。サプレ

ッションチェンバ静的解析モデルを第 6－3図及び第 6－4図に示す。 
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第 6－1 図 サプレッションチェンバ動的解析モデル（水平）全体図 

第 6－2 図 サプレッションチェンバ動的解析モデル（水平）断面概略図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 6－3 図 サプレッションチェンバ静的解析モデル全体図 

第 6－4 図 サプレッションチェンバ静的解析モデル断面概略図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条-別紙8-28



第
6
－

1
表

 
実

機
と

今
回
評
価

に
用
い

る
解

析
モ
デ
ル

の
相
違

点
を

踏
ま

え
た

設
計

反
映

事
項

 

項
目

 

実
機
と
今

回
評
価

に
用
い

る
解
析

モ
デ
ル

の
相
違
点

 

設
計

へ
の

反
映

事
項

 
寸
法
・
形

状
 

水
位

 
流

動
 

地
震

動
 

内
部
構
造

物
 

強
め
輪

 
左
記
以
外

 

①
有
効

質
量
の

適
用

①
-1

 
円

環
形

状
容

器
の

有
効

質
量

算
出

の

妥
当
性
検

証

Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｔ

Ｒ
Ａ
Ｎ

（
振

動
試

験
体

モ
デ

ル
）

 
／
振
動
試

験
体

 

相
違

あ
り

 

（
縮

小
モ

デ
ル

で
実

施
）

 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な
し

 

（
容

器
の

形
状

及
び

水
位

に
よ

り
定

ま
る

）
 

相
違
な
し

 
相

違
あ
り

 

（
内
部
構

造
物
な

し
）
 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な
し

 

（
実

機
で

は
内

部
構

造
物
を
考

慮
（「

5.
1.

1
 

Ｎ
Ａ

Ｓ
Ｔ

Ｒ
Ａ

Ｎ
の

実
機
解
析

モ
デ
ル

」
参

照
））

 

相
違

あ
り

 

（
通

常
運

転
範

囲
の

上

限
値

相
当

の
水

位
で

実

施
）

 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な

し
 

（
実

機
解

析
で

水
位

を

モ
デ

ル
化

（
5.

1.
1 

Ｎ

Ａ
Ｓ

Ｔ
Ｒ

Ａ
Ｎ

の
実

機

解
析
モ
デ

ル
」
参

照
）
）

相
違

な
し

 

（
振

動
試

験
で

流
動

を
考
慮
）

 

相
違

あ
り

 

（
試

験
用

地
震

波
を

適
用

）
 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な
し
 

（
異

な
る

地
震

波
に

よ
り

同

程
度

の
結

果
が

得
ら

れ
る

こ

と
を

確
認

（
「

参
考

資
料

３
」

参
照

）
）

 


実

機
と

今
回

評
価

に
用

い
る

解
析

モ
デ

ル
の

相
違

点
に

対
す

る
検

討
結

果
か

ら
，

Ｎ
Ａ

Ｓ
Ｔ

Ｒ
Ａ

Ｎ
に

よ
り

算
出

さ

れ
る

有
効

質
量

は
適

切
に

算
出

さ
れ

る

た
め

，
地

震
応

答
解

析
に

は
，

Ｎ
Ａ

Ｓ

Ｔ
Ｒ

Ａ
Ｎ

に
よ

り
算

出
さ

れ
る

有
効

質

量
を

適
用

し
，
地

震
荷

重
を

算
出

す
る

。
 


有

効
質

量
に

よ
り

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ
の

固
有

周
期

が
変

動
す

る
こ

と

が
考

え
ら

れ
る

た
め

，
地

震
応

答
解

析

に
用

い
る

床
応

答
ス

ペ
ク

ト
ル

と
の

関

係
に

も
配

慮
す

る
。

①
-2

 
耐

震
評

価
で

用
い

る
有

効
質

量
の

設

定

Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｔ

Ｒ
Ａ
Ｎ

（
実

機
解

析
モ

デ
ル

）
 

相
違

な
し

 
相
違
な
し

 
相
違
な
し

 
相

違
あ
り

 

（
重

大
事

故
時

想
定

水

位
を
適
用

）
 

有
効

質
量

へ
の

影
響

あ

り
（

保
守

的
）

 

（
通

常
運

転
範

囲
の

上

限
値

よ
り

も
保

守
的

な

条
件
を
設

定
）

 

相
違

あ
り

 

（
考
慮
し

な
い

）
 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な
し
 

（
流
体
解

析
（

Ｆ
ｌ

ｕ

ｅ
ｎ
ｔ

）
と

同
程

度
で

あ
る
こ
と

を
確

認
）

 

相
違

あ
り

 

（
考

慮
し

な
い

）
 

有
効

質
量

へ
の

影
響

な
し
 

（
流

体
解

析
（

Ｆ
ｌ

ｕ
ｅ

ｎ

ｔ
）
と

同
程

度
で

あ
る

こ
と

を

確
認

（
「

5.
1.
3 

解
析

結
果

」

参
照

）
）

 

②
地
震

応
答
解

析
手
法

Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｔ

Ｒ
Ａ
Ｎ

（
実

機
解

析
モ

デ
ル

）
 

相
違

な
し

 
相
違
な
し

 
相

違
あ
り

 

（
内
部
構

造
物
な

し
）
 

地
震

応
答

解
析

へ
の

影
響

な
し

 

（
ベ

ン
ト

系
は

ベ
ン

ト
管

ベ
ロ

ー
ズ

を
介

し
て

接
続

さ
れ

て
お

り
，
地

震
応
答

に
与
え

る
影

響
は

軽
微

で
あ

る
こ
と
を

確
認

。
そ
れ

以
外

の
内

部
構

造
物

は
質
量

と
し

て
考

慮
。

（「
参

考
資
料

８
」
参

照
））

相
違

あ
り

 

（
Ｇ

ｕ
ｙ

ａ
ｎ

縮
約

法

を
用

い
て

有
効

質
量

を

モ
デ
ル
化

）

地
震

応
答

解
析

へ
の

影

響
な

し

（
Ｇ

ｕ
ｙ

ａ
ｎ

縮
約

法

を
用

い
た

地
震

応
答

解

析
モ

デ
ル

は
妥

当
で

あ

る
こ

と
を

確
認

。
（
「

別

紙
４
」
参

照
））

相
違

あ
り

 

（
考
慮
し

な
い

）
 

地
震

応
答

解
析

へ
の

影
響

な
し

 

（
水

平
方

向
の

地
震

荷
重

に
考

慮
す

る
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
荷

重
は

Ｆ
ｌ

ｕ
ｅ

ｎ
ｔ

に
よ

り
個
別

に
算

出
（
「

6.

今
回

工
認

の
評

価
手

法
」
及
び

「
別

紙
３

」

参
照
））

相
違

な
し

 


地
震

応
答

解
析

へ
の

反
映

事
項

は
な

い
。


地

震
応

答
解

析
で

は
流

動
を

考
慮

し
な

い
た

め
，

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
に

考

慮
す

る
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
荷

重
を

Ｆ
ｌ

ｕ

ｅ
ｎ

ｔ
に

よ
り

個
別

に
算

出
す

る
。

③
ス
ロ

ッ
シ
ン

グ
荷
重

の
個

別
評

価

Ｆ
ｌ
ｕ
ｅ

ｎ
ｔ
（

実
機

解
析

モ
デ

ル
）

 

相
違

な
し

 
相
違
な
し

 
相
違
な
し

 
相

違
あ
り

 

（
重

大
事

故
時

想
定

水

位
と
し
て

設
定
）

 

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

へ

の
影

響
あ

り
（
保

守
的

）
 

（
通

常
運

転
範

囲
の

上

限
値

よ
り

も
保

守
的

に

算
出
（
「
別
紙

３
 4

.3
.
2

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

算

定
方
法
」

参
照
）
）

相
違
な
し

 
相

違
あ

り
 

（
水

平
１

方
向

＋
鉛

直
方

向
）
 

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

へ
の

影

響
あ

り
（

保
守

的
）

（
水

平
２

方
向

入
力

に
よ

る

影
響

が
軽

微
で

あ
る

こ
と

を

確
認
（
「

別
紙

３
 
4
.3
.3
 
ス

ロ

ッ
シ

ン
グ

荷
重

及
び

有
効

質

量
に

与
え

る
各

種
影

響
検

討
」

参
照

）
）


実

機
と

今
回

評
価

に
用

い
る

解
析

モ
デ

ル
の

相
違

点
に

対
す

る
検

討
結

果
か

ら
，

Ｆ
ｌ

ｕ
ｅ

ｎ
ｔ

に
よ

り
算

出
さ

れ

る
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
荷

重
は

，
水

平
１

方

向
＋

鉛
直

方
向

の
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
荷

重

の
√

２
倍

の
荷

重
を

考
慮

す
る

こ
と

に

よ
り

保
守

的
に

評
価

す
る

。

※
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ
の

耐
震

設
計

に
つ

い
て

は
４

条
だ

け
で

は
な
く

３
９
条

に
も
該
当
す

る
た
め

，
重
大

事
故
時

の
設
計

条
件
も
考
慮

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条-別紙8-29



 

7. まとめ

島根２号炉のサプレッションチェンバの耐震評価について，容器の内部水が自

由表面を有する場合，実際に地震荷重として付加される内部水は，その全質量で

なく，一部の質量（有効質量）であることを踏まえ，サプレッションチェンバの

内部水に対して有効質量を適用することの妥当性を確認した。 

具体的には，サプレッションチェンバの内部水の有効質量は，汎用構造解析プ

ログラムＮＡＳＴＲＡＮを用いて算出するため，試験体を用いた振動試験から算

出される有効質量，また，実機解析モデルに対する流体解析から算出される有効

質量，さらには容器構造設計指針・同解説の球形タンク等の有効質量と比較・検

証した結果，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量が他の評価手法と同等も

しくは概ね保守的な傾向を示すことを確認した。 

以上のことから，島根２号炉の今回工認においては，サプレッションチェンバ

の内部水に対して有効質量を適用した耐震評価を実施する。 

また，サプレッションチェンバの評価に用いるスロッシング荷重は，流体解析

により個別評価する。 
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別紙１ 

規格類における有効質量の適用例 

1. 概要

有効質量の考え方は，他産業の耐震設計において一般的に取り入れられている。

その一例として「容器構造設計指針・同解説（日本建築学会）」における球形タ

ンク及び円筒タンクの設計への適用例を示す。

（球形タンクへの適用例） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（円筒タンクへの適用例） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙２ 

有効質量の概要 

容器の振動方向に地震荷重として付加される荷重は，内部水を剛体として扱う

場合の荷重よりも小さいことが知られており，このときのみかけの質量は有効質

量（又は付加質量，仮想質量等）と呼ばれている。ここでは，円筒タンクを例に

有効質量の概要を説明する。 

第 1図のように，直径Ｄの円筒タンクに液面高さＬの水が入っているとする。

通常，容器内の水は自由表面を有しており，このタンクに水平方向に単位加速度

を与えた場合の側板における動液圧力は，第 2図に示すように自由表面において

０であり，深さ方向に二次曲線的な分布を生じる。一方，容器内を満水とし自由

表面を無くした場合には，水全体が一体となって動くため，側板の動液圧力は高

さ方向に一定となる。このように，自由表面を有する場合に側板に作用する地震

荷重は，自由表面がない場合（水全体が一体に動く場合）の地震荷重に対して小

さくなる。円筒タンクに加わる地震荷重のイメージを第 3図に示す。 

荷重評価において，自由表面を有する内容液の加速度に対する実際に地震荷重

として付加される質量を有効質量という。また，水の全質量に対する有効質量の

比を有効質量比という。 

第 1図 円筒タンクの内容液 

（イメージ）

第 2図 加速度に対する側板の 

動液圧分布 

有効質量による 

荷重 

自由表面あり 

自由表面なし（密閉） 

L
 

地震力 

0 

0 

p 

L 

動液圧 

液
面

高
さ

 

全質量と有効 

質量の差分 
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内部水を剛体として扱う場合 実際の地震荷重 

第 3 図 円筒タンクに加わる地震荷重のイメージ 

Ｍ：容器と一体で挙動する 

  内部水質量（＝全質量） 

：容器の応答加速度 

地震動 

 
Ｍ 

ＸＦ＝Ｍ 

容器に加わる地震荷重 

Ｘ

Ｆ
Ｓ
：スロッシング荷重 

Ｍ
Ｅ
：容器と一体で挙動する 

内部水質量（＝有効質量） 

容器に加わる地震荷重 

ＳＥ Ｆ＋ＸＦ＝Ｍ 
 

地震動 

 
Ｍ

Ｅ
 

Ｆ
Ｓ
 

（Ｍ
Ｅ
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別紙３ 

サプレッションチェンバ内部水のスロッシング荷重について

1. 概要

耐震評価における構造物の内部水の考え方としては，たて置円筒容器などでハ

ウスナーの手法が一般的に採用されている。

本資料では，ハウスナーの手法[１]の考え方を用いてサプレッションチェンバ

の内部水の扱いについて説明する。 

また，汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔを用いたスロッシング荷重の算定方法

について説明する。 

2. ハウスナーの手法による内部水の考え方

たて置円筒容器の内部水の地震時の挙動の概念について，第 2－1図に示す。

水平方向の地震動に対する内部水の挙動としては，液面表面が揺れるスロッシ

ングモードと内部水が容器と一体となって振動するモードの２つのモードが組

み合わされる。 

ハウスナーの手法では，容器と一体となって振動するモードとして付加される

質量ＭＥ（有効質量）を剛体として，スロッシングモードとして付加される質量

Ｍｉとスロッシングの固有周期を考慮したバネを容器に結合した解析モデルに

て，耐震評価を行い容器と一体となって振動するモード及びスロッシングモード

による荷重を計算する。 

第 2－1 図 たて置円筒容器の内部水の地震時の挙動の概念 

地震動 地震動 地震動 

Ｍｉ 

ＭＥ 

ａ．スロッシングモード ｂ．容器と一体となって 

振動するモード 

ｃ．ハウスナーの手法に 

よるモデル化 
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3. サプレッションチェンバの内部水の扱い

地震時のサプレッションチェンバに対する荷重を算出する場合のサプレッシ

ョンチェンバの内部水の扱いについて，水平方向及び鉛直方向に分けて説明する。 

水平方向の地震動によるサプレッションチェンバに対する地震荷重は，容器と

一体となって振動するモードによる荷重及びスロッシングモードによる荷重に

分けて評価する。 

容器と一体となって振動するモードによる荷重は，汎用構造解析プログラムＮ

ＡＳＴＲＡＮから算出される有効質量を用いて，地震応答解析モデルに付加質量

ＭＥとして設定し，はりモデルを用いた動的解析（スペクトルモーダル解析等）

により算出する。ここで，この地震応答解析モデルでは，スロッシングモードと

して付加される質量Ｍｉとバネは考慮しない。 

一方，スロッシングモードによる荷重は，前述の地震応答解析とは別に，実機

サプレッションチェンバの内部構造物及び内部水の全質量（水位）を考慮し，汎

用流体解析コードＦｌｕｅｎｔにより算出する。ここで，Ｆｌｕｅｎｔを用いて

地震時の内部水によるサプレッションチェンバに対する荷重を算出する場合，ス

ロッシングモードによる荷重及び容器と一体となって振動するモードによる荷

重の総和Ｆとして算出される。このため，荷重の総和Ｆから容器と一体となって

振動するモードによる荷重を差し引くことでスロッシング荷重を算出する。 

鉛直方向の地震動によるサプレッションチェンバに対する地震荷重は，地震応

答解析モデル上，内部水の全質量を考慮し，はりモデルを用いて算出する。 
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4. 実機スロッシング荷重の算定方法

Ｆｌｕｅｎｔを用いたスロッシング荷重の算出方法について，重大事故時に

おける算出例を説明する。

4.1 解析モデル 

解析モデルを第 4.1－1図に，解析諸元を第 4.1－1表に示す。 

第 4.1－1図 流体解析モデル 

第 4.1－1表 解析諸元 

格子数 

格子幅 

4.2 解析条件 

解析条件を第 4.2－1表に示す。 

第 4.2－1表 解析条件 

モデル化範囲 サプレッションチェンバ内

水位 重大事故時想定水位（Ｓｓ）（4000mm） 

評価用地震動 基準地震動Ｓｓ（水平方向と鉛直方向）注１に対する 

原子炉建物EL.1300mmにおける建物床応答 

解析コード Ｆｌｕｅｎｔ Ver.18.2（汎用流体解析コード） 

ＶＯＦ法を用いた流体解析 

その他 内部構造物のモデル化範囲：ベントヘッダ，ダウンカマ， 

クエンチャ，ＥＣＣＳストレーナ

注１ 地震動の特徴を考慮し，スロッシングの固有周期帯の応答加速度及び

設備の固有周期帯の応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを用いて検討する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.3 スロッシング荷重算定 

4.3.1 スロッシング荷重算定方法 

Ｆｌｕｅｎｔで算出される荷重Ｆは，スロッシングモードによる荷重 ｓＦ

及び容器と一体となって振動するモードによる荷重 ｘＭＥ  の和であるこ

とから，スロッシングモードによる荷重 ｓＦ は，下式で表される。 

ｘ＝Ｆ－ＭｓＦ Ｅ 

ここで， 

ＥＭ ：有効質量 

ｘ ：入力加速度 

なお，有効質量の算出においては，荷重時刻歴波形について 0.4Ｈｚの

ハイパスフィルター処理を行い，スロッシング周期成分を取り除いている。 

4.3.2 スロッシング荷重算定結果 

Ｆｌｕｅｎｔで算定した荷重Ｆ，容器と一体となって振動するモードに

よる荷重 ｘＭＥ   ，スロッシングモードによる荷重ＦＳの荷重時刻歴を第

4.3－1図に，スロッシングモードによる最大荷重及びスロッシングモード

による荷重算定における有効質量比を第 4.3－1 表に，Ｆｌｕｅｎｔで算

出した荷重Ｆのフーリエスペクトル（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓ

ｓ））を第 4.3－2図に，フーリエスペクトルから求めたスロッシングの固

有周期を第 4.3－2表に示す。また，スロッシング解析結果例（Ｓｓ－Ｄ，

重大事故時想定水位（Ｓｓ），最大荷重発生時刻付近（12 秒時点））を第

4.3－3図に示す。 

なお，サプレッションチェンバの時刻歴応答解析結果による地震荷重

（5.396×107(Ｎ)（暫定値，重大事故時想定水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ））に

対するスロッシングモードによる荷重の最大値（5.36×106(Ｎ) （暫定値，

重大事故時想定水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ））の比率は約 10%である。サプレ

ッションチェンバの耐震評価では，拡幅をした床応答スペクトルによるス

ペクトルモーダル解析による地震荷重を適用することから，スロッシング

モードによる荷重の影響は更に小さくなると考えられる。
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（ａ）各荷重の重ね書き 

（ｂ）荷重Ｆ 

（ｃ）荷重 ｘＭＥ   

（ｄ）スロッシング荷重 ｓＦ

第 4.3－1図 各モードの荷重時刻歴 

(Ｓｓ－Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓｓ）) 
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第 4.3－1表 スロッシングモードによる最大荷重及び 

スロッシング荷重算定における有効質量比

地震動 水位条件 最大荷重 [kN] 有効質量比 

Ｓｓ－Ｄ 重大事故時想定水位（Ｓｓ） 5,363 0.23 

第 4.3－2図 フーリエスペクトル（Ｓｓ-Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓｓ）） 

第 4.3－2表 スロッシングの固有周期 

水位条件 固有周期 [s] 

重大事故時想定水位（Ｓｓ） 約 3.9秒 

注： 色の違いは，水面高さの違いを表す。

また，高さは初期水位を０ｍとした

ものを表している。 

第 4.3－3図 スロッシング解析結果例 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓｓ），最大荷重発生時刻付近） 

参考文献［１］: Housner, G. W.: Nuclear Reactors And Earthquakes, TID Rep. 

7024, 1963. 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.3.3 スロッシング荷重及び有効質量に与える影響検討 

サプレッションチェンバ内部水によるスロッシング荷重は，サプレッシ

ョンチェンバの主要な内部構造物を考慮した実機解析モデルを用いて，水

平１方向＋鉛直方向の地震動を入力した解析結果から算定している。 

上記解析条件に対して水平２方向入力による影響を検討し,スロッシン

グ荷重及び有効質量に与える影響について検討を行う。 

（１）影響検討方針

水平２方向入力によるスロッシング荷重への影響について，地震動の入

力条件を水平１方向＋鉛直方向及び水平２方向＋鉛直方向とした場合の

スロッシング荷重を比較し，確認する。

入力地震動は，スロッシング荷重が最大となるＳｓ－Ｄを用いる。また，

水位条件は，スロッシング荷重が最大となる重大事故時想定水位（Ｓｓ）

を用いる。 

解析条件を第 4.3－3表に示す。 

第 4.3－3表 解析条件（水平２方向入力） 

項目 基本ケース 影響検討ケース 

解析コード Ｆｌｕｅｎｔ 同左 

解析モデル 実機解析モデル 同左 

入力波 Ｓｓ－Ｄ 

ＮＳ方向：Ｓｓ－Ｄ 

ＥＷ方向：位相特性の異な

るＳｓ－Ｄ注１ 

地震動の 

入力方向 

水平１方向 

＋鉛直方向 

水平２方向 

＋鉛直方向 

水位 重大事故時想定水位（Ｓｓ） 同左 

注１ 位相特性の異なるＳｓ－Ｄの作成方針等については参考資料 10 参照 
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（２）影響検討結果

評価結果を第 4.3－4 表，最大荷重発生時刻付近（12 秒）の変位コンタ

ー図を第 4.3－4図に示す。 

水平２方向入力によるスロッシング荷重の影響について，基本ケース

（合成荷重：水平１方向入力の最大荷重値の√２倍）に比べ，影響検討ケ

ース（水平２方向入力の時刻歴荷重の最大値）は，小さいことを確認した。

これは，水平２方向入力の影響により，スロッシング荷重が周方向へ分散

していること及びＥＷ方向地震動の位相特性によるものと考えられる。ま

た，水平２方向の入力波を位相反転させた場合の影響は，サプレッション

チェンバが円環形状（対称形状）であることから，スロッシング荷重への

影響はないと考えられる。 

よって，サプレッションチェンバのスロッシング荷重評価は基本ケース

のとおり，入力地震動を水平１方向＋鉛直方向とすることで保守的になる

ことを確認した。また，有効質量比は基本ケースと影響検討ケースで一致

しており，水平２方向入力による有効質量比への影響はないことを確認し

た。 

なお，基本ケース及び影響検討ケースに対するスロッシング最大荷重発

生時刻付近の変位コンター図はほぼ同様な分布，波高であり，大きな差異

がないことを確認した。 

第 4.3－4表 評価結果（水平２方向入力） 

検討ケース 
①基本ケース

（水平１方向入力） 

②影響検討ケース

（水平２方向入力） 
①／②

スロッシング

最大荷重注１

（kN） 

ＮＳ 5,363 5,364 注２ 1.00 

ＥＷ － 3,699 注２ 1.45 

合成荷重 7,584 注３ 5,372 注４ 1.41 

有効質量比 
ＮＳ 

0.23 
0.23 1.00 

ＥＷ 0.23 1.00 

注１ スロッシング最大荷重は地震波に依存することから，今後作成する建物応答に対す

るスロッシング荷重を確認する必要があるため暫定値 

注２ １方向成分（ＮＳ又はＥＷ）のみに着目した場合の最大荷重 

注３ 基本ケースの最大荷重の√２倍の荷重 

注４ 各方向に加わるスロッシング荷重を時刻毎に合成（ 2＋ＥＷ2ＮＳ ）した値の最大値 
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①基本ケース

（最大荷重発生時刻（12秒）付近） 

②影響検討ケース

（最大荷重発生時刻（12秒）付近） 

注 色の違いは，水面高さの違いを表す。また，高さは初期水位を０ｍとした

ものを表している。 

第 4.3－4図 変位コンター図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙４ 

サプレッションチェンバ内部水の地震応答解析モデルへの設定方法について

1. 概要

本文第 6 項に示した島根２号炉のサプレッションチェンバの地震応答解析モ

デル（はり要素を用いた３次元多質点モデル）では，本文第 5.1.1 項に示したＮ

ＡＳＴＲＡＮ（シェル要素を用いた実機解析モデル）により算出される各要素の

有効質量及びその位置（高さ）を考慮し，地震応答解析モデルの各質点に内部水

の有効質量を縮約して設定する。 

本資料では，その設定方法の考え方について説明する。 

2. 縮約

縮約とは，膨大な数のデータを扱う有限要素法などの解析において，行列の大

きさ（次元）を小さくする解析上のテクニックであり，その手法として，Ｇｕｙ

ａｎの縮約法（Guyan's Reduction）が広く一般的に使われている。 

サプレッションチェンバの内部水に対する有効質量を地震応答解析モデルに

設定するにあたり，この手法を用いて，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレ

ッションチェンバシェルの各要素の有効質量及びその位置（高さ）を，地震応答

解析モデルの各質点に縮約する（第 2－1図参照）。 

第 2－1 図 有効質量の縮約 

有効質量算出モデル 地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3. 地震応答解析モデルへの設定方法

3.1 地震応答解析モデルへの設定方法の考え方 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレッションチェンバシェルの各要素

の有効質量及びその位置（高さ）を，地震応答解析モデルのサプレッションチ

ェンバシェルの各質点に設定する方法（Ｇｕｙａｎの縮約法）のイメージを第

3.1－1図に示す。 

① ＮＡＳＴＲＡＮから算出されるサプレッションチェンバの内部水の有効

質量 

ＮＡＳＴＲＡＮではサプレッションチェンバシェルの各要素に対する内

部水の有効質量が算出されており，解析モデルの一断面を考えた場合，有効

質量算出モデルの１要素における有効質量ｍｉは，水平方向及び鉛直方向の

有効質量（ｍｘｉ，ｍｚｉ）に分解できる。 

なお，水平方向の有効質量ｍｘｉ をサプレッションチェンバ全体に積分す

るとサプレッションチェンバの内部水に対する有効質量と一致し，また，

鉛直方向の有効質量ｍｚｉ をサプレッションチェンバ全体に積分した場合，

サプレッションチェンバシェルの底面圧力による荷重と一致する。

② 地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）への縮約（１要素の有効

質量）

上記①で示した水平方向及び鉛直方向の有効質量（ｍｘｉ，ｍｚｉ），その

位置（高さ）を考慮し，それらが地震応答解析モデルのはり要素（１箇所

の質点）における慣性力及び回転慣性力が等価となるように，並進質量（ｍ

ｘ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｚ）を設定する。 

なお，回転質量Ｒｍｚは，サプレッションチェンバの底面圧力によるモー

メントとして考慮される。

③ 地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）への縮約（全要素の有効

質量）

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出されるサプレッションチェンバシェル全要素

の有効質量に対して，上記②の考え方を３次元の位置関係を考慮して展開

し，地震応答解析モデルのはり要素（１箇所の質点）における並進質量（ｍ

ｘ，ｍｙ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｙ，Ｒｍｚ）に縮約する。 

④ 地震応答解析モデル（全質点）における有効質量の設定

地震応答解析モデルにおけるはり要素の全質点に対して，上記③の考え方

を展開し，並進質量（ｍｘ，ｍｙ，ｍｚ）及び回転質量（Ｒｍｘ，Ｒｍｙ，Ｒ

ｍｚ）が設定される。

4条-別紙8-45



 

第 3.1－1図 Ｇｕｙａｎの縮約法のイメージ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2 地震応答解析モデルへ設定する有効質量 

今回工認に用いるサプレッションチェンバの地震応答解析モデルを第3.2－

1図に示す。また，重大事故時想定水位（Ｓｓ）条件で水平方向（Ｙ方向）加

振時及び鉛直方向（Ｚ方向）加振時の地震応答解析モデルの各質点位置に縮約

される有効質量を第 3.2－1表及び第 3.2－2表に示し，今回工認に用いるサプ

レッションチェンバの地震応答解析モデルに設定する有効質量（並進質量及び

回転質量）が有する意味合いを以下に示す。 

（１）並進質量

・Ｙ方向加振時の各質点の並進質量ｍｙの合計値  kgは，サプレッ

ションチェンバ内部水の有効質量を表し，Ｚ方向加振時の各質点の並進質

量ｍｚの合計値  kg は，サプレッションチェンバ内部水の全質

量を表すことから，有効質量比は 0.23（＝  ）とな

る。

・この有効質量比は，本文第 5.1－1 表におけるＮＡＳＴＲＡＮによる実機解

析モデル（重大事故時想定水位（Ｓｓ））の有効質量比 0.23と一致する。 

・Ｙ方向加振時の並進質量ｍｙは，Ｙ軸方向（質点 1，33）がＸ軸方向（質点

17）よりも質量が集中する傾向があり，流体解析コードＦｌｕｅｎｔによ

る圧力分布（参考資料７第 3図参照）とも整合している。 

・Ｙ方向加振時の並進質量ｍｘ，ｍｚ及びＺ方向加振時の並進質量ｍｙは，サ

プレッションチェンバの容器形状（軸対称）に応じた分布となっており，

それぞれの合計値は０となる。

・Ｚ方向加振時の並進質量ｍｘについて合計値は０でないが，これは解析モデ

ルが半周モデルであることに起因しており，全周モデルとした場合には，

Ｙ軸に対して対照な挙動を示すため，並進質量ｍｘの合計値は０となる。 

（２）回転質量

・Ｙ方向加振時の各質点の回転質量Ｒｍｘは，サプレッションチェンバの容

器内面に加わる圧力（各シェル要素のＹ方向成分及びＺ方向成分）を各質

点位置にオフセットした場合の等価な回転慣性力を表している。

・各質点での回転質量Ｒｍｘは，サプレッションチェンバの容器中心位置（は

りモデルの質点位置）を基準としており，回転質量が正の場合は容器中心

位置よりも低い位置に，回転質量が負の場合は容器中心位置よりも高い位

置に内部水の等価高さがあると見なすことができる。 

・今回の地震応答解析モデルにおけるＹ方向加振時の各質点位置の回転質量

の合計値は正であるため，サプレッションチェンバ内部水の有効質量の等

価高さは，容器中心位置よりも低い位置にあることを表している。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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・Ｙ方向加振時の有効質量（並進質量ｍｙ）の合計値  kgとＹ方向

の回転質量Ｒｍｘの合計値  kg・m から，サプレッションチェン

バ内部水全体を簡便に一質点とした場合の等価高さは，サプレッションチ

ェンバの容器中心位置（はりモデルの質点位置）から約  m（＝

）低い位置にあると算出される。これは，内部

水の重心位置（容器中心位置から下方に約 2.4m の位置）よりも高く，

Housner 理論による底面圧力を考慮した円筒容器の評価式における容器水

位に対する容器半径が比較的大きい場合の傾向とも整合する。

・Ｙ方向加振時の回転質量Ｒｍｙ及びＺ方向の回転質量Ｒｍｘ，Ｒｍｚは，隣

り合う質点の関係として回転質量の増減が表れるが，これは質点位置の容

器形状の違いによるものであり，容器形状が軸対称であるため，それぞれ

の合計値は０となる。

・Ｙ方向加振時の回転質量Ｒｍｚ，Ｚ方向の回転質量Ｒｍｙのそれぞれの合計

値は０でないが，Ｚ方向の並進質量ｍｘと同様に解析モデルが半周モデル

であることに起因している。

第 3.2－1 図 サプレッションチェンバ地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.2－1表 縮約した有効質量 

（重大事故時想定水位（Ｓｓ），Ｙ方向（水平）加振時） 

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.2－2表 縮約した有効質量 

（重大事故時想定水位（Ｓｓ），Ｚ方向（鉛直）加振時） 

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量

ｍｘ

（×103kg）

ｍｙ

（×103kg）

ｍｚ

（×103kg）

Ｒｍｘ

（×103kg･m）

Ｒｍｙ

（×103kg･m）

Ｒｍｚ

（×103kg･m）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33

合計

節点
番号

並進質量 回転質量
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4. 応答解析モデルの妥当性確認 

4.1 妥当性確認方針 

サプレッションチェンバの地震応答解析モデルにおいては，内部水の等価高

さを適切に考慮するため，ＮＡＳＴＲＡＮの機能であるＧｕｙａｎ縮約法によ

り算出される有効質量を３次元はりモデルの質点位置に設定しており，ＮＡＳ

ＴＲＡＮのＧｕｙａｎ縮約法を用いて縮約した水平方向の有効質量について

は，「3. 地震応答解析モデルへの設定方法」にて，Ｇｕｙａｎ縮約法を適用

していないＮＡＳＴＲＡＮ（３次元シェルモデル）から算出した水平方向の有

効質量と同等であることを確認している。 

ここで，円筒容器等をモデル化する手法として用いられるＨｏｕｓｎｅｒ理

論における円筒容器等の評価式では，有効質量及び等価高さを以下のとおり算

定している。 

① 有効質量は水平方向の加速度による内部水から受ける容器側面圧力（水

平方向の圧力）から算定 

② 等価高さは上記①の有効質量と容器側面圧力（水平方向の圧力）による

回転モーメントから算定 

③ 容器半径に対して水位が低い場合の等価高さは上記②に加えて，底面圧

力（鉛直方向の圧力）による回転モーメントから算定される高さを加算 

上記③における等価高さの取り扱い及び「3.2 地震応答解析モデルへ設定

する有効質量」における等価高さが内部水の重心位置よりも高いことを考慮す

ると，サプレッションチェンバ内部水から受ける容器側面圧力（水平方向の圧

力）に加えて底面圧力（鉛直方向の圧力）を把握することは重要である。 

今回工認に用いる地震応答解析モデルでは，ＮＡＳＴＲＡＮを用いて容器

（各要素）の内面圧力（水平方向の圧力，鉛直方向の圧力）から各方向の有効

質量を算定しており，これらはＧｕｙａｎ縮約法を用いてサプレッションチェ

ンバのはりモデルの質点位置に縮約される。このため，以下の検討によりサプ

レッションチェンバの応答解析モデルの妥当性の確認を行う。 

① 鉛直方向圧力の妥当性確認 

ＮＡＳＴＲＡＮ（３次元シェルモデル）により算出される鉛直方向の有

効質量比と，Ｆｌｕｅｎｔによる流体解析結果から得られる流体解析結果

から算出される鉛直方向の有効質量比との比較により，ＮＡＳＴＲＡＮの

有効質量算出モデルにおける鉛直方向圧力の妥当性の確認を行う。 

② Ｇｕｙａｎ縮約法の妥当性確認 

サプレッションチェンバ実機解析モデルにおいて，Ｇｕｙａｎ縮約法を

適用（３次元はりモデル），非適用（３次元シェル＋はりモデル）の解析

モデルにより得られる応答加速度を比較し，サプレッションチェンバにお

けるＧｕｙａｎ縮約法の妥当性の確認を行う。 

本検討の目的を第 4.1－1表に示す。 
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第 4.1－1表 検討の目的 

比較対象 
３次元シェルモデル注１ 

／流体解析モデル 

３次元シェル＋はりモデル注２ 

／３次元はりモデル注３ 

確認項目 鉛直方向の有効質量比 応答加速度・荷重 

検討目的 
鉛直方向の圧力の 

妥当性確認 

Ｇｕｙａｎ縮約法の 

妥当性確認 

注１ ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量算出モデル 

注２ ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をシェル要素とし，サプレッションチェンバ

の構造部分をはりモデルとした応答解析モデル 

注３ ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をＧｕｙａｎ縮約法により試験体のはり要素

に付加した応答解析モデル（今回工認におけるサプレッションチェンバの地震応

答解析モデル） 
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4.1.1 鉛直方向圧力の妥当性確認 

（１）解析条件

妥当性確認において適用する水位は，３次元シェルモデル及び流体解析

モデル共に重大事故時想定水位（Ｓｓ）とする。その他の解析条件は本文

「5. 耐震評価に用いる有効質量の設定」と同様とする。解析モデルを第

4.1－1図及び第 4.1－2図に示す。 

第 4.1－1図 ３次元シェルモデル（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

（本文第 5.1－1図の再掲） 

ａ．外観 ｂ．内部構造物 

第 4.1－2図 流体解析モデル（Ｆｌｕｅｎｔ） 

（本文第 5.1－3図の再掲） 

（２）解析結果

実機サプレッションチェンバの鉛直方向の有効質量比の算出結果を第

4.1－2表に示す。３次元シェルモデル及び流体解析モデルにより算出した

有効質量比はほぼ一致しており，ＮＡＳＴＲＡＮによる鉛直方向圧力は適

切である。 

第 4.1－2表 鉛直方向の有効質量比算出結果 

３次元シェルモデル 

（ＮＡＳＴＲＡＮ） 

流体解析モデル 

（Ｆｌｕｅｎｔ） 

鉛直方向の 

有効質量比 
0.98 0.99 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.1.2 Ｇｕｙａｎ縮約法の妥当性確認 

（１）解析モデル

応答解析結果の比較を行う解析モデルを以下に示す。 

① ３次元シェル＋はりモデル

ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をシェル要素とし，サプレッション

チェンバの構造部分をはりモデルとした３次元シェル＋はりモデル（第

4.1－3図参照） 

第 4.1－3図 ３次元シェル＋はりモデル 

② ３次元はりモデル

ＮＡＳＴＲＡＮで算定した有効質量をＧｕｙａｎ縮約法により試験体

のはり要素に付加した３次元はりモデル（今回工認におけるサプレッショ

ンチェンバの地震応答解析モデル）（第 4.1－4図参照）

第 4.1－4図 ３次元はりモデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）解析条件

地震応答解析条件を第 4.1－3 表に示す。 

第 4.1－3表 解析条件 

項目 内容注２ 

解析モデル ３次元シェル＋はりモデル ３次元はりモデル注１ 

モデル
内部水 シェル要素 質点に縮約 

鋼材部分 はりモデル 

内部水の有効質量の 

算定方法 
ＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量を算定 

内部水の有効質量の 

モデル化
シェル要素として付加

Ｇｕｙａｎ縮約法を用いて

試験体のはり要素に付加 

水位条件 重大事故時想定水位（Ｓｓ） 

入力地震動 
Ｓｓ－Ｄ 

（ＮＳ方向，ＥＷ方向，鉛直方向） 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ 

注１ 耐震評価用の応答解析モデル 

注２ 記載していない内容については耐震評価用の応答解析と同様 
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（３）入力加速度及び比較項目

３次元シェル＋はりモデル及び３次元はりモデルにおいて，加速度はＮ

Ｓ方向，ＥＷ方向及び鉛直方向の各方向に入力し，３方向入力を組み合わ

せた応答加速度及び荷重を算出する。加速度及び荷重の比較項目は以下の

通りとする。 

① 加速度

各方向の時刻歴応答加速度及び最大応答加速度の比較を行う。応答加速

度の比較位置を第 4.1－5図に示す。 

第 4.1－5図 応答加速度の比較位置 

② 荷重

サプレッションチェンバサポート基部に生じる最大荷重の比較を行う。

比較対象とする荷重を第 4.1－6 図に示す。なお，サプレッションチェン

バサポートは半径方向にスライドする構造であるため，半径方向に有意な

荷重は生じない。また，荷重の比較位置を第 4.1－7図に示す。 

第 4.1－6図 荷重の比較項目 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4.1－7図 荷重の比較位置 

（４）解析結果

① 加速度

応答加速度の最大値の比較結果を第 4.1－4 表に，時刻歴応答加速度の

比較結果を第 4.1－8 図及び第 4.1－9 図に示す。第 4.1－4 表において，

最大加速度は３次元シェルモデル及び３次元はりモデルにおいて，概ね一

致する結果が得られている。また，第 4.1－8図及び第 4.1－9図において，

３次元シェルモデル及び３次元はりモデルの時刻歴応答加速度はよく一

致している。 

第 4.1－4表 最大応答加速度の比較 

項目 節点 

最大加速度 （m/s2） 

加速度比 

（①／②）
①３次元

シェル＋はり
モデル

②３次元

はりモデル 

ＮＳ方向 

加速度 

（Ａ） 30.3 30.8 0.98 

（Ｂ） 14.6 14.8 0.99 

ＥＷ方向 

加速度 

（Ａ） 17.7 17.6 1.01 

（Ｂ） 36.4 36.5 1.00 

鉛直方向 

加速度 

（Ａ） 7.4 8.2 0.90 

（Ｂ） 7.4 8.4 0.88 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 荷重

最大荷重の比較結果を第 4.1-5 表に示す。第 4.1-5表に示す通り，３次

元シェルモデル及び３次元はりモデルの最大荷重は概ね一致している。 

第 4.1-5 表 最大荷重の比較 

項目 節点 

①３次元

シェル＋はり

モデル

②３次元

はりモデル 

荷重比 

（①／②）

周方向反力 

（kN） 

（ａ） 4.00E+03 4.06E+03 0.98 

（ｂ） 2.58E+03 2.63E+03 0.98 

（ｃ） 3.45E+03 3.51E+03 0.98 

（ｄ） 2.23E+03 2.27E+03 0.98 

鉛直方向反力 

（kN） 

（ａ） 1.01E+03 1.04E+03 0.98 

（ｂ） 1.50E+03 1.58E+03 0.95 

（ｃ） 1.06E+03 1.08E+03 0.98 

（ｄ） 1.68E+03 1.77E+03 0.95 

半径軸回り 

モーメント

（N･m）

（ａ） 4.55E+06 4.62E+06 0.98 

（ｂ） 3.21E+06 3.26E+06 0.98 

（ｃ） 3.92E+06 3.98E+06 0.98 

（ｄ） 2.77E+06 2.82E+06 0.98 

接線軸回り 

モーメント

（N･m）

（ａ） 5.76E+04 5.52E+04 1.04 

（ｂ） 5.76E+04 5.52E+04 1.04 

（ｃ） 6.71E+04 6.42E+04 1.05 

（ｄ） 6.71E+04 6.42E+04 1.05 

鉛直軸回り 

モーメント

（N･m）

（ａ） 1.82E+05 1.85E+05 0.98 

（ｂ） 1.82E+05 1.85E+05 0.98 

（ｃ） 1.57E+05 1.59E+05 0.98 

（ｄ） 1.57E+05 1.59E+05 0.98 
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4.1.3 妥当性確認結果 

4.1.1 より，ＮＡＳＴＲＡＮの３次元シェルモデルによる解析結果にお

いて，内部水の流動を考慮した流体解析モデルと同等の有効質量比が得ら

れていることから，ＮＡＳＴＲＡＮにおいて鉛直方向における内部水のモ

デル化は妥当であることを確認した。 

また，4.1.2 より，３次元シェルモデル及び３次元はりモデルにおいて，

最大応答加速度と最大荷重が概ね一致しており，時刻歴応答加速度につい

てもよく一致した結果が得られていることから，Ｇｕｙａｎ縮約法は妥当

であることを確認した。  
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参考資料１ 

地震時における円環形状容器内部水の有効質量に係る研究の概要について 

1. 概要

本研究では，円環形状容器に対しＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量評価の妥当性

を確認することを目的とする。そのため，サプレッションチェンバを縮小模擬し

た試験体による振動試験を実施した。 

2. 研究計画

2.1 研究時期 

平成１４年度 

2.2 研究体制 

本研究は，下記の体制及び役割分担で実施した。 

体制 役割分担 

中国電力株式会社 研究の計画策定 

研究の実施 

振動試験実施状況の確認 

振動試験結果及び解析結果の確認 

株式会社日立製作所 振動試験の実施 

ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量の解析 

2.3 研究実施場所 

本研究における振動試験は，日立製作所機械研究所の振動台で実施した。 

3. 振動試験による有効質量評価

3.1 試験体 

島根１号炉サプレッションチェンバを縮小模擬した試験体を製作し振動試

験を実施した。試験の状況を第 3.1－1図に示す。試験体は実機と同様に 16 個

の円筒を円環形に繋いだ形状とし，寸法は実機サプレッションチェンバの1/20

程度である円環の直径 1,464mm，断面の内径 400mmとした。材質は内部水の挙

動を確認するため透明のアクリル製とした。試験体の形状及び寸法を第 3.1－

2図に示す。試験装置は，振動台の上に試験体を支持する架台を設け，その上

に試験体を設置した。振動台と架台の間には加振方向に２本のリニアガイドを

並行に配置し，試験体及び架台が加振方向に移動できる構造とした。試験体及

び架台はロードセルを介して振動台に固定されるため，試験体及び架台の振動

応答による水平方向反力はロードセルで確認することができる。 
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主な計測項目は，振動台上，架台上及び試験体上の加速度，架台を含めた試

験体の荷重である。第 3.1－1表に計測項目，第 3.1－3 図に計器配置を示す。 

第 3.1－1図 試験装置 第 3.1－2図 円環形状容器 

第 3.1－1表 計測項目 

計測項目 計測機器 位置 計測チャンネル数（設置位置） 

反力 ロードセル 振動台－架台間 Ｘ成分 

加速度 加速度計 振動台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 
Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

架台上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

試験体上 Ｘ成分：２（90°,270°） 
Ｙ成分：２（0°,180°） 

Ｚ成分：４（0°,90°,180°,270°） 

1464 

φ400 
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第 3.1－3図 計測機器設置位置 

3.2 試験条件 

加振波は，スロッシング周期帯に加速度成分を含まないランダム波Ａ及びス

ロッシング周期帯に加速度成分を含むランダム波Ｂの模擬地震波を用いる。第

3.2－1図及び第 3.2－2図に各地震波の時刻歴波形及び加速度応答スペクトル

（減衰 0.5%）を示す。試験では第 3.2－1図及び第 3.2－2図の地震波の１倍，

２倍，３倍及び４倍で加振を行った。加振は水平１方向とする。水位は，内部

水なし及び内部水あり（Ｈ．Ｗ．Ｌ相当）の２ケースとする。第 3.2－1 表に

試験ケースを示す。 

第 3.2－1図 ランダム波Ａ 第 3.2－2図 ランダム波Ｂ 
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第 3.2－1表 試験条件 

入力地震波 加速度 [Gal] 内部水 

ランダム波Ａ

100 
200 
300 
400 

なし 

あり（220kg） 

ランダム波Ｂ

100 
200 
300 
400 

なし 

あり（220kg） 

3.3 試験結果に基づく有効質量評価 

ランダム波Ａ（100Gal，内部水あり）の試験ケースにおいて計測された荷重

の時刻歴波形を第 3.3－1図に示す。 

一般的にスロッシングの固有振動数は低く，本研究で対象とするような容器

支持部に作用する地震荷重への寄与は小さいと考えられるため，内容水荷重Ｆ

[N]と架台上の計測加速度ｘ [m/s2]との関係は以下の式で表される。

ｘ）Ｆ＝（Ｍ＋Ｍ Ｅ  （１） 

ここに，Ｍ[kg]は架台を含む容器の質量，ＭＥ[kg]は水の有効質量である。

式（１）のとおり，質量は加速度に対する荷重の比として表される。 

第 3.3－2 図にランダム波Ａにおける試験ケースごとの最大加速度と最大荷

重の関係を示す。第 3.3－2 図における内部水ありのケースの回帰直線の傾き

から架台及び容器の総質量を引いたものが水の有効質量となり，水の全質量に

対する比として有効質量比が算出できる。ただし，本研究では，内部水なしの

条件における試験結果を用いて，上記と同様の方法で式（１）より架台及び容

器の総質量を算出している。 

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂによる試験結果から得られた有効質量比を

第 3.3－1 表に示す。加振波の違い及びスロッシング周期の加速度成分の有無

による有効質量比の相違は小さいことを確認した。 
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第 3.3－1図 計測荷重の時刻歴波形（ランダム波Ａ，100Gal，内部水あり） 

第 3.3－2 図 振動試験における最大加速度と最大荷重の関係 

（ランダム波Ａ）（本文第 4.2－8 図の再掲）
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第 3.3－1表 振動試験から得られた水の有効質量比 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

4. ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量評価

汎用構造解析ソフトＮＡＳＴＲＡＮでは，容器形状と水位が既知であれば，仮

想質量法により有効質量が算出できる。そのため，振動試験や煩雑な数値計算を

実施することなく，式（１）より効率的に容器に作用する地震荷重を推定するこ

とができる。本研究では，振動試験と同様の解析モデルに対しＮＡＳＴＲＡＮの

仮想質量法により有効質量比を算出した結果を実験結果と比較し，その妥当性を

検証する。なお，本方法は流体を非圧縮性のポテンシャル流れと仮定することに

より構造物に接する流体の振動質量を求める方法であり，自由表面の重力影響は

考慮されない。解析モデルを第 4－1図に，解析結果を有効質量比として第 4－1

表に整理する。 

第 4－1 図 構造解析モデル 

第 4－1 表 ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比の算出結果 

項目 算出結果 

有効質量比 0.21 

5. 妥当性検証

島根１号炉サプレッションチェンバに対する振動試験，ＮＡＳＴＲＡＮのそれ

ぞれで得られた有効質量比を第 5－1表に整理する。ＮＡＳＴＲＡＮによる有効

質量比は，振動試験の結果と同等の結果が得られており，ＮＡＳＴＲＡＮにより

算出される有効質量は妥当であることが確認された。 

第 5－1 表 各方法による有効質量比の評価結果 

項 目 ＮＡＳＴＲＡＮ 
振動試験 

ランダム波Ａ ランダム波Ｂ 

有効質量比 0.21 0.18 0.20 
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6. 結論

円環形状容器における有効質量の把握を目的に，振動試験及び汎用構造解析ソ

フトＮＡＳＴＲＡＮにより有効質量を評価し比較を行った。その結果，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量算出の妥当性が確認できた。 

7. 学会発表実績

本研究結果については，日本機械学会 2008年度年次大会にて学会発表してい

る[１]。 

[１] 丸山 直伴，田村 伊知郎，福士 直己，大坂 雅昭，鈴木 彩子，鈴木 学：ト

ーラス形容器における内部水の地震時荷重評価，日本機械学会 2008年度年次

大会講演論文集，2008.7巻
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＜補足１＞ 常温下での振動試験の妥当性について 

今回実施した振動試験については，以下の検討を踏まえ，常温下で実施してい

る。 

① サプレッションチェンバの耐震評価において考慮する運転状態（重大事故時

の荷重の組合せについては，「重大事故等対処設備について（補足説明資料）

39 条 地震による損傷の防止 39-4 重大事故等対処施設の耐震設計における重

大事故と地震の組合せについて」にて説明）

・サプレッションチェンバの耐震評価は，設計基準事故時及び重大事故時と

もに，事故の発生確率，継続時間及び地震の年超過確率を踏まえ，地震荷

重と事故時の荷重の組合せを考慮するため，今回実施した振動試験の温度

条件（水温）は，基準地震動Ｓｓと荷重の組合せが必要となる運転状態を

考慮

・設計基準事故時における温度条件は通常運転状態（飽和温度以下）

・重大事故時は，事象発生後 2×10-1年以降の荷重と基準地震動Ｓｓとの組合

せとなるため，温度条件は飽和温度以下（沸騰状態ではない）

② 水温による有効質量比への影響

・有効質量に関連する内部水の質量は密度の関数であり，水温が飽和温度以

下では温度変化に対する影響は小さい

なお，サプレッションチェンバの耐震評価における地震応答解析及び応力評価

に用いる部材温度は，運転状態を考慮した温度条件を用いる。 
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＜補足２＞ 振動試験における加振波について 

振動試験において，以下の条件を考慮して加振波を設定している。 

①スロッシング荷重の考慮

スロッシング荷重による内部水の有効質量への影響を確認するため，ス

ロッシング周期（約 0.8 秒）帯に加速度成分を含む加振波（ランダム波Ｂ）

とスロッシング周期帯に加速度成分を含まない加振波（ランダム波Ａ）を

適用する。 

②試験体の運動の影響

有効質量は内部水ありの場合と内部水なしの場合での振動試験結果か

ら得られる荷重－加速度関係の回帰直線の傾きの差から算出する。このた

め，有効質量比を精度良く算出するには，試験体の運動により加わる荷重

を相対的に小さくする必要があることから，試験体の固有周期（約 0.025

秒）及びこの周辺の短周期の加速度成分が小さい加振波を適用する。

③周波数成分の影響

加振波の周波数特性は内部水の有効質量に影響しない[１][２]ことから，ラ

ンダム波を適用する。

以上の条件を踏まえ，ランダム波Ａでは 0.1～0.2 秒，ランダム波Ｂでは 0.1

～2 秒の周期成分を一定としたフーリエスペクトルから模擬地震波を作成する。

作成した模擬地震波の応答加速度スペクトルを第 1図に示す。 

ランダム波Ａ ランダム波Ｂ

第 1図 入力波の応答加速度スペクトル 

[１]Housner， G. W.: Nuclear Reactors And Earthquakes， TID Rep. 7024， 1963.

[２]容器構造設計指針・同解説（日本建築学会）
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参考資料２ 

有効質量比に対するスロッシング影響について 

1. 概要

有効質量比に対するスロッシング影響の有無を確認するため，流体解析で得ら

れた荷重時刻歴（スロッシング周期成分を含む）及びスロッシング周期成分を取

り除いた荷重時刻歴に対する有効質量比を算定し，比較・検討した。 

2. 検討内容

流体解析におけるスロッシング周期は入力加速度と荷重のフーリエスペクト

ルの関係より 0.26Ｈｚ（重大事故時想定水位（Ｓｓ））として得られている。こ

のため，流体解析で得られた荷重時刻歴に対して，0.4Hzのハイパスフィルタ処

理を行い，スロッシング周期成分を取り除いた荷重時刻歴を求め，本文第 5.1

項の方法にて，有効質量比を算定した。 

3. 検討結果

スロッシング周期成分あり及びスロッシング周期成分なしの荷重時刻歴に対

する加速度と荷重の関係図を第3－1図及び有効質量比の比較結果を第3－1表に

示す。 

スロッシング周期成分あり及びスロッシング周期成分なしの有効質量比に違

いはなく，有効質量比に対するスロッシングの影響はほぼない。 
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（ａ）スロッシング周期成分あり （ｂ）スロッシング周期成分なし 

 

第 3－1 図 荷重と加速度の関係 

 

第 3－1 表 有効質量比の比較結果 

水位 

流体解析 

スロッシング周期成分あり 
スロッシング周期成分なし 

（0.4Ｈｚハイパスフィルタ） 

重大事故時想定水位（Ｓｓ） 0.23 0.23 
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参考資料３ 

有効質量比に対する入力地震動の影響について 

1. 概要

サプレッションチェンバの地震荷重算出に当たり，サプレッションチェンバの

内部水の有効質量をＮＡＳＴＲＡＮにより算出することの妥当性を検証するた

め，島根１号炉サプレッションチェンバに対して，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質

量の算出及び試験体を用いた振動試験を実施しており，両者の有効質量比が同等

であることを確認している。 

本資料では，振動試験に用いた入力地震動に対して，周期特性の違いによる有

効質量への影響を考察する。 

2. 振動試験の入力地震動

振動台への入力波は，スロッシング成分を含まないランダム波Ａ及びスロッシ

ング成分を含むランダム波Ｂの人工地震波を用いた。

また，振動試験では，上記地震波の１倍，２倍，３倍及び４倍で加振を行った。

3. 有効質量比に対する入力地震動の影響検討

3.1 周期特性の違い

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂの入力加速度時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルを第 3.1－1 図に示す。また，これらの周期特性の異なる地震波に対

する振動試験から算出された有効質量比を第 3.1－1表に示す。 

ランダム波Ａ及びランダム波Ｂによる振動試験結果より算出した有効質量

比は同程度であり，有効質量は入力地震動の周期特性によらず，評価対象とす

る容器の形状に依存していることを示すものと考えられる。 
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（１）ランダム波Ａ （２）ランダム波Ｂ 

第 3.1－1図 振動試験に用いた地震動比較 

（参考資料１ 第 3.2－1 図，第 3.2－2 図の再掲） 

第 3.1－1表 振動試験から得られた水の有効質量比 

（参考資料１ 第 3.3－1表の再掲） 

入力地震波 有効質量比 

ランダム波Ａ 0.18 

ランダム波Ｂ 0.20 

4. 考察

上記のとおり，振動試験に用いた入力地震動に対する周期特性の違いによる有

効質量への影響について，今回実施した振動試験結果を用いて検討した結果，入

力地震動の周期特性の違いによる影響が小さいことを確認した。 

なお，今回の検討結果は，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量が評価対

象とする容器形状及び容器内水位を与えられれば，地震動を用いることなく，有

効質量を算出できるという特徴とも整合している。 
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参考資料４ 

規格基準における有効質量比との比較について 

1. はじめに

本資料は，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比算定の妥当性を確認するため，容

器構造設計指針・同解説（2010 年３月改訂版）（以下「容器指針」という。）に

記載されている球形タンク及び円筒タンクの有効質量比とＮＡＳＴＲＡＮによ

る有効質量比の算定結果の比較検討を行う。 

2. 解析結果

（１） 球形タンク

ＮＡＳＴＲＡＮの解析モデルを第 1図，解析モデル諸元を第１表，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量比の算定結果及び容器指針における球形タンクの有効

質量比を第 2図に示す。 

第 1図 球形タンク解析モデル 

第 1表 球形タンク解析モデル諸元 

半径 0.5m 

メッシュ数 約 5400 

第 2図 球形タンクの有効質量比 

注１ 液量率 ＝ 液体の体積 

／球形タンクの容積 

注２ 容器指針の有効質量比は試験によ

り得られている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）円筒タンク

ＮＡＳＴＲＡＮの解析モデルを第 3図，解析モデル諸元を第 2表，ＮＡＳＴ

ＲＡＮによる有効質量比算定結果及び容器指針における円筒タンクの有効質

量比を第 4図に示す。 

第 3図 円筒タンク解析モデル 

第 2表 円筒タンク解析モデル諸元 

半径 0.5m 

高さ 2.5m 

メッシュ数 約 6400 

第 4図 円筒タンクの有効質量比 

3. 検討結果

第 2図及び第 4 図の比較結果から，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量比算出結果

と容器指針における有効質量比がほぼ一致しており，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効

質量比算出は妥当であることを確認した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料５ 

計算機コードの概要について 

1. はじめに

本資料は，「サプレッションチェンバの内部水質量の考え方の変更について」

において用いた汎用解析プログラムＮＡＳＴＲＡＮ及び汎用流体解析コードＦ

ｌｕｅｎｔの解析コードについて説明するものである。 

2. 使用した解析コードの概要

(1) ＮＡＳＴＲＡＮ

ＮＡＳＴＲＡＮはサプレッションチェンバの構造をモデル化し，構造表面（接

水面）における流体－構造の運動方程式を解析する。 

(2) Ｆｌｕｅｎｔ

Ｆｌｕｅｎｔは，サプレッションチェンバ内の空間をモデル化し，流体の流れ

をＶＯＦ（Volume Of Fluid）法により解析する。 
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（１）ＮＡＳＴＲＡＮ

解析コードの概要 

コード名 MSC NASTRAN 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971年 

使用したバージョン 2005，2013 

使用目的 3 次元有限要素法（シェル要素）による 
有効質量の算定 

コードの概要 有限要素法を用いたＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮは，世界で圧倒

的シェアを持つ汎用構造解析プログラムのスタンダードであ

る。その誕生は1965年，現在の米国MSC.SoftwareCorporation 

の前身である米国The MacNealschwendlerCorporation の創設

者，マクニール博士とシュウェンドラー博士が，当時ＮＡＳＡ

（The National Aeronautics and Space Administration）で

行われていた，航空機の機体強度をコンピュータ上で解析する

ことをテーマとした「有限要素法プログラム作成プロジェク

ト」に参画したことに始まる。そこで作成されたプログラム

Nastran(NASA Structural Analysis Program) と命名され，1971 

年にThe MacNeal-Schwendler Corporation からＭＳＣ ＮＡ

ＳＴＲＡＮとして一般商業用にリリースされた。 

以来，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木などの様々な分野の構造解析に広く利

用されている。また各分野からの高度な技術的要求とコンピュ

ータの発展に対応するために，常にプログラムの改善と機能拡

張を続けている。 

検証と妥当性の確認 [検証] 

本解析コードの検証は以下のとおり実施済みである。 

・ サプレッションチェンバの模擬試験体による振動試験によ

り算定された有効質量比とＮＡＳＴＲＡＮによる３次元有

限要素法（シェル要素）及び付加質量法（Virtual Mass

Method）により算定された有効質量比が一致することを確認

している。

・ 本コードの適用条件について，開発機関から提示された要

件を満足していることを確認している。

[妥当性確認] 

本コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 
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検証と妥当性の確認 ・ 本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建築，

土木などの様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。

・ 検証の体系と今回の解析体系とが同等であることから，検

証の結果をもって，解析の妥当性が確認できる。

・ 開発機関が提示するマニュアルにより，３次元有限要素法

（シェル要素）及び付加質量法（Virtual Mass Method）に

よる有効質量算定に本解析コードが適用できることを確認

している。 
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1. 概要

有限要素法を用いたＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮは，世界で圧倒的シェアを持つ汎

用構造解析プログラムのスタンダードである。その誕生は 1965 年，現在の米国

MSC.Software Corporation の 前 身 で あ る 米 国 The MacNeal-Schwendler 

Corporation の創設者，マクニール博士とシュウェンドラー博士が，当時 NASA

（The National Aeronautics and Space Administration）で行われていた，航

空機の機体強度をコンピュータ上で解析することをテーマとした「有限要素法プ

ログラム作成プロジェクト」に参画したことに始まる。そこで作成されたプログ

ラム Nastran(NASA Structural Analysis Program)と命名され，1971 年に The

MacNeal-Schwendler Corporation から MSCNASTRAN として一般商業用にリリー

スされた。以来，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造船，

機械，建築，土木などの様々な分野の構造解析に広く利用されている。また，各

分野からの高度な技術的要求とコンピュータの発展に対応するために，常にプロ

グラムの改善と機能拡張を続けている。 

2. 本コードの特徴

ＮＡＳＴＲＡＮは，MSC.Software Corporation により開発保守されている汎

用構造解析コードである。原子力発電所の機器の応力評価で用いられる有限要素

法による応力評価に加え，流体の入ったタンク構造や没水タ－ビン等，接流体表

面を持つ構造の振動解析で一般に広く用いられている。 

また，解析における縮約処理は，膨大な数のデータを扱う有限要素法などの解

析において，行列の大きさ（次元）を小さくする解析上のテクニックであり，そ

の手法として，Ｇｕｙａｎの縮約法（Guyan's Reduction）が広く一般的に使わ

れており，ＮＡＳＴＲＡＮの機能として整備されている。 

3. 解析理論

本コードのうち，流体の入ったタンク構造や没水タ－ビン等，接流体表面を持

つ構造の振動解析で用いる仮想質量法の解析理論について述べる。 

振動時に容器壁面に作用する圧力は，流体解析によって求められる。サプレッ

ションチェンバのような複雑な形状に対しては，数値解析に依存することとなる。

ＮＡＳＴＲＡＮ仮想質量法では，前者の理想流体（非圧縮性，非粘性，渦無し）

を仮定した速度ポテンシャル法に沿う考え方が採用されている。 

同解析コ－ドでは，構造体の接水面に設定した節点において，構造体の振動に

より発生する流体圧力と流速を算定し，接水面における流体圧力と加速度の関係

式を構造体の運動方程式に流体項を加えることで，構造体と流体の運動方程式が

構築される。固有値解析あるいは応答解析を実施して，振動質量を求め，これか

ら構造体の振動質量を差し引くことで，流体の振動質量すなわち流体の有効質量

が算定される。 
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4. 解析フローチャート

第 1図 ＮＡＳＴＲＡＮ仮想質量法を用いたサプレッションチェンバ 

内部水の有効質量算定手順 

水の有効質量算定開始 

流体部分と構造との接水面設定 

速度ポテンシャル法により 

有効質量マトリクスを計算 

構造系解析モデル 

固有値解析，或いは応答解析を行い，水の有効質量Ｍｆを算定 

（固有値解析より求める場合） 

（構造単独解析の解） 

（連成解析の解） 

（応答解析結果から求める場合） 

水の有効質量算定終了 

注 添字 ｓ：構造 ｆ：流体 ｓ＋ｆ：構造・流体連成 

ｉ：要素，節点における応答項目を示す。 
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5. Ｇｕｙａｎ縮約法

本コードのうち，Ｇｕｙａｎ縮約法の解析理論について述べる。

動的問題に対する基礎方程式は，縮約を行う前に ｆｕ セットに対して組み立て

られる。縮約を行う前の標準マトリクス方程式は次式の形になる 
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 （１） 

ここで 

ａａａ ｕ，ｕ，ｕ  ：解析セットに残される変位，速度，加速度自由度 

０００ ｕ，ｕ，ｕ  ：消去セットに入れて消去される変位，速度，加速度自由度 

０ａ，ＰＰ ：作用荷重 

フリーボディ運動は解析セットに含めなければならない。そうしなければ，

００Ｋ が特異になってしまう。バーを付けた量（Ｐなど）は縮約の対象にならな

い量を示す。 

静的問題では，質量と減衰効果を無視して，式（１）下段の分割行を解いて ０ｕ

を計算することができる。 

})Ｐ{－}]{ｕ]([Ｋ－[Ｋ＝｝｛ｕ ０ａ０ａ
－１
０００ （２） 

式（２）の右辺は，Ｇｕｙａｎマトリクス ０Ｇ と静的補正変位 ０
０ｕ の 2つの部分

に分解して，次式で表すことができる。 

]][Ｋ－[Ｋ＝][Ｇ ０ａ
－１
０００ （３） 

}]{Ｐ[Ｋ＝}{ｕ ０
－１
００

０
０ （４） 

式（２）から式（４）を式（１）上段の分割行に代入すれば厳密な静的救解の

系が得られ，次式の形に縮約された静解析方程式になる。 

}Ｐ{＝}ｕ]{Ｋ[ ａａａａ （５） 

}ｕ{＋}ｕ]{Ｇ[＝}ｕ{ ０
０ａ００ （６） 

ここで 

]Ｇ][Ｋ[＋]Ｋ[＝]Ｋ[ ０ａ０ａａａａ （７） 

}Ｐ]{Ｇ[＋}Ｐ{＝}Ｐ{ ０
Ｔ
０ａａ （８） 

これに対して，動解析では，ベクトル ０ｕ と ０ｕ を近似することによって系の次

数を小さくすることができる。静的マトリクス方程式から出発して縮約を行うの

がよい。式（６）から次式の変換を定義する。 
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ここで， 
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０Ｉ
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０
ｆ （11） 

ここで， ０
０ｕ は静的変位形状に対する変位増分である。式（１）で表される系

は，精度を落とすことなく新しい座標系に変換することができる。変換された系

における剛性マトリクスは次式の形になる。 
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ａ０ａａ
Ｔ
０’

ｆｆ （12） 

マトリクスの乗算を行い，式（３）を代入すると，次式が得られる。










００

ａａ’
ｆｆ Ｋ０

０Ｋ
＝]Ｋ[ （13） 

剛性マトリクス内の連成は解除されたが，質量と減衰マトリクスは最初の系よ

り連成が増える結果になる。減衰マトリクスは質量マトリクスと同じ形であるか

ら，ここでは減衰マトリクスを省略して考える。厳密な変換系は次式の形になる。 
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（14） 

ここで， 

]Ｇ＋ＭＭ[]Ｇ[＋]Ｇ][Ｍ[＋]Ｍ[＝]Ｍ[ ００００ａ
Ｔ

００ａ０ａａ
’
ａａ （15） 

]ＭＧ[＋]Ｍ[＝]Ｍ[＝]Ｍ[ ００
Ｔ
０ａ０

Ｔ’
０ａ

’
ａ０ （16） 

]Ｍ[＝]Ｍ[ ００
’
００ （17） 

’
ｆｆＢ の減衰マトリクス成分は，質量マトリクス分割と同じ形で表すことができ

る。マトリクスが対称変換でなくても，上記と同じ変換を得る方法を次に紹介す

る。まず，式（１）～（８）から，縮約される加速度の影響を以下の式で見積も

る。 

}ｕ]{Ｇ[}ｕ{ ａ００   （18） 

式（18）を式（１）下段の分割行に代入して ０ｕ に関して解くと，以下の近似

式が得られる。 
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})ｕ]{ＧＭ＋Ｍ[－}ｕ]{Ｋ[－}Ｐ]({Ｋ[＝}ｕ{ ａ００００ａａ０ａ０
－１
０００  （19） 

０ａＫ に関する式（３）及び質量項に関する式（16）を式（19）に代入すると，

次式が得られる。 

}]ｕ]{Ｍ[－}Ｐ[{Ｋ＋}ｕ]{Ｇ[}ｕ{ ａ
’
０ａ０

－１
００ａ００  （20） 

式（18）と式（20）を式（１）上段の分割行に代入すると，次式が得られる。 

}ｕ]{ＧＫ＋Ｋ[＋}ｕ]{ＧＭ＋Ｍ[ ａ０ａ０ａａａ０ａ０ａａ 

}Ｐ]{Ｋ][Ｋ[－}Ｐ{＝}ｕ]{ＧＭ＋Ｍ][ＫＫ[－ ０
－１
００ａ００ａ００００ａ

－１
００ａ０  （21） 

項を整理すると，式（14）～式（17）と同じ結果が得られる。 

上記の縮約手順から，Ｇｕｙａｎ変換の特長がわかる。 

・近似が導入されるのは加速度成分のみである（式（18））。

・縮約した系の剛性成分は厳密な内容である。

・式（14）及び式（20）で定義される内部変位はほとんど等しい。
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（２）Ｆｌｕｅｎｔ

解析コードの概要 

コード名 Fluent 

開発機関 ANSYS, Inc 

開発時期 2017年（初版開発時期 1983 年） 

使用したバージョン Ver.18.2.0 

コードの概要 ANSYS Fluentは汎用熱流体解析コードであり，数値流体力学解析の

初心者からエキスパートまで，幅広い要求に応える使いやすさと多

くの機能を備える。有限体積法をベースとした非構造格子に対応す

るソルバを搭載しており，VOF(Volume of Fluid)法を用いて溢水を

伴う大波高現象の解析を実施することが可能である。VOF法はスロッ

シング解析における精度の高い手法であり，複雑な容器形状や流体

の非線形現象を考慮する場合に有効である。 

検証と妥当性の確認 [検証] 

・本解析コードは有限体積法を用いた汎用流体解析プログラムであ

り，数多くの研究機関や企業において，様々な分野の流体解析に

広く利用されていることを確認している。

・流体力学分野における典型的な事象について，解析結果が理論解

及び実験結果と一致することを確認している。

・本解析コードの製品開発，テスト，メンテナンス，サポートの各

プロセスは，United States Nuclear Regulatory Commission（ア

メリカ合衆国原子力規制委員会）の品質要件を満たしている。

[妥当性確認] 

・本解析コードは，航空宇宙，自動車，化学などの様々な分野にお

ける使用実績を有しており，妥当性は十分に確認されている。

・２次元スロッシング問題の解析結果と実験結果とを比較し，よく

一致することを確認している。
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1. 概要

ANSYS Fluent は汎用熱流体解析コードであり，数値流体力学解析の初心者か

らエキスパートまで，幅広い要求に応える使いやすさと多くの機能を備える。有

限体積法をベースとした非構造格子に対応するソルバを搭載しており，ＶＯＦ

(Volume of Fluid)法を用いて溢水を伴う大波高現象の解析を実施することが可

能である。ＶＯＦ法はスロッシング解析における精度の高い手法であり，複雑な

容器形状や流体の非線形現象を考慮する場合に有効である。 

2. 本コードの特徴

１）本コードの主な解析機能をつぎに列挙する

・非圧縮性・圧縮性流れの定常・非定常解析

・ニュートン・非ニュートン流体の取り扱い

・熱・物質の輸送，化学反応，燃焼，粒子追跡

・単相流，多相流，熱物理的状態変化，自由表面流

・層流・乱流，音響

２） 非構造格子の採用による複雑境界の表現と格子細分化が可能である

３）ＭＰＩ(Message Passing Interface)による並列処理に対応している

3. 解析理論

(1) ＶＯＦ法について

ＶＯＦは下式に示すように計算格子（セル）における流体の割合を示すスカラ

ー量である。スロッシング解析では水を 100％含む計算セルをＶＯＦ＝1.0，水

が存在せず 100％空気の計算セルをＶＯＦ＝0.0としている。ＶＯＦの計算セル

の例を第 1図に示す。 

Ｖ

Ｖ
＝α １

１ （１） 

α１ ：ＶＯＦ値

Ｖ１ ：流体体積 

Ｖ ：計算セル体積 
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第 1図 ＶＯＦ計算セルの例 

(2) 基礎方程式

ＶＯＦに対して下記の輸送方程式を解く。

＝０
ｘ

ｕα
＋

ｔ

α

ｉ

ｉ１１








（２） 

ただし， ｉｕはｉ方向（ｉ＝１，２，３）の流速を意味する。

式（２）の ｉｕ は式（３）の質量保存式，式（４）の運動量保存式より計算す

る。 

＝０
ｘ

ρｕ
＋

ｔ

ρ

ｉ

ｉ








（３） 

ｉｉｊ

ｊｉｊ

ｊｉｉ ＋Ｋτ
ｘ

＋
ｘ

ｐ
＝－

ｘ

ｕρｕ
＋

ｔ

ρｕ
















（４） 

ただし，ρ，ｐ， ｉｊτ ， ｉＫ はそれぞれ密度，圧力，粘性応力テンソル，外力を

意味する。 

式（３）及び式（４）で用いる密度ρは式（５）により計算する。 

ｇ１１１ ）ρ＋（１－αρρ＝α （５） 

ただし， １ρ ， ｇρ はそれぞれ水密度，空気密度を意味する。 

VOF=1.0 

VOF=0.0 気液界面位置 

気体セル

共存セル

境界セル

液体セル
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4. 解析フローチャート

支配方程式である式（１）から式（５）は，コロケート格子を用いた有限体積

法で離散化され，数値的に解かれる。流速と圧力の連成手法には非定常解を得る

ための予測子-修正子手法の一種であるＰＩＳＯ法が用いられる。 

Ｆｌｕｅｎｔソルバーの計算アルゴリズムを第 2図に示す。 

第 2図 計算アルゴリズム 

ＳＴＡＲＴ 

ＶＯＦ値の更新 

計算パラメータ，格子データの読み込み 
初期条件，境界条件の設定 

予測流速の計算 

圧力方程式の求解 

流速場の補正 

乱流変数の計算 

規定の反復回数 
に達したか？ 

規定の反復回数 
に達したか？ 

時間更新 

計算結果の出力 

ＥＮＤ 

ＮＯ ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 
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参考資料６ 

有効質量を適用する設備について 

1. 概要

島根２号炉の今回工認においては，サプレッションチェンバ内部水に対して有

効質量を適用して水平方向の地震荷重を算出することから，これに関連して，耐

震評価上の扱いとして有効質量を適用する設備及びスロッシング影響を検討す

る設備を整理する。 

2. 対象設備の整理

対象設備の整理に当たっては，サプレッションチェンバに関連する設備を抽出

し，抽出された設備に対して，有効質量適用の有無及びスロッシング影響検討の

要否を整理する。サプレッションチェンバの断面概要図を第 1図に示す。 

3. 有効質量適用の有無

有効質量を適用する設備とは，抽出された設備に対する応力評価等において，

サプレッションチェンバ内部水に対して有効質量を適用して算出された水平方

向の地震荷重を用いる設備とする。なお，有効質量の適用により発生応力が低減

すると考えられる。 

4. スロッシング影響検討の要否

サプレッションチェンバ内部水に対する有効質量の適用に伴い，スロッシング

荷重を個別評価するため，抽出された設備の設置位置，水位条件及び流動解析に

よるスロッシング挙動を考慮して，スロッシング影響検討の要否を判断する。 

また，スロッシング影響検討の要否は，抽出された設備の応力評価に加えて，

機能要求（圧力抑制機能，蒸気凝縮機能）の観点からも確認するとともに，機能

要求時の地震との組合せ，設備の構造的特徴を踏まえて判断する。 

なお，既工認では，サプレッションチェンバ内部水全体を剛体としているため，

水平方向の地震荷重にスロッシング荷重が包含される。 

5. 整理結果

サプレッションチェンバ内部水によるスロッシング影響検討要否の整理結果

を第 1表に示す。有効質量を適用する設備は，サプレッションチェンバ，サプレ

ッションチェンバサポート，サプレッションチェンバスプレイ管及びＥＣＣＳス

トレーナとした。また，スロッシング影響を検討する設備は，サプレッションチ

ェンバ，サプレッションチェンバサポート，ダウンカマ，ベントヘッダ，ベント

管，ＥＣＣＳストレーナ及びクエンチャとした。 

なお，ベント管ベローズは，今回工認で適用するサプレッションチェンバの地
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震応答解析から算出される変位を用いるため，有効質量を適用し，スロッシング

影響を検討する設備とした。 

スロッシング影響を検討するサプレッションチェンバの内部構造物のうち，表

面積が大きく，スロッシング荷重が大きいと考えられるダウンカマを代表として

選定し，スロッシング荷重の影響を確認する。水平１方向及び水平２方向入力に

よるスロッシング荷重（重大事故時想定水位（Ｓｓ），Ｓｓ－Ｄ）を第 2表に，

スロッシング荷重の入力方向及び応力評価部位を第 2図に示す。

確認の結果，水平２方向入力によるスロッシング荷重は，水平１方向入力によ

るスロッシング荷重（水平１方向荷重の√２倍の荷重）よりも小さく，設計基準

事故に想定されるダウンカマに対するチャギング荷重よりも小さいため，構造成

立性に大きな影響を与えるものではない。 

6. その他

島根２号炉の既工認において，内部水を有する主なタンクで有効質量を適用し

た設備は無い。タンクにおける内部水質量の整理結果を第 3 表に示す。 

第 1図 サプレッションチェンバ断面概要図 

ベント管 

（全周８本） 

ベント管ベローズ 

クエンチャ 
ＥＣＣＳストレーナ 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 
ベントヘッダ 

強め輪（全周 32枚） 

真空破壊装置 

ダウンカマ 

（全周 64本） 

重大事故時想定水位（Ｓｄ） 

（参考）Ｈ．Ｗ．Ｌ． 

サプレッションチェンバ 

サポート 

重大事故時想定水位（Ｓｓ） 
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第 2表 内部構造物に対する水平２方向入力による 

スロッシング荷重への影響 

対象構造物 水位条件 入力方向 
荷重（kN） 

（水平１方向） 

荷重（kN） 

（水平２方向） 

チャギング荷重 

（kN） 

ダウンカマ 重大事故時 

想定水位 

（Ｓｓ） 

水平１方向 

＋鉛直方向注１ 
7.41 

10.49 

（ＳＲＳＳ） 

18.4 
水平２方向 

＋鉛直方向注２ 
－ 9.78 

注１ Ｓｓ－Ｄ 

注２ ＮＳ方向，鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向：位相特性の異なるＳｓ－Ｄ（位相特性の異なるＳｓ－Ｄの作

成方針等については参考資料 10参照） 

 

 

第 2図 荷重入力方向及び応力評価部位 

応力評価部位 

荷重入力方向 
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参考資料７ 

 

サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポート 

の耐震評価について 

 

1. 概要 

島根２号炉の今回工認におけるサプレッションチェンバ及びサプレッション

チェンバサポートの耐震評価について，サプレッションチェンバに対する水平方

向の地震応答解析における地震動の入力方向，地震応答解析モデルに用いるはり

モデル，スペクトルモーダル解析並びにサプレッションチェンバの応力評価に用

いる解析モデル及び応力評価の考え方を説明する。 

 

2.地震応答解析における地震動の入力方向 

サプレッションチェンバは 16セグメントの円筒容器を繋ぎ合わせた円環形状

容器である。各セグメントの継ぎ目に２箇所ずつ全 32箇所のサポートが設けら

れており，第 1図のとおり，プラント方位に対してオフセットした配列となって

いる。 

また，サポートは，径方向にスライドし，周方向に固定される構造となってい

るため，サプレッションチェンバに対する水平方向の地震応答解析における地震

動の入力方向の配慮として，サポートに最大の荷重が加わるようにオフセットす

る。なお，既工認ではプラント方位に沿った水平方向入力を行っており，今回工

認において地震動の入力方向を見直している。 

 

 

第 1図 サプレッションチェンバへの地震荷重入力方向 

 

 

  

90° 

0° 

180° 

270° 

：加速度入力方向 
：サプレッションチェンバサポート 

 スライド方向（代表２箇所を記載） 
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3. 地震応答解析モデル 

3.1 地震応答解析モデルのモデル化の考え方 

サプレッションチェンバの耐震設計においては，内部水及び容器の振動モー

ドを考慮し，流体解析によるスロッシング評価及び３次元はりモデルによる地

震応答解析を実施する。 

ここで，内部水を有する容器に対する既往知見[1]として，特に薄肉円筒容器

（縦置き）については，バルジング（ビーム振動及びオーバル振動と分類）が

生じることが知られていることから，サプレッションチェンバの耐震設計では，

ビーム振動については，３次元はりモデルを用いた地震応答解析により地震荷

重を評価し，オーバル振動については，強め輪によりサプレッションチェンバ

の変形を防止する設計として考慮する（第 1表，第 2図参照）。 

また，サプレッションチェンバ内部水の流動による局部的な圧力については，

汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔによる流動解析の結果，局部的な圧力は3kPa

程度であり，サプレッションチェンバの設計圧力（427kPa）及びＳＡ耐性条件

（853kPa）と比較して小さく部分的であるため，サプレッションチェンバの地

震応答解析へ与える影響はない（第 3 図，第 4 図参照）。サプレッションチェ

ンバ内部の圧力分布については，ＮＡＳＴＲＡＮにより算出される有効質量分

布と同様であり，ＮＡＳＴＲＡＮによる有効質量は，Ｇｕｙａｎ縮約法により，

サプレッションチェンバのはりモデルへ適切に反映される。 

したがって，サプレッションチェンバの耐震評価は，強め輪の効果により小

円断面（１セグメントの断面）のオーバル振動が抑制されること，流動による

サプレッションチェンバ内面の局部的な圧力が設計圧力等よりも小さく部分

的であることを踏まえると，サプレッションチェンバに有効質量を考慮したは

りモデルは，ビーム振動及び大円（円環）の変形を模擬できることから，サプ

レッションチェンバ各部の地震荷重を算出するのに適した地震応答解析モデ

ルと考える。 

 

[1] 振動試験による円筒形貯水タンクの耐震性評価－動液圧分布の入力加速度

依存性について－，INSS JOURNAL，Vo1.11，pp.117-128（2004） 
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第 1表 振動モードに対するサプレッションチェンバの耐震設計 

振動モード 

（文献[１]に基づく

定義） 

振動の特徴 
サプレッションチェンバの 

耐震設計 

スロッシング 大きな液面変動を伴

い揺動 

汎用流体解析コードＦｌｕｅｎｔ

により算出したスロッシング荷重

を考慮 

バ
ル
ジ
ン
グ 

ビーム振動 タンクがあたかも梁

のように振動 

ＮＡＳＴＲＡＮにより算出した有

効質量を考慮した３次元はりモデ

ルによる地震荷重を考慮 

オーバル振動 タンク壁面が花びら

状に変形する振動 

サプレッションチェンバ内部に強

め輪（合計 32枚）を取り付け（第

2 図参照），サプレッションチェ

ンバの変形を防止（オーバル振動

を抑制） 

 

 

第 2図 サプレッションチェンバ断面図 

  

サプレッション 
チェンバ 

Ａ 

強め輪（赤線） 

強め輪 

補強板 

サポート 

Ａ部詳細図 

強め輪 
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第 3図 サプレッションチェンバの圧力コンター図 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓｓ）） 

第 4図 最大圧力発生位置の圧力時刻歴 

（Ｓｓ－Ｄ，重大事故時想定水位（Ｓｓ）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2 地震応答解析モデルの詳細設計段階における妥当性確認方針 

3.2.1 バルジングに対する影響検討 

サプレッションチェンバの容器構造（トーラス形状）及び内部水を有す

ることを踏まえ，バルジングによるサプレッションチェンバへの影響を解

析的に分析し，地震応答解析に３次元はりモデルを適用することの妥当性

を確認する方針とする。 

3.2.2 サプレッションチェンバサポート付け根部の局部変形の影響 

サプレッションチェンバサポートとサプレッションチェンバの接合部

（以下「サプレッションチェンバサポート付け根部」という。）における

サプレッションチェンバシェルの局部変形を防止するため，サプレッショ

ンチェンバサポートは補強板を介してサプレッションチェンバシェルに

取り付けられている。また，サプレッションチェンバシェルの変形を防止

するため，内部に強め輪が取り付けられている。このため，サプレッショ

ンチェンバサポート付け根部の剛性は高く（第 5 図参照），サプレッショ

ンチェンバの地震応答解析に用いる３次元はりモデルにおいては，サプレ

ッションチェンバサポート付け根部を剛体としている。 

本検討では，サプレッションチェンバサポート付け根部のサプレッショ

ンチェンバシェルの局部剛性を考慮した応答解析を行い，サプレッション

チェンバシェルの局部変形による影響を定量的に確認することによって

３次元はりモデルの妥当性を確認する方針とする（第 6 図参照）。 

なお，サプレッションチェンバサポートは水平（半径）方向に可動する

構造であり，サプレッションチェンバサポート付け根部の水平（半径）方

向の剛性は，地震応答解析へ影響を与えるものではないため，剛構造とす

る。 

第 5 図 サプレッションチェンバサポート構造図 

サプレッション
チェンバシェル

強め輪 

補強板 

サプレッション
チェンバサポート

局部剛性 

（鉛直方向） 

可動構造 

局部剛性（円周方向） 

局部剛性 

（鉛直方向） 
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第 6図 サプレッションチェンバ地震応答解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. スペクトルモーダル解析について

サプレッションチェンバの地震応答解析では，既工認と同様に動的解析（スペ

クトルモーダル解析等）により地震荷重を算出する。

解析モデルの設定に当たっては，サプレッションチェンバの各部材（サプレッ

ションチェンバシェル，サプレッションチェンバサポート）に対する剛性，質量

等を適切に反映したはり要素でモデル化し，サプレッションチェンバシェルとサ

プレッションチェンバサポートは，剛体要素で結合させている。サプレッション

チェンバの振動モード図の代表例を第 7図に示す。

サプレッションチェンバの地震応答解析に３次元はりモデルを用いて動的解

析を行う方針としているが，動的解析に当たっては，高次モードを考慮したスペ

クトルモーダル解析を行い，高振動数の影響について確認を行う。
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第 7図 振動モード図の代表例（重大事故時想定水位（Ｓｓ）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

4条-別紙8-101



 

5. 応力評価に用いる解析モデル

サプレッションチェンバの応力評価については，既工認と同様に，サプレッシ

ョンチェンバの 1/16（22.5°）の範囲を対象とし，構造不連続部（サプレッシ

ョンチェンバサポート取付部，エビ継部）を適切に評価できるようにシェル要素

で３次元ＦＥＭ解析モデルを設定する。 

また，サプレッションチェンバの地震応答解析結果から得られる各荷重を３次

元ＦＥＭ解析モデルに入力し，各部位の応力評価を実施する。 

各荷重の入力条件及び境界条件を以下に示す。 

項 目 内 容 

水平方向の地震動による荷重 サプレッションチェンバシェル及びサプレッシ

ョンチェンバサポートの変位，回転 

自重（死荷重），鉛直方向の地震動 

による荷重 

サプレッションチェンバサポートの反力

自重（死荷重），鉛直方向の地震動 

による荷重に対する境界条件 

鉛直方向にサプレッションチェンバシェルの中

心を固定 

ここで，サプレッションチェンバの地震応答解析における荷重及び変位の抽出

位置を第 8図に，３次元ＦＥＭ解析モデルの解析条件を第 9 図に示す。 

なお，既工認ではサプレッションチェンバサポートに加わる荷重を用いて，サ

プレッションチェンバサポート取付部に加わる応力を３次元ＦＥＭ解析モデル

により評価しているが，エビ継部の応力評価を精緻に行うため，今回工認ではエ

ビ継部を評価部位に含む３次元ＦＥＭ解析モデルに見直しを行う。 
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第 8図 地震応答解析における荷重抽出位置 

第 9図 ３次元ＦＥＭ解析モデル解析条件 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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6. 応力評価の考え方

6.1 応力評価における要求事項 

サプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートは，実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」と

いう。），設計・建設規格ＪＳＭＥ ＮＣ１ 2005/2007（以下「ＪＳＭＥ」とい

う。）及び原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥ

ＡＧ４６０１－1987（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に基づき，強度評

価及び耐震評価を行う必要がある。 

6.2 原子炉格納容器及びその支持構造物の要求事項 

技術基準規則において，原子炉格納容器及びその支持構造物の構造及び強度

は，設計上定める条件において，全体的な変形を弾性域に抑えることが求めら

れている。 

また，原子炉格納容器及びその支持構造物の耐震性については，ＪＥＡＧ４

６０１において，地震力と他の荷重を組み合わせた場合には，原則として過大

な変形がないようにすることが求められている。 

6.3 原子炉格納容器及びその支持構造物の評価方針 

原子炉格納容器に対する地震荷重と他の荷重を組み合わせた評価は，ＪＥＡ

Ｇ４６０１に従い，以下の項目に対して行う。 

①一次応力評価

②一次＋二次応力評価

③一次＋二次＋ピーク応力評価（疲れ解析）

ただし，一次＋二次＋ピーク応力評価（疲れ解析）は，ＪＳＭＥ PVB-3140(6)

の要求を満足する場合，評価を省略することができる。 

なお，一次＋二次応力評価が３Ｓｍを超える場合は，評価対象部位の応力集

中係数を用いた一次＋二次＋ピーク応力評価又はソリッド要素を用いた３次

元ＦＥＭ解析による疲れ解析を行う。 

原子炉格納容器の支持構造物に対する地震荷重との組合せ評価は，ＪＥＡＧ

４６０１上，一次応力，一次＋二次応力に対する要求であり，一次＋二次応力

＋ピーク応力との組合せは要求されていない。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（抜粋） 
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ＪＥＡＧ４６０１－1987 
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ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

＜第２種容器に対する評価＞ 
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設計・建設規格ＪＳＭＥ ＮＣ１ 2005/2007（抜粋） 
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参考資料８ 

原子炉建物基礎版上における地震応答を用いる妥当性について 

1. 概要

サプレッションチェンバは，ドライウェルとベント管を介して接続されるが，

ベント管に設けられたベント管ベローズ（材質：オーステナイト系ステンレス鋼

（ＳＵＳ３０４））により相対変位を吸収する構造となっているため，サプレッ

ションチェンバの耐震評価に当たっては，ドライウェルの地震応答と切り離し，

原子炉建物基礎版上における地震応答を用いている。 

本資料では，ベント管ベローズの構造及びサプレッションチェンバへの地震応

答への影響を確認し，上記扱いの妥当性について確認する。 

2. ベント管ベローズの構造

ベント管ベローズは，第 1図に示すとおり，サプレッションチェンバとベント

管の熱膨張による相対変位や地震相対変位を吸収できる構造となっている。 

また，地震相対変位によるサプレッションチェンバへの反力は，ベント管ベロ

ーズのばね定数と地震相対変位により算定することができる。サプレッションチ

ェンバの荷重伝達イメージを第 2図に示す。 

3. サプレッションチェンバの地震応答への影響

サプレッションチェンバとベント管の地震相対変位，ベント管ベローズの反力，

サプレッションチェンバの地震荷重及びそれらの比率を第 1 表に示す。評価用地

震動は，基準地震動Ｓｓの特徴を踏まえ，設備の固有周期帯の応答加速度が大き

いＳｓ－Ｄを用いた（参考資料９参照）。地震相対変位によるベント管ベローズ

の反力は，サプレッションチェンバの地震荷重に対して 0.3％程度と軽微であり，

サプレッションチェンバの地震応答解析に原子炉建物基礎版上における地震応

答を用いることは，妥当と考えられる。 

なお，オーステナイト系ステンレス鋼のひずみ速度に関する知見としてひずみ

速度が 1sec-1以下となるものについては，ひずみ速度が耐力や設計引張強さに影

響がないものとされている［1］。ベント管ベローズのひずみ速度は，1.0×10-2 sec-1 

程度注１であり，上記知見を踏まえると，材料物性への影響がないと推定される

ため，剛性に対しても同様に影響がないものと考えられる。 

注１ 地震応答解析モデルの固有周期 T に対するサプレッションチェンバの最

大ひずみ量εの比（ε/T）からひずみ速度（sec-1）を算出 

参考文献[1]:Hiroe Kobayashi et al., Strain Rate of Pipe Elbow at Seismic Event and Its 

Effect on Dynamic Strain Aging, ASME Pressure Vessels and Piping Conference, July 26-30, 

2009 
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a.ベント管ベローズの構造概要

b.ベント管ベローズの主要寸法

第 1図 ベント管ベローズの構造 

サプレッションチェンバ

に接続 

ベント管に接続 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2図 サプレッションチェンバの荷重伝達イメージ 

第 1表 相対変位による影響評価結果 

項目注１ 評価値 

①地震相対変位 75 mm 注２ 

②地震相対変位による

ベント管ベローズの反力
1.424×105 N 注２ 

③サプレッションチェンバ

の地震荷重
5.396×107 N 注３ 

比率（②／③） 0.3 % 

注１ 項目の①～③は，第 2 図の番号に対応する 

注２ 基準地震動Ｓｓに対して保守的な条件として算出 

注３ 時刻歴応答解析により得られる地震荷重 

サプレッションチェンバの地震荷重 

サプレッションチェンバの変位 

ベント管ベローズ反力 

ベント管ベローズ及びサプレッションチェンバ間の相対変位 

地震動 

② 
① 

③ 

サプレッションチェンバ変位 
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参考資料９ 

評価に用いた地震動の応答加速度スペクトルについて 

サプレッションチェンバ設置床において，拡幅処理を行っていない応答加速度

スペクトル（減衰定数 0.5%（ＪＥＡＧ４６０１における「液体の揺動」の減衰

定数））を第 1図に，±10％の拡幅処理した応答加速度スペクトル（減衰定数 1.0%

（ＪＥＡＧ４６０１における「溶接構造物」の減衰定数））を第 2図に示す。ス

ロッシング荷重の算出には加速度時刻歴を用いるため，サプレッションチェンバ

におけるスロッシング周期（重大事故時想定水位（Ｓｓ））を第 1図に示す。サ

プレッションチェンバの耐震評価には拡幅処理した床応答スペクトルを用いる

ため，サプレッションチェンバの地震応答解析モデル（重大事故時想定水位（Ｓ

ｓ））の固有周期を第 2図に示す。 
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第 1図 サプレッションチェンバ設置床の応答加速度スペクトル 

（ＮＳ方向，拡幅なし） 

第 2図 サプレッションチェンバ設置床の応答加速度スペクトル 

（ＮＳ方向，拡幅あり） 
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震
度

周期 [s]

減衰：0.5%

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2(ns)

Ss-N2(ew)

スロッシング周期

（重大事故時想定水位）

（暫定値） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料 10 

スロッシング解析に用いる模擬地震波について

1. 概要

水平２方向及び鉛直方向地震力の同時入力による影響検討を行う際にサプレ

ッションチェンバのスロッシング解析にはスロッシング荷重が大きく算定され

るＳｓ－Ｄを代表波として用いる。この際，水平１方向にはＳｓ－Ｄを用いるが，

その直交方向にはＳｓ－Ｄとは位相特性の異なる模擬地震波を用いるため，Ｓｓ

－Ｄの直交方向の模擬地震波を以下に示す。 

なお，位相特性の異なる模擬地震波の作成方法は「別紙-10 水平２方向及び

鉛直方向地震力の適切な組合せに関する検討について」に示す。 

2. スロッシング解析に用いる入力波

スロッシング解析に用いる入力波は，Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｄと位相特性の異な

る模擬地震波を用いて，建物応答解析を実施し，得られた応答加速度時刻歴を用

いている。 

応答加速度時刻歴波形を第 1図及び第 2図に，それぞれの地震波を２方向入力

した場合の建物応答加速度のオービットを第 3図に，床応答加速度スペクトルを

第 4図に示す。第 3図に示すとおり，オービットには偏りがなく，第 4図に示す

とおり，スロッシング周期帯における位相特性の異なる模擬地震波の応答加速度

はＳｓ－Ｄと同等である。 
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第 1図 Ｓｓ－Ｄの応答加速度時刻歴波形（暫定値） 

第 2図 Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の応答加速度時

刻歴波形（暫定値） 

第 3図 Ｓｓ－Ｄによる建物応答加速度のオービット 

（位相が異なる地震波を２方向入力した場合） 

第 4図 床応答加速度スペクトル（暫定値） 
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参考資料 11 

サプレッションチェンバの重大事故時水位について

サプレッションチェンバの重大事故時水位及び水位条件等の考え方を第 1 図

及び第 1表に示す（「重大事故等対処設備について 補足説明資料 39条地震によ

る損傷の防止 39－4 重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の

組合せについて 添付資料８」より引用）。 

第 1図 重大事故時のサプレッション・プール水位と 

耐震評価に用いる水位との関係 

サプレッション・プール水位

水位 水量 位置 事故シーケンス等

約4,580m3
ダウンカマ取付け
部下端位置

SAの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※1

DBの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※2

約4,550m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（不確かさケース：２Pdに到達）

約4,410m3
真空破壊弁下端位
置 －0.4m

格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（ベースケース）

約3,390m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用する場合

約3,010m3
通常運転範囲の上
限値（H.W.L）

―

※1 SA時の耐震評価にてSsと組み合わせるサプレッション・プール水位を約４mから約5.05mに変更
※2 SA時と同様にDB時の耐震評価に用いるサプレッション・プール水位を約3.7mから約5.05mに変更

サプレッション・プール水位とSA時の耐震評価に用いる水位

約5.05m

約5.03m

約4.9m

約４m

約3.7m
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第 1表 重大事故時を考慮した地震応答解析モデルの水位条件等の考え方 

条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＰＣＶ 水位 

（質量） 

格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器水位が最

も厳しくなる事故シー

ケンスを選定）

重大事故時の原子炉格納容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，水位が高い方が地震時の荷

重が大きくなる傾向があることから，重大事故

時における地震動 Sdとの組合せにおいて考慮す

るサプレッション・プール水位としては，以下

の事故シーケンスを考慮し，ダウンカマ取付け

部下端位置（約 5.05m）を用いる。 

・格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系

を使用しない場合）（２Pdに到達するまでに操作

を実施しなかった場合（大破断ＬＯＣＡ発生

時））で約 5.03m 

重大事故時におけるドライウェルの水位として

は，ドライウェル床面＋約１m（ベント開口下端

位置）の水位が形成されることの影響を検討す

る。 
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参考資料 12 

サプレッションチェンバの内部水に有効質量を考慮する水位条件の変更について

１．概要 

新規制基準を踏まえたサプレッションチェンバの耐震評価において，内部水の

有効質量を考慮する水位条件を申請当初から変更する。本資料では，変更前後に

おける考え方を整理する。 

２．変更前の有効質量適用の考え方 

サプレッションチェンバの弾性設計用地震動Ｓｄによる通常運転時及び重大

事故時の耐震評価では，内部水の全質量を考慮した場合においても耐震性を満足

する。このため，サプレッションチェンバにおける弾性設計用地震動Ｓｄによる

重大事故後の耐震評価においては，既工認による耐震評価と同様に，内部水の有

効質量を考慮しないこととしていた。 

３．変更後の有効質量適用の考え方 

設計における一貫性を考慮し，サプレッションチェンバにおける耐震評価では

水位条件（通常運転時及び重大事故時）及び地震動によらず，内部水の有効質量

を考慮する。 

変更前後における有効質量を考慮する水位条件を第 1図に示す。 

第 1図 有効質量を考慮する水位条件 

9400mm 

0mm 

水位 耐震評価 有効質量の適用注１ 

変更

前 

5049mm 重大事故時の耐震評価（Ｓｄ） × 

4000mm 重大事故時の耐震評価（Ｓｓ） ○ 

3660mm 
通常運転時の耐震評価 

（Ｓｓ，Ｓｄ） 
○ 

変更

後 

5049 重大事故時の耐震評価 ○ 

5049 
通常運転時の耐震評価 

（Ｓｓ，Ｓｄ） 
○ 

注１ ○：有効質量を適用，×：有効質量を適用しない 

5049mm 

4000mm 

3660mm 
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参考資料 13 

先行プラントとの有効質量比の比較 

１．概要 

島根２号炉における検討で得られた有効質量比について，先行プラントとの比

較により妥当性を確認する。 

２．有効質量比の比較 

先行プラント及び島根２号炉における検討で得られた水位と有効質量比の関

係を第 1表及び第 1図に示す。 

有効質量比は，強め輪がない場合と比較して，強め輪がある場合に大きい傾向

がある。これは，強め輪が流体の運動を阻害するため，強め輪がある場合に容器

が流体から受ける反力が大きくなるためであると考えられる。また，島根２号炉

の検討に用いた試験体は島根１号炉の縮小試験体であることから，容器寸法の違

いによる差が生じている。 

強め輪の模擬や寸法の相違等により，有効質量比の算出結果にばらつきはある

が，先行プラント及び島根２号炉において同等の条件による検討で得られた有効

質量比は同程度の結果が得られている。 
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第 1図 水位と有効質量比の関係 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に弊社の責任にお

いて記載したものです。 
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NASTRAN 振動試験 流体解析 備考

試験体 ○ △ □ 容器を模擬

実機 ○ － □ 容器・強め輪を模擬

試験体 ○ △ －
容器・強め輪を模擬
島根１号炉の縮小試験体

実機 ○ － □ 容器・強め輪を模擬

女川２号炉

島根２号炉
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